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○ 中期計画の別表 
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別表１．予算 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

収入  

運営費交付金 7,389 
施設整備費補助金 2,313 
受託収入 6,398 
その他の収入 164 
  

合計 16,264 
支出  
業務経費 1,342 
人件費 5,809 
施設整備費 2,313 
受託関係経費 6,272 
一般管理費 528 
  

合計 16,264 
 
 

〔人件費の見積もり〕  

   中期目標期間中、「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）び 

「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成 18 
年法律第 47 号）において削減対象とされた人件費について、総人件費改革の取 

組の削減対象外となる任期付研究者等の人件費を除き、総額４，３３５百万円を 

支出する。なお、上記の削減対象とされた人件費と総人件費改革の取組の削減対 

象外となる任期付研究者等の人件費とを合わせた総額は、４，５９５百万円であ 

る。 

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、 

休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用である。 

 

別紙「運営費交付金算定のルール」に従い算定した。 
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別紙 

運営費交付金の算定ルール 

 
○運営費交付金＝人件費＋一般管理費＋業務経費－自己収入 
１．人件費＝当年度人件費相当額＋前年度給与改定分等 

（１）当年度人件費相当額＝基準給与総額±新陳代謝所要額＋退職手当所要額 
（イ）基準給与総額 

１８年度・・・所要額を積み上げ積算 
１９年度以降・・・前年度人件費相当額-前年度退職手当所要額  

（ロ）新陳代謝所要額 
新規採用給与総額（予定）の当年度分＋前年度新規採用者給与総額のうち平年度化額－前年度

退職者の給与総額のうち平年度化額－当年度退職者の給与総額のうち当年度分 
（ハ）退職手当所要額 

当年度に退職が想定される人員ごとに積算 
（２）前年度給与改定分等（１９年度以降適用） 

昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額 
なお、昇給原資額及び給与改定額は、運営状況等を勘案して措置することとする。運営状況等によっては、

措置を行わないことも排除されない。 
２．一般管理費 

前年度一般管理費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×一般管理費の効率化係数（α）×消費者

物価指数（γ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因 
３．業務経費 

研究経費 
前年度研究経費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×業務経費の効率化係数（β）×消費者物価

指数（γ）×政策係数（δ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因 
４．自己収入 

過去実績等を勘案し、当年度に想定される収入見込額を計上 
 

・ 一般管理費の効率化係数（α）：毎年度の予算編成過程において決定 
・ 業務経費の効率化係数（β）：毎年度の予算編成過程において決定 
・ 消費者物価指数（γ）：毎年度の予算編成過程において決定 
・ 政策係数（δ）：法人の研究進捗状況や財務状況、新たな政策ニーズへの対応の必要性、独立行政法人評価委員

会による評価等を総合的に勘案し、毎年度の予算編成過程において決定 
・ 所要額計上経費：公租公課等の所要額計上を必要とする経費 
・ 特殊要因：法令改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由により、特定の年度に一時的に発生

する資金需要に応じ計上 
 

[注記] 前提条件： 
・ 一般管理費の効率化係数（α）：中期計画期間中は 0.97 として推計 
・ 業務経費の効率化係数（β）：中期計画期間中は 0.99 として推計 
・ 消費者物価指数（γ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 
・ 政策係数（δ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 
・ 人件費（２）前年度給与改定分等：中期計画期間中は 0 として推計 
・ 特殊要因：中期計画期間中は 0 として推計 
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別表２．収支計画 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

費用の部 13,882 
経常費用 7,610 
研究業務費 5,684 
一般管理費 1,748 
減価償却費 178 

受託研究業務費 6,272 
財務費用 0 
臨時損失 0 

収益の部 13,882 
運営費交付金収益 7,142 
受託収入 6,398 
資産見返負債戻入 178 
臨時利益 0 
その他の収入 164 

純利益 0 
目的積立金取崩額 0 
総利益 0 
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別表３．資金計画 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

資金支出 16,264 
業務活動による支出 13,951 
投資活動による支出 2,313 
財務活動による支出 0 
次期中期目標の期間への繰越金 0 

資金収入 16,264 
業務活動による収入 13,951 
運営費交付金による収入 7,389 
受託収入 6,398 
その他の収入 164 

投資活動による収入 2,313 
施設整備費補助金による収入 2,313 
その他の収入 0 

財務活動による収入 0 
前期よりの繰越金 0 
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別表４．施設整備計画 

（単位：百万円） 

施設・整備の内容 予定額 財 源 

港湾空港関係研究施設整備費   

１．大規模地震津波実験施設 952 独立行政法人港湾空港技術研究所 

施設整備費補助金 

２．沿岸防災実験施設 751 独立行政法人港湾空港技術研究所 

施設整備費補助金 

３．長期暴露試験施設の改修 100 独立行政法人港湾空港技術研究所 

施設整備費補助金 

４．環境水理実験水槽 200 独立行政法人港湾空港技術研究所 

施設整備費補助金 

５．受電施設等更新 310 独立行政法人港湾空港技術研究所 

施設整備費補助金 

合 計 2,313  
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中期目標、中期計画及び年度計画と業務運営評価の項目 
中期目標 中期計画 平成１８年度計画 平成１９年度計画 

（まえがき） 
独立行政法人港湾空港技

術研究所（以下｢研究所｣と

いう。）は、港湾及び空港の

整備等に関する調査、研究

及び技術の開発等（以下「研

究」という。）を行うことに

より、効率的かつ円滑な港

湾及び空港の整備等に資す

るとともに、港湾及び空港

の整備等に関する技術の向

上を図ることを目的とする

機関である。その運営に当

たっては、自律性、自発性

及び透明性を備え、業務を

より効率的かつ効果的に行

うという独立行政法人化の

趣旨及び組織･業務の見直

しの結果を十分に踏まえつ

つ、本中期目標に従って、

適正かつ効率的にその業務

を遂行することにより、国

土交通政策に係るその任務

を的確に遂行するものとす

る。 
 

（まえがき） 
独立行政法人通則法（平成

１１年法律第１０３号）第３

０条の規定に基づき、国土交

通大臣から指示を受けた平

成１８年４月１日から平成

２３年３月３１日までの５

年間における独立行政法人

港湾空港技術研究所（以下

「研究所」という。）の中期

目標を達成するための計画

（以下「中期計画」という。）

を以下の通り定める。 
 

（まえがき） 
独立行政法人通則法（平成１

１年法律第１０３号）第３１条

の規定に基づき、国土交通大臣

から認可を受けた平成１８年４

月１日から平成２３年３月３１

日までの５年間における独立行

政法人港湾空港技術研究所（以

下「研究所」という。）の中期目

標を達成するための計画（以下

「中期計画」という。）に基づい

た平成１８年度の業務運営に関

する計画を以下のとおり定め

る。 

 

（まえがき） 
独立行政法人通則法（平成11

年法律第103号）第31条の規定

に基づき、国土交通大臣から認

可を受けた平成18年4月1日か

ら平成 23 年 3 月 31 日までの 5

年間における独立行政法人港湾

空港技術研究所（以下「研究所」

という。）の中期目標を達成する

ための計画（以下「中期計画」

という。）に基づいた平成 19 年

度の業務運営に関する計画を以

下のとおり定める。 

 

１．中期目標の期間 

平成18年4月1日から平

成 23 年 3 月 31 日までの 5
年間とする。 
 

   

２．業務運営の効率化に関

する事項 

（１）戦略的な研究所運営 

 

総合科学技術会議におい

て、科学技術全般にわたっ

て戦略的な業務運営が求め

られていることから、研究

所の業務運営の基本方針の

明確化、社会・行政ニーズ

を速やかかつ適切に把握す

るための関係行政機関や外

部有識者との連携、研究環

境の整備等の措置を通じ

て、戦略的な研究所運営の

推進を図る。 
 

１．業務運営の効率化に関す

る目標を達成するためとる

べき措置 

（１）戦略的な研究所運営の

ためとるべき措置 

①研究所の戦略的な業務運

営を推進するため、研究所幹

部による経営戦略会議、外部

有識者からなる評議員会等

での議論も踏まえて、研究所

運営の基本方針を明確にす

る。 
②社会・行政ニーズを速やか

かつ適切に把握するため、関

係行政機関・外部有識者との

情報交換、関係行政機関との

人事交流等、緊密な連携を推

進する。また、研究所の研究

企画能力の向上を図るため、

研究関連情報の収集・分析等

を行う。 
③研究所の役員と研究職員

の間で十分な意見交換を行

い、創造的な研究実施に有用

な研究環境の整備に努める。

 

１．業務運営の効率化に関する

目標を達成するためとるべき措

置 

（１）戦略的な研究所運営のた

めとるべき措置 

①研究所の戦略的な業務運営を

推進するため、研究所幹部によ

る経営戦略会議、外部有識者か

らなる評議員会等での議論も踏

まえて、研究所運営の基本方針

を明確にする。 
②社会・行政ニーズを速やかか

つ適切に把握するため、関係行

政機関・外部有識者との情報交

換、関係行政機関との人事交流

等、緊密な連携を推進する。ま

た、研究所の研究企画能力の向

上を図るため、研究関連情報の

収集・分析等を行う。 
③研究所の役員と研究職員の意

見交換会を 1 回開催して十分な

意見交換を行い、創造的な研究

実施に有用な研究環境の整備に

努める。 
 
 
 

１．業務運営の効率化に関する

目標を達成するためとるべき措

置 

（１）戦略的な研究所運営のた

めとるべき措置 

①平成 18 年度に策定した研究

所運営の基本方針に基づき、研

究所の戦略的な業務運営を推進

する。 
②社会・行政ニーズを速やかか

つ適切に把握するため、関係行

政機関・外部有識者との情報交

換、関係行政機関との人事交流

等、緊密な連携を推進する。ま

た、研究所の研究企画能力の向

上を図るため、要となるポスト

として研究計画官を適宜任命

し、研究関連情報の収集・分析

等を行う。 
③研究所の役員と研究職員の意

見交換会を 1 回開催して十分な

意見交換を行い、創造的な研究

実施に有用な研究環境の整備に

努める。 
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平成２０年度計画 平成２１年度計画 平成２２年度計画 評価項目 

（まえがき） 
独立行政法人通則法（平成 11

年法律第 103 号）第 31 条の規定

に基づき、国土交通大臣から認可

を受けた平成 18年 4月 1日から

平成23年3月31日までの5年間

における独立行政法人港湾空港

技術研究所（以下「研究所」とい

う。）の中期目標を達成するため

の計画（以下「中期計画」という。）

に基づいた平成 20 年度の業務運

営に関する計画を以下のとおり

定める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（まえがき） 
独立行政法人通則法（平成 11

年法律第 103 号）第 31 条の規定

に基づき、国土交通大臣から認可

を受けた平成 18 年 4 月 1 日から

平成23年3月31日までの5年間

における独立行政法人港湾空港

技術研究所（以下「研究所」とい

う。）の中期目標を達成するため

の計画（以下「中期計画」という。）

に基づいた平成 21 年度の業務運

営に関する計画を以下のとおり

定める。 

 

（まえがき） 
独立行政法人通則法（平成 11 年

法律第 103 号）第 31 条の規定に

基づき、国土交通大臣から認可を

受けた平成 18 年 4 月 1 日から平

成23年3月31日までの5年間に

おける独立行政法人港湾空港技

術研究所（以下「研究所」という。）

の中期目標を達成するための計

画（以下「中期計画」という。）

に基づいた平成 22 年度の業務運

営に関する計画を以下のとおり

定める。 

 

 
 
 
 

   

１．業務運営の効率化に関する目

標を達成するためとるべき措置 

（１）戦略的な研究所運営のため

とるべき措置 

①「独立行政法人整理合理化計

画」（平成 19 年 12 月 24 日閣議

決定）の趣旨を踏まえつつ、平成

18 年度に策定した研究所運営の

基本方針に基づき、研究所の戦略

的な業務運営を推進する。 
②社会・行政ニーズを速やかかつ

適切に把握するため、関係行政機

関・外部有識者との情報交換、関

係行政機関との人事交流等、関係

行政機関・外部有識者との緊密な

連携を推進する。また、研究所の

研究企画能力の向上を図るため、

研究関連情報の収集・分析等を行

う。 
③研究所の役員と研究職員の意

見交換会を開催して十分な意見

交換を行い、創造的な研究実施に

有用な研究環境の整備に努める。

 
 
 
 
 

１．業務運営の効率化に関する目

標を達成するためとるべき措置 

（１）戦略的な研究所運営のため

とるべき措置 

①「研究開発システムの改革等に

よる研究開発能力の強化及び研

究開発等の効率的推進等に関す

る法律」（平成 20 年 10 月 21 日

施行）、「独立行政法人整理合理化

計画」（平成 19 年 12 月 24 日閣

議決定）の趣旨を踏まえつつ、平

成 18 年度に策定した研究所運営

の基本方針に基づき、研究所の戦

略的な業務運営を推進する。 
②社会・行政ニーズを速やかかつ

適切に把握するため、関係行政機

関・外部有識者との情報交換、関

係行政機関との人事交流等、関係

行政機関・外部有識者との緊密な

連携を推進する。また、研究所の

研究企画能力の向上を図るため、

研究関連情報の収集・分析等を行

う。 
③研究所の役員と研究職員の意

見交換会を開催して十分な意見

交換を行い、創造的な研究実施に

有用な研究環境の整備に努める。

 

１．業務運営の効率化に関する目

標を達成するためとるべき措置 

（１）戦略的な研究所運営のため

とるべき措置 

①「研究開発システムの改革等に

よる研究開発能力の強化及び研

究開発等の効率的推進等に関す

る法律」（平成20年 10月 21日施

行）の趣旨を踏まえつつ、平成

18 年度に策定した研究所運営の

基本方針に基づき、研究所の戦略

的な業務運営を推進する。 

②社会・行政ニーズを速やかかつ

適切に把握するため、関係行政機

関・外部有識者との情報交換、関

係行政機関との人事交流等、関係

行政機関・外部有識者との緊密な

連携を推進する。また、研究所の

研究企画能力の向上を図るため、

研究関連情報 

の収集・分析等を行う。 

③研究所の役員と研究職員の意

見交換会を開催して十分な意見

交換を行い、創造的な研究実施に

有用な研究環境の整備に努める。 

 

 

１】戦略的な研究所

運営 
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中期目標 中期計画 平成１８年度計画 平成１９年度計画 

（２）効率的な研究体制の

整備 

高度化・多様化する研究

ニーズに迅速かつ効果的に

対応できるよう、また研究

業務の重点化を踏まえ、研

究所における研究体制につ

いて不断に検討・点検を加

えることにより、効率的な

研究体制の整備を図る。 
 

（２）効率的な研究体制の整

備 

 
研究所における研究体制

は部・室体制を基本としつ

つ、高度化・多様化する研究

ニーズに迅速かつ効果的に

対応できるよう不断に検

討・点検を行う。その結果、

緊急な研究課題への対応や

円滑な研究実施の観点から

必要と判断された場合には、

研究センターの設立や領域

制の導入等、部・室にとらわ

れない横断的な研究体制を

整備する。 
 

（２）効率的な研究体制の整備

 

高度化・多様化する研究ニー

ズに適切に対応した研究を実施

するため、基本的組織として以

下の組織を編成する。また、必

要に応じて経営戦略会議を開催

し、研究所の基本的組織の枠を

越えたフレキシブルな研究体制

の編成について検討する。 
 

（２）効率的な研究体制の整備

のためとるべき措置 

 

高度化・多様化する研究ニー

ズに適切に対応した研究を実施

するため、基本的組織として以

下の組織を編成する。また、必

要に応じて経営戦略会議を開催

し、研究所の基本的組織の枠を

越えたフレキシブルな研究体制

の編成について検討する。 
 
研究主監 
統括研究官 
研究連携等を担当する 

若干名の特別研究官 
企画管理部 総務課 企画課 業

務課 
研究企画や研究評

価等を担当する若

干名の研究計画官 
海洋・水工部 沿岸環境領域 

海洋水理・高潮研究

室 
波浪研究室 
耐波研究室 
漂砂研究室 
海象情報研究室 

地盤・構造部 研究グループ長（地

盤担当、地震防災担

当、構造・材料担当）

土質研究室 
動土質研究室 
地盤改良研究室 
基礎工研究室 
構造振動研究室 
構造強度研究室 
海洋構造研究室 
材料研究室 

施工・制御技術部 
新技術研究官 
情報化技術研究室 
流体技術研究室 
油濁対策研究室 

空港研究センター 
津波防災研究センター 
ＬＣＭ研究センター 
 
 
 
 

研究主監 
統括研究官 
研究連携等を担当する 

若干名の特別研究官 
企画管理部 総務課 企画課 業

務課 
研究企画や研究評

価等を担当する若

干名の研究計画官 
海洋・水工部 沿岸環境領域 

海洋水理・高潮研究

室 
波浪研究室 
耐波研究室 
漂砂研究室 
海象情報研究室 

地盤・構造部 研究グループ長（地

盤担当、地震防災担

当、構造・材料担当）

土質研究室 
動土質研究室 
地盤改良研究室 
基礎工研究室 
構造振動研究室 
構造強度研究室 
海洋構造研究室 
材料研究室 

施工・制御技術部 
新技術研究官 
制御技術研究室 
流体技術研究室 
油濁対策研究室 
情報化技術研究室 

空港研究センター 
津波防災研究センター 
ＬＣＭ研究センター 
 
 
 
 
 

（３）管理業務の効率化 

 

 定型的業務の外部委託、

業務経費の削減等の方策を

講ずることにより管理業務

の効率化を図る。 

具体的には、一般管理費（人

件費、公租公課等の所要額 

（３）管理業務の効率化のた

めのとるべき措置 

①管理業務の効率化の状況

について定期的な見直しを

行い、業務の簡素化・電子化、

定型的業務の外部委託等を

図ることにより管理業務の

一層の効率化を推進する。 

（３）管理業務の効率化のため

のとるべき措置 

 契約、経理等に関する事務の

簡素化や電子化、定型業務の外

部委託等の実施について業務改

善委員会で検討し、業務運営の

一層の効率化を図る。 

（３）管理業務の効率化のため

のとるべき措置 

契約、経理等に関する事務の

簡素化や電子化、定型業務の外

部委託等の実施について業務改

善委員会で検討し、業務運営の

一層の効率化を図る。 
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平成２０年度計画 平成２１年度計画 平成２２年度計画 評価項目 

（２）効率的な研究体制の整備の

ためとるべき措置 

 

高度化・多様化する研究ニーズ

に適切に対応した研究を実施す

るため、基本的組織として以下の

組織を編成する。また、必要に応

じて経営戦略会議を開催し、研究

所の基本的組織の枠を越えたフ

レキシブルな研究体制の編成に

ついて検討する。 
 

（２）効率的な研究体制の整備の

ためとるべき措置 

 

高度化・多様化する研究ニーズ

に適切に対応した研究を実施す

るため、基本的組織として以下の

組織を編成する。また、必要に応

じて経営戦略会議を開催し、研究

所の基本的組織の枠を越えたフ

レキシブルな研究体制の編成に

ついて検討する。 
 

（２）効率的な研究体制の整備の

ためとるべき措置 

高度化・多様化する研究ニーズに

適切に対応した研究を実施する

ため、基本的組織として以下の組

織を編成する。また、必要に応じ

て経営戦略会議を開催し、研究所

の基本的組織の枠を越えたフレ

キシブルな研究体制の編成につ

いて検討する 

 

２】研究体制の整備

 

 

研究主監 
統括研究官 
研究連携等を担当する 

若干名の特別研究官 
企画管理部 研究企画や研究評価等

を担当する若干名の研

究計画官 
総務課 企画課 業務

課 
海洋・水工部 
   沿岸環境研究領域 
    沿岸環境研究チーム 
    沿岸土砂管理研究チーム 

海象情報研究領域 
海象情報研究チーム 

   海洋研究領域 
    海洋研究チーム 

波浪研究チーム 
耐波研究チーム 

地盤・構造部 
 地盤研究領域 

土質研究チーム 
地盤改良研究チーム 
基礎工研究チーム 

地震防災研究領域 
耐震構造研究チーム 
動土質研究チーム 

構造研究領域 
構造材料研究チーム 

施工・制御技術部 
新技術研究官 
情報化技術研究チーム 
油濁対策研究チーム 

空港研究センター 
津波防災研究センター 
ＬＣＭ研究センター 
 

研究主監 
統括研究官 
研究連携等を担当する 

若干名の特別研究官 
企画管理部 研究企画や研究評価等

を担当する若干名の研

究計画官 
総務課 企画課 業務

課 
海洋・水工部  
  沿岸環境研究領域 
   沿岸環境研究チーム 
   沿岸土砂管理研究チーム 
  海洋情報研究領域 
   海象情報研究チーム 
   海洋環境情報研究チーム 
   混相流体研究チーム 
  海洋研究領域 
   海洋研究チーム 
   波浪研究チーム 
   耐波研究チーム 
  地盤・構造部 地盤研究領域 
   土質研究チーム 
   地盤改良研究チーム 
   基礎工研究チーム 
  地震防災研究領域 
   耐震構造研究チーム 
   動土質研究チーム 
  構造研究領域 
   構造研究チーム 
   材料研究チーム 
施工・制御技術部 
  新技術研究官 
   計測・制御研究チーム 
   油濁対策研究チーム 
空港研究センター 
津波防災研究センター 
ＬＣＭ研究センター 
 
 

研究主監 
統括研究官 
研究連携等を担当する 

若干名の特別研究官 
企画管理部 研究企画や研究評価等

を担当する若干名の研

究計画官 
総務課 企画課 業務

課 
海洋・水工部 
  沿岸環境研究領域 
   沿岸環境研究チーム 
   沿岸土砂管理研究チーム 
  海洋情報研究領域 
   海象情報研究チーム 
   海洋環境情報研究チーム 
   混相流体研究チーム 
  海洋研究領域 
   海洋研究チーム 
   波浪研究チーム 
   耐波研究チーム 
地盤・構造部 
  地盤研究領域 
   土質研究チーム 
   地盤改良研究チーム 
   基礎工研究チーム 
  地震防災研究領域 
   地震動研究チーム 
   耐震構造研究チーム 
   動土質研究チーム 
  構造研究領域 
   構造研究チーム 
   材料研究チーム 
施工・制御技術部 
  新技術研究官 
   計測・制御研究チーム 
   油濁対策研究チーム 
空港研究センター 
アジア・太平洋沿岸防災研究センター 
ＬＣＭ研究センター 
波崎分室 

（３）管理業務の効率化のための

とるべき措置 

契約、経理等に関する事務の簡

素化や電子化、定型業務の外部委

託等の実施について業務改善委

員会で検討し、業務運営の一層の

効率化を図る。 

（３）管理業務の効率化のための

とるべき措置 

 契約、経理等に関する事務の簡

素化や電子化、定型業務の外部委

託等の実施について業務改善委

員会で検討し、業務運営の一層の

効率化を図る。 

（３）管理業務の効率化のための

とるべき措置 

 契約、経理等に関する事務の簡

素化や電子化、定型業務の外部委

託等の実施について業務改善委

員会で検討し、業務運営の一層の

効率化を図る。 

３】管理業務の効率

化 
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中期目標 中期計画 平成１８年度計画 平成１９年度計画 

計上を必要とする経費及び

特殊要因により増減する経

費を除く。）について、中期

目標期間中に見込まれる総

額を初年度の当該経費相当

分に５を乗じた額に対し、

６％程度抑制する。また、

業務経費（人件費、公租公

課等の所要額計上を必要と

する経費及び特殊要因によ

り増減する経費を除く。）に

ついて、中期目標期間中に

見込まれる総額を初年度の

当該経費相当分に５を乗じ

た額に対し、２％程度抑制

する。 

 

②一般管理費（人件費、公租

公課等の所要額計上を必要

とする経費及び特殊要因に

より増減する経費を除く。）

について、中期目標期間中に

見込まれる総額を初年度の

当該経費相当分に５を乗じ

た額に対し、６％程度抑制す

る。 

 

③業務経費（人件費、公租公

課等の所要額計上を必要と

する経費及び特殊要因によ

り増減する経費を除く。）に

ついて、中期目標期間中に見

込まれる総額を初年度の当

該経費相当分に５を乗じた

額に対し、２％程度抑制す

る。 

 

 一般管理費（人件費、公租公

課等の所要額計上を必要とする

経費及び特殊要因により増減す

る経費を除く。）及び業務経費

（人件費、公租公課等の所要額

計上を必要とする経費及び特殊

要因により増減する経費を除

く。）について、前中期目標期間

の最終年度実績程度以下を目指

す。 

 

 

 

 

 

 

 一般管理費（人件費、公租公

課等の所要額計上を必要とする

経費及び特殊要因により増減す

る経費を除く。）及び業務経費

（人件費、公租公課等の所要額

計上を必要とする経費及び特殊

要因により増減する経費を除

く。）について、平成 18 年度実

績程度以下を目指す。 

（４）非公務員化への適切

な対応 

非公務員化後においても

関係行政機関との人事交流

や情報交換を従前のとおり

継続しつつ、大学の研究者

等との人事交流や職員の勤

務体制の見直し等の措置を

通じて、非公務員化の利点

を生かした業務運営を行

う。 

（４）非公務員化への適切な

対応のためとるべき措置 

①非公務員化後も社会・行政

ニーズに適切に対応した業

務運営が可能となるよう、関

係行政機関との人事交流や

情報交換を従前のとおり円

滑に実施する。 

②非公務員型独立行政法人

の利点を生かした大学教員

等の非公務員との人事交流、

研究所の人事制度・勤務体制

の見直しを必要に応じて行

う。 

（４）非公務員化への適切な対

応のためとるべき措置 

非公務員化後も社会・行政ニ

ーズに適切に対応した業務運営

が可能となるよう、関係行政機

関との人事交流や情報交換を従

前のとおり円滑に実施する。ま

た、非公務員型独立行政法人の

利点を生かした大学教員等の非

公務員との人事交流の可能性に

ついて検討するとともに、裁量

労働制の導入をはじめとする勤

務体制の見直しを必要に応じて

行う。 

 

（４）非公務員化への適切な対

応のためとるべき措置 

非公務員化後も社会・行政ニ

ーズに適切に対応した業務運営

が可能となるよう、関係行政機

関との人事交流や情報交換を従

前のとおり円滑に実施する。ま

た、非公務員型独立行政法人の

利点を生かした大学教員等の非

公務員との人事交流の可能性に

ついて検討するとともに、平成

18 年度に導入した裁量労働制

及びフレックスタイム制度を基

本としつつ、さらに効率的な研

究実施体制の実現のための人事

制度・勤務体制の見直しを必要

に応じて行う。 

３．国民に対して提供する

サービスその他の業務の質

の向上に関する事項 

（１）質の高い研究成果の

創出に関する事項 

質の高い研究成果の創出

を図るため、以下の方策を

講ずることとする。 

１） 研究の重点的実施 

研究所の目的である「港

湾及び空港整備等に関する

調査、研究及び技術の開発

等を行うことにより、効率

的かつ円滑な港湾及び空港

の整備等に資するととも

に、港湾及び空港の整備等

に関する技術の向上を図る

こと」（独立行政法人港湾空

港技術研究所法第 3 条）を

達成するため、国との役割

分担を明確にしつつ独立行

政法人が真に担うべき研究 

２．国民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の

向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

（１）質の高い研究成果の創

出のためとるべき措置 

 

 

１） 研究の重点的実施 

中期目標に示された研究

分野のそれぞれについて、社

会・行政ニーズ及び重要性・

緊急性を踏まえ下記の通り

研究テーマを設定する。 

研究分野１：安心して暮らせ

る国土の形成に資する

研究分野 

ア）大規模地震防災に関する

研究テーマ 

イ）津波防災に関する研究テ

２．国民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に

関する目標を達成するためとる

べき措置 

（１）質の高い研究成果の創出

のためとるべき措置 

 

 

１） 研究の重点的実施 

中期計画において設定された

それぞれの研究テーマについ

て、別表１に示す研究項目の研

究を実施する。また、研究テー

マの中で特に重要性・緊急性の

高い下記の研究を重点研究課題

として設定し、平成18年度にお

ける重点研究課題の研究費の全

研究費に対する配分比率を

60％程度以上とする。 

① 大規模海溝型地震に起因す

る津波に対する防災技術に

２．国民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に

関する目標を達成するためとる

べき措置 

（１）質の高い研究成果の創出

のためとるべき措置 

 

 

１）研究の重点的実施 

中期計画において設定された

それぞれの研究テーマについ

て、別表１に示す研究実施項目

の研究を実施する。また、研究

テーマの中で特に重要性・緊急

性の高い下記の研究を重点研究

課題として設定し、平成19年度

における重点研究課題の研究費

の全研究費に対する配分比率を

60％程度以上とする。 

① 大規模海溝型地震に起因す

る津波に対する防災技術に
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平成２０年度計画 平成２１年度計画 平成２２年度計画 評価項目 

一般管理費（人件費、公租公課

等の所要額計上を必要とする経

費及び特殊要因により増減する

経費を除く。）及び業務経費（人

件費、公租公課等の所要額計上を

必要とする経費及び特殊要因に

より増減する経費を除く。）につ

いて、平成 19 年度実績程度以下

を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 一般管理費（人件費、公租公課

等の所要額計上を必要とする経

費及び特殊要因により増減する

経費を除く。）及び業務経費（人

件費、公租公課等の所要額計上を

必要とする経費及び特殊要因に

より増減する経費を除く。）につ

いて、平成 20 年度実績程度以下

を目指す。 

 一般管理費（人件費、公租公課

等の所要額計上を必要とする経

費及び特殊要因により増減する

経費を除く。）及び業務経費（人

件費、公租公課等の所要額計上を

必要とする経費及び特殊要因に

より増減する経費を除く。）につ

いて、平成18年度から平成21年

度の実績を踏まえ、過年度の実績

程度を目指す。 

 

（４）非公務員化への適切な対応

のためとるべき措置 

非公務員化後も社会・行政ニー

ズに適切に対応した業務運営が

可能となるよう、関係行政機関と

の人事交流や情報交換を従前の

とおり円滑に実施する。また、非

公務員型独立行政法人の利点を

生かした大学教員等の非公務員

との人事交流の可能性について

検討するとともに、平成 18 年度

に導入した裁量労働制及びフレ

ックスタイム制度を基本としつ

つ、さらに効率的な研究実施体制

の実現のための人事制度・勤務体

制の見直しを必要に応じて行う。

 
 

（４）非公務員化への適切な対応

のためとるべき措置 

 非公務員化後も社会・行政ニー

ズに適切に対応した業務運営が

可能となるよう、関係行政機関と

の人事交流や情報交換を従前の

とおり円滑に実施する。また、非

公務員型独立行政法人の利点を

生かした大学教員等の非公務員

との人事交流の可能性について

検討するとともに、平成 18 年度

に導入した裁量労働制及びフレ

ックスタイム制度を基本としつ

つ、さらに効率的な研究実施体制

の実現のための人事制度・勤務体

制の見直しを必要に応じて行う。

（４）非公務員化への適切な対応

のためとるべき措置 

 非公務員化後も社会・行政ニー

ズに適切に対応した業務運営が

可能となるよう、関係行政機関と

の人事交流や情報交換を従前の

とおり円滑に実施する。また、非

公務員型独立行政法人の利点を

生かした大学教員等の非公務員

との人事交流の可能性について

検討するとともに、平成 18 年度

に導入した裁量労働制及びフレ

ックスタイム制度を基本としつ

つ、さらに効率的な研究実施体制

の実現のための人事制度・勤務体

制の見直しを必要に応じて行う。 

４】人事交流・情報

交換 

２．国民に対して提供するサービ

スその他の業務の質の向上に関

する目標を達成するためとるべ

き措置 

（１）質の高い研究成果の創出の

ためとるべき措置 

 

 

１） 研究の重点的実施 

中期計画において設定された

それぞれの研究テーマについて、

他の研究開発型の独立行政法人、

大学及び民間との相異・役割分担

等の明確化を図ることを念頭に

おいて策定した別表１に示す研

究実施項目の研究を実施する。ま

た、研究テーマの中で特に重要

性・緊急性の高い下記の研究を重

点研究課題として設定し、平成

20 年度における重点研究課題の

研究費の全研究費に対する配分

比率を60％程度以上とする。 

２．国民に対して提供するサービ

スその他の業務の質の向上に関

する目標を達成するためとるべ

き措置 

（１）質の高い研究成果の創出の

ためとるべき措置 

 

 

１)研究の重点的実施 

 中期計画において設定された

それぞれの研究テーマについて、

他の研究開発型の独立行政法人、

大学及び民間との相異・役割分担

等の明確化を図ることを念頭に

おいて策定した別表１に示す研

究実施項目の研究を実施する。ま

た、研究テーマの中で特に重要

性・緊急性の高い下記の研究を重

点研究課題として設定し、平成

21 年度における重点研究課題の

研究費の全研究費に対する配分

比率を60％程度以上とする。 

２．国民に対して提供するサービ

スその他の業務の質の向上に関

する目標を達成するためとるべ

き措置 

（１）質の高い研究成果の創出の

ためとるべき措置 

 

 

１）研究の重点的実施 

 中期計画において設定したそ

れぞれの研究テーマについて、他

の研究開発型の独立行政法人、大

学及び民間との相異・役割分担等

の明確化を図ることを念頭にお

いて策定した別表 1 に示す研究

実施項目の研究を実施する。ま

た、研究テーマの中で特に重要

性・緊急性の高い下記の研究を重

点研究課題として設定し、平成

22 年度における重点研究課題の

研究費の全研究費に対する配分

比率を60％程度以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５】研究の重点的実

施 
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中期目標 中期計画 平成１８年度計画 平成１９年度計画 

として本中期目標の期間中

に取り組むべき研究分野

を、社会・行政ニーズ等を

踏まえ以下の通り設定し、

重点的に実施する。なお、

民間では実施されていない

研究、及び共同研究や大規

模実験施設の貸出等によっ

ても民間による実施が期待

できない、又は独立行政法

人が行う必要があり民間に

よる実施がなじまない研究

を実施するものとする。 

 

・安心して暮らせる国土の

形成に資する研究分野 

沿岸域においては東海、

東南海・南海地震及び津波

等の自然災害や人為的災害

に対する防災への国民の関

心は高く、安心して暮らせ

る国土の形成が求められて

いる。研究所においては、

大規模地震・津波等の沿岸

域の自然災害や海上での油

流出事故等の人為的災害に

対応するための研究を実施

する。 

 

・快適な国土の形成に資す

る研究分野 

沿岸域の環境の保全・創

造・再生等、沿岸域の自然

環境が回復され良好な状態

に保たれた快適な国土の形

成が求められている。研究

所においては、閉鎖性海域

の水質・底質の改善、沿岸

生態系の保全・回復、広域

的・長期的な海浜変形に関

する研究等を実施する。 

 

・活力ある社会・経済の実

現に資する研究分野 

港湾・空港施設の整備・

維持管理の効率化等を通じ

て、我が国に必要な社会資

本を適正に確保する等、活

力ある社会・経済の実現へ

の取り組みが求められてい

る。研究所においては、港

湾・空港施設の整備・維持

管理の効率化等を実現する

ため、ライフサイクルマネ

ジメントに関する研究、水

中工事等の無人化に関する

研究等を実施する。 

 

ーマ 

ウ）高潮・高波防災に関する

研究テーマ 

エ）海上流出油対策等、沿岸

域の人為的災害への対

応に関する研究テーマ 

研究分野２：快適な国土の形

成に資する研究分野 

ア）閉鎖性海域の水質・底質

の改善に関する研究テ

ーマ 

イ）沿岸生態系の保全・回復

に関する研究テーマ 

ウ）広域的・長期的な海浜変

形に関する研究テーマ 

研究分野３：活力ある社会・

経済の実現に資する研

究分野 

ア）港湾･空港施設の高度化

に関する研究テーマ 

イ）ライフサイクルマネジメ

ントに関する研究テー

マ 

ウ）水中工事等の無人化に関

する研究テーマ 

エ）海洋空間高度利用技術、

環境対応型技術等に関

する研究テーマ 
 
中期目標期間中を通じて、

上記の研究テーマの中で特

に重要性・緊急性の高い研究

を重点研究課題として毎年

度設定し、重点研究課題の研

究費の各年度の全研究費に

対する配分比率を 60%程度

以上とする。また、重点研究

課題の中でも特に緊急に実

施すべき研究を特別研究と

位置づけ、人員及び資金を重

点的に投入して迅速な研究

の推進を図る。 
なお、民間では実施されて

いない研究、及び共同研究や

大規模実験施設の貸出等に

よっても民間による実施が

期待できない、又は独立行政

法人が行う必要があり民間

による実施がなじまない研

究を実施するものとする。 
 

関する研究 

② 港湾・海岸・空港施設の耐

震性能の評価と向上に関す

る研究 

③ 国際標準化を目指した港湾

施設の性能照査技術の開発

及び改良に関する研究 

④ 閉鎖性海域の水質・底質の

改善に関する研究 

⑤ 沿岸域の流出油対策技術に

関する研究 

⑥ 港湾における水中作業の無

人化に関する研究 

⑦ 港湾・海岸・空港施設のラ

イフサイクルマネジメント

に関する研究 

⑧ 波と流れの非線形特性を考

慮した長期海浜変形予測に

関する研究 

⑨ 高潮・高波防災のための高

精度な沿岸海象把握に関す

る研究 

 

なお、重点研究課題の中で特

に緊急に実施すべき下記の研究

項目を特別研究と位置づけて実

施する。 

① 断面変化予測シミュレーシ

ョンモデルの開発 

② 構造物に作用する津波力に

関する模型実験と数値計算

③ ３次元モデルを使用した次

世代津波被害シミュレーシ

ョン 

④ 津波による大型物体の漂流

に関する数値モデルの開発

⑤ データ同化手法によるリア

ルタイム津波予測手法の開

発 

⑥ 海域施設のライフサイクル

マネジメントのための確率

論的手法に基づく劣化予測

システムの開発 

⑦ 海底堆積物の移動機構の解

明 

関する研究 

② 港湾・海岸・空港施設の耐

震性能の評価と向上に関す

る研究 

③ 国際標準化を目指した港湾

施設の性能照査技術の開発

及び改良に関する研究 

④ 閉鎖性海域の水質・底質の

改善に関する研究 

⑤ 沿岸域の流出油対策技術に

関する研究 

⑥ 港湾における水中作業の無

人化に関する研究 

⑦ 港湾・海岸・空港施設のラ

イフサイクルマネジメント

に関する研究 

⑧ 波と流れの非線形特性を考

慮した長期海浜変形予測に

関する研究 

⑨ 高潮・高波防災のための高

精度な沿岸海象把握に関す

る研究 

 

なお、重点研究課題の中で特

に緊急に実施すべき下記の研究

項目を特別研究と位置づけて実

施する。 

① 長周期波、戻り流れ及び波

の非線形性を考慮した砂浜

の断面変化の定量的予測手

法の開発 

② 津波による大型物体の漂流

に関する数値モデルの開発

③ データ同化手法によるリア

ルタイム津波予測手法の開

発 

④ 海域施設のライフサイクル

マネジメントのための確率

論的手法に基づく劣化予測

システムの開発 

⑤ 海底境界層内での物質輸送

機構の解明 

⑥ 流出油のリアルタイム追

跡・漂流予測システムの開

発 
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平成２０年度計画 平成２１年度計画 平成２２年度計画 評価項目 

① 大規模海溝型地震に起因す

る津波に対する防災技術に

関する研究 

② 港湾・海岸・空港施設の耐震

性能の評価と向上に関する

研究 

③ 国際標準化を目指した港湾

施設の性能照査技術の開発

及び改良に関する研究 

④ 閉鎖性海域の水・底質の改善

と生態系の修復に関する研

究 

⑤ 沿岸域の流出油対策技術に

関する研究 

⑥ 港湾における水中作業の無

人化に関する研究 

⑦ 港湾・海岸・空港施設のライ

フサイクルマネジメントに

関する研究 

⑧ 波と流れの非線形特性を考

慮した長期海浜変形予測に

関する研究 

⑨ 高潮・高波防災のための高精

度な沿岸海象把握に関する

研究 

 

⑩ 海洋空間の有効利用に関す

る研究 

 

なお、重点研究課題の中で特に

緊急に実施すべき下記の研究項

目を特別研究と位置づけて実施

する。 

① 長周期波、戻り流れ及び波の

非線形性を考慮した砂浜の

断面変化の定量的予測手法

の開発 

② 海域施設のライフサイクル

マネジメントのための確率

的手法に基づく劣化予測シ

ステムの開発 

③ 海底境界層内での物質輸送

機構の解明 

④ 流出油のリアルタイム追

跡・漂流予測システムの開発

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 巨大な津波から地域社会を

守る研究 

② 地震により強い港湾・海岸・

空港施設の実現に関する研

究 

③ 港湾施設の性能による評価

手法の国際標準化の研究 

④ 閉鎖性海域の環境改善と生

態系によるＣＯ2吸収に関す

る研究 

⑤ 沿岸域の流出油対策技術に

関する研究 

⑥ 港湾における水中作業の無

人化に関する研究 

⑦ 港湾・海岸・空港施設のライ

フサイクルマネジメントに

関する研究 

⑧ 波浪と流れの変動がもたら

す広域的海浜変形を予測す

る研究 

⑨ 地球規模の環境変化と高

潮・高波防災のための高精度

な沿岸海象把握に関する研

究 

⑩ 大水深海域の有効利用に関

する研究 

 

なお、重点研究課題の中で特に

緊急に実施すべき下記の研究項

目を特別研究と位置づけて実施

する。 

① 海底境界層内での物質輸送

機構の解明 

② 流出油のリアルタイム追跡

システムの開発 

③ リアルタイム海象情報を用

いた流出油の高精度漂流予

測に関する研究 

④ 気候変動適応策の検討を目

的とした波浪・潮位の極値の

解析 

⑤ 沿岸生態系によるＣＯ2 吸

収量の定量化とその強化に

関する調査及び実験 

⑥ 矢板式及び重力式係船岸等 

  へのＬＣＭの展開 

① 地震により強い港湾・海岸・

空港施設の実現に関する研

究 

② 巨大な津波から地域社会を

守る研究 

③ 地球規模の環境変化と高

潮・高波防災のための高精度

な沿岸海象把握に関する研

究 

④ 沿岸域の流出油対策技術に

関する研究 

⑤ 閉鎖性海域の環境改善と沿

岸生態系によるCO2吸収に関

する研究 

⑥ 複数の流れと波が重合した

場での海浜変形予測に関す

る研究 

⑦ 港湾施設の性能設計手法の

国際標準化の研究 

⑧ 物流改革推進のためのター

ミナル機能の高度化に関す

る研究 

⑨ 港湾・海岸・空港施設のライ

フサイクルマネジメントに

関する研究 

 

⑪ 港湾における水中作業の無

人化に関する研究 

 

⑫ 大水深海域の有効利用に関

する研究 

なお、重点研究課題の中で特に

緊急に実施すべき下記の研究項

目を特別研究と位置づけて実施

する。 

① 遠心力場における流体・地

盤・構造物の相互作用に関す

る実験的研究 

② 港湾の業務継続計画(BCP)に

おける地震及び津波複合被

害想定技術の開発 

③ リアルタイム海象情報を用

いた流出油の高精度漂流予

測に関する研究 

④ 気候変動適応策の検討を目

的とした波浪・高潮数値実験

と海象観測値の解析 

⑤ 流出油のリアルタイム追跡

システムの開発 

⑥ 沿岸生態系によるCO2吸収量

の強化に関する調査および

実験 

⑦ 矢板式及び重力式係船岸等

へのLCMの展開 
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中期目標 中期計画 平成１８年度計画 平成１９年度計画 

２）基礎研究の重視 

研究所が対象としている

波浪・海浜・地盤・地震・

環境等に関する基礎研究

は、研究所が取り組むあら

ゆる研究の基盤であること

や特に民間による実施がな

じまない内容であることか

ら、科学技術基本計画も踏

まえつつ中期目標期間中を

通じて推進し、自然現象の

メカニズムや地盤・構造物

の力学的挙動等の原理・現

象の解明に向けて積極的に

取り組む。 

 

２）基礎研究の重視 

波浪・海浜・地盤・地震・

環境等に関する基礎研究は

研究所が取り組むあらゆる

研究の基盤であることから、

自然現象のメカニズムや地

盤・構造物の力学的挙動等の

原理・現象の解明に向けて積

極的に取り組む。なお、中期

目標期間中を通じて、基礎研

究の研究費の各年度の全研

究費に対する配分比率を25%

程度以上とする。 

２）基礎研究の重視 

波浪・海浜・地盤・地震・環

境等に関する基礎研究は研究所

が取り組むあらゆる研究の基盤

であることから、自然現象のメ

カニズムや地盤・構造物の力学

的挙動等の原理・現象の解明に

向けて積極的に取り組む。なお、

平成 18 年度における基礎研究

の研究費の全研究費に対する配

分比率を25％程度以上とする。

２）基礎研究の重視 

 波浪・海浜・地盤・地震・環

境等に関する基礎研究は研究所

が取り組むあらゆる研究の基盤

であることから、自然現象のメ

カニズムや地盤・構造物の力学

的挙動等の原理・現象の解明に

向けて積極的に取り組む。なお、

平成 19 年度における基礎研究

の研究費の全研究費に対する配

分比率を25％程度以上とする。

３）萌芽的研究の実施 

将来の発展の可能性があ

ると想定される萌芽的研究

に対しては、先見性と機動

性をもって的確に対応す

る。 

 

 

 

 

 

３）萌芽的研究の実施 

将来の発展の可能性があ

ると想定される萌芽的研究

については、適切な評価とこ

れに基づく予算配分を行い、

先見性と機動性をもって推

進する。 

３）萌芽的研究の実施 

将来の発展の可能性があると

想定される萌芽的研究のうち、

特に重点的に予算配分するもの

を特定萌芽的研究と位置づけ、

下記の研究を行う 

① 水面形状の3次元画像解析

システムの開発 

② コンクリート内部の鉄筋

腐食の非破壊診断手法の

開発 

なお、年度途中においても、

必要に応じ新たな特定萌芽的研

究を追加し、実施する。 

３）萌芽的研究の実施 

将来の発展の可能性があると

想定される萌芽的研究のうち、

特に重点的に予算配分するもの

を特定萌芽的研究と位置づけ、

下記の研究を行う。 

① 新方式による油水分離方法

の研究 

② 現地における新しい海草の

生産量調査方法 

なお、年度途中においても、

必要に応じ新たな特定萌芽的研

究を追加し、実施する。 

 

４）外部資金の導入 

研究資金の充実と多様性

の確保を図る観点から、外

部の競争的資金等、外部資

金の積極的な導入を図る。 

 

 

４）外部資金の導入 

研究資金の充実と多様性

の確保を図る観点から、外部

の競争的資金の獲得に積極

的に取り組むとともに、外部

からの技術課題解決の要請

に応えること等を通じて、受

託研究資金等の獲得を図る。

４）外部資金の導入 

研究資金の充実と多様性の確

保を図る観点から、外部の競争

的資金の獲得に積極的に取り組

む。また、国等からの技術課題

解決の要請に応えること等を通

じて、受託研究資金等の獲得を

図る。さらに、外部資金の獲得

に向けて、関連情報の研究者へ

の周知に資する所内アドバイザ

ー制度を活用するとともに、外

部有識者による研究者向けの講

習会を実施する。 

４）外部資金の導入 

研究資金の充実と多様性の確

保を図る観点から、外部の競争

的資金の獲得に積極的に取り組

む。その際、幹部研究者が助言・

指導する所内アドバイザー制度

を活用するとともに、外部有識

者による研究者向けの講習会を

実施する。また、国等からの技

術課題解決の要請に応えること

等を通じて、受託研究資金等の

獲得を図る。 

 
５）国内外の研究機関・研

究者との幅広い交流・連携 

産学官連携による共同研

究や国際会議への積極的な

参加等により、国内外の研

究機関・研究者との交流・

連携を推進する。 

５）国内外の研究機関・研究

者との幅広い交流・連携 

産学官連携による共同研

究を推進し、中期目標期間中

にのべ 290 件程度の共同研

究（外部の競争的資金による

ものを含む）を実施する。ま

た、国際会議の主催・共催、

国際会議への積極的な参加、

在外研究の促進等により、国

内外の研究者との幅広い交

流ならびに国内外の研究機

関との連携を推進する。これ

らのうち国外で実施される

国際会議においては、中期目

標期間中に合計 310 件程度

の研究発表を行う。 

５）国内外の研究機関・研究者

との幅広い交流・連携 

産学官連携による共同研究

（外部の競争的資金によるもの

を含む）を60件程度実施する。

また、「第3回国際沿岸防災ワー

クショップ」等の国際会議の主

催・共催、国際会議への積極的

な参加、在外研究の促進等によ

り、国内外の研究者との幅広い

交流ならびに国内外の研究機関

との連携を推進する。これらの

うち国外で実施される国際会議

においては、60件程度の研究発

表を行う。 

 

 

５）国内外の研究機関・研究者

との幅広い交流・連携 

産学官連携による共同研究

（外部の競争的資金によるもの

を含む）を60件程度実施する。

また、「第４回国際沿岸防災ワー

クショップ」等の国際会議の主

催・共催、国際会議への積極的

な参加、在外研究の促進等によ

り、国内外の研究者との幅広い

交流ならびに国内外の研究機関

との連携を推進する。これらの

うち国外で開催される国際会議

においては、60件程度の研究発

表を行う。 
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平成２０年度計画 平成２１年度計画 平成２２年度計画 評価項目 

２）基礎研究の重視 

波浪・海浜・地盤・地震・環境

等に関する基礎研究は研究所が

取り組むあらゆる研究の基盤で

あることから、自然現象のメカニ

ズムや地盤・構造物の力学的挙動

等の原理・現象の解明に向けて積

極的に取り組む。なお、平成 20

年度における基礎研究の研究費

の全研究費に対する配分比率を

25％程度以上とする。 

 

 

 

 

２）基礎研究の重視 

 波浪・海浜・地盤・地震・環境

等に関する基礎研究は研究所が

取り組むあらゆる研究の基盤で

あることから、自然現象のメカニ

ズムや地盤・構造物の力学的挙動

等の原理・現象の解明に向けて積

極的に取り組む。なお、平成 21

年度における基礎研究の研究費

の全研究費に対する配分比率を

25％程度以上とする。 

２）基礎研究の重視 

 波浪・海浜・地盤・地震・環境

等に関する基礎研究は研究所が

取り組むあらゆる研究の基盤で

あることから、自然現象のメカニ

ズムや地盤・構造物の力学的挙動

等の原理・現象の解明に向けて積

極的に取り組む。なお、平成 22

年度における基礎研究の研究費

の全研究費に対する配分比率を

25％程度以上とする。 

６】基礎研究の重視

 

３）萌芽的研究の実施 

将来の発展の可能性があると

想定される萌芽的研究のうち、特

に重点的に予算配分するものを

特定萌芽的研究と位置づけ、下記

の研究を行う。 

① 浅海域に形成されるラング

ミュア循環流の発達過程に

関する研究 

② 超音波センサの高性能化 

なお、年度途中においても、必

要に応じ新たな特定萌芽的研究

を追加し、実施する。 

 

 

３）萌芽的研究の実施 

将来の発展の可能性があると

想定される萌芽的研究のうち、特

に重点的に予算配分するものを

特定萌芽的研究と位置づけ、下記

の研究を行う。 

① 応力記憶応答デバイスを用 

  いた構造物の革新的センシ 

  ング技術開発 

② ＧＰＵを利用した即時的な 

  数値流体シミュレーション 

③ 伊勢湾の貧酸素化進行過程

における細菌亜群集の動的

解析 

 

 なお、年度途中においても、必

要に応じ新たな特定萌芽的研究

を追加し、実施する。 

３）萌芽的研究の実施 

将来の発展の可能性があると

想定される萌芽的研究のうち、特

に重点的に予算配分するものを

特定萌芽的研究と位置づけ、下記

の研究を行う。 

① 港湾構造物の劣化・変状検出 

  のための接触型点検診断手 

  法の開発 

② 犠牲陽極の新たな残存質量 

  計測手法の開発 

 

 なお、年度途中においても、必

要に応じ新たな特定萌芽的研究

を追加し、実施する。 

 

７】萌芽的研究の実

施 
 

４）外部資金の導入 

研究資金の充実と多様性の確

保を図る観点から、外部の競争的

資金の獲得に積極的に取り組む。

その際、幹部研究者が助言・指導

する所内アドバイザー制度を活

用するとともに、外部有識者によ

る研究者向けの講習会を実施す

る。また、国等からの技術課題解

決の要請に応えること等を通じ

て、受託研究資金等の獲得を図

る。 

 

４）外部資金の導入 

 研究資金の充実と多様性の確

保を図る観点から、外部の競争的

資金の獲得に積極的に取り組む。

その際、幹部研究者が助言・指導

する所内アドバイザー制度を活

用するとともに、外部有識者によ

る研究者向けの講習会を実施す

る。また、国等からの技術課題解

決の要請に応えること等を通じ

て、受託研究資金等の獲得を図

る。 

 

４）外部資金の導入 

 研究資金の充実と多様性の確

保を図る観点から、外部の競争的

資金の獲得に積極的に取り組む。

その際、幹部研究者が助言・指導

する所内アドバイザー制度を活

用するとともに、外部有識者によ

る研究者向けの講習会を実施す

る。また、国等からの技術課題解

決の要請に応えること等を通じ

て、受託研究資金等の獲得を図

る。 

８】外部資金の導入

 

５）国内外の研究機関・研究者と

の幅広い交流・連携 

産学官連携による共同研究（外

部の競争的資金によるものを含

む）を60件程度実施する。また、

「第５回国際沿岸防災ワークシ

ョップ」等の国際会議の主催・共

催、国際会議への積極的な参加、

在外研究の促進等により、国内外

の研究者との幅広い交流ならび

に国内外の研究機関との連携を

推進する。これらのうち国外で開

催される国際会議においては、60

件程度の研究発表を行う。 

５）国内外の研究機関・研究者と

の幅広い交流・連携 

 産学官連携による共同研究（外

部の競争的資金によるものを含

む）を60件程度実施する。また、

「第 6 回国際沿岸防災ワークシ

ョップ」等の国際会議の主催・共

催、国際会議への積極的な参加、

在外研究の促進等により、国内外

の研究者との幅広い交流ならび

に国内外の研究機関との連携を

推進する。これらのうち国外で開

催される国際会議においては、60

件程度の研究発表を行う。 

５）国内外の研究機関・研究者と

の幅広い交流・連携 

 産学官連携による共同研究（外

部の競争的資金によるものを含

む）を60件程度実施する。また、

「第７回国際沿岸防災ワークシ

ョップ」等の国際会議の主催・共

催、国際会議への積極的な参加、

在外研究の促進等により、国内外

の研究者との幅広い交流ならび

に国内外の研究機関との連携を

推進する。これらのうち国外で開

催される国際会議においては、60

件程度の研究発表を行う。 

９】国内外の研究機

関・研究者との幅広

い交流・連携 
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中期目標 中期計画 平成１８年度計画 平成１９年度計画 

６）適切な研究評価の実施

と評価結果の公表 

 独立行政法人が真に担う

べき研究に取り組むとの観

点から、国との役割分担を

明確にするとともに、民間

では実施されていない研

究、及び共同研究や大規模

実験施設の貸出等によって

も民間による実施が期待で

きない、又は独立行政法人

が行う必要があり民間によ

る実施がなじまない研究を

実施することについて、研

究の事前、中間、事後の評

価において、外部から検証

が可能となるよう、評価プ

ロセス、評価結果等を適切

に公表する等の措置を講ず

る。 

６）適切な研究評価の実施と

評価結果の公表 

 研究評価は、研究部内の評

価会、研究所として行う評価

委員会、外部有識者による評

価委員会による３層で、研究

の事前・中間・事後の各段階

において、研究目的、研究内

容の妥当性等について実施

する。また、独立行政法人が

真に担うべき研究に取り組

むとの観点から、国との役割

分担を明確にするとともに、

民間では実施されていない

研究、及び共同研究や大規模

実験施設の貸出等によって

も民間による実施が期待で

きない、又は独立行政法人が

行う必要があり民間による

実施がなじまない研究を実

施することについて、評価の

各段階において外部から検

証が可能となるよう、評価の

プロセス、評価結果等をイン

ターネット等を通じて公表

する。なお、得られた評価結

果は研究に速やかにフィー

ドバックし、質の高い研究成

果の創出を図る。 
 

 

６）適切な研究評価の実施と評

価結果の公表 

 研究評価は、研究部内の評価

会、研究所として行う評価委員

会、外部有識者による評価委員

会による３層で、研究の事前・

中間・事後の各段階において、

研究目的、研究内容の妥当性等

について実施する。また、独立

行政法人が真に担うべき研究に

取り組むとの観点から、国との

役割分担を明確にするととも

に、民間では実施されていない

研究、及び共同研究や大規模実

験施設の貸出等によっても民間

による実施が期待できない、又

は独立行政法人が行う必要があ

り民間による実施がなじまない

研究を実施することについて、

評価の各段階において外部から

検証が可能となるよう、評価の

プロセス、評価結果等をインタ

ーネット等を通じて公表する。

なお、得られた評価結果は研究

に速やかにフィードバックし、

質の高い研究成果の創出を図

る。 

 

６）適切な研究評価の実施と評

価結果の公表 

 研究評価は、研究部内の評価

会、研究所として行う評価委員

会、外部有識者による評価委員

会による 3 層で、研究の事前・

中間・事後の各段階において、

研究目的、研究内容の妥当性等

について実施する。また、独立

行政法人が真に担うべき研究に

取り組むとの観点から、国との

役割分担を明確にするととも

に、民間では実施されていない

研究、及び共同研究や大規模実

験施設の貸出等によっても民間

による実施が期待できない、又

は独立行政法人が行う必要があ

り民間による実施がなじまない

研究を実施することについて、

評価の各段階において外部から

検証が可能となるよう、評価の

プロセス、評価結果等をインタ

ーネット等を通じて公表する。

なお、得られた評価結果は研究

に速やかにフィードバックし、

質の高い研究成果の創出を図

る。 

（２）研究成果の広範な普

及・活用に関する事項 

 研究活動によって得られ

た成果は、国内外に広く還

元されることが極めて重要

であることから、以下の方

策を講ずることにより研究

成果の広範な普及・活用に

努める。 

1) 研究成果の公表 

 国内外の学会等における

論文発表の奨励、ホームペ

ージの充実や講演会等の開

催等により、研究成果を積

極的に公表する。 

 
 
 

（２）研究成果の広範な普

及・活用のためとるべき措置

 

1) 研究成果の公表 

（２）研究成果の広範な普及・

活用のためとるべき措 

 

1) 研究成果の公表 

（２）研究成果の広範な普及・

活用のためとるべき措置 

 

1) 研究成果の公表 

 

①研究成果の幅広い普及を

図るため、研究成果を研究所

報告及び研究所資料として

とりまとめ、年４回定期的に

刊行して国内外の大学・研究

機関等に配布するとともに、

インターネットを通じて公

表する。 

①研究成果の幅広い普及を図る

ため、研究成果を港湾空港技術

研究所報告及び港湾空港技術研

究所資料としてとりまとめ、定

期的に４回刊行して国内外の大

学・研究機関等に配布するとと

もに、インターネットを通じて

公表する。 

 

①研究成果の幅広い普及を図る

ため、研究成果を港湾空港技術

研究所報告及び港湾空港技術研

究所資料としてとりまとめ、定

期的に 4 回刊行して国内外の大

学・研究機関等に配布するとと

もに、インターネットを通じて

公表する。 

 

②国内外の専門誌への論文

投稿やシンポジウム・国際会

議等での研究発表を奨励し、

研究成果の幅広い普及を図

る。また、英語等の外国語に

よる論文の積極的な発表に

より海外への研究成果の普

及を促進する。具体的には、

中期目標期間中の査読付論

文の発表数を合計 620 編程

度とするとともに、そのうち

340編程度を英語等の外国語

によるものとする。 

②国内外の専門誌への論文投稿

やシンポジウム・国際会議等で

の研究発表を奨励し、研究成果

の幅広い普及を図る。また、英

語等の外国語による論文の積極

的な発表により海外への研究成

果の普及を促進する。具体的に

は、査読付論文の発表数を合計

125 編程度とするとともに、そ

のうち 70 編程度を英語等の外

国語によるものとする。 

 

②国内外の専門誌への論文投稿

やシンポジウム・国際会議等で

の研究発表を奨励し、研究成果

の幅広い普及を図る。また、英

語等の外国語による論文の積極

的な発表により海外への研究成

果の普及を促進する。具体的に

は、査読付論文の発表数を合計

125 編程度とするとともに、そ

のうち 70 編程度を英語等の外

国語によるものとする。 
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平成２０年度計画 平成２１年度計画 平成２２年度計画 評価項目 

６）適切な研究評価の実施と評価

結果の公表 

独立行政法人が真に担うべき

研究に取り組むとの観点から、国

との役割分担を明確にするとと

もに、民間では実施されていない

研究及び共同研究や大規模実験

施設の貸出等によっても民間に

よる実施が期待できない又は独

立行政法人が行う必要があり民

間による実施がなじまない研究

を実施すること等、他の研究開発

型の独立行政法人、大学及び民間

との相異・役割分担等の明確化を

念頭に置き、研究目的、研究内容

の妥当性等について、研究部内の

評価会、研究所として行う評価委

員会、外部有識者による評価委員

会による 3 層で、研究の事前・中

間・事後の各段階において研究評

価を実施する。その際、実施状況

について外部からの検証が可能

となるよう、インターネット等を

通じて、評価プロセス、評価結果

等を公表する。なお、得られた評

価結果は研究に速やかにフィー

ドバックし、質の高い研究成果の

創出を図る。 
 
 

 

６）適切な研究評価の実施と評価

結果の公表 

 独立行政法人が真に担うべき

研究に取り組むとの観点から、国

との役割分担を明確にするとと

もに、民間では実施されていない

研究及び共同研究や大規模実験

施設の貸出等によっても民間に

よる実施が期待できない又は独

立行政法人が行う必要があり民

間による実施がなじまない研究

を実施すること等、他の研究開発

型の独立行政法人、大学及び民間

との相異・役割分担等の明確化を

念頭に置き、研究目的、研究内容

の妥当性等について、研究部内の

評価会、研究所として行う評価委

員会、外部有識者による評価委員

会による 3 層で、研究の事前・中

間・事後の各段階において研究評

価を実施する。その際、実施状況

について外部からの検証が可能

となるよう、インターネット等を

通じて、評価プロセス、評価結果

等を公表する。なお、得られた評

価結果は研究に速やかにフィー

ドバックし、質の高い研究成果の

創出を図る。 

６）適切な研究評価の実施と評価

結果の公表 

 独立行政法人が真に担うべき

研究に取り組むとの観点から、国

との役割分担を明確にするとと

もに、民間では実施されていない

研究及び共同研究や大規模実験

施設の貸出等によっても民間に

よる実施が期待できない又は独

立行政法人が行う必要があり民

間による実施がなじまない研究

を実施すること等、他の研究開発

型の独立行政法人、大学及び民間

との相異・役割分担等の明確化を

念頭に置き、研究目的、研究内容

の妥当性等について、研究部内の

評価会、研究所として行う評価委

員会、外部有識者による評価委員

会による３層で、研究の事前・中

間・事後の各段階において研究評

価を実施する。その際、実施状況

について外部からの検証が可能

となるよう、インターネット等を

通じて、評価プロセス、評価結果

等を公表する。なお、得られた評

価結果は研究に速やかにフィー

ドバックし、質の高い研究成果の

創出を図る。 

10】研究評価の実施

と公表 

 

（２）研究成果の広範な普及・活

用のためとるべき措置 

 

1) 研究成果の公表 

 

（２）研究成果の広範な普及・活

用のためとるべき措置 

1) 研究成果の公表 

（２）研究成果の広範な普及・活

用のためとるべき措置 

1) 研究成果の公表 

 

①研究成果の幅広い普及を図る

ため、研究成果を港湾空港技術研

究所報告及び港湾空港技術研究

所資料としてとりまとめ、定期的

に4回刊行して国内外の大学・研

究機関等に配布するとともに、イ

ンターネットを通じて公表する。

 

 

①研究成果の幅広い普及を図る

ため、研究成果を港湾空港技術研

究所報告及び港湾空港技術研究

所資料としてとりまとめ、定期的

に4回刊行して国内外の大学・研

究機関等に配布するとともに、イ

ンターネットを通じて公表する。

①研究成果の幅広い普及を図る

ため、研究成果を港湾空港技術研

究所報告及び港湾空港技術研究

所資料としてとりまとめ、定期的

に4回刊行して国内外の大学・研

究機関等に配布するとともに、イ

ンターネットを通じて公表する。 

11】港空研報告・港

空研資料の刊行と

公表 

 

②国内外の専門誌への論文投稿

やシンポジウム・国際会議等での

研究発表を奨励し、研究成果の幅

広い普及を図る。また、英語等の

外国語による論文の積極的な発

表により海外への研究成果の普

及を促進する。具体的には、査読

付論文の発表数を合計 125 編程

度とするとともに、そのうち 70

編程度を英語等の外国語による

ものとする。 

 

 

 

 

②国内外の専門誌への論文投稿

やシンポジウム・国際会議等での

研究発表を奨励し、研究成果の幅

広い普及を図る。また、英語等の

外国語による論文の積極的な発

表により海外への研究成果の普

及を促進する。具体的には、査読

付論文の発表数を合計 125 編程

度とするとともに、そのうち 70

編程度を英語等の外国語による

ものとする。 

②国内外の専門誌への論文投稿

やシンポジウム・国際会議等での

研究発表を奨励し、研究成果の幅

広い普及を図る。また、英語等の

外国語による論文の積極的な発

表により海外への研究成果の普

及を促進する。具体的には、査読

付論文の発表数を合計 125 編程

度とするとともに、そのうち 70

編程度を英語等の外国語による

ものとする。 

12】査読付論文の発

表 
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中期目標 中期計画 平成１８年度計画 平成１９年度計画 

 ③研究所の諸活動や最新の

話題等を掲載した広報誌を

発行するとともに、研究所の

ホームページの内容を充実

し、一般国民に対して情報提

供を図る。また、研究所の施

設の一般公開を年１回以上

実施するほか、最新の研究を

一般国民向けに分かりやす

く説明・紹介する講演会を年

１回以上開催する。施設の一

般公開においては、中期目標

期間中にのべ 5200 人以上の

来場者を見込む。さらに、研

究者のアウトリーチ活動の

推進を図る。 

③研究所の諸活動や最新の話題

等を掲載した広報誌を発行する

とともに、研究所のホームペー

ジの内容を充実し、一般国民に

対して情報提供を図る。また、

研究所の施設の一般公開を 2回

実施するほか、最新の研究を一

般国民向けに分かりやすく説

明・紹介する講演会を１回開催

する。施設の一般公開において

は、のべ1040人以上の来場者を

見込む。さらに、研究者のアウ

トリーチ活動として「横須賀市

民大学」における研究内容の紹

介等を行う。 

 

③研究所の諸活動や最新の話題

等を掲載した広報誌を発行する

とともに、研究所のホームペー

ジの内容を充実し、国民に対し

て情報提供を図る。また、国民

が見学できる公開実験を含む研

究所の施設の一般公開を 2 回実

施し、のべ1040人以上の来場者

を見込む。加えて、最新の研究

を国民向けに分かりやすく説

明・紹介する講演会を 3 回開催

する。さらに、市民講座の開催

等さまざまな機会を捉えて、研

究所の諸活動に対する幅広い理

解を得るための研究者によるア

ウトリーチ活動を積極的に実施

する。 

 

 

２）知的財産権の取得・活

用 

特許の出願・取得等、知

的財産権の取得・活用を積

極的に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

２）知的財産権の取得・活用

特許の出願・取得を奨励

し、中期目標期間中に合計

50件程度の特許出願を行う。

また、特許に関するパンフレ

ットの作成等により保有特

許の利用促進を図るととも

に、特許を含む知的財産全般

について適切な管理を行う。

 

 

 

 

２）知的財産権の取得・活用 

特許の出願・取得を奨励し、

10件程度の出願を行う。また、

特許の円滑な出願・取得のため、

顧問弁理士による所内研修や個

別の特許相談等を実施する。さ

らに、特許に関するパンフレッ

トの作成やホームページへの特

許情報の掲載等により保有特許

の利用促進を図るとともに、知

的財産管理活用委員会におい

て、知的財産の管理・活用のあ

り方について検討する。 

 

２）知的財産権の取得・活用 

特許の出願・取得を奨励し、10

件程度の出願を行う。また、特

許の円滑な出願・取得のため、

弁理士をはじめとする特許に関

連した専門家による所内研修や

個別の特許相談等を実施する。

さらに、特許に関するパンフレ

ットの作成やホームページへの

特許情報の掲載等により保有特

許の利用促進を図るとともに、

知的財産管理活用委員会におい

て、知的財産の管理・活用のあ

り方について検討する。 

 

 

３）関連学会の活動への参

加及び民間への技術移転、

大学等への支援 

国内外の関連する学会や

各種委員会等における研究

者の活動を奨励するととも

に、民間企業への技術移転

及び大学等、高等教育機関

への支援の推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）関連学会の活動への参加

及び民間への技術移転、大学

等への支援 

①関連する学会や各種委員

会へ研究者を派遣し連携を

強化するとともに、技術に関

する各種規格・基準の策定に

参画する。 

②民間企業の技術者等を研

修生として受け入れ、また技

術講演を行う等、民間への技

術移転の推進を図る。大学等

の教員としての研究者の派

遣、研究者による大学等での

特別講義の実施、連携大学院

制度の充実・活用、大学等の

学生の実習生としての受入

れ等の方策により、高等教育

機関への技術移転を積極的

に推進する。民間企業からの

研修生及び大学等からの実

習生を中期目標期間中にの

べ290人程度受け入れる。 

 

 

３）関連学会の活動への参加及

び民間への技術移転、大学等へ

の支援 

 関連する学会や各種委員会へ

研究者を派遣し連携を強化する

とともに、技術に関する各種規

格・基準の策定に参画する。 

また、民間企業の技術者等を

研修生として受け入れるととも

に、技術講演を行う等、民間へ

の技術移転の推進を図る。大学

等の教員としての研究者の派

遣、研究者による大学等での特

別講義の実施、連携大学院制度

の充実・活用、大学等の学生の

実習生としての受入れ等の方策

により、高等教育機関への技術

移転を積極的に推進する。民間

企業からの研修生及び大学等か

らの実習生を 60 人程度受け入

れる。 

 

３）関連学会の活動への参加及

び民間への技術移転、大学等へ

の支援 

関連する学会や各種委員会へ

研究者を派遣し連携を強化する

とともに、技術に関する各種規

格・基準の策定に参画する。 

また、民間企業の技術者等を

研修生として受け入れるととも

に、技術講演を行う等、民間へ

の技術移転の推進を図る。 

さらに、大学等の教員として

の研究者の派遣、研究者による

大学等での特別講義の実施、連

携大学院制度の充実・活用、大

学等の学生の実習生としての受

入れ等の方策により、高等教育

機関への技術移転を積極的に推

進する。民間企業からの研修生

及び大学等からの実習生を 60

人程度受け入れる。 
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平成２０年度計画 平成２１年度計画 平成２２年度計画 評価項目 

③研究所の諸活動や最新の話題

等を掲載した広報誌を発行する

とともに、研究所のホームページ

の内容を充実し、国民に対して情

報提供を図る。また、国民が見学

できる公開実験を含む研究所の

施設の一般公開を2回実施し、の

べ 1040 人以上の来場者を見込

む。加えて、最新の研究を国民向

けに分かりやすく説明・紹介する

講演会を3回開催する。さらに、

市民講座の開催等さまざまな機

会を捉えて、研究所の諸活動に対

する幅広い理解を得るための研

究者によるアウトリーチ活動を

積極的に実施する。 

 

 

 

③研究所の諸活動や最新の話題

等を掲載した広報誌を発行する

とともに、研究所のホームページ

の内容を充実し、国民に対して情

報提供を図る。また、国民が見学

できる公開実験を含む研究所の

施設の一般公開を2回実施し、の

べ 1040 人以上の来場者を見込

む。加えて、最新の研究を国民向

けに分かりやすく説明・紹介する

講演会を5回開催する。さらに、

市民講座の開催等さまざまな機

会を捉えて、研究所の諸活動に対

する幅広い理解を得るための研

究者によるアウトリーチ活動を

積極的に実施する。 

③研究所の諸活動や最新の話題

等を掲載した広報誌を発行する

とともに、研究所のホームページ

の内容を充実し、国民に対して情

報提供を図る。また、国民が見学

できる公開実験を含む研究所の

施設の一般公開を2回実施し、の

べ 1040 人以上の来場者を見込

む。加えて、最新の研究を国民向

けに分かりやすく説明・紹介する

講演会を５回開催する。さらに、

市民講座の開催等さまざまな機

会を捉えて、研究所の諸活動に対

する幅広い理解を得るための研

究者によるアウトリーチ活動を

積極的に実施する。 

13】一般国民への情

報提供 

２）知的財産権の取得・活用 

特許の出願・取得を奨励し、10

件程度の出願を行う。また、特許

の円滑な出願・取得のため、特許

に関連した所内研修や弁理士に

よる個別の特許相談等を実施す

る。さらに、講演会やホームペー

ジ上での広報等により保有特許

の利用促進を図るとともに、知的

財産管理活用委員会において、知

的財産の管理・活用のあり方につ

いて検討する。 

 

 

 

 

２）知的財産権の取得・活用 

 特許の出願・取得を奨励し、10

件程度の出願を行う。また、特許

の円滑な出願・取得のため、特許

に関連した所内研修や弁理士に

よる個別の特許相談等を実施す

る。さらに、講演会やホームペー

ジ上での広報等により保有特許

の利用促進を図るとともに、知的

財産管理活用委員会において、知

的財産の管理・活用のあり方につ

いて検討する。 

 

２）知的財産権の取得・活用 

 特許の出願・取得を奨励し、10

件程度の出願を行う。また、特許

の円滑な出願・取得のため、特許

に関連した所内研修や弁理士に

よる個別の特許相談等を実施す

る。さらに、講演会やホームペー

ジ上での広報等により保有特許

の利用促進を図るとともに、知的

財産管理活用委員会において、知

的財産の管理・活用のあり方につ

いて検討する。 

14】知的財産権の取

得・活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）関連学会の活動への参加及び

民間への技術移転、大学等への支

援 

関連する学会や各種委員会へ

研究者を派遣し関連学会との連

携を強化するとともに、技術に関

する各種規格・基準の策定に参画

する。 

また、民間企業の技術者等を研

修生として受け入れるとともに、

技術講演を行う等、民間への技術

移転の推進を図る。 

さらに、大学等の教員としての

研究者の派遣、研究者による大学

等での特別講義の実施、連携大学

院制度の充実・活用、大学等の学

生の実習生としての受入れ等の

方策により、高等教育機関への技

術移転を積極的に推進する。民間

企業からの研修生及び大学等か

らの実習生を 60 人程度受け入れ

る。 

 

 

 

３）関連学会の活動への参加及び

民間への技術移転、大学等への支

援 

関連する学会や各種委員会へ

研究者を派遣し関連学会との連

携を強化するとともに、技術に関

する各種規格・基準の策定に参画

する。 

また、民間企業の技術者等を研

修生として受け入れるとともに、

技術講演を行う等、民間への技術

移転の推進を図る。 

さらに、大学等の教員としての研

究者の派遣、研究者による大学等

での特別講義の実施、連携大学院

制度の充実・活用、大学等の学生

の実習生としての受入れ等の方

策により、高等教育機関への技術

移転を積極的に推進する。民間企

業からの研修生及び大学等から

の実習生を 60 人程度受け入れ

る。 

３）関連学会の活動への参加及び

民間への技術移転、大学等への支

援 

関連する学会や各種委員会へ

研究者を派遣し関連学会との連

携を強化するとともに、技術に関

する各種規格・基準の策定に参画

する。 

また、民間企業の技術者等を研

修生として受け入れるとともに、

技術講演を行う等、民間への技術

移転の推進を図る。 

さらに、大学等の教員としての研

究者の派遣、研究者による大学等

での特別講義の実施、連携大学院

制度の充実・活用、大学等の学生

の実習生としての受入れ等の方

策により、高等教育機関への技術

移転を積極的に推進する。民間企

業からの研修生及び大学等から

の実習生を 50 人程度受け入れ

る。 

15】学会活動・民間

への技術移転・大学

等への支援 
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中期目標 中期計画 平成１８年度計画 平成１９年度計画 

４）国際貢献の推進 

科学技術基本計画を踏ま

えつつ、技術の国際標準化

への貢献等、国際的な技術

協力の推進を図る。 

４）国際貢献の推進 

技術的な情報提供や関係

する委員会への研究者の派

遣等を通じて、技術の国際標

準化に貢献する。また、外国

人技術者を対象とした研修

への講師派遣等、国際的な技

術協力の推進を図る。 

４）国際貢献の推進 

技術的な情報提供や関係する

委員会が開催された際の研究者

の派遣等により、技術の国際標

準化に貢献する。また、技術協

力のために国際協力機構が実施

する外国人技術者を対象とした

研修等に研究者を委員や講師等

として派遣する等、積極的に技

術移転を図る。 

 

４）国際貢献の推進 

 技術基準に関係する委員会が

開催された際の研究者の派遣や

それらの派遣を通じての技術的

な情報提供等により、技術の国

際標準化に貢献する。また、技

術協力のために国際協力機構が

実施する外国人技術者を対象と

した研修等に研究者を委員や講

師等として派遣する等、積極的

に技術移転を図る。 

５）行政支援の推進 

非公務員化後において

も、民間にはなじまない、

独立行政法人として真に担

うべき事務を実施すること

を踏まえつつ、公共事業の

実施上の技術的課題への対

応や国、地方公共団体等の

技術者の指導等、行政支援

を積極的に行う。また、災

害時の技術支援等の要請に

対して、迅速かつ適切に対

応する。 

 

５）行政支援の推進 

①国、地方公共団体等がかか

える技術課題について受託

研究を実施するとともに、こ

れらが設置する各種技術委

員会へ研究者を派遣する等、

公共事業の実施上の技術的

課題等の解決に的確に対応

する。また、国、地方公共団

体等の技術者を対象とした

講演の実施、研修等への講師

としての研究者派遣により、

技術情報の提供及び技術指

導等を行い、行政への研究成

果の反映及び技術移転の推

進を図る。その他、我が国の

港湾・海岸・空港に関する技

術基準の策定業務を支援す

るとともに、国等が実施する

新技術の評価業務等を必要

に応じ支援する。 

 

５）行政支援の推進 

①国等がかかえる技術課題につ

いて受託研究を実施するととも

に、これらが設置する各種技術

委員会へ研究者を派遣する等、

公共事業の実施上の技術的課題

等の解決に的確に対応する。ま

た、「港湾構造物の維持管理技術

講習会」等をはじめとする、国

等の技術者を対象とした講習会

の企画・実施、講演会の実施及

び研修等への講師としての研究

者派遣により、技術情報の提供

及び技術指導等を行い、行政へ

の研究成果の反映及び技術移転

の推進を図る。その他、我が国

の港湾等に関する技術基準の策

定業務を支援するとともに、国

等が実施する新技術の評価業務

等を必要に応じ支援する。 

 

５）行政支援の推進 

①国等がかかえる技術課題につ

いて受託研究を実施するととも

に、これらが設置する各種技術

委員会へ研究者を派遣する等、

公共事業の実施上の技術的課題

等の解決に的確に対応する。ま

た、「港湾構造物の維持管理技術

講習会」等をはじめとする、国

等の技術者を対象とした講習会

の企画・開催、講演会の開催及

び研修等への講師としての研究

者派遣により、技術情報の提供

及び技術指導等を行い、行政へ

の研究成果の反映及び技術移転

の推進を図る。その他、我が国

の港湾等に関する技術基準の策

定業務を支援するとともに、国

等が実施する新技術の評価業務

等を必要に応じ支援する。 

 

 ②災害時における国、地方公

共団体等からの要請に対し、

被災地への研究者の派遣、被

災原因の解明、復旧等に必要

な技術指導等を迅速かつ適

切に行う。また、災害対策マ

ニュアルに沿った予行演習

を実施するとともに、その結

果に基づいて当該マニュア

ルの改善を行う等、緊急時の

技術支援に万全を期する。 

②災害時における国、地方公共

団体等からの要請に対し、被災

地への研究者の派遣、被災原因

の解明、復旧等に必要な技術指

導等を迅速かつ適切に行う。こ

のため、災害時において状況に

応じた専門家チームを速やかに

組織して現地に派遣できるよ

う、情報連絡体制、指揮系統、

初動体制等について必要に応じ

て改善・充実を図るとともに、

「独立行政法人港湾空港技術研

究所災害対策マニュアル」に基

づく予行演習を１回実施し、そ

の結果等をもとに、災害の発生

時等における所内の対応体制の

充実を含めたマニュアルの充実

を図る。 

②災害時における国、地方公共

団体等からの要請に対し、被災

地への研究者で構成する専門家

チームの派遣、被災原因の解明、

復旧等に必要な技術指導等を迅

速かつ適切に行う。このため、

「独立行政法人港湾空港技術研

究所災害対策マニュアル」に基

づく予行演習を１回実施すると

ともに、その結果等をもとに、

情報連絡体制、指揮系統、初動

体制、所内の災害時対応用備品

等に対して点検・見直しを行い、

必要に応じて、上記マニュアル

の充実及び災害の発生時におけ

る所内の対応体制の充実を図

る。 

 

（３）人材の確保・育成に

関する事項 

非公務員化にも配慮しつ

つ、多様な方策により優秀

な人材の確保に努めるとと

もに、適切な研究者評価の

実施や競争的環境の醸成等

を通じて、人材の育成を図

る。 

（３）人材の確保・育成のた

めとるべき措置 

①優秀な人材を確保する方

策として、勤務時間の弾力化

等の勤務体制の見直しを行

う。 

 

 
 

（３）人材の確保・育成のため

とるべき措置 

 優秀な人材を確保する方策と

して、フレックス制や裁量労働

制の導入による勤務時間の弾力

化等、勤務体制の見直しを行う。

 
 

（３）人材の確保・育成のため

とるべき措置 

①研究者の独創性と創造性を伸

ばすことを目的として、研究業

務の多様性に十分留意しつつ研

究者評価を実施する。 
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平成２０年度計画 平成２１年度計画 平成２２年度計画 評価項目 

４）国際貢献の推進 

国際標準に関係する委員会へ

の研究者の派遣等により技術の

国際標準化に貢献する。また、技

術協力のために国際協力機構が

実施する外国人技術者を対象と

した研修等に研究者を委員や講

師等として派遣する等、積極的に

技術移転を図る。 

 

 

４）国際貢献の推進 

 国際標準に関係する委員会へ

の研究者の派遣等により技術の

国際標準化に貢献する。また、技

術協力のために国際協力機構が

実施する外国人技術者を対象と

した研修等に研究者を委員や講

師等として派遣する等、積極的に

技術移転を図る。 

４）国際貢献の推進 

 国際標準に関係する委員会へ

の研究者の派遣等により技術の

国際標準化に貢献する。また、技

術協力のために国際協力機構が

実施する外国人技術者を対象と

した研修等に研究者を委員や講

師等として派遣する等、積極的に

技術移転を図る。 

16】国際貢献の推進

５）行政支援の推進 

①国等がかかえる技術課題につ

いて受託研究を実施するととも

に、これらが設置する各種技術委

員会へ研究者を派遣する等、公共

事業の実施上の技術的課題等の

解決に的確に対応する。また、国

等の技術者を対象とした講演会

の開催及び研修等への講師とし

ての研究者派遣により、技術情報

の提供及び技術指導等を行い、行

政への研究成果の反映及び技術

移転の推進を図る。その他、我が

国の港湾等に関する技術基準の

策定業務を支援するとともに、国

等が実施する新技術の評価業務

等を必要に応じ支援する。 

 

 

 

 

 

５）行政支援の推進 

①国等がかかえる技術課題につ

いて受託研究を実施するととも

に、これらが設置する各種技術委

員会へ研究者を派遣する等、公共

事業の実施上の技術的課題等の

解決に的確に対応する。また、国

等の技術者を対象とした講演会

の開催及び研修等への講師とし

ての研究者派遣により、技術情報

の提供及び技術指導等を行い、行

政への研究成果の反映及び技術

移転の推進を図る。その他、我が

国の港湾等に関する技術基準の

策定業務を支援するとともに、国

等が実施する新技術の評価業務

等を必要に応じ支援する。 

５）行政支援の推進 

①国等がかかえる技術課題につ

いて受託研究を実施するととも

に、これらが設置する各種技術委

員会へ研究者を派遣する等、公共

事業の実施上の技術的課題等の

解決に的確に対応する。また、国

等の技術者を対象とした講演会

の開催及び研修等への講師とし

ての研究者派遣により、技術情報

の提供及び技術指導等を行い、行

政への研究成果の反映及び技術

移転の推進を図る。その他、我が

国の港湾等に関する技術基準の

策定業務を支援するとともに、国

等が実施する新技術の評価業務

等を必要に応じ支援する。 

17】国等が抱える技

術課題解決のため

の積極的な支援 

 

②災害時における国、地方公共団

体等からの要請に対し、被災地へ

の研究者の派遣、被災原因の解

明、復旧等に必要な技術指導等を

迅速かつ適切に行う。このため、

「独立行政法人港湾空港技術研

究所災害対策マニュアル」に基づ

く予行演習を実施するとともに、

その結果等をもとに、情報連絡体

制、指揮系統、初動体制、所内の

災害時対応用備品等に対して点

検・見直しを行い、必要に応じて、

上記マニュアルの充実及び災害

の発生時における所内の対応体

制の充実を図る。 

 

 

 

 

②災害時における国、地方公共団

体等からの要請に対し、被災地へ

の研究者の派遣、被災原因の解

明、復旧等に必要な技術指導等を

迅速かつ適切に行う。このため、

「独立行政法人港湾空港技術研

究所災害対策マニュアル」に基づ

く予行演習を実施するとともに、

その結果等をもとに、情報連絡体

制、指揮系統、初動体制、所内の

災害時対応用備品等に対して点

検・見直しを行い、必要に応じて、

上記マニュアルの充実及び災害

の発生時における所内の対応体

制の充実を図る。 

②災害時における国、地方公共団

体等からの要請に対し、被災地へ

の研究者の派遣、被災原因の解

明、復旧等に必要な技術指導等を

迅速かつ適切に行う。このため、

「独立行政法人港湾空港技術研

究所災害対策マニュアル」に基づ

く予行演習を実施するとともに、

その結果等をもとに、情報連絡体

制、指揮系統、初動体制、所内の

災害時対応用備品等に対して点

検・見直しを行い、必要に応じて、

上記マニュアルの充実及び災害

の発生時における所内の対応体

制の充実を図る。 

 

18】災害発生時の迅

速な支援 

（３）人材の確保・育成のためと

るべき措置 

①研究者の独創性と創造性を伸

ばすことを目的として、研究業務

の多様性に十分留意しつつ研究

者評価を実施する。 

 
 

（３）人材の確保・育成のためと

るべき措置 

①研究者の独創性と創造性を伸

ばすことを目的として、研究業務

の多様性に十分留意しつつ研究

者評価を実施する。 

（３）人材の確保・育成のためと

るべき措置 

①研究者の独創性と創造性を伸

ばすことを目的として、研究業務

の多様性に十分留意しつつ研究

者評価を実施する。 

19】研究者評価の実

施 
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中期目標 中期計画 平成１８年度計画 平成１９年度計画 

 ②研究者評価及び研究評価

等を通じ研究者の研究活動

について、PDCA サイクルの

形成に努めるとともに、所内

の研究資金の多様な競争的

配分制度を活用し研究者の

育成を図る。 

 

また、研究者の研究活動におい

て研究者評価及び研究評価等を

適切に実施し、PDCAサイクルの

形成に努めるとともに、所内の

研究資金の多様な競争的配分制

度を活用し研究者の育成を図

る。 

②任期付研究員制度等多様な採

用制度の活用、所内の研究資金

の多様な競争的配分制度の活

用、在外研究制度を活用した研

究者の国内外の優れた大学・研

究機関等への派遣、国内外の研

究者を招聘しての講演や研究者

への指導、勤務時間の弾力化等

必要に応じた勤務体制の見直し

等により優秀な研究者の確保と

育成に取り組む。 

なお、研究評価、研究者評価

等の実施を通じて、ＰＤＣＡサ

イクルの形成に努める。 

 

③研究者の在外研究の実施、

外部の著名な研究者等によ

る講演会の開催や研究者へ

の指導等、多様な方策により

研究者の能力向上を図る。 

 

 

さらに、所内や外部の在外研究

制度を活用して、研究者を国内

外の優れた大学・研究機関等に

派遣するとともに、国内外の研

究者を招聘しての講演や研究者

への指導を行うことにより、研

究者の能力向上を図る。 

 

４．財務内容の改善に関す

る事項 

運営費交付金を充当して行

う事業については、「２．業

務運営の効率化に関する事

項」で定めた事項について

配慮した中期計画の予算を

作成し、当該予算による運

営を行う。 

 

 

３．予算（人件費の見積りを

含む。）収支計画及び資金計

画 

以下の項目について計画

し、適正にこれらの計画を実

施するとともに、経費の抑制

に努めることにより、財務内

容の改善に努める。 

１）予  算：別表１のとお

り 

２）収支計画：別表２のとお

り 

３）資金計画：別表３のとお

り 

３．予算（人件費の見積りを含

む。）収支計画及び資金計画 

以下の項目について計画し、

適正にこれらの計画を実施する

とともに、経費の抑制に努める

ことにより、財務内容の改善に

努める。 

１）予  算：別表２のとおり

２）収支計画：別表３のとおり

３）資金計画：別表４のとおり

 

 

３．予算（人件費の見積りを含

む。）収支計画及び資金計画 

以下の項目について計画し、

適正にこれらの計画を実施する

とともに、経費の抑制に努める

ことにより、財務内容の改善に

努める。 

１）予  算：別表２のとおり

２）収支計画：別表３のとおり

３）資金計画：別表４のとおり

 

 

４．短期借入金の限度額 

予見しがたい事故等の事

由に限り、資金不足となる場

合における短期借入金の限

度額は、300百万円とする。

 

４．短期借入金の限度額 

予見しがたい事故等の事由に

限り、資金不足となる場合にお

ける短期借入金の限度額は、300

百万円とする。 

 

４．短期借入金の限度額 

予見しがたい事故等の事由に

限り、資金不足となる場合にお

ける短期借入金の限度額は、300

百万円とする。 

 

５．重要な財産を譲渡し、又

は担保に供しようとすると

きは、その計画 

 なし 

 

５．重要な財産を譲渡し、又は

担保に供しようとするときは、

その計画 

 なし 

 

５．重要な財産を譲渡し、又は

担保に供しようとするときは、

その計画 

 なし 

 

６．剰余金の使途 

① 研究基盤の整備 

② 研究活動の充実 

６．剰余金の使途 

剰余金が発生した場合には、独

立行政法人通則法、独立行政法

人港湾空港技術研究所法及び中

期計画に従い、適切な処理を行

う。 

 

６．剰余金の使途 

剰余金が発生した場合には、

独立行政法人通則法、独立行政

法人港湾空港技術研究所法及び

中期計画に従い、適切な処理を

行う。 

 

５．その他業務運営に関す

る重要事項 

（１）施設・設備に関する

事項 

業務の確実な遂行のた

め、研究施設の計画的な整

備を進めるとともに、研究

施設の機能を長期間発揮で

きるよう、適切な維持・補

修に努める。 

 

７．その他主務省令で定める

業務運営に関する事項 

（１）施設・設備に関する事

項 

別表４のとおり 

なお、別表４に掲げる施設整

備のほか、既存施設の維持・

補修、機能向上に努める。 

 

 

 

７．その他主務省令で定める業

務運営に関する事項 

（１）施設・設備に関する事項

中期計画の施設整備計画に基

づき、環境水理実験水槽の整備

を引き続き進めるとともに、大

規模地震津波実験施設の整備及

び受電施設等更新に新たに着手

する。 

 

７．その他主務省令で定める業

務運営に関する事項 

（１）施設・設備に関する事項

中期計画の施設整備計画に基

づき、大規模地震津波実験施設

の整備及び受電施設等を引き続

き進めるとともに、既存施設の

維持・補修、機能向上に努める。
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平成２０年度計画 平成２１年度計画 平成２２年度計画 評価項目 

②任期付研究員制度等多様な採

用制度の活用、所内の研究資金の

多様な競争的配分制度の活用、在

外研究制度を活用した研究者の

国内外の優れた大学・研究機関等

への派遣、国内外の研究者を招聘

しての講演や研究者への指導、勤

務時間の弾力化等必要に応じた

勤務体制の見直し等により優秀

な研究者の確保と育成に取り組

む。 

なお、研究評価、研究者評価等

の実施を通じて、ＰＤＣＡサイク

ルの形成に努める。 

 

 

②任期付研究員制度等多様な採

用制度の活用、所内の研究資金の

多様な競争的配分制度の活用、在

外研究制度を活用した研究者の

国内外の優れた大学・研究機関等

への派遣、国内外の研究者を招聘

しての講演や研究者への指導、勤

務時間の弾力化等必要に応じた

勤務体制の見直し等により優秀

な研究者の確保と育成に取り組

む。 

 なお、研究評価、研究者評価等

の実施を通じて、ＰＤＣＡサイク

ルの形成に努める。 

②任期付研究員制度等多様な採

用制度の活用、所内の研究資金の

多様な競争的配分制度の活用、在

外研究制度を活用した研究者の

国内外の優れた大学・研究機関等

への派遣、国内外の研究者を招聘

しての講演や研究者への指導、勤

務時間の弾力化等必要に応じた

勤務体制の見直し等により優秀

な研究者の確保と育成に取り組

む。 

 なお、研究評価、研究者評価等

の実施を通じて、ＰＤＣＡサイク

ルの形成に努める。 

20】その他の人材確

保・育成策の実施 

３．予算（人件費の見積りを含

む。）収支計画及び資金計画 

以下の項目について計画し、適

正にこれらの計画を実施すると

ともに、経費の抑制に努めること

により、財務内容の改善に努め

る。 

１）予  算：別表２のとおり 

２）収支計画：別表３のとおり 

３）資金計画：別表４のとおり 

 

 

 

３．予算（人件費の見積りを含

む。）収支計画及び資金計画 

以下の項目について計画し、適

正にこれらの計画を実施すると

ともに、経費の抑制に努めること

により、財務内容の改善に努め

る。 

１）予  算：別表２のとおり 

２）収支計画：別表３のとおり 

３）資金計画：別表４のとおり 

３．予算（人件費の見積りを含

む。）収支計画及び資金計画 

以下の項目について計画し、適

正にこれらの計画を実施すると

ともに、経費の抑制に努めること

により、財務内容の改善に努め

る。 

１）予  算：別表２のとおり 

２）収支計画：別表３のとおり 

３）資金計画：別表４のとおり 

21】適切な予算執行

４．短期借入金の限度額 

予見しがたい事故等の事由に

限り、資金不足となる場合におけ

る短期借入金の限度額は、300百

万円とする。 

 

４．短期借入金の限度額 

予見しがたい事故等の事由に

限り、資金不足となる場合におけ

る短期借入金の限度額は、300百

万円とする。 

 

４．短期借入金の限度額 

 予見しがたい事故等の事由に

限り、資金不足となる場合におけ

る短期借入金の限度額は、300百

万円とする。 

 

５．重要な財産を譲渡し、又は担

保に供しようとするときは、その

計画 

 なし 

 

５．重要な財産を譲渡し、又は担

保に供しようとするときは、その

計画 

 なし 

 

５．重要な財産を譲渡し、又は担

保に供しようとするときは、その

計画 

 なし 

 

６．剰余金の使途 

剰余金が発生した場合には、独

立行政法人通則法、独立行政法人

港湾空港技術研究所法及び中期

計画に従い、適切な処理を行う。

 

 

６．剰余金の使途 

 剰余金が発生した場合には、独

立行政法人通則法、独立行政法人

港湾空港技術研究所法及び中期

計画に従い、適切な処理を行う。

６．剰余金の使途 

 剰余金が発生した場合には、独

立行政法人通則法、独立行政法人

港湾空港技術研究所法及び中期

計画に従い、適切な処理を行う。 

 

７．その他主務省令で定める業務

運営に関する事項 

（１）施設・設備に関する事項 

中期計画の施設整備計画に基

づき、大規模地震津波実験施設の

整備及び受電施設等を引き続き

進めるとともに、既存施設の維

持・補修、機能向上に努める。 

 
 
 
 

７．その他主務省令で定める業務

運営に関する事項 

（１）施設・設備に関する事項 

中期計画の施設整備計画に基づ

き、大規模地震津波実験施設及び

受電施設等の完成を目指すとと

もに、沿岸防災実験施設の整備等

を引き続き進める。また、既存施

設の維持・補修、機能向上に努め

る。 

７．その他主務省令で定める業務

運営に関する事項 

（１）施設・設備に関する事項 

中期計画の施設整備計画に基づ

き、沿岸防災実験施設の整備等を

引き続き進める。また、既存施設

の維持・補修、機能向上に努める。 

22】施設・設備に関

する事項 

 



19 
 

中期目標 中期計画 平成１８年度計画 平成１９年度計画 

（２）人事に関する事項 

人件費（退職手当等を除

く。）について、「行政改革

の重要方針」（平成１７年１

２月２４日閣議決定）を踏

まえ、前中期目標期間の最

終年度予算額に対し、本中

期目標期間の最終年度まで

に、業務運営の効率化を通

じて国家公務員に準じた人

件費削減の取り組みを行

う。さらに、役職員の給与

に関し、国家公務員の給与

構造改革を踏まえた給与体

系の見直しを進める。 

また、業務を確実かつ効

率的に遂行するために、研

究者をはじめとする職員

を、その適性に照らし、適

切な部門に配置する。 

 

 

（２）人事に関する事項 

「行政改革の重要方針」

（平成１７年１２月２４日

閣議決定）を踏まえ、前中期

目標期間の最終年度予算額

に対し、本中期目標期間の最

終年度までに、人件費（退職

手当等を除く。）について

５％以上の削減を行う。さら

に、役職員の給与に関し、国

家公務員の給与構造改革を

踏まえた給与体系の見直し

を進める。 

また、業務を確実かつ効率

的に遂行するために、研究者

をはじめとする職員を、その

適性に照らし、適切な部門に

配置する。 

（参考） 

人件費削減の取り組みに

よる前年度予算に対する各

年度の人件費削減率は以下

のとおり（％） 

１８年度 △５．６％ 

１９年度 － 

２０年度 － 

２１年度 － 

２２年度 － 

 

 

 

 

（２）人事に関する事項 

「行政改革の重要方針」（平成

１７年１２月２４日閣議決定）

を踏まえ、人件費（退職手当等

を除く。）について前中期目標期

間の最終年度実績程度以下を目

指す。さらに、役職員の給与に

関し、国家公務員の給与構造改

革を踏まえた給与体系の見直し

を進める。 

また、業務を確実かつ効率的

に遂行するために、研究者をは

じめとする職員を、その適性に

照らし、適切な部門に配置する。

（２）人事に関する事項 

「行政改革の重要方針」（平成

17年 12月 24日閣議決定）を踏

まえ、人件費（退職手当等を除

く。）について平成 18 年度実績

程度を目指す。さらに、役職員

の給与に関し、国家公務員の給

与構造改革を踏まえた給与体系

の見直しを進める。 

また、業務を確実かつ効率的

に遂行するために、研究者をは

じめとする職員を、その適性に

照らし、適切な部門に配置する。
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平成２０年度計画 平成２１年度計画 平成２２年度計画 評価項目 

（２）人事に関する事項 

「行政改革の重要方針」（平成

17 年 12 月 24 日閣議決定）を踏

まえ、人件費（退職手当等を除

く。）について平成19年度実績程

度を目指す。さらに、役職員の給

与に関し、国家公務員の給与構造

改革を踏まえた給与体系の見直

しを進める。 

また、業務を確実かつ効率的に

遂行するために、研究者をはじめ

とする職員を、その適性に照ら

し、適切な部門に配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人事に関する事項 

「行政改革の重要方針」（平成

17 年 12 月 24 日閣議決定）を踏

まえ、人件費（退職手当等を除

く。）について平成20年度実績程

度を目指す。さらに、役職員の給

与に関し、国家公務員の給与構造

改革を踏まえた給与体系の見直

しを進める。 

 また、業務を確実かつ効率的に

遂行するために、研究者をはじめ

とする職員を、その適性に照ら

し、適切な部門に配置する。 

（２）人事に関する事項 

「行政改革の重要方針」（平成

１７年１２月２４日閣議決定）を

踏まえ、人件費（退職手当等を除

く。）について平成２１年度実績

程度を目指す。さらに、役職員の

給与に関し、国家公務員の給与構

造改革を踏まえた給与体系の見

直しを進める。 

 また、業務を確実かつ効率的に

遂行するために、研究者をはじめ

とする職員を、その適性に照ら

し、適切な部門に配置する 

23】人事に関する事

項 

 



 
 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 研究実施項目
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中期目標期間（平成18～22年度）における研究実施項目一覧 

研究実施

項 数

開始年度
2005

年度

以前

2006

年度

2007

年度

2008

年度

2009

年度

2010

年度

2011

年度

以降
終了年度 総数

空港施設の観測に基づく地震被災程度評価に関する技術開発 2005 ○---- ------ ----→ 2007

港湾地域および空港における強震観測と記録の整理解析 1962 ------ ------ ------ ------ ------ ------ ------ －

地震災害調査 ------ ------ ------ ------ ------ ------ ------ －

半経験的な強震動予測手法の検証とその応用 2003 ------ ----→ 2006

大きな延長を有する施設に適した照査用地震動設定手法の開発 2010 ○-- ------ 2012

液状化の数値解析手法の高度化 2003 ------ ----→ 2006

既存施設の耐震補強のための地盤改良技術の開発 2006 ○---- ------ ----→ 2008

地震による空港の地盤災害リスク評価方法の構築 2007 ○---- ------ ----→ 2009

大規模地震に対する既設構造物直下地盤の液状化対策の検討 2008 ○---- ------ ----→ 2010

破壊応力状態付近での土の動的特性に関する検討 2008 ○---- ------ ----→ 2010

岸壁背後の格子状地盤改良の耐震効果の検討 2009 ○---- ------ ----→ 2011

☆

☆

繰返し外力を受ける杭基礎と周辺地盤の挙動に関する実験 2005 ○---- ------ ----→ 2007

コンテナバース機能維持を目的とした耐震性向上技術開発 2005 ○---- ------ ----→ 2007

矢板式係船岸等における杭を用いた耐震補強工法に関する検討 2008 ○---- ------ ----→ 2010

既存港湾・海岸施設の耐震性能評価・向上に関する研究 2008 ○---- ------ ----→ 2010

☆ 構造物に作用する津波力に関する模型実験と数値計算 2004 ------ ----→ 2006

☆ ３次元モデルを使用した次世代津波被害シミュレーション 2004 ------ ----→ 2006

津波に対する係留船舶の安全性評価に関する検討 2006 ○---- ------ ----→ 2008

☆ 津波による大型物体の漂流に関する数値モデルの開発 2006 ○--------→ 2007

津波災害シミュレーターの開発 2007 ○---- ------ ----→ 2009

津波に対する早期避難促進に関する基礎的研究 2009 ○--------→ 2010

☆

☆

☆ データ同化手法によるリアルタイム津波予測手法の開発 2006 ○--------→ 2007

リアルタイム津波浸水予測手法の開発 2008 ○---- ------ ----→ 2010

直立浮上式防波堤の水理特性に関する数値計算 2005 ○---- ------ ----→ 2007

植樹帯を活用した沿岸での津波対策 2006 ○---- ------ ----→ 2008

グリーンベルトによる津波対策施設の適用性評価 2009 ○-→ 2010

小型船舶の耐津波係留技術に関する検討 2009 ○-→ 2010

波浪観測データを活用した波浪推算の高精度化とその活用法 2006 ○---- ------ ----→ 2008

アシカ島等における気象・海象の観測と解析及び全国沿岸波浪・津
波・潮位・風況観測データの集中処理解析による資料及び統計報の
作成

2006 ○---- ------ ------ ------ ----→ 2010

☆

多層化した臨海都市部における氾濫災害の実態と対策提案 2005 ○---- ------ ----→ 2007

波による平均水位上昇を考慮した短時間越波・浸水の数値計算 2006 ○---- ------ ----→ 2008

耐波設計に適応可能なハイブリッド計算手法の高度化 2004 ------ ----→ 2006

巨大波浪作用時の防波堤基礎地盤の挙動予測の把握 2006 ○---- ------ ----→ 2008

既存防波堤の高潮に対する地盤補強に関する検討 2009 ○---- ------ ----→ 2011

数値波動水槽を用いた港湾外郭施設の性能照査手法の構築 2010 ○-- ------ 2012

☆ 気候変動適応策の検討を目的とした波浪・潮位の極値解析 2009 ○---- ------ ----→ 2011

高潮との同時性を考慮した波浪の出現確率分布の地球温暖化に伴
う変化に関する数値解析

2006 ○---- ------ ----→ 2008

プログラムライブラリの各種パソコンＯＳへの対応とプログラムの改良
（海洋・水工関係）

2004 ------ ----→ 2006

港湾・空港の調査設計に関する基礎技術の向上と普及（海洋・水工
関係）

2004 ------ ----→ 2006

水深データベース・波浪外力データベースの更新と関連プログラムの
改良

2004 ------ ----→ 2006

水蒸気吸収式油回収装置に関する基礎実験 2004 ------ ----→ 2006

環境整備船に搭載する油回収システムの開発 2004 ------ ----→ 2006

工事用作業船を転用する油回収システムの開発 2004 ------ ------ ----→ 2007

エマルジョン化油の漂流追跡方法の開発 2004 ------ ----→ 2006

油回収除去における水蒸気の利用に関する応用研究 2007 ○---- ------ ------ ----→ 2010

☆ 流出油のリアルタイム追跡システムの開発 2007 ○---- ------ ------ ----→ 2010

☆

直轄船等による油濁防除技術に関する研究開発 2008 ○---- ------ ------ ----→ 2011

海中における不審物等の探知技術の開発 2005 ○---- ------ ----→ 2007

不審物等の探知のための水中視認装置の実用化開発 2008 ○---- ------ ----→ 2010

コンテナ貨物の不良積付け点検技術の開発 2007 ○-→ 2007

小　計 63

①災害の予測技
術の開発

１
　
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
国
土
の
形
成
に
資
す
る
研
究
分
野

リアルタイム海象情報を用いた流出油の高精度漂流予測に関
する研究

2009 ○---- ------ ----→ 2011

波浪推算に基づく日本沿岸高波データベースの構築と高波浪出現特
性の検討

2008 ○---- ------ ----→ 2010

2010 ○-- ------ 2012

----→ 2006

○---- ------ ----→ 2009

遠心力場における水・地盤・構造物の相互作用に関する実験的
研究

2010 ○-- ------ 2012

------ ----→ 2011

沿岸波浪による水面波形の出現・伝播メカニズムに関する数値計算 2005 ○---- ------ ----→ 2007

------

高潮・高波時における防波堤及び護岸の変形･破壊に関する予測手
法の開発

2006 ○---- ------ ------ ----→

リアルタイム海象情報を活用した高潮・高波被害予測システムの試設
計

2009 ○----

○---- ------ ----→ 2007

2012

港湾の業務継続計画（BCP)における地震及び津波複合被害想
定技術の開発

2010 ○-- ------ 2012

2009

液状化を許容する地盤の数値解析的アプローチによる設計法の開発 2005 ○---- ------ ----→ 2007

継続時間の長い地震動、長周期地震動に対する土の液状化特性の
実験的解明

2005

シナリオ地震に対する強震動評価における各種パラメタの設定方法
に関する検討

2007

津波による構造物の変形および破壊に関する模型実験と数値計算 2007

港湾の業務継続計画（BCP)における地震及び津波複合被害想
定技術の開発

プログラムライブラリおよび関連するデータベースの構築・改良および
運用 （海洋・水工関係）

2007 ○---- ------ ------ ------ ------ 2015

リアルタイム海象情報を用いた流出油の高精度漂流予測に関
する研究

2009 ○--------→ 2010

10

③高潮・高波によ
る地盤も含めた
外郭施設の破壊
現象の解明

④地球温暖化の
影響の解明と将
来予測

3　地球規模の環
境変化と高潮・高
波防災のための
高精度な沿岸海
象把握に関する
研究

１エ　海上流
出油対策等、
沿岸域の人為
的災害への対
応に関する研

究テーマ

①海上流出油対
策に関する研究

4　沿岸域の流出
油対策技術に関
する研究

②港湾セキュリ
ティに関する研究

20
１ウ　高潮・高
波防災に関す
る研究テーマ

①効率的な海象
観測と波浪推算
技術の高精度化
の組み合わせに
よる沿岸海象の
把握

3　地球規模の環
境変化と高潮・高
波防災のための
高精度な沿岸海
象把握に関する
研究

台風時の内湾海上風及び高潮に伴う波浪の高精度な推算法の開発 2004 ------

②革新的なソフト
技術の開発

③効果的なハー
ド技術の開発

⑤その他

②越波算定精度
の高精度化など
高潮・高波被害
の予測と対策の
検討

１イ　津波防
災に関する研

究テーマ

２　巨大な津波か
ら地域社会を守る
研究

②強振動予測手
法の精度向上

１　地震により強
い港湾・海岸・空
港施設の実現に
関する研究

③地震時の地盤
の挙動予測と対
策

④地震時の構造
物の挙動予測と
対策

○----

18

15

１ア　大規模
地震防災に関
する研究テー

マ

①強震観測・被
害調査・被災モニ
タリングによる地
震被災メカニズム
の把握

------ ----→

遠心力場における流体・地盤・構造物の相互作用に関する実験
的研究

2010 ○--

2009

研究
分野

研究テーマ 研究サブテーマ 重点研究課題
  研究実施項目

（☆印：特別研究）

研究期間(年度)

 

資料－2.1 
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研究実施

項 数

開始年度
2005

年度

以前

2006

年度

2007

年度

2008

年度

2009

年度

2010

年度

2011

年度

以降
終了年度 総数

港湾の水域施設における砂泥移動簡易予測手法の開発 2005 ○---- ------ ----→ 2007

☆ 海底境界層内での物質輸送機構の解明 2006 ○---- ------ ------ ----→ 2009

内湾堆積物における物質循環過程のモデル化 2006 ○---- ------ ----→ 2008

堆積物起源有害化学物質の環境運命に関する実験及び解析 2006 ○---- ------ ----→ 2008

内湾に集積する新規残留性化学物質の管理手法に関する提案 2009 ○---- ------ ----→ 2011

沿岸自然基盤の安定性と健全性に関する数値指標の検討 2008 ○---- ------ ----→ 2010

内湾域における高含水比底泥挙動のモデル化に関する研究 2010 ○-- ------ 2012

②大気と水系の
相互作用

大気海洋結合内湾水理解析システムの開発 2004 ------ ----→ 2006

③外洋と内湾の
結合（湾口での
境 お る

閉鎖性内湾における環境の常時連続観測とその統計解析 2006 ○---- ------ ------ ------ ------ ------ 2017

干潟地盤環境の動態モデルの開発 2004 ------ ----→ 2006

干潟の底質浮遊特性に関する現地観測 2004 ------ ----→ 2006

干潟再生に向けた地盤環境設計技術の開発 2007 ○---- ------ ----→ 2009

干潟生態地盤学の展開による生物住環境診断チャートの作成 2010 ○-- ------ 2012

沿岸生態系における高次栄養段階生物の食性に関する調査及び実
験

2008 ○---- ------ ------ ----→ 2011

豊かな海の実現に向けた内湾水質・生態系シミュレーターの開発 2008 ○---- ------ ----→ 2010

☆ 沿岸生態系によるＣＯ２吸収量の強化に関する調査および実験 2009 ○---- ------ ------ 2012

浚渫土を利用した環境修復効果の予測手法の提案 2009 ○---- ------ ----→ 2011

浚渫土砂を利用した環境修復手法に関する調査及び解析 2006 ○---- ------ ----→ 2008

画像処理による長期海浜変形の解析 2004 ------ ----→ 2006

汀線近傍の地形変化と底質変化に関する現地観測 2004 ------ ----→ 2006

沿岸域の大規模構造物周辺の中期地形変化に関する資料解析 2004 ------ ----→ 2006

海底面下の流砂速度のＭ系列変調した超音波による計測 2006 ○-→ 2006

☆

波の遡上域の地形変化に関する現地観測とモデル化 2007 ○---- ------ ----→ 2009

潮流と海浜流とを考慮した平面地形変化のモデル化 2007 ○--------→ 2008

沿岸漂砂による長期的海浜変形の予測手法の検討 2009 ○---------- ----→ 2011

沈設有孔管による土砂除去・輸送工法の実証試験 2004 ------ ----→ 2006

有孔管を用いた簡易・効率的土砂除去・輸送工法の改良 2007 ○---- ------ ----→ 2009

長期変動特性を考慮した砂浜の維持管理設計法の開発 2010 ○-- ------ 2012

小　計 32

研究
分野

研究テーマ 研究サブテーマ 重点研究課題
  研究実施項目

（☆印：特別研究）

研究期間(年度)

長周期波､戻り流れ及び波の非線形性を考慮した砂浜の断面変
化の定量的予測手法の開発

○---------- ----→ 2007

亜熱帯沿岸域に生育する海草藻類の生育条件と分類体系に関する
現地観測及び培養実験

2004 ------ ----→ 2006

亜熱帯沿岸域の複合生態系における相互作用に関する現場観測及
び解析

2005

波崎海洋研究施設（HORS）等における沿岸域の地形変動や土砂輸
送に関する観測と解析

2001

②地形変動に関
する数値シミュ
レーションモデル
の開発

6　複数の流れと
波が重合した場
での海浜変形予
測に関する研究

------ ------ ------ ------

①地形変動特
性・底質移動特
性の把握

12

------ ----→ 2011

2008

②干潟における
地盤等物理特性
と生物生息の関
係

5　閉鎖性海域の
生態系と水・底質
の改善及びCO2
吸収に関する研
究

③浚渫に係わる
環境修復技術の
開発

11

２ウ　広域的・
長期的な海浜
変形に関する
研究テーマ

２イ　沿岸生
態系の保全・
回復に関する
研究テーマ

①亜熱帯沿岸域
生態系の特性と
相互作用

2005 ○---- ------

２
　
快
適
な
国
土
の
形
成
に
資
す
る
研
究
分
野

２ア　閉鎖性
海域の水質・
底質の改善に
関する研究

テーマ

①水堆積物界面
近傍での物理・

化学過程の解明
5　閉鎖性海域の
環境改善と沿岸
生態系による
CO２吸収に関す
る研究

------ ----→

------

③広域的・長期
的海岸維持管理
手法の開発

9
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研究実施
項 数

開始年度
2005

年度

以前

2006

年度

2007

年度

2008

年度

2009

年度

2010

年度

2011

年度

以降
終了年度 総数

長周期波対策における性能設計法の開発 2003 ------ ----→ 2006

軟弱粘土地盤の堆積環境に基づく地盤物性の評価手法の提案 2006 ○---- ------ ----→ 2008

コンクリート部材の耐衝撃性向上に関する実験的検討 2005 ○---- ----------→ 2007

粘土地盤の変形予測手法の高度化に関する提案 2006 ○---- ------ ----→ 2008

埋立地盤維持管理のための不同沈下予測手法の提案 2009 ○---- ------ ----→ 2011

杭の支持力推定手法の標準化の提案 2005 ○---- ----------→ 2007

セメント改良土の周辺地盤の変形追随性に関する実験 2006 ○---- ------ ----→ 2008

杭式深層混合処理地盤の安定性の評価手法の開発 2007 ○---- ----------→ 2009

鉄鋼スラグ等を杭材とした杭式改良地盤の安定性の評価 2010 ○-- ------ 2012

衝撃力を受けるコンクリート部材の性能照査法の提案 2008 ○---------- ----→ 2010

外洋性港湾における荷役可否情報システムの開発 2005 ○---- ----------→ 2007

港湾鋼構造物の防食方法・防食設計の合理化に関する検討 2009 ○---- ------ ----→ 2011

リプレイサブル桟橋上部工の開発に関する実験および解析 2006 ○---- ----------→ 2008

重力式岸壁の増深工法に関する研究 2010 ○-- ------ 2012

スーパー高規格コンテナターミナルの評価に関する研究 2010 ○-- ------ 2012

移動荷重に対する路盤・路床の変形予測 2004 ------ ----→ 2006

空港既設ＰＣ舗装版のポンピング防止技術に関する実験 2005 ○---- ----------→ 2007

空港オーバレイ舗装の設計・品質管理の高度化 2008 ○---- ----------→ 2010

空港アスファルト舗装剥離の非破壊探査方法の提案 2006 ○---- ----------→ 2008

土質データベースの効率的維持管理と運用 2004 ------ ----→ 2006

プログラムライブラリの効率的運用と普及 2004 ------ ----→ 2006

杭式桟橋の鋼管杭板厚を非接触型で計測する技術の開発 2005 ○---- ------ ----→ 2007

極値統計理論に基づく既存構造物の点検手法の最適化に関する解
析

2007 ○---- ------ ----→ 2009

桟橋床版下部検査用ビークルの操作性の向上に関する検討 2007 ○---- ------ ----→ 2009

非破壊試験技術の活用による港湾構造物の点検診断・モニタリング
の高精度化に関する検討

2010 ○-- ------ 2012

暴露環境を考慮した港湾ＲＣ構造物の耐久性評価および劣化予測手
法の開発

2005 ○---- ------ ----→ 2007

桟橋式海上空港における下部鋼管杭の維持管理方法の検討 2006 ○---- ------ ----→ 2008

人工地盤材料のＬＣＭに関する検討 2007 ○---- ------ ----→ 2009

☆
海域施設のライフサイクルマネジメントのための確率的手法に
基づく劣化予測システムの開発

2006 ○---- ------ ----→ 2008

補修・補強による性能改善効果とその寿命評価に関する実験 2006 ○---- ------ ----→ 2008

ライフサイクルエコノミーを導入したＬＣＭシナリオの評価 2009 ○---------- ----→ 2011

☆ 矢板式および重力式係船岸等へのＬＣＭの展開 2009 ○---------- ----→ 2011

杭式桟橋の鋼管杭板厚を非接触型で計測する技術の開発 2005 ○---- ------ ----→ 2007

無人のベースマシンを対象構造物まで誘導する技術の開発 2005 ○---- ------ ----→ 2007

矢板式構造物の板厚を非接触型で計測する技術の開発 2006 ○--------→ 2007

水中構造物の無人点検機用のマニピュレータの開発 2006 ○---- ------ ----→ 2008

鋼構造物の肉厚を非接触型で計測する装置の実用化開発 2008 ○---------- ----→ 2010

GPS波浪計の係留装置点検システムの開発 2008 ○---------- ------ ----→ 2011

網チェーンを用いた水中物体回収装置の実用化開発 2008 ○--------→ 2010

水中作業用マニピュレータの多機能化に関する研究 2009 ○---- ------ ----→ 2011

海洋構造物周りの流体解析へのセルオートマトン法の適用性の評価 2004 ------ ----→ 2006

外洋性港湾における荷役可否情報システムの開発 2005 ○---- ------ ----→ 2007

津波に対する係留船舶の安全性向上対策に関する検討 2006 ○---- ------ ----→ 2008

船舶の耐津波係留技術の開発 2009 ○-→ 2009

アシカ島等における気象・海象の観測と解析及び全国沿岸波浪・津
波・潮位・風況観測データの集中処理解析による資料及び統計報の
作成

2006 ○---- ------ ------ ------ ----→ 2010

GPS波浪計の係留装置点検システムの開発 2008 ○---------- ------ ----→ 2011

網チェーンを用いた水中物体回収装置の実用化開発 2008 ○--------→ 2009

大水深海域における極大波浪の特性と海洋構造物へのインパクト荷
重の推定

2008 ○---------- ----→ 2010

大水深海域を対象とした浮体式多目的基地に関する技術的検討 2008 ○--------→ 2009

利用と防災をかねた人工サーフィンリーフに関する研究 2009 ○---- ------ ----→ 2011

廃棄物海面処分場の維持・管理技術の開発 2005 ○---- ------ ----→ 2007

廃棄物海面処分場の遮水工の品質管理手法の提案 2009 ○---- ------ ----→ 2011

新材料の海洋環境下における適用性および耐久性評価に関する実
験

2002 ------ ----→ 2006

リサイクル材料の透水特性に関する実験 2004 ------ ----→ 2006

暴露試験によるコンクリート、鋼材および各種材料の長期耐久性の
評価

2006 ○---- ------ ----→ 2008

人工地盤材料のLCMに関する検討 2007 ○---- ------ ----→ 2009

浚渫土砂を利用した環境修復手法に関する調査および解析 2006 ○---- ------ ----→ 2008

浚渫土を活用したリサイクル地盤材料の長期安定性の評価 2006 ○---- ------ ----→ 2008

浚渫土を利用したリサイクル地盤材料の再利用に関する研究 2006 ○---------- ----→ 2011

小　計 57

合　計 152注）研究実施項目の中で☆印のものは特別研究に位置づけられるもの。網掛けのものは、当該研究テーマ以外の研究テーマで主として行われるもの。

研究
分野

研究テーマ 研究サブテーマ 重点研究課題
  研究実施項目

（☆印：特別研究）

研究期間(年度)

------

----→

３
　
活
力
あ
る
社
会
･

経
済
の
実
現
に
資
す
る
研
究
分
野

------ 2015
プログラムライブラリおよび関連するデータベースの構築・改良および
運用（地盤・構造関係）

2007 ○---- ------

2010

------

プログラムライブラリの各種パソコンＯＳへの対応とプログラムの改良
（地盤・構造関係）

2004 ------ ----→ 2006

港湾・空港の調査設計に関する基礎技術の向上と普及(地盤・構造
関係）

2004 ------

○---- ------ ----→ 2011

2006

長周期波およびうねりに対する構造物の性能照査に関する検討 2008 ○---------- ----→

３エ　海洋空
間高度利用技
術、環境対応
型技術等に関
する研究テー

マ

②廃棄物海面処
分場の長期安定
性の評価 および
活用に関する技
術開発

③リサイクル技術
の推進による環
境負荷低減に関
する技術開発

9

①海洋空間の有
効利用に関する
技術開発

11　大水深海域
の有効利用に関
する研究

②海洋における
水中作業の無人
化に関する 技術
開発

7

②材料の劣化メ
カニズムの解明と
劣化進行予測

③構造物の性能
低下の予測と補
修効果の定量化

３ウ　水中工
事等の無人化
に関する研究

テーマ

①鋼構造物の点
検作業の無人化
に関する 技術開
発 10　港湾における

水中作業の無人
化に関する研究

11

30

８　物流改革推進
のためのターミナ
ル機能の高度化
に関する研究

③空港施設の機
能向上に関する
技術開発

港湾構造物の部材設計に対する信頼性設計法の導入のための解析 2009３ア　港湾・空
港施設の高度
化に関する研

究テーマ

①港湾施設の性
能照査技術の開
発および改良

7　港湾施設の性
能設計手法の国
際基準化の研究

④その他

３イ　ライフサ
イクルマネジ

メントに関する
研究テーマ

①点検・診断技
術の高度化

9　港湾・海岸・空
港施設のライフサ
イクルマネジメン
トに関する研究

②港湾施設の機
能向上に関する
技術開発

暴露試験によるコンクリート、鋼材及び各種材料の長期耐久性の評
価

2006 ○---- ------ ------ ------ ----→ 2010

アルカリ骨材反応が生じた鉄筋コンクリートにおける鉄筋の破断メカ
ニズムの実験的考察

2004 ------ ----→ 2006

2004 ------ ----→ 2006

セメント系固化技術を用いた既存岸壁の吸い出し防止技術に関する
検討

2006 ○---- ----------→ 2008

海洋構造物周りの流体解析へのセルオートマトン法の適用性の評価

 



24 
 

中期目標期間（平成 18～22 年度）における研究テーマ別成果一覧 

　【研究分野名】

研究目標 研究内容（五箇年全体） 2010年度の研究実施内容

全体計画

東海、東南海・南海地震等の大規模地震によ
る巨大災害が予測されており、港湾・空港施
設の防災対策実施のための技術開発が求め
られている。中でも、東海地震等の海溝型大
規模地震発生時に予測されている長周期・長
継続時間地震動そのものの規模、地域の地
盤特性による地震動特性の把握、耐震性能照
査手法の精度、構造物の耐震性能の向上策、
必要な対策を速やかに実施可能とするため耐
震性能を上げつつ整備コストを縮減する技術
等を検討する。

大規模地震防災に関する研究に関する研究
分野は、以下にあげる４つのサブテーマから
構成される。
　サブテーマ①　強震観測・被害調査・被災モ
ニタリングによる地震被災メカニズムの把握
　サブテーマ②　強震動予測手法の精度向上
　サブテーマ③　地震時の地盤の挙動予測と
対策
  サブテーマ④　地震時の構造物の挙動予測
と対策

引き続き、港湾空港地域における強震観測を
行い、地震動に関するデータを収集するととも
に、大規模地震が発生した場合には被災情報
を収集する。
既設構造物を大規模地震から守るために、既
設構造物直下地盤の液状化対策工法につい
て検討する。また継続時間の長い地震動が作
用した場合の液状化地盤の挙動を把握するた
めの研究を行う。
構造物の耐震性向上をより経済的に実施する
ための検討を行う。

　サブテーマ１ ①研究目標

強震観測・被害調査・
被災モニタリングによ
る地震被災メカニズム
の把握

被害地震発生時の地震波動を明確化するた
めの強震観測の継続的な実施、地震による被
災状況把握や復旧支援に基づく耐震強化手
法に関するノウハウ蓄積のための地震後の被
害調査に加え、強震動作用中の地盤・構造物
の挙動を把握するためのモニタリングを実施
し、具体的な地震防災の基礎的知見を得る。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ２ ①研究目標

☆強震動予測手法の
精度向上

海溝型地震及び内陸活断層地震による設計
地震波動を的確に設定するため、土木構造物
を対象とした場合に、適用性が高く、対象地点
での地震観測に基づく半経験的手法の予測
精度向上のため、表層地盤の非線形挙動の
評価手法、海溝型地震の震源のモデル化手
法などの課題を解決する。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ３ ①研究目標

☆地震時の地盤の挙
動予測と対策

東海・東南海・南海地震等の巨大地震発生時
に想定される長周期の地震動あるいは長継続
時間の地震動に対する地盤-構造物系の動的
挙動予測技術の信頼性向上させる。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ４ ①研究目標

☆地震時の構造物の
挙動予測と対策

既存施設の増深やリニューアル、耐震強化に
より複雑な断面を有する地盤－構造物系につ
いて、従前以上に耐震性評価を適切に実施す
る。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

今後の研究上の課題
その他の特記事項

１　安心して暮らせる国土の形成

半経験的な強震動評価手法について、震源の
モデル化手法、表層地盤の非線形挙動の評
価手法に改良を加え、従前に比べて一層精度
の高い強震動評価手法の提案・実用化を行う
ことにより、効率的な防災対策実施を支援す
る。

表層地盤の非線形挙動の影響も含めた形で、
半経験的な強震動評価手法の適用性を検証
し、さらにその応用としてシナリオ地震に対す
る揺れの推定を実施した。また、半経験的手
法により、設計に用いる地震波動の算定を
行った。

繰返し水平力を受ける杭及び周辺地盤の挙
動予測、コンテナクレーンの耐震補強・免震に
関する検討を行い、岸壁とコンテナクレーンの
動的相互作用を考慮した解析プログラムを開
発した。また、控え工を増設した矢板式係船岸
の挙動について、弾性床上の梁理論に基づい
た数値解析を行い、組み杭による控え工の増
設が最も効果的であることを確認した。

液状化解析手法の確認、排水を考慮した有効
応力法に基づく液状化解析プログラムの開発
した。継続時間の長い地震動による実験を実
施し継続時間の影響の解明等の成果が得ら
れた。また、岸壁前面部を深層混合固化処理
工法により地盤改良した場合の既存岸壁の補
強効果について、地盤反力係数を用いた数値
解析によって、矢板挙動に及ぼす改良効果を
ある程度評価出来ることを示した。また、埋立
地において実物大の空港施設を築造し、制御
発破により人工的に液状化状態を再現し、液
状化時の挙動把握、対策技術評価、地震後供
用判断技術開発等に関する世界初・最大規模
の実験を実施した。さらに、既存岸壁の耐震
性向上を目的とした岸壁前面の地盤改良工法
の効果について検討し、そのメカニズムを明ら
かにするとともに簡易な設計手法を提案した。

港湾施設の既存施設の増深やリニューアルに
伴う耐震補強、単独の耐震補強の実施にあた
り、地震に強くかつコスト的にもリーズナブル
な工法の選定を行うことに役立てられる。ま
た、空港土木施設の耐震強化においても活用
される。

大地震発生時における地盤－構造物系の被
害予測により、港湾・空港施設の耐震補強の
必要性の有無を判断することなどに役立てら
れる。この適用対象には防潮堤や護岸など津
波対策施設も含まれ、港湾・空港行政におい
て成果が活用される。

研　　究　　計　　画

入力地震動から施設の被災メカニズムまでを
網羅した総合的な技術的検討を、サブテーマ
②～④と有機的に連携しながら実施する。半
経験的強震動評価手法に用いる震源のモデ
ル化手法、表層地盤の非線形挙動評価手法
の改良、より精度の高い強震動評価手法の提
案・実用化、被害調査および計測センサーに
よるモニタリングなどによる港湾・空港施設の
耐震性評価、地震後の施設の供用の可否判
断、被災復旧方策の提案など地震防災行政
の支援に貢献する。

地震観測結果を取りまとめたほか、鋼管杭の
変位観測システムを開発した。また、全国をカ
バーする港湾地域強震観測網による強震観
測を実施し、記録の収集・整理・解析・公表を
行った。また、アレー観測記録の解析に基づき
空港滑走路を伝播する表面波の特性等を明ら
かにした。さらに、被害地震発生時に、調査を
実施し被害メカニズムの解明・復旧に関する
技術支援を実施した。

 

 

資料－2.2 
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　【研究テーマ名】 １ア　大規模地震防災に関する研究

研究実施項目
研究成果の概要・達成度 研究成果の活用状況・見通し 成果の公表　等 研究代表者

設計に用いる地震波動の算定を行うとともに、シ
ナリオ地震に対する揺れの特性推定ができるよう
になった。
排水を考慮した液状化解析プログラムを開発する
とともに、埋立地において人工的に液状化状態を
発生させ、液状化時の空港施設の挙動の把握を
行った。これらの結果により、経済的な液状化対
策工法を提案した。
コンテナクレーンの耐震・補強・免震方法につい
て検討を行うほか、控え工を増設した矢板壁の設
計法の改良を行った。
これらのように目的は着々と達成されつつある。

成果の一部はすでに設計地震動の設定方法とし
て全国の港湾で利用されているほか、国内の空
港建設工事、港湾建設工事で活用されている。さ
らに提案された新らな耐震工法等が適用された
事例もあり、今後さらに活用されるようになるもの
と想定される。

2010年度までの数字
港空研報告5編、港空研資料16編、英文査読35
編、和文査読41編、特許3件

テーマリーダー
特別研究官　菅野高弘

・1ｱ-6201(野津）「港湾地域および空港における
強震観測と記録の整理解析」
・1ｱ-XXXX（小濱）「地震被害調査」
・1ｱ-0505(小濱）「空港施設の観測に基づく地震
被災程度評価に関する技術開発」

・表層地盤の非線形挙動の影響も含めた形で、
半経験的な強震動評価手法の適用性を検証し、
さらにその応用としてシナリオ地震に対する揺れ
の推定を実施した。
・半経験的手法により、設計に用いる地震波動の
算定を行った。

・半経験的な強震動評価手法に関する検討を行
い、一応の実用に供することができるまで、この
分野の技術を向上することができた(0302)。この
サブテーマで検討された強震動評価手法は、港
湾の施設の新しい技術基準においても、標準的
な方法として採用されている(0701)。

2010年度までの数字
港空研報告1編、港空研資料6編、英文査読34
編、和文査読8編、特許0件

・1ｱ-0302（野津）「半経験的な強震動予測手法
の検証とその応用」
・1ｱ-0701（野津）「シナリオ地震に対する強震動
評価における各種パラメタの設定方法に関する検
討」
・1ｱ-1001 （野津）「大きな延長を有する施設に適
した照査用地震動設定手法の開発」

研　究　成　果

・地震観測結果を取りまとめたほか、鋼管杭の変
位観測システムを開発した。
・全国をカバーする港湾地域強震観測網による強
震観測を実施し、記録の収集・整理・解析・公表を
行った。また、アレー観測記録の解析に基づき空
港滑走路を伝播する表面波の特性等を明らかに
した。
・被害地震発生時に、調査を実施し被害メカニズ
ムの解明・復旧に関する技術支援を実施した。国
土交通省が組織した緊急災害対応派遣隊(Tec-
FORCE)の隊員として活動を開始、技術支援を実
施した。

・2003年十勝沖地震をはじめとする多くの強震記
録を取得し、港湾構造物のほかに高層建築物や
石油タンクの耐震性の検討において、必要な基
礎データを提供した(6201)。港湾における強震観
測は、同一地点で長期間の観測を行っていること
が大きな特徴であり、それ故、社会的に高い評価
を得ている。土木学会・建築学会の連名による
「海溝型巨大地震による長周期地震動と土木・建
築構造物の耐震性向上に関する共同提言
（2006）」においても、苫小牧港等において長期間
の観測を行い、複数の大地震の記録を同一地点
で観測していることが高く評価されている。
・2005年福岡県西方沖地震、2007年能登半島沖
地震、2007年新潟県中越沖地震において技術支
援・被害調査を実施し、復旧を支援した(xxxx)。
・羽田空港Ｄ滑走路建設工事において、国の実施
するモニタリング技術として光ファイバー・ＧＰＳ等
を用いた計測が採用され、施工された
(0505)(6201)。

2010年度までの数字
港空研報告1編、港空研資料9編、英文査読4編、
和文査読9編、特許0件

・繰返し水平力を受ける杭及び周辺地盤の挙動
予測、コンテナクレーンの耐震補強・免震に関す
る検討を行い、岸壁とコンテナクレーンの動的相
互作用を考慮した解析プログラム・設計スキーム
を開発・提案した。
・控え工を増設した矢板式係船岸の挙動につい
て、弾性床上の梁理論に基づいた数値解析を行
い、組み杭による控え工の増設が最も効果的で
あることを確認した

・港湾の施設の新しい技術基準において耐震強
化岸壁に設置される免震コンテナクレーンに関す
る性能設計に採用された(0504)。
・控え式矢板壁に控えを追加する場合の設計法
を開発し、仙台港で実務に適用された（0803）。

2010年度までの数字
港空研報告1編、港空研資料5編、英文査読14
編、和文査読4編、特許1件

・1ｱ-0503（菊池）「繰返し外力を受ける杭基礎と
周辺地盤の挙動に関する実験」
・1ｱ-0504（菅野）「コンテナバース機能維持を目
的とした耐震性向上技術開発」
・1ｱ-0803（森川）「矢板式係船岸等における杭を
用いた耐震補強工法に関する検討」
・1ｱ-0804（菅野）「既存港湾・海岸施設の耐震性
能評価・向上に関する技術開発」

・液状化解析手法の確認、排水を考慮した有効応
力法に基づく液状化解析プログラムの開発した。
継続時間の長い地震動による実験を実施し継続
時間の影響の解明等の成果が得られた。また、
岸壁前面部を深層混合固化処理工法により地盤
改良した場合の既存岸壁の補強効果について、
地盤反力係数を用いた数値解析によって、矢板
挙動に及ぼす改良効果をある程度評価出来るこ
とを示した。
・埋立地において実物大の空港施設を築造し、制
御発破により人工的に液状化状態を再現し、液状
化時の挙動把握、対策技術評価、地震後供用判
断技術開発等に関する世界初・最大規模の実験
を実施した。
・既存岸壁の耐震性向上を目的とした岸壁前面
の地盤改良工法の効果について検討し、そのメカ
ニズムを明らかにするとともに簡易な設計手法を
提案した。

・排水を考慮した有効応力法に基づく液状化解析
プログラムを開発し、地震時の地盤の沈下予測に
用いられた(0301)(0501)。
・実物大の空港施設の液状化実験により、滑走
路の機能維持を確保するための液状化対策範囲
を提案し、仙台空港・新潟空港等において当該成
果を活用した対策が開始されコスト縮減に寄与し
た(0702)。
・岸壁前面部を深層混合固化処理工法により地
盤改良した場合の既存岸壁の補強効果の評価技
術を向上させた(0601)。
・水・土連成の動的プログラムを開発し、地震時の
液状化による地盤沈下、不飽和地盤の液状化解
析が可能となった（0501）。
・繰返し三軸法による液状化判定において、換算
係数を導入することにより、地震動継続時間の影
響が液状化判定結果に反映できるようになった
（0502）。

2010年度までの数字
港空研報告2編、港空研資料5編、英文査読14
編、和文査読25編、特許2件

・1ｱ-0301（一井）「液状化の数値解析手法の高
度化」
・1ｱ-0501（山崎）「液状化を許容する地盤の数値
解析的アプローチによる設計法の開発」
・1ｱ-0502（山崎）「継続時間の長い地震動、長周
期地震動に対する土の液状化特性の実験的解
明」
・1ｱ-0601（森川）「既存施設の耐震補強のため
の地盤改良技術の開発」
・1ｱ-0702（菅野）「地震による空港の地盤災害リ
スク評価方法の構築」
・1ｱ-0801（山崎）「大規模地震に対する既設構造
物直下地盤の液状化対策の検討」
・1ｱ-0802（山崎）「破壊応力状態付近での土の
動的特性に関する検討」
・1ｱ-0901（高橋） 「岸壁背後の格子状地盤改良
の耐震効果の検討」
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　【研究分野名】

研究目標 研究内容（五箇年全体） 2010年度の研究実施内容

全体計画

　津波は、｢津｣すなわち｢港｣に大きな被害をもた
らす波である。2004年のインド洋大津波を契機
に、東海･東南海･南海地震津波など大規模地震
津波に対応できる次世代の津波防災を研究する
ために、津波防災研究センターが設立され、重点
項目の一つとして研究を進めている。津波防災研
究センターは、｢津波死者ゼロ｣をめざして、3つの
サブテーマに分けて研究を進めている。

　津波死者ゼロのためには、まず｢市民が具体的
に災害の実態を理解すること｣が重要と考えてお
り、①津波災害を予測して、市民に分かり易く伝
える技術の開発を行っている。さらに、②新たなソ
フト技術として、より的確な津波来襲のリアルタイ
ム情報の作成技術、さらに、③津波低減のための
二三のハード技術を開発する。

201０年度は中期計画の取りまとめの年であり、こ
れまでの研究成果を研究所報告にとりまとめる年
である。ただし、次期5ヵ年に向けて新たな研究を
スタートさせる年でもあり、二つの研究実施項目を
開始する。

　サブテーマ１　 ①研究目標
災害の予測技術の開発 　市民に津波災害の実態を理解していただくため

の技術開発を行う。特に、映像によって津波災害
を再現･予測する技術の開発を行う。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ２ ①研究目標
革新的なソフト技術の開
発 ソフト技術で最も大切なことは、来襲する津波を

適切に予測することである。現在は、地震の発生
後、その震源や規模などから津波を予測して津波
警報が発令される。沖合いでGPS波高計などが
津波を捉えることが可能となっており、その情報を
もとに津波の来襲前に来襲する津波を的確に予
測する技術を開発する。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ３ ①研究目標
効果的なハード技術の
開発 津波を効果的に低減することは、基本的な技術と

して重要であり、これまでも津波護岸や津波堤防
の研究を行っている。ここでは、さらに効果的な
ハード技術を開発する。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

今後の研究上の課題
その他の特記事項

新たな｢津波水門｣として数種類の形式について
予備的な検討を行い、そのうちの二三の形式に
ついて実際に設計できるようにする。また自然を
利用した｢津波グリーンベルト｣についても、その
効果の評価方法を含めて設計法の提案を行う。

津波水門の現地設計に協力するとともに、漂流物
の防御施設に関する実験を行う。

リアルタイムの津波浸水災害システムについて、
GPUを用いた計算法について検討をするととも
に、これまでの成果をまとめる。

研　　究　　計　　画

１　安心して暮らせる国土の形成

まず、頻発する津波災害の現地調査を行い、災害
の実態をより詳細に把握する。その再現実験を大
型の水路で実施することにより、建物の破壊等を
含めた災害のメカニズムやプロセスを把握する。
そして、それを再現･予測する数値計算プログラム
の開発、あるいは計算結果を分かりやすく伝える
｢動的ハザードマップ｣などの開発を行う。

早期避難を促進するために必要な方策について
とりまとめた。また、港湾のBCPに関する研究を開
始するために、検討対象港湾を定め、予備的な検
討を行った。また、新たな遠心力載荷装置を完成
させ、遠心力場における実験技術に関する研究を
開始した。

GPS波浪計などによって津波を沖合いで捉え、そ
のデータから発生した津波波源を逆算し、そこか
ら来襲する津波を計算して予測する数値計算技
術を開発する。さらに、その津波による浸水域の
予測も瞬時に計算できる数値計算技術の開発を
行う。
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　【研究テーマ名】 １イ　津波防災に関する研究

研究実施項目
研究成果の概要・達成度 研究成果の活用状況・見通し 成果の公表　等 研究代表者

現地調査を行って津波災害を詳細に把握し、大型
の実験で再現してメカニズムを把握し。それを再
現する数値計算技術の開発を行った。津波のリア
ルタイム予測のための数値計算プログラムを開発
し、新しい津波低減施設の設計法を開発した。

津波災害の予測計算技術は、港湾や地域の防災
にすでに利用が始まっている。津波のリアルタイ
ム予測技術についても、実務での活用が期待さ
れる。さらに、新形式の津波低減施設について
は、実際に建設が予定される。なお、津波災害の
現地調査を通じて、現地の津波災害からの復旧
や今後の津波防災への協力を行っている。

テーマリーダー
アジア太平洋沿岸防災研究センター長
高橋重雄

研　究　成　果

・これまでに開発されてきた津波予測のための数
値計算プログラム（STOC)の基本プログラムを津
波の遡上，破壊現象まで取り込んだSTOCの拡張
版プログラム．
 ・ＳＴＯＣの発展型により得られたシミュレーション
結果を住民に理解しやすい形でビジュアルに示す
ことのできる動的ハザードマップ作成技術．
 ・上記二つの成果を活用し，住民の津波災害の
総合的な模擬体験を可能にする津波災害疑似体
験シミュレータの基礎条件の調査．

・木造家屋模型の津波による破壊実験や津波に
よる人体流下実験などを広くマスメディアを通して
公表し，津波の怖さの啓蒙活動を行った．
・STOCのプログラムの利用を促進する研究会を
実施した．またこのプログラムを利用してS港など
での津波災害の検討を実施した.
・S港など３港湾における係留船舶の安全性評価
を実施した．

・構造物に作用する津波力に関する模型実験と
数値計算：港空研資料1編　査読付論文(和文)
３編　査読付論文（英文）３編
・３次元モデルを使用した次世代津波被害シミュ
レーション：港空研資料１編　査読付論文（和文）
２編　査読付論文（英文）5編
・津波による係留船舶の安全性評価に関する検
討：港空研資料1編　査読付論文（和文）　２編
査読付論文（英文）１編
・津波による大型物体の漂流モデルの開発：査読
付論文(和文）1編、口頭発表2編
・津波被害シミュレータの開発：査読付論文（英
文）１編
・津波による構造物の変形および破壊に関する模
型実験と数値計算：査読付論文(和文)　１編
・津波に対する早期避難促進に関する基礎的：研
究港空研資料３編　英文査読　１編

・防波堤開口部からの大規模な津波の侵入を低
減する新形式の津波防御施設の設計技術
・マングローブなどの海岸地域の植栽を利用した
グリーンベルトの設計技術．.

・直立浮上式防波堤の実用化を目指すために，
委員会が立ち上がり，マニュアルの整備を行うこ
ととなった．また、W港などで具体的な設計検討が
なされた．
・国際会議等での広報や国際共同研究に参加す
ることにより，現在，インドおよびマレーシアで実
施されている沿岸防災林の育成に協力した

・直立浮上式防波堤の水理特性に関する数値計
算：港空研資料1編　査読付論文(和文)　３編
・植樹帯を活用した沿岸での津波対策：港空研資
料　２編　査読付論文（英文）　3編

・1ｲ-0501(有川)「直立浮上式防波堤の水理特性
に関する数値計算」
・1ｲ-0601（平石)「植樹帯を活用した沿岸での津
波対策」
・1ｲ-0901(平石)「グリーンベルトによる津波対策
施設の適用性評価」
・1ｲ-0902(平石)「小型船舶の耐津波係留技術に
関する検討」

・1ｲ-0401 （有川）「構造物に作用する津波力に
関する模型実験と数値計算」
・1ｲ-0402（富田）「３次元モデルを使用した次世
代津波被害シミュレーション」
・1ｲ-0602（米山）「津波に対する係留船舶の安全
性評価に関する検討」
・1ｲ-0604（富田）「津波による大型物体の漂流に
関する数値モデルの開発」
・1ｲ-0701(有川）「津波による構造物の変形およ
び破壊に関する模型実験と数値計算」
・1ｲ-0702（富田）「津波災害シミュレーターの開
発」
・1ｲ-0903(有川）「津波に対する早期避難促進に
関する基礎的研究」
・１ｲｰ1001（菅野）「遠心力場における流体・地
盤・構造物の相互作用に関する実験的研究」
・１ｲ-1002（富田）「港湾の業務継続計画（BCP)
における地震及び津波複合被害想定技術の開
発」

・沖合い10-20km程度での津波が的確に捉えら
れれば、瞬時に海岸に来襲する津波を高い精度
で計算できるリアルタイム予測技術．
・予測された来襲津波による浸水被害のリアルタ
イム予測技術．

・学会等で成果発表に加え，成果の活用を図るた
めに，地方整備局等に成果のPRを行った．

・データ同化手法によるリアルタイム津波予測手
法の開発　：港空研報告1編　査読付論文(英文)
３編

・1ｲ-0603(辰巳)「データ同化手法によるリアルタ
イム津波予測手法の開発」
・1ｲ-0801(辰巳)「リアルタイム津波浸水予測手法
の開発」
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　【研究分野名】

研究目標 研究内容（五箇年全体） 2010年度の研究実施内容

全体計画

　近年勢力の強い台風による被害が頻発してお
り、従来にも増して効果的な高潮・高波対策が求
められている。このため、高潮・高波予測精度の
向上を目的として、現地観測、数値計算、水理模
型実験による総合的な高潮・高波防災に関する
研究を重点研究課題として取り組んだ。

沖波に関して、ナウファスによって当所に収集さ
れる現地海象観測データをもとにした数値シミュ
レーションモデルとシステムの開発を行う。また、
当所所有の浅海域における波浪変形計算法や波
力計算法の高度化を行うとともに、その精度を模
型実験によって検証する。さらに、数値シミュレー
ションによって地球温暖化に伴う波浪と潮位の変
化を検討する。

GPS波浪計を加えた沿岸海象観測情報と高度化
された波浪推算情報とを組み合わせた沿岸海象
観測・推算情報を発信する。沖縄のリーフ地形や
富山湾の海底渓谷など複雑な海域での波浪計算
精度を上げるために波浪変形計算を高度化する
とともに、CADMAS-SURF3Dの地盤破壊のメカニ
ズムへの適用性を検討する。さらに、地久温暖化
が、東京湾近傍での局所的な海象に与える影響
を検討する。

　サブテーマ１ ①研究目標
効率的な海象観測と波
浪推算技術の高精度化
の組合せによる沿岸海
象の把握

沿岸域の調査・設計を効率的に行うため、GPS波
浪計の導入等によって高度化される全国港湾海
洋波浪情報網による沿岸海象観測情報と数値計
算技術の高精度化を組み合わせ、沿岸海象観
測・推算情報のオンラインリアルタイム発信と研究
報告書等によるオフライン発信を行い、得られた
情報を活用した基礎・応用研究を推進する。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ２ ①研究目標
越波算定精度の高精度
化など高潮・高波被害の
予測と対策の検討

沿岸構造物の諸元のより適切な決定のために、
波浪の変形計算を高度化するとともに、短時間越
波・浸水の数値計算手法を開発し、リアルタイム
海象情報を活用した高潮・高波被害予測システム
の設計を行う。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ３ ①研究目標
高潮・高波による地盤も
含めた外郭施設の破壊
現象等の解明

沿岸構造物の設計の信頼性を向上させるため
に、構造物の変形・破壊を考慮した沿岸被災予測
手法を確立し、対策を提案する。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ４ ①研究目標
地球温暖化の影響の解
明と将来予測

地球温暖化に備えた施設整備計画を立案に向け
て、地球温暖化等長期環境変化に対応した波浪
高潮推算法を開発し、沿岸域の危険度評価と対
策提案を行う。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ５ ①研究目標
その他（プログラムや
データベースのメンテナ
ンスやシステム改良な
ど）

沿岸域における構造物の設計等の効率化のため
に、プログラムライブラリーおよび関連データベー
スを用いた地方整備局等への技術支援を通じ
て、長年にわたって蓄積された港湾技術情報の
有効活用をはかる。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

今後の研究上の課題
その他の特記事項

１　安心して暮らせる国土の形成

ナウファス（全国港湾海洋波浪情報網）によって
当所に収集される現地海象観測データをもとにし
た、数値シミュレーションモデルとシステムシステ
ムの開発を行う。特に、GPS波浪計の全国沿岸域
展開に対応した、より大水深域におけるリアルタイ
ム性の高い海面変動情報を、沿岸防災に効果的
に活用するためのシステム開発に重点をおく。
2010年度には、これまでの長期観測年報も取り
まとめる。

ナウファス（全国港湾海洋波浪情報網）によって
当所に収集蓄積された長期間の現地波浪・潮位
観測データ、および近年の高潮被災記録をもとと
して、複雑な自然現象をモデル化した、数値シミュ
レーションモデルの開発・構築を行う。2009年度
以降は特別研究として研究テーマを拡大する。す
なわち、東京湾から相模湾への海象観測ネット
ワークを広げて、それらの観測情報を活用しなが
ら、地球温暖化に伴う波浪と潮位変化を極値も含
めて明らかにする。そして設計に取り入れる際の
問題点や課題を明らかにする。

地球温暖化等長期環境変化に対応した波浪高潮
推算法を開発し、沿岸域の危険度評価と対策提
案を行う。2009年度は地球温暖化に対応した潮
位変動が構造物に及ぼす影響を検討し、危険度
を評価してきた。これは特別研究として長期的な
地球温暖化に伴う対応策を検討することに繋がっ
ている。2010年度には、実際の海面上昇や波高
増大の傾向を検討し、特に東京湾近傍での局所
的な海象変化を考察する。

研　　究　　計　　画

GPS波浪計の導入等によって高度化される全国
港湾海洋波浪情報網による沿岸海象観測情報と
数値計算技術の高精度化を組み合わせ、沿岸海
象観測・推算情報のオンラインリアルタイム発信と
研究報告書等によるオフライン発信を行い、得ら
れた情報を活用した基礎・応用研究を推進する。
さらに、これまでの長期的な観測資料を取りまと
め、今後の設計波の算定に役立つように30年年
報の取りまとめを行う。

当所が長年にわたって研究開発を進めてきた浅
海域における波浪変形計算法を応用し、越波等
の従来は数値計算による再現が困難であった課
題への、応用拡張をはかる。現地観測データに加
えて、当所実験施設を活用した水理模型実験を
実施し、数値計算の妥当性と適用性の検証を行
う。また、現地で適用できる新しい施設の提案を
行い、適用性を検証する。

波浪の変形計算を高度化するとともに、短時間越
波・浸水の数値計算手法を開発し、リアルタイム
海象情報を活用した高潮・高波被害予測システム
の完成を図る。平成22年度には、沖縄のリーフ地
形や富山湾の海底渓谷など複雑な海域での波浪
計算精度を上げていく。また、その成果を、リーフ
内のの構造物の設計や寄り回り波の予測システ
ムの開発など現地の防災プロジェクトに活用して
いく。空港護岸の越波や打ち上げ対策には、引き
続き、実験的な考察を行い、対応索を提案する。

既存のプログラムやデータベースを継続的にメン
テナンスするとともに、最新の研究成果やデータを
反映させたシステムの改良を継続的に実施する。
あわせて、システムのより一層の利用促進をおこ
なうため、研修等の技術サービス啓蒙活動も継
続的に実施する。

プログラムライブラリーおよび関連データベースを
用いた地方整備局等への技術支援を通じて、長
年にわたって蓄積された港湾技術情報の有効活
用をはかる。また、今後のプログラム整備方針に
ついても回答を導く。

当所が長年にわたって研究開発を進めてきた波
力計算法を応用し、従来は数値計算による検討
困難であった課題への、応用拡張をはかる。現地
観測データに加えて、当所実験施設を活用した水
理模型実験を実施し、数値計算の妥当性と適用
性の検証を行う。また、既存防波堤二も活用でき
る地盤の改良法を提案し、施設の長寿命化に貢
献する。

沿岸構造物の変形・破壊を考慮した沿岸被災予
測手法を確立し、対策を提案する。2010年度には
地盤破壊のメカニズムについてCADMAS-
SURF3Dの適用を図り、沿岸防災総合実験施設
で検証実験を実施する。これらの成果を基に、数
値波動水槽による性能設計法の高度化を目指
す。
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　【研究テーマ名】 １ウ　高潮・高波防災に関する研究

研究実施項目
研究成果の概要・達成度 研究成果の活用状況・見通し 成果の公表　等 研究代表者

富山湾の長周期うねりの原因を解明するととも
に、短時間の越波流量を対象とした断面２次元モ
デルを開発し、波浪作用下の基礎地盤の応力状
態に対しての土要素の挙動を再現する有限要素
モデルの開発も進めた。さらに、数値シミュレー
ションによって日本沿岸の海上風速、高潮、潮位
の極値分布の地球温暖化による変化を調べた。
よって、達成度は高いと考える。

本研究テーマの成果により、海象の現況把握と予
測がより高い信頼性かつ高い精度で行われるとと
もに、高潮・高波による災害予測を、より的確に行
うことができるようになり防災に大きく貢献するこ
とが期待される。また、数値解析等による破壊メカ
ニズムの解明は、久慈港の防波堤復旧や富山湾
の寄り回り波の対策工に活用されている。

テーマリーダー
海洋・水工部長　栗山善昭

研　究　成　果

高精度波浪推算法を用いて顕著な高波のデータ
ベースを構築し、その出現特性を検討するととも
に、波浪推算のさらなる高度化を目指して波浪観
測データに基づくデータ同化を考慮した日本沿岸
の波浪推算を行い、その精度検証を行うととも
に、台風周辺の風場を様々な方法で推算し、それ
ぞれの推算精度を検証した。また、富山湾の長周
期うねりが、日本海全域で長時間強風が続くこと
により形成されることを解明し、寄り回り波予測シ
ステムを開発した。以上より、達成度は高いと考
える。

波浪推算等の数値解析モデルと組み合わせるこ
とによって、ナウファス（全国港湾海洋波浪情報
網）による波浪・潮位・風観測データが、時空間的
に内挿・外挿することができるようになり、海象の
現況把握と予測が、より高い信頼性かつ高い精
度でおこなわれることが期待される。こうした研究
成果は、高潮・高波災害を防止・軽減させることに
貢献するばかりではなく、港湾管理や海上工事な
どの効率化と安全性向上にも寄与するものであ
る。GPS波浪計によって得られるリアルタイム長
周期海面変動記録は、津波防災への貢献も期待
されている。2009年度中には、8カ所のGPS波浪
計の観測データをWEB上で公開した。

港空研報告3編、港空研資料9編、英文査読15
編、和文査読31編、その他28編、特許4編

防波堤及び護岸の被災事例を整理するとともに、
許容変形量の考え方を検討した。巨大波浪作用
時の防波堤基礎地盤の挙動予測に関しては、波
浪作用下の基礎地盤の応力状態に対しての土要
素の挙動を再現する構成モデルを構築し、構成モ
デルを組み込んだ有限要素モデルの開発を進め
るとともに、波浪作用下の基礎地盤の応力状態に
対しての土要素の挙動を再現する構成モデルを
構築し、構成モデルを組み込んだ有限要素モデル
の開発した。以上より、達成度は高いと考える。

破壊現象の解明を進めることを通じて、より合理
的・経済的かつ安全な、防波堤や護岸等の港湾・
海洋・沿岸構造物の設計に貢献することができる
ものである。2009年度までの数値解析等による
破壊メカニズムの解明は、久慈港の防波堤復旧
や富山湾の寄り回り波の対策工に活用されてい
る。また、2009年台風18号による三河港の高潮
によるコンテナ流出事故において局所的な高潮
増大の影響を明らかにした。

港空研報告0編、港空研資料2編、英文査読4編、
和文査読8編、その他0編、特許1編

・1ウ-0402（下迫）「耐波設計に適応可能なハイ
ブリッド計算手法の高度化」
・1ウ-0604（有川）「高潮・高波時における防波堤
及び護岸の変形･破壊に関する予測手法の開発」
・1ウ-0606（山崎）「巨大波浪作用時の防波堤基
礎地盤の挙動予測の把握」
・1ウ-0902（山崎）「既存防波堤の高潮に対する
地盤補強に関する検討」
・1ウ-1001（有川）「数値波動水槽を用いた港湾
外郭施設の性能照査手法の構築」

・1ウ-0401（河合）「台風時の内湾海上風及び高
潮に伴う波浪の高精度な推算法の開発」
・1ウ-0601（川口）「波浪観測データを活用した波
浪推算の高精度化とその活用法」
・1ウ-0605（河合）「アシカ島等における気象・海
象の観測と解析及び全国沿岸波浪・津波・潮位・
風況観測データの集中処理解析による資料及び
統計報の作成」
・1ウ-0801（川口）「波浪推算に基づく日本沿岸高
波データベースの構築と高波浪出現特性の検討」
・1ｳ-0904（松崎）「リアルタイム海象情報を用い
た流出油の高精度漂流予測に関する研究」

越波に関しては、臨海都市部におけるモデル地
形を対象として浸水予測を行い、対策工の提案等
を行った。さらに、実務で用いられている平均越
波流量ではなく、短時間の越波流量を対象とした
ブシネスクモデルに適用可能な新たな越波モデル
の基本設計を行い、それをもとに断面２次元モデ
ルを開発した。さらに、実験手法の高度化を目指
して、数値シミュレーションにおける、沖合で得ら
れた複数の方向スペクトルの時間・空間分布を考
慮した、うねり波形の造波手法を開発した。以上
より、達成度は高いと考える。

沖合から海岸線に至る波浪変形や、海岸護岸の
越波流量を、より一層合理的かつ高精度に算定
できるようにすることによって、高潮・高波による
災害予測を、よりリアルにかつ的確に行うことがで
きるようになり、防災に大きく貢献することが期待
される。また、空港護岸の越波特性を模型実験で
解明しており、羽田空港島の既存施設の改良に
活用できる。

港空研報告4編、港空研資料5編、英文査読3編、
和文査読17編、その他2編、特許2編

・1ウ-0501（平山）「多層化した臨海都市部にお
ける氾濫災害の実態と対策提案」
・1ウ-0901（平山）「リアルタイム海象情報を活用
した高潮・高波被害予測システムの試設計」
・1ウ-0603（平山）「波による平均水位上昇を考
慮した短時間越波・浸水の数値計算」
・1ウ-0502（平山）「沿岸波浪による水面波形の
出現・伝播メカニズムに関する数値計算」

港湾局関係機関において長年にわたって蓄積さ
れてきた技術情報を、プログラムライブラリーおよ
び関連データベースとして整備・活用するための
技術サービス活動を実施することによって、港湾
にかかわる合理的な調査・設計が、各地方整備
局等で行われることに貢献するものである。

・1ウ-0403（佐々木）「プログラムライブラリの各種
パソコンＯＳへの対応とプログラムの改良」（海洋・
水工関係）
・1ウ-0404（佐々木）「港湾・空港の調査設計に
関する基礎技術の向上と普及」（海洋・水工関係）
・1ウ-0405（佐々木）「水深データベース・波浪外
力データベースの更新と関連プログラムの改良」
・1ウ-0701（宮井）「プログラムライブラリおよび関
連するデータベースの構築・改良および運用」
（海洋・水工関係）

関東から九州地方までを対象に、現状と将来の
両方の気象環境で高潮を推算し、各地の海上風
速、高潮、潮位の極値分布の地球温暖化による
変化を調べた。さらに、これまでに検討を進めてき
た数値計算結果をもとにして、高潮と高波の同時
生起性を考慮した地球温暖化を考慮した高潮対
策施設の性能設計への活用についてとりまとめを
行った。以上より、達成度は高いと考える。

不確実性の大きい地球温暖化の影響を、より合
理的に評価することができるようになれば、長期
間にわたって供用する社会資本整備を、より一
層、安全・かつ合理的なものとすることができる、
行政貢献が期待されている。2009年度には、平
塚観測塔（東京大学）の共同使用により、2009年
台風18号による相模湾周辺の高潮・高波特性の
解明に尽力した。その成果は、一部が横須賀市
の復旧事業に活用されている。

港空研報告0編、港空研資料1編、英文査読6編、
和文査読7編、その他15編、特許0編

・1ウ-0602（河合）「高潮との同時性を考慮した波
浪の出現確率分布の地球温暖化に伴う変化に関
する数値解析」
・1ウ-0903（河合）「気候変動適応策の検討を目
的とした波浪・潮位の極値の解析」
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　【研究分野名】

研究目標 研究内容（五箇年全体） 2010年度の研究実施内容

全体計画

本テーマでは、人為的な災害の一つである油流
出事故への対策技術に関し、高粘度油の回収技
術について重点的に研究を進めるとともに，流出
油の漂流予測に関する分野の研究を進めること
によってシステムを完成させる．
また、陸上や海上に比してテロ対策が遅れている
海中におけるセキュリティ向上技術について研究
行う。

　国土交通省が保有する油回収船に搭載可能な
油回収機の高機能化に関する研究開発や回収
機材の迅速かつ効果的な配備の実現を図るため
の浮遊油の追跡システムの開発を行う。
また、音響技術を利用した不審物探知技術に関
する研究を行う。

浮遊堰式油回収機の高度化に関する研究及び流
出油のリアルタイム追跡システムの開発を実施し
た。
また、水中映像取得装置の開発及び取りまとめを
行う。

　サブテーマ１ ①研究目標
海上流出油対策に関す
る研究

海上流出油対策に関する研究テーマにおいて
は、油流出事故発生後の迅速な油回収を行うた
めに油回収効率の高い回収機材の開発，油回収
船の増強等による回収能力の向上及び流出予測
手法の確立による回収機材の迅速かつ効果的な
配備の実現を図るための研究を実施する。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ２ ①研究目標
港湾セキュリティに関す
る研究テーマ

港湾セキュリティに関する研究テーマにおいて解
決すべき課題は，陸上，海面上，海面下を含めた
広範囲かつ信頼性の高いセキュリティ確保である
が，特に対策が困難な海面下でのセキュリティ確
保について取り組む。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

今後の研究上の課題
その他の特記事項

研　　究　　計　　画

　浮遊堰式油回収機に対し、油回収モードに加え
てジェットポンプによる強い撹拌作用を用いて高
粘度油にも対応可能な分散処理モードの付加に
関する研究を実施した。また、浮遊油の追跡シス
テムの精度向上を図るために、これまでの実海域
試験の成果を踏まえてブイの改良を実施し、追跡
手法を取りまとめる。

１　安心して暮らせる国土の形成

　海上における油回収効率のさらなる向上を図る
ために、国土交通省が保有する油回収船に搭載
可能な油回収機の高機能化に関する研究開発や
油汚染砂の洗浄化の応用研究を実施し、海上を
浮遊する高粘度流出油や海岸部の漂着油による
被害の軽減手法を構築する。また、回収機材の
迅速かつ効果的な配備の実現を図るための浮遊
油の追跡システムの開発を行う。

低透明度ないし明るさが十分でないことにより光
学系のカメラでは視認できない海中において超音
波技術を利用して不審者あるいは不審な小型潜
水艇等の物体の映像化を可能とする海中におけ
る不審物検知を可能とする水中視認装置の開発
を行う。

水中音響レンズを活用した三次元・リアルタイム
水中映像取得装置を用いて、運用を目指したケー
ススタディを水槽及び海上にて実施し、運用マ
ニュアルとして取りまとめた。
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　【研究テーマ名】 １エ　海上流出油対策等、沿岸域の人為的災害への対応に関する研究

研究実施項目
研究成果の概要・達成度 研究成果の活用状況・見通し 成果の公表　等 研究代表者

国土交通省が保有する油回収船に搭載可能な高
効率な油回収機の開発を行うとともに浮遊油の追
跡システムの開発を実施した。
また、水中音響レンズを活用した三次元・リアルタ
イム水中映像取得装置の開発を行った。

海上流出油対策については、国土交通省が保有
する大型油回収船への搭載が検討されている。
港湾セキュリティに関しては、研究実施段階のた
め成果の活用に至っていない。

テーマリーダー
施工・制御技術部　白石哲也

・1ｴ-0401(藤田)「水蒸気吸収式油回収装置に関
する基礎実験」
・1ｴ-0402(藤田)「環境整備船に搭載する油回収
システムの開発」
・1ｴ-0403(吉江)「工事用作業船を転用する油回
収システムの開発」
・1ｴ-0404(藤田)「エマルジョン化油の漂流追跡方
法の開発」
・1ｴ-0701(藤田)「油回収除去における水蒸気の
利用に関する応用研究」
・1ｴ-0702(吉江)「流出油のリアルタイム追跡シス
テムの開発」
・1ｴ-0802(藤田)「直轄船等による油濁防除技術
に関する研究開発」

新たに水中音響レンズを用いた超音波式映像取
得装置を設計・製作し、室内水槽での性能確認試
験や羽田空港Ｄ滑走路工事現場において三次元
動画画像の取得に向けて実海域実験を行った。

・羽田空港周辺海域をはじめ、開発保全航路等の
維持管理業務への適用について検討中．

英文論文　　12編（うち査読11編）
和文論文    18編（うち査読2編）
港研資料　　 １編
特許出願　　  4件

・1ｴ-0501(吉江)「海中における不審物等の探知
技術の開発」
・1ｴ-0801(吉江)「不審物等の探知のための水中
視認装置の実用化開発」
・1ｴ-0703(野口)「コンテナ貨物の不良積付け点
検技術の開発」

研　究　成　果

・基礎研究（1ｴ-0403-オ-44：水蒸気吸引式油回
収装置に関する基礎実験）より要素技術として
ジェットポンプを抽出し、新たな油回収装置の開発
を行った。
・北陸地方整備局所有の大型油回収船”白山”を
対象とした高粘度回収油の船外排送システムの
開発を行った。
・漂流油自動追跡ブイのプロトタイプの実海域試
験を行った。

・水ジェット吸引式油回収装置は中国地方整備局所属の
海洋環境整備船「おんど2000」に搭載された。
・本研究で開発した高粘度回収油の船外排送システムを
北陸地方整備局所属の大型油回収船へ搭載すべく、検
討が行われている。
・多機能型油回収装置が近畿地方整備局が建造中の
「新いこま」に搭載予定。
・近畿地方整備局所属の「Dr.海洋」の運用上の問題点に
ついてコンサル業務を実施した。
・漂流油自動追跡ブイについては、ブイ・メーカーと実用化
を検討中。

英文論文     １１編（うち査読９編）
和文論文     １7編（うち査読１０編）
港研報告　　　１編（予定）
港研資料　　　１編
特許出願　　　3件
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　【研究分野名】

研究目標 研究内容（五箇年全体） 2010年度の研究実施内容

全体計画

　港湾域は，人為的につくられた閉鎖的で静穏か
つ深い空間であるため，様々な起源の汚濁物質
がその海底に堆積しやすい．また，このような港
湾を含む閉鎖性海域の水質は大気や外洋からの
影響を敏感に受けて変動している．このような閉
鎖性海域の特性を考慮し，3つの境界すなわち大
気境界・湾口境界及び底泥境界（底質）での過程
が水質・底質に及ぼす影響を解明するための研
究を実施する．それらの成果を基に，底質の改善
や有効利用を含む浚渫土砂の管理に活かすため
の提案を行う．

本研究では，内湾域の境界，すなわち堆積物界
面や大気との境界，湾口の境界（断面）での外力
や物質輸送フラックスに焦点をあてる．これらの
外部からの供給や外部との相互作用は、閉鎖性
海域の水質・底質の改善について重要であること
から、境界毎に３つのサブテーマを設定する．

前年度から継続実施する３つの研究実施項目
に、新たな実施項目１件を追加し，以下のサブ
テーマごとの体制のもとで研究を実施する．

　サブテーマ１　 ①研究目標

水堆積物界面近傍での
物理・化学過程の解明

海底境界層近傍における基礎的な物理的・化学
的素過程に関する実証的研究を室内実験系なら
びに現地観測によって実施し、再懸濁や酸素消
費・栄養塩溶出フラックスを精緻に推定する手法
を提案する．これらの知見を基に，浚渫土砂の化
学的性質と底生生物の生息の関係を解析し，底
質の改善手法や港湾域の浚渫土砂の有効利用
を促進するための提案を行う．さらに，今後管理
が必要となる物質をスクリーニングする手法を提
案する．

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 2010

　サブテーマ２ ①研究目標

大気と水系の相互作用

気象データをデータ同化の手法により内湾の流れ
のモデルに取り込む手法を提案する．この成果
は，テーマ２における内湾水質シミュレーターの開
発に活かすものとする．

②研究実施期間（西暦）： 2006 

　サブテーマ３ ①研究目標

外洋と内湾の結合（湾口
境界におけるモニタリン
グ）

東京湾と共に伊勢湾でのフェリーによる湾口部モ
ニタリング観測を実施し，湾口の境界（断面）での
外力や物質輸送フラックスの把握に務めると共
に，内湾の水質特に貧酸素化や青潮の形成に対
する影響を定量的に把握する．二つの湾のモニタ
リングデータを比較検討することにより，湾口部境
界としての共通点を整理するとともに，湾口部地
形特性などの相違点がそれぞれの水質変動にど
のような影響をもたらしているかを考察する．

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 2010

今後の研究上の課題
その他の特記事項

東京湾のフェリーによる観測データの解析手法を
構築し、湾口データ及び湾内の縦断面観測データ
を比較・解析することにより、湾口の流れや内湾
水質との関連を詳しく調べる．その成果をもとに、
湾口における流入出フラックスの周期性や内湾の
貧酸素化と湾外水流入との関係を調べる．同じ測
定システムを伊勢湾口においても構築して、東京
湾データと比較することにより，湾口地形の違い
による混合や内湾水質への影響を定量的に調べ
る．

当初計画の東京湾のみならず伊勢湾でもモニタリ
ングを開始したことから、2017年度まで継続実施
する予定．

２　快適な国土の形成

研　　究　　計　　画

大気海洋結合内湾水理解析システムを開発し，
気象データをデータ同化手法により内湾の流れの
モデルに取り込む手法を構築する．

実施項目としては終了しているが，その成果を内
湾の水質シミュレーター開発に活かす．

底生生物の生息に密接に関連した底質に関し
て，砂泥移動を簡易に予測する手法を開発すると
ともに，底質の粒径変化を予測する手法を提案す
る．海底境界層内での物質輸送機構に関する基
本的な研究インフラとなる海底流動水槽を2006年
度に竣工し，有明海及び東京湾から採取した未
攪乱底泥を用いて基礎的な巻き上げ実験を開始
すると共に，現地においても長期間の観測を実施
し，従来取得できなかった高波浪時の観測を行
う．堆積物内の物質分布モデルを構築し，覆砂に
よる栄養塩類や有害化学物質の溶出防止効果を
検証する．いくつかの有害化学物質に関して環境
動態の基本となる吸着特性や、港湾における表
層堆積物中の分布特性に関する知見を整理する
とともに，浚渫土砂の干潟等生物基盤への有効
利用の拡大に向け，堆積物に含有される化学物
質の内湾生態系への影響度を評価する大まかな
手法を検討する．

砂泥移動簡易予測手法の成果を受け，現在，粒
径分布のある底質の地形変化モデルの基礎部分
を構築中である．素過程の研究から，内湾の包括
的な堆積物管理に関する研究に次第に重点を移
行する．特に，浚渫土砂の有効利用促進という観
点から，堆積物からの栄養塩溶出防止のみなら
ず，有害化学物質の溶出も防止する，シルト分に
富んだ堆積物をブレンドした覆砂工法を提案し，
その効果を検証する．また，化学物質管理の面か
らは，2008年度までの特定の物資（ダイオキシン
類など）に関する食物連鎖を通した水生生物への
影響に関する知見を活かし，より広範な物質群に
対して，今後の管理が必要となる物質をスクリー
ニングする手法を提案する．
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　【研究テーマ名】 ２ア 閉鎖性海域の水質・底質の改善に関する研究

研究実施項目
研究成果の概要・達成度 研究成果の活用状況・見通し 成果の公表　等 研究代表者

本研究では，内湾域の境界，すなわち堆積物界
面や大気との境界，湾口の境界（断面）での外力
や物質輸送フラックスに焦点をあてる．これらの
外部からの供給や外部との相互作用は、閉鎖性
海域の水質・底質の改善について重要であること
から、境界毎に３つのサブテーマを設定する．

浚渫土砂を干潟造成など様々な沿岸環境修復に
も安心して利用するための仕組みづくりの一環と
して，浚渫土砂の様々な有効利用の提案を行っ
た．また，堆積物汚染対策としての覆砂の有効性
を実証的に示し，各地のダイオキシン類汚染対策
に活かされている．さらに，研究成果を一般的な
港湾域堆積物の化学物質汚染対策指針案として
提案することができ，今後の港湾浚渫土砂管理
に活用されることができる．

テーマリーダー
研究主監　中村由行

研　究　成　果

砂泥移動簡易予測手法を開発し，突起構造物に
よる掃流砂補足率の算定について，現地適用可
能な方法を開発した．海底境界層内での物質輸
送機構に関する基本的な研究インフラとなる海底
流動水槽を2006年度に竣工し，有明海及び東京
湾から採取した未攪乱底泥を搬入し，基礎的な巻
き上げ実験を開始した．現地においても長期間の
観測を実施し，従来取得できなかった高波浪時の
観測に成功した．堆積物内の物質分布モデルを
構築し，覆砂による栄養塩類の溶出防止効果を
検証するとともに，ダイオキシン汚染底泥の覆砂
による溶出防止効果を見積もった．ダイオキシン
類、トリブチルスズ化合物、多環芳香族炭化水素
類、重金属類に関して環境動態の基本となる吸
着特性や、港湾における表層堆積物中の分布特
性に関する知見を得た．また，浚渫土砂の干潟等
生物基盤への有効利用の拡大に向け，内湾の生
態系における食物連鎖構造の把握をもとに，堆積
物に含有される化学物質の内湾生態系への影響
度を評価する大まかな手法を検討した．

浚渫土砂を干潟造成など様々な沿岸環境修復に
も安心して利用するための仕組みづくりの一環と
して，浚渫土砂の様々な有効利用の提案を行っ
た．また，堆積物汚染対策としての覆砂の有効性
を実証的に示し，各地のダイオキシン類汚染対策
に活かされている．さらに，研究成果を一般的な
港湾域堆積物の化学物質汚染対策指針案として
提案することができ，今後の港湾浚渫土砂管理
に活用されることができる．

港空研報告2編，同資料4編，英文査読付き論文
5編，和文査読付き論文22編　特許申請中1件
・2ｱ-0501：査読付き和文論文4編、港空研資料1
編
・2ｱ-0601：査読付き英文論文3編、同和文論文6
編、港空研報告1編
・2ｱ-0602：査読付き英文論文1編、同和文論文1
編、港空研資料1編
・2ｱ-0603：査読付き英文論文1編、同和文論文6
編、港空研報告1編、同資料1編
・2ｱ-0901：査読付き和文論文1編、港空研資料2
編
・2ｱ-0801：査読付き和文論文1編
・2ｱ-1001：査読付き和文論文3編

東京湾のフェリーによる観測データタ及び湾内の
縦断面観測データを比較・解析することにより、湾
口の流れや内湾水質との関連を詳しく調べた．そ
の結果、湾口における流入出フラックスの朔望周
期や河川出水との関係、残差流の構造、湾内の
貧酸素水塊や青潮形成機構との関係が明らかと
なった．2008年度からは伊勢湾口でのフェリーに
よる連測観測も開始し、東京湾との比較検討した
ところ、湾口地形の違いによって湾口部での混合
や流動への影響が生じていることが明らかになり
つつある．

本観測システムによる取得データは，貧酸素予測
などリアルタイムシミュレーションや，東京湾や伊
勢湾など各地の内湾再生のための環境施策選定
や効果予測に活かすことができる．

査読付き英文論文4編、同和文論文5編、港空研
報告2編，同資料2編

・2ｱ-0604(鈴木)「閉鎖性内湾における環境の常
時連続観測とその統計解析」

・2ｱ-0501（中村聡）「港湾の水域施設における砂
泥移動簡易予測手法の開発」
・2ｱ-0601（中川）「海底境界層内での物質輸送
機構の解明」
・2ｱ-0602（井上）「内湾堆積物における物質循環
過程のモデル化」
・2ｱ-0603（中村由）「堆積物起源有害化学物質
の環境運命に関する実験及び解析
・2ｱ-0901（中村由）「内湾に集積する新規残留性
化学物質の管理手法に関する提案」
・2ｱ-0801（中村聡）「沿岸自然基盤の安定性と健
全性に関する数値指標の検討」
・2ｱ-1001（中川）「内湾域における高含水比底泥
挙動のモデル化に関する研究」

大気海洋結合内湾水理解析システムを開発し，
気象データをデータ同化手法により内湾の流れの
モデルに取り込む手法を構築した．

本サブテーマは所定の目標を達成したため2006
年度で終了としたが，本研究の成果を２イの内湾
水質生態系シミュレーター開発に継続・発展させ
た．その成果は，貧酸素予測などリアルタイムシ
ミュレーションとしての運営や，東京湾や伊勢湾な
ど各地の内湾再生のための環境施策選定や効果
予測に活かすことができる．

港空研報告1編，同資料1編，和文査読論文2編 ・2ｱ-0401(鈴木)「大気海洋結合内湾水理解析シ
ステムの開発」
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　【研究分野名】 　

研究目標 研究内容（五箇年全体） 2010年度の研究実施内容

全体計画

　内湾における自然再生の方向性としては，「豊
かな海」という言葉に代表されるような，多様な生
物生息が可能となる沿岸域を目指すべき時期に
あり，そのための技術的方策を検討することが研
究開発上の最重要課題である．これらの社会的
背景を考慮し，本研究テーマでは，豊かな沿岸生
態系の成り立ちを理解したうえで，多様な生物生
息を可能とする干潟・浅場造成を中心とした沿岸
生態系の環境修復技術を高度化することを，テー
マ全体の目標とする．

亜熱帯沿岸域の海草藻場に関する新たな種の発
見や、干潟に飛来する鳥類の食性、さらには底生
生成物の生息に対する地盤工学的な尺度の重要
性に関して、飛躍的な研究成果が得られ、生物生
息場の観点から沿岸海域の環境修復技術に対し
て革新的な貢献がなされた。また、新たな環境修
復技術としての窪地梅戻しの効果を定量的に示
すことができた。さらに内湾の水環境を改善する
ための施策評価や選択を行うためのツールとし
て、水質・生態系シミュレータの開発を行った。

底生生物の生息条件を地盤工学的な視点から調
べるとともに、鳥類や魚類など高次の生物の食性
解析を目指した研究や、沿岸生態系が有する温
暖化緩和効果を定量化し、その効果を補強する
手法を提案できるための研究を継続する。これら
の成果をふまえ、環境施策の効果予測・選択ツー
ルとしてのﾓﾃﾞﾙ開発を引き続き進める。浚渫土を
利用した窪地修復に力点を置いた，環境修復技
術の開発に係わる研究を推進する。

　サブテーマ１　 ①研究目標

亜熱帯沿岸域生態系の
特性と相互作用

豊かな生態系の実例として亜熱帯沿岸域生態系
を対象とし，そこでの物質循環構造の把握や海草
藻場群落の特性把握を通して豊かな生態系が維
持される成り立ちを理解し，その保全を目指す．

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 2007

　サブテーマ２　 ①研究目標

干潟における地盤等物
理特性と生物生息の関
係

内湾自然再生の基本的なメニューとして，干潟・
浅場などの沿岸の生息場造成技術の高度化をめ
ざし，そのために従来欠けていた高次の生物の餌
環境の実態把握や地盤工学的知見を取り入れた
修復手法の確立をめざす．また，これらの知見を
総合化して水質シミュレーターを構築し，各環境施
策を比較検討するとともに，干潟等の造成箇所や
規模の選定など，環境施策の選択が可能なツー
ルとして活用できる手法を提案する．

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ３ ①研究目標

浚渫にかかわる環境修
復技術の開発

我が国の主要な内湾では浚渫跡の窪地が点在
し，窪地内部の水質悪化や，青潮等による周辺
海域を含めた生態系の劣化をもたらしている．そ
のため，その様な窪地を埋め戻し多様な生物生
息場に転換する窪地埋め戻し修復が注目されて
いる．本サブテーマでは三河湾での埋め戻しに合
わせた調査を実施し，修復効果を検証するととも
に，全国の窪地修復のための技術マニュアル作
成を目指す．

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

今後の研究上の課題
その他の特記事項

大規模な浚渫窪地を埋め戻すことによる修復効
果を評価するため，二つの研究実施項目を経時
的に実施した．まず，三河湾における窪地埋め戻
し似合わせた環境調査を実施し，生物・生態系へ
の修復効果を検討した．さらに，修復効果を定量
化する手法の開発を目指した研究実施項目を開
始し，全国様々な内湾の窪地修復技術の一般的
な手法となる技術マニュアル化を目指している．

環境修復の材料としての浚渫土とそれを利用した
窪地修復に力点を置いた，環境修復技術の開発
に係わる研究を推進する。特に2009年度までの
成果を受け、環境修復の効果を定量化する手法
の開発や底生生物中の化学物質の蓄積過程に
関する研究に重点を置く。

２　快適な国土の形成

研　　究　　計　　画

干潟や浅海域の修復に関連し，干潟生物にとっ
て，地盤の堅さが大きな生息規定要因となってい
ることから，従来全く未解明であった地盤工学的
な視点から生物生息場の関連を調べる研究や，
干潟浅場造成の目標の一つである高次の生物生
息場の餌環境の把握を目指した研究を進展させ
た．内湾水質・生態系シミュレーターの開発」で
は，個々の素過程に着目した研究の知見や成果
を統合し、豊かな内湾環境を実現するために必要
な環境施策を選択し，効果を評価するツールとし
てのモデル開発をおこなった．さらに，地球温暖
化対策として沿岸海域の生態系が有するＣＯ2吸
収力に着目し，その機能を定量化する研究に着
手した．

広範な底生生物の生息条件を地盤工学的な視点
から調べる研究に着手する．また、より高度な生
物生息を可能とする干潟修復の知見を得るため、
鳥類や魚類など高次の生物の食性解析を目指し
た研究や、地球温暖化に対応し、沿岸生態系が
有する温暖化緩和効果を定量化し、その効果を
補強する手法を提案できるための研究実施項目
を継続する。さらに、これらの成果をふまえ、「豊
かな内湾環境」を実現するために必要な環境施
策を調べ、それらの選択ツールとしてのﾓﾃﾞﾙ開発
を2009年度に引き続き進める。

サンゴ礁やマングローブなど，本州沿岸には存在
しない貴重な生態系に着目し，これらの生態系の
成り立ちや相互の関連性を調査するために２つの
研究実施項目を実施した．まず，中城湾港泡瀬地
区に生育する代表的な海草藻類に関して，生活
史，環境条件と生育場の関連性を調した．また，
サンゴ礁・海草藻場・マングローブ林及び上流か
らの流入河川それぞれの境界部において流動観
測と水質観測を同時に行ない，各個別生態系同
士の相互作用を調べた．

研究の目標が概ね達成されたことから、ｻﾌﾞﾃｰﾏと
しては2007年度で終了した．
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【研究テーマ名】 ２イ　沿岸生態系の保全・回復に関する研究

研究実施項目
研究成果の概要・達成度 研究成果の活用状況・見通し 成果の公表　等 研究代表者

亜熱帯沿岸域の海草藻場に関する新たな種の発
見や、干潟に飛来する鳥類の食性、さらには底生
生成物の生息に対する地盤工学的な尺度の重要
性に関して、飛躍的な研究成果が得られ、生物生
息場の観点から沿岸海域の環境修復技術に対し
て革新的な貢献がなされたことは、豊かな生物の
回復に向けた技術開発の目標に対して当初計画
以上の成果が得られた。

「豊かな海の実現に向けた内湾水質・生態系シ
ミュレーターの開発」におけるモデル開発の目標
設定や、必要なスペックなどについては、伊勢湾
など、各内湾再生行動計画の策定とその実施、
施策の評価に利用され始めている．また，サク
ションなどの地盤工学指標が底生生物生息場を
規定しているという研究成果は，各地の造成干
潟・覆砂の設計やモニタリング計画に活かされは
じめている．

テーマリーダー
研究主監　中村由行

研　究　成　果

中城湾港泡瀬地区に生育するウミヒルモ類や緑
藻類に関して最新の分子統計解析手法によって
分類体系を確立し，新たな種の同定を行うことが
できた点は科学技術上の大きな成果であった．さ
らに，サンゴ礁－海草藻場間・海草藻場－マング
ローブ間・マングローブ上流からの流入河川にお
いて流動観測と水質観測を同時に行ない，リンや
窒素収支の面から各個別生態系を連結する栄養
塩の循環があり，個別生態系の損傷が隣接する
他の生態系に波及する可能性があることが示さ
れるなど，計画以上の成果が得られた．

亜熱帯沿岸域における開発案件は多く，それらの
計画段階において，環境影響評価や緩和策の策
定において研究成果が活かされている．特に，中
城湾港泡瀬地区に生育するウミヒルモ類や緑藻
類に関して生活史や環境条件と生育場の関連性
を調べ，基本的な保全計画の策定に寄与でき
た．

港空研資料１編，査読付き英文論文３編
・２イ-0401：査読付き英文論文2編
・２イ-0501：査読付き英文論文1編、港空研資料
1編

三河湾における浚渫窪地での埋め戻し前後の環
境調査を実施し，窪地の存在による生物・生態系
への影響とそれを埋戻し修復することによる効果
を複数の指標で定量化する事を提案した．さら
に，修復効果を定量化する手法の開発を目指した
研究実施項目を開始し，全国様々な内湾の窪地
修復技術の一般的な手法となる技術マニュアル
化を目指している．

「浚渫土砂を利用した環境修復手法に関する調
査及び解析」においては、三河湾における窪地埋
め戻し効果を定量化し、経済評価を含めた効果の
評価手法を提案することができた。この手法の基
本的な考え方は様々な内湾の窪地埋め戻し修復
計画の策定や施工・評価などにも利用可能であ
る。

査読付き和文論文4編、同英文論文2編、港空研
資料1編
・２イ-0601：査読付き和文論文4編
・２イ-0901：査読付き英文論文2編、港空研資料
1編

・２イ-0601-キ-27（中村由）「浚渫土砂を利用し
た環境修復手法に関する調査及び解析」
・２イ-0901-キ-27（中村由）「浚渫土を利用した
環境修復効果の予測手法の提案」

・２イ-0401-キ-21（中村由）「亜熱帯沿岸域に生
育する海草藻類の生育条件と分類体系に関する
現地調査及び培養実験」
・２イ-0501-キ-21（井上）「亜熱帯沿岸域の複合
生態系における相互作用に関する現場観測及び
解析」

従来全く未解明であった地盤工学的な視点から
地盤工学指標と底生生物の営巣活動の関連を調
べる研究や，干潟浅場造成の目標の一つである
鳥類生息場の造成に関連し，鳥類餌環境の把握
を目指した研究が飛躍的に進展し，科学技術上
の顕著な成果が得られた．内湾水質・生態系シ
ミュレーターの開発」では，個々の素過程に着目
した研究の知見や成果を統合し、豊かな内湾環
境を実現するために必要な環境施策は何かを調
べ、それらの選択ツールとしてのモデル開発をお
こなった．

「豊かな海の実現に向けた内湾水質・生態系シ
ミュレーターの開発」におけるモデル開発の目標
設定や、必要なスペックなどについては、伊勢湾
など、各内湾再生行動計画の策定とその実施、
施策の評価に利用され始めている．また，サク
ションなどの地盤工学指標が底生生物生息場を
規定しているという研究成果は，各地の造成干
潟・覆砂の設計やモニタリング計画に活かされは
じめている．

港空研報告5編，港空研資料1編，査読付和文論
文27編，同英文論文20編
・２イ-0402：査読付き和文論文2編、同英文論文
1編、港空研報告1編
・２イ-0403：中期期間中なし
・２イ-0701：査読付き英文論文8編、同和文論文
11編、港空研報告・資料1編
・２イ-0801：査読付き英文論文1編、同和文論文
4編
・２イ-0802：査読付き英文論文4編、同和文論文
6編、港空研報告3編
・２イ-0902：査読付き英文論文3編、同和文論文
1編、港空研報告1編
・２イ-1001：査読付き英文論文3編、同和文論文
3編

・２イ-0402-キ-31（渡部）「干潟地盤環境の動態
モデルの開発」
・２イ-0403-キ-25（栗山）「干潟の底質浮遊特性
に関する現地観測」
・２イ-0701-ｵ-31（渡部）「干潟再生に向けた地
盤環境設計技術の開発」
・２イ-0801-キ-27（桑江）「沿岸生態系における
高次栄養段階生物の食性に関する調査及び実
験」
・２イ-0802-オ-31（中村）「豊かな海の実現に向
けた内湾水質・生態系シミュレーターの開発」
・２イ-0902-キ-27（桑江）「沿岸生態系における
CO2吸収量の定量化とその強化に関する調査及
び実験」
・２イ-1001-キ-31（佐々）「干潟生態地盤学の展
開による生物住環境診断チャートの作成」
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　【研究分野名】 　

研究目標 研究内容（五箇年全体） 2010年度の研究実施内容

全体計画

　日本の海岸面積は、侵食のために年間160ha
の速度で減少しており、それを防ぐための広域的
な総合土砂管理が不可欠である。海浜や干潟の
保全・回復を含む総合土砂管理を行うため、信頼
性の高い海浜地形変動予測システムの構築に向
けた研究を重点研究課題として取り組むとともに、
海浜や干潟の保全技術の開発を行っている。

　現地データを基に，離岸提などの構造物がある
海岸や無い海岸における短期・中期・長期の地形
変化特性を検討する．また，平面地形地形変動，
断面地形変動を推定するための数値シミュレー
ションモデルを開発する．さらに，効率的な海岸の
維持管理のため，サンドバイパス工法に関する現
地実証試験等を通じて具体的な工法を開発する．

波崎海洋研究施設（HORS)において1986年から
20ヶ年間取得された流れや断面地形に関する観
測データを解析し，それらの長期変動を検討した．
さらに，砕波帯の過程を陽に取り込んだ汎用的な
地形変化予測モデルの開発を行うとともに，確率
的な要素を取り入れた、長期的な砂浜の維持管
理設計法に関する研究にも着手した．

　サブテーマ１　 ①研究目標

地形変動特性・底質移
動特性の把握

長期（20年程度）の断面変動特性や広域的な海
浜変形の解析が進展するとともに，汀線近傍の短
期的な地形・底質変化，離岸提など構造物周辺
の中期的な地形変化等の現象の把握を行う．ま
た，海底面下の砂の移動速度を直接測定する技
術の開発を行う．

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ２ ①研究目標

地形変動に関する数値
シミュレーションモデルの
開発

長期及び短期の地形変動の再現が可能な数値
シミュレーションモデルを開発する．

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ３ ①研究目標

広域的・長期的な海岸
維持管理手法の開発

埋設有孔管による土砂除去・輸送工法など効率
的な海岸保全手法を開発する．

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

今後の研究上の課題
その他の特記事項

効率的な海岸の維持管理のため，現地実証試験
等を通じて具体的な工法を開発する．本中期期間
においては，サンドバイパス工法の実用化を主た
る目標として開発研究を行う．また，上記のサブ
テーマ①及び②の成果を受け、確率的な要素を
取り入れた，長期的な砂浜の維持管理設計法を
提案する．

上記のサブテーマ①及び②の成果を受け、確率
的な要素を取り入れた、長期的な砂浜の維持管
理設計法に関する研究に着手した．

波崎海洋研究施設（HORS)における海象海浜に
関する定常観測を継続すると共に、1986年以降
20ヶ年の観測成果を検討し解析結果をとりまとめ
た．2009年度から開始した面的な観測データを解
析し、従来の成果との比較検討を行った．

２　快適な国土の形成

　当所が保有する波崎海洋研究施設（HORS）に
おける現地観測データを基に，長期（20年程度）
の断面変化特性や汀線近傍の短期的な地形・底
質変化特性を検討する．また，他海岸の現地デー
タを基に，離岸提など構造物周辺の中期的な地
形変化特性を検討する．さらに，現地観測手法の
開発改良に関する研究を並行実施し，観測業務
の高度化をはかる．

　中期及び短期の平面地形地形変動，断面地形
変動を推定するための数値シミュレーションモデ
ルを開発する．数値シミュレーションモデルの開発
を行うにあたっては，波崎海洋研究施設（HORS）
における現地観測データ等によって検証を行う

これまでに実施してきた砂浜の断面変化の定量
的予測モデルや、潮流と海浜流を考慮した平面地
形変化予測に関するモデル構築の成果を受け、
特に砕波帯の過程を陽に取り込んだ、汎用的な
地形変化予測モデルの開発を行った．

研　　究　　計　　画
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【研究テーマ名】 ２ウ　広域的・長期的な海浜変形に関する研究

研究実施項目
研究成果の概要・達成度 研究成果の活用状況・見通し 成果の公表　等 研究代表者

　現地データを基に，構造物のない太平洋に面す
る開放的海岸における長期の断面変形や沿岸流
特性，および大規模潜堤背後の地形変化特性を
明らかにした．また，前浜の変形や，それより沖
の砂州移動を再現する断面変化モデルを構築す
るとともに，浜名湖のような感潮湖周辺や緩勾配
の干潟などにおける平面地形変化を予測再現す
ることができる潮流と海浜流とを同時に外力として
考慮する数値モデルの開発も行った．さらに，サ
ンドバイパス工法に関する知見も得た．よって，
達成度は高いと考える．

　本研究テーマで明らかとなった現地における中
期・長期の地形変化，沿岸流特性や開発された
各種地形変化モデルは，より効率的な海岸保全
ならびに航路埋没対策に活用される．

テーマリーダー
海洋・水工部長　栗山善昭

研　究　成　果

　波崎海洋研究施設で収集された断面地形およ
び沿岸流の長期データの解析により，構造物のな
い太平洋に面する開放的海岸における長期の断
面変形や沿岸流特性が明らかとなった．一方，新
潟西海岸の地形データ解析からは，大規模潜堤
背後の地形変化特性を明らかにすることができ
た．よって，達成度は高いと考える．

本テーマで明らかになった現地海岸における中
期・長期の地形変化，沿岸流特性は，今後の海
岸整備や港湾埋没等に活用される．

港空研報告7編，港空研資料0編，英文査読9編，
和文査読10編，その他0編，特許0編

　サンドバイパス工法に関する研究として，沈設
有孔管による土砂除去・輸送工法の実証試験を
実施し，粘性を有する土砂に対する水ジェット掘削
効果及び適用範囲等に関する知見を得た．ただ
し，土砂輸送の効率化の研究は十分には進展し
なかったため，よって達成度はやや高いと考え
る．

サンドバイパス工法が本格的に運用された場合
には，本テーマにおける現地実証実験で得られた
知見が大いに活用されると考える．

港空研報告0編，港空研資料0編，英文査読3編，
和文査読3編，その他2編，特許2編

・2ウ-0404（野口）「沈設有孔管による土砂除去・
輸送工法の実証試験」
・2ウ-0703（野口）「有孔管を用いた簡易・効率的
土砂除去・輸送工法の改良」
・2ウ-1001（中村）「長期変動特性を考慮した砂
浜の維持管理設計法の開発」

・2ウ-0101（中村）「波崎海洋研究施設（HORS）
等における沿岸域の地形変動や土砂輸送に関す
る観測と解析」
・2ウ-0401（鈴木）「画像処理による長期海浜変
形の解析」
・2ウ-0402（栗山）「汀線近傍の地形変化と底質
変化に関する現地観測」
・2ウ-0403（栗山）「沿岸域の大規模構造物周辺
の中期地形変化に関する資料解析」
・2ウ-0601（白井）「海底面下の流砂速度のＭ系
列変調した超音波による計測」

波崎海岸における前浜のバームの発達・消滅を
再現するモデルと，それより沖の砂州移動を再現
する断面変化モデルを構築し，それぞれのモデル
の現地再現性を現地地形データで確認した．ま
た，砂州移動再現モデルを新潟西海岸の潜堤背
後の断面変化に適用し，モデルが潜堤背後の前
浜侵食を再現することを確認した．さらに，浜名湖
のような感潮湖周辺や緩勾配の干潟などにおけ
る平面地形変化を予測再現することができる潮流
と海浜流とを同時に外力として考慮する数値モデ
ルの開発も行った． よって，達成度は高いと考え
る．

本テーマで開発された断面変化モデルは新潟西
海岸の潜堤背後の地形変化の検討に用いられて
いる．また，その他の各種の地形変動予測モデル
も，効率的な海岸性帯に活用される．

港空研報告2編，港空研資料0編，英文査読5編，
和文査読7編，その他3編，特許0編

・2ウ-0501（栗山）「長周期波､戻り流れ及び波の
非線形性を考慮した砂浜の断面変化の定量的予
測手法の開発」
・2ウ-0701（栗山）「波の遡上域の地形変化に関
する現地観測とモデル化」
・2ウ-0702（鵜崎）「潮流と海浜流とを考慮した平
面地形変化のモデル化」
・2ウ-0901（中村）「沿岸漂砂による長期的海浜
変形の予測手法の検討」
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　【研究分野名】 　

研究目標 研究内容（五箇年全体） 2010年度の研究実施内容

全体計画

物流拠点や災害時の拠点として、今後ますます港
湾・空港施設などの社会資本整備を進めていく必
要性が高い。その一方で、社会資本整備を取り巻
く情勢は厳しく、財政的制約はますます大きくなる
ものと考えられる。そこで、社会資本整備を合理
的・経済的に適切に行うために、新しい設計・施
工法を取り入れた施設建設のほかに、適切な維
持管理手法等による施設の長寿命化や構造物の
ライフサイクルコストの削減を進めることが不可欠
である。また、構造物の設計法が性能設計法に
移行していることから、構造物の重要性・緊急性
を考慮した構造物の性能の評価手法の開発・改
良を行う。

港湾・空港施設の高度化に関する研究分野は、
以下の４つのサブテーマから構成される。
サブテーマ①：港湾施設の性能照査技術の開発
および改良
サブテーマ②：港湾施設の機能向上に関わる技
術開発
サブテーマ③：空港舗装の機能向上に関わる技
術開発
プログラム開発関連④：地盤及び構造物の設計
にかかわるプログラムの開発

長周期波、うねりに対する構造物の安全性の検
討を進めた。
鋼、コンクリートの長期耐久性の検討を進めた。
衝撃力を受けるコンクリート部材の性能照査手法
を提案したほか、部材設計のための信頼性設計
法の導入を検討した。
鉄鋼スラグを用いた地盤改良の特性調査を開始
した。
物流改革のための調査を開始した。
空港舗装の品質管理手法の高度化のための検
討をした。

　サブテーマ１ ①研究目標

港湾施設の性能照査技
術の開発および改良

「港湾の施設の技術上の基準」に性能設計の考
え方が本格的に導入され、その実施への技術的
支援が急務であること、更に我が国の港湾・空港
施設の設計の考え方を世界標準に組み入れる必
要性があることから、重点研究課題として「国際
標準化を目指した港湾施設の性能照査技術の開
発及び改良に関する研究」を設定し、構造物の性
能を評価するための諸課題解決に取り組む。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ２ ①研究目標

港湾施設の機能向上に
関わる技術開発

港湾施設の供用性を向上すること、港湾施設の
性能向上を図ること、ライフサイクルコストを縮減
するために長寿命化を図ることなどを通じて港湾
施設をより使いやすく機能的なものにすることに
よって、物流を安定化し、わが国の経済活力を維
持させるための技術開発を行う。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ３ ①研究目標

空港舗装の機能向上に
関わる技術開発

空港は、国内外の人流・物流の基幹となってお
り、その機能を長期的かつ安定的に保持すること
が求められている。このことから、空港の機能を
維持管理するための技術の高度化が要請されて
いる。そこで、空港土木分野として、滑走路、誘導
路、エプロンの健全性の維持管理技術を向上さ
せ、空港施設を安全かつ安定的に供用させる技
術を開発する。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ４ ①研究目標

地盤及び構造物の設計
にかかわるプログラムの
開発

地盤及び構造物の実務設計のためのプログラム
整備を行う。また、土質データベースの構築と改
良を行う。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

今後の研究上の課題
その他の特記事項

研　　究　　計　　画

長周期波やうねりに対する構造物の安定性向上
に関する検討を行った。また、衝撃力を受けるコン
クリート部材の性能の照査手法を取りまとめたほ
か、港湾構造物の部材設計のための信頼性設計
法の導入の検討をした。さらに、鉄鋼スラグのよう
な硬化の可能性のある地盤材料を用いて杭式地
盤改良した時の地盤特性に関する検討を進め
た。

・長周期波に対する性能設計法の開発と、長周期
波やうねりに対する構造物の安定性の向上に関
する検討を行う。
・地盤特性の解明や鋼・コンクリートなどの構造材
料の力学特性の把握をする。
・構造物や地盤の変形・破壊挙動の検討を行う。
・構造物の設計法の新規導入とその検証を行う。

３　活力ある社会･経済の実現

・港湾施設の維持管理技術の向上に資するた
め、新たな構造形式を提案するとともに、鋼構造
物の防食設計の考え方を検討する。また埋立地
の維持管理に資するため長期沈下予測手法につ
いて検討する。
・港湾をめぐる物流対策に資するため、既設岸壁
の増深に関する検討とコンテナーターミナルの評
価に関する研究を実施するなど荷役の効率化に
ついて検討する。

港湾局関係機関において長年にわたって蓄積さ
れてきた技術情報を、プログラムライブラリーおよ
び関連データベースとして整備・活用するための
技術サービス活動を実施した。

損傷した空港舗装の補修に対する設計・品質管
理方法の高度化について検討した。

設計業務支援のための地盤及び構造物設計に
かかわるプログラムライブラリーを整備するととも
に、地盤データベースを構築・改良する。

空港土木施設の維持管理に資するために、路
盤・路床の変形予測やPC舗装版特有の課題につ
いて検討する。さらにアスファルト舗装の維持管
理手法について検討する。

港湾鋼構造物の防食設計法の合理化のための
検討を進めるとともに、埋立地の維持管理のため
の不同沈下予測手法について検討した。また、重
力式岸壁の増深工法に関する検討と、スーパー
高規格コンテナターミナルの評価に関する研究を
開始した。
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【研究テーマ名】　３ア　港湾・空港施設の高度化に関する研究

研究実施項目
研究成果の概要・達成度 研究成果の活用状況・見通し 成果の公表　等 研究代表者

港湾施設の性能照査技術の開発及び改良につ
いては、作用力特性の把握として長周期波の特
性を把握したほか、地盤・構造材料の材料特性の
把握、構造物の変形・破壊挙動の解明、波と構造
物の相互作用、設計法の開発と検証の各項目に
ついて検討し、課題を解決した。港湾施設の機能
向上に関する技術開発では、桟橋上部工の新規
構造形式を提案するとともに、鋼構造物の防食設
計の合理化を図り、埋立地盤の不同沈下につい
て検討した。空港施設の機能向上に関する技術
開発では、路盤・路床と舗装の維持管理にかか
わる検討を進めた。これらの点について目的は
着々と達成されつつある。

成果の一部はすでに技術基準に反映されている
ほか、実務に適用されているものもある。また、次
期基準改定のための基礎資料となる研究成果が
出ている。

2010年度までの数字
港空研報告12編、港空研資料13編、和文査読53
編、英文査読55編、特許2件

テーマリーダー
地盤・構造部長　菊池喜昭

港湾局関係機関において長年にわたって蓄積さ
れてきた技術情報を、プログラムライブラリーおよ
び関連データベースとして整備・活用するための
技術サービス活動を実施し、港湾にかかわる合
理的な調査・設計が、各地方整備局等で行われ
ることに貢献した。

港湾局関係機関において長年にわたって蓄積さ
れてきた技術情報を、プログラムライブラリーおよ
び関連データベースとして整備・活用するための
技術サービス活動を実施することによって、港湾
にかかわる合理的な調査・設計が、各地方整備
局等で行われることに貢献した。

･3ｱ-0403(佐々木)「 プログラムライブラリの各種
パソコンＯＳへの対応とプログラムの改良」 (地
盤・構造関係)
･3ｱ-0406(佐々木) 「プログラムライブラリの効率
的運用と普及」
･3ｱ-0405(佐々木) 「土質データベースの効率的
維持管理と運用」
･3ｱ-0404(佐々木) 「港湾・空港の調査設計に関
する基礎技術の向上と普及」(地盤・構造関係）
･3ｱ-0702(佐々木)「 プログラムライブラリおよび関
連するデータベースの構築・改良および運用」
（地盤・構造関係）

空港既設PC舗装版のポンピング対策として、補
強グラウト材を開発した。連続式赤外線や電磁波
による舗装層間剥離探査手法を開発した。空港
舗装補修要領（案）の改訂に寄与した。

開発した補強グラウト材が羽田空港第一ターミナ
ルのPC版リフトアップ工事に適用された。連続式
赤外線による舗装層間剥離探査手法が福岡空港
の滑走路に適用された。また、電磁波による舗装
層間剥離探査手法が福岡空港の滑走路に適用さ
れた。そのほか、空港舗装補修要領（案）の改訂
に寄与した。

2010年度までの数字
港空研報告1編、港空研資料0編、和文査読6編、
英文査読4編、特許0件

･3ｱ-0402(早野) 「移動荷重に対する路盤・路床
の変形予測」
･3ｱ-0504(早野) 「空港既設PC舗装版のポンピン
グ防止技術に関する実験」
･3ｱ-0803(前川) 「空港オーバレイ舗装の設計・
品質管理の高度化」
･3ｱ-0607(前川) 「空港アスファルト舗装剥離の
非破壊探査方法の提案」

･3ｱ-0301(平石) 「長周期波対策における性能設計法の開発」

･3ｱ-0801(平山)「 長周期波およびうねりに対する構造物の性能照

査に関する検討 」

･3ｱ-0601(田中) 「軟弱粘土地盤の堆積環境に基づく地盤物性の評

価手法の提案」

･3ｱ-0606(山路) 「暴露試験によるコンクリート、鋼材および各種材

料の長期耐久性の評価」

･3ｱ-0502(岩波) 「コンクリート部材の耐衝撃性向上に関する実験

的検討」

･3ｱ-0602(渡部)「 粘土地盤の変形予測手法の高度化に関する提

案」

･3ｱ-0902（渡部）「埋立地盤維持管理のための不同沈下予測手法

の提案」

･3ｱ-0501(菊池) 「杭の支持力推定手法の標準化の提案」

･3ｱ-0603(北詰) 「セメント改良土の周辺地盤の変形追随性に関す

る実験」

･3ｱ-0401(山路) 「アルカリ骨材反応が生じた鉄筋コンクリートにお

ける鉄筋の破断メカニズムの実験的考察」

･3ｱ-0407(米山) 「海洋構造物周りの流体解析へのセルオートマン

法の適用性の評価」

･3ｱ-0604(北詰)「セメント系固化技術を用いた既存岸壁の吸い出し

防止技術に関する検討」

･3ｱ-0802(岩波) 「衝撃力を受けるコンクリート部材の性能照査法

の提案」

･3ｱ-0901(岩波) 「港湾構造物の部材設計に対する信頼性設計法

の導入のための解析」

･3ｱ-0701(森川) 「杭式深層混合処理地盤の安定性の評価手法の

開発」

･3ｱ-1001(森川) 「鉄鋼スラグ等を杭材とした杭式改良地盤の安定

性の評価」

外洋性港湾におけるうねりや長周期波の作用に
よる係留船舶の動揺を事前に予測し、荷役可否
情報をリアルタイムで配信できる荷役可否情報シ
ステムを開発した。
港湾施設の性能向上を図るため、セメント系固化
地盤に必要な強度特性や透水特性を実験的に検
討し、数値解析により固化改良範囲や施工法を
検討することで、セメント系固化材料を用いた既
存岸壁背後の吸い出し防止方法を検討した。
プレキャスト部材の活用を図り、その接合方法に
関して模型載荷実験および数値解析を行うこと
で、維持補修の容易な桟橋上部工の新しい構造
形式を開発した。港湾鋼構造物に適用される防食
工法について、防食性能を定量的に評価する手
法を検討し、性能照査型の設計法を提案した。

プレキャスト部材の活用を図り、その接合方法に
関して模型載荷実験および数値解析を行うこと
で、維持補修の容易な桟橋上部工の新しい構造
形式を開発した。荷役可否情報システムについて
は、現在試行確認を行っている。また、羽田空港
再拡張事業における不同沈下予測とその検証に
も活かされた。港湾鋼構造物に適用される防食工
法について、防食性能を定量的に評価する手法
を検討し、性能照査型の設計法を提案した。

2010年度までの数字
港空研報告2編、港空研資料1編、和文査読1編、
英文査読2編、特許0件

･3ｱ-0605(岩波)「リプレイサブル桟橋上部工の開
発に関する実験および解析」
･3ｱ-0903(山路) 「港湾鋼構造物の防食方法・防
食設計の合理化に関する検討」
･3ｱ-0503(米山) 「外洋性港湾における荷役可否
情報システムの開発」
･3ｱ-1002(水谷) 「重力式岸壁の増深工法に関す
る検討」
･3ｱ-1003(吉江) 「スーパー高規格コンテナターミ
ナルの評価に関する研究」

研　究　成　果

・長周期波やうねりの特性を検討し、これらの作
用に対する構造物の安定性向上方策を提案し
た。
・性能照査技術として、現地粘土地盤の物理・力
学特性、改良地盤の破壊挙動、杭基礎の支持
力、構造物周りの流体解析、構造物の耐久性評
価ならびにコンクリート構造物の性能照査法に関
する研究を行った。
構造物の耐久性評価については、コンクリート、
鋼材ならびに木質材料の耐久性・腐食状況に関
して、暴露試験を実施し、物理的・化学的・電気化
学的な評価を行った。
コンクリートはり部材および版部材の繰返し衝撃
載荷実験を行い、その破壊過程について検討す
るとともに、耐衝撃性の評価を行った。また、コン
クリート構造の部材設計の際に信頼性の考え方
を導入する方法を検討した。

秋田港において長周期波対策の緩傾斜幅広堤
が施工された。ステンレス鉄筋に関する設計施工
指針（土木学会）の作成に寄与した。性能設計を
実現するための信頼性設計法に対応した地盤定
数設定法として、2007年4月に改定された「港湾
の施設の技術上の基準」において全面的に取り
入れられ、今後の港湾施設の設計に際しての重
要な手法として位置付けられた。また、羽田空港
再拡張事業における地盤調査結果のとりまとめ、
ならびにその検証にも活かされた。羽田空港再拡
張事業において施工された管中混合固化処理土
の挙動検討の際に活用されてた。技術基準中の
杭の支持力推定手法の考え方に研究成果が盛り
込まれた。ライフサイクルコストを縮減するため
に、耐衝撃性に優れる鉄筋コンクリート部材を開
発し、衝撃荷重を受ける防波堤ケーソンなどの長
寿命化を図る技術を提供した。

2010年度までの数字
港空研報告9編、港空研資料12編、和文査読46
編、英文査読49編、特許2件
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　【研究分野名】 　

研究目標 研究内容（五箇年全体） 2010年度の研究実施内容

全体計画

既設港湾・海岸･空港の構造物の供用中の機能・
性能を要求レベル以上に確保し、有効活用を図る
ために、点検・診断、評価、将来予測、対策に関
る技術を高度化し、これらによるマネジメントシス
テムにまとめあげる。

マネジメントシステムの構築のために、材料の耐
久性向上や構造性能低下の予測、供用中の性能
評価に関する研究を進めるとともに、これらの成
果をマネジメントシステムという総合的（包括的）
なシステムにまとめ上げるため、ライフサイクルマ
ネジメントを構成する重点技術をそのままサブ
テーマとして設定して、研究を進めた。

非破壊試験技術を導入し、コンクリート構造物の鉄筋
腐食を常時モニタリングできる技術を検討した。ま
た、これまでのLCMシステムを矢板式および重力式
係船岸への展開ならびに施設の利用面に着目した
施設の機能評価手法を検討した。さらに、 LCMシス
テムより提示される施設の性能維持のための複数の
シナリオを評価するためのスキームの構築および提
案を行った。

　サブテーマ１　 ①研究目標

サブテーマ①「点検・診
断技術の高度化」

多数の部材から構成されたり規模の大きな構造物の
点検実施頻度、箇所、数量、データの不確実性につ
いて確率的な観点からの検討を進め、点検診断の効
率性を高めるための提案を行う。また、自走する点検
作業装置の操作性を向上させるシステムを検討し、
桟橋上部工の点検作業の無人化を図り安全性と効
率性を高めるための手法を開発する。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ２ ①研究目標

サブテーマ②「材料の劣
化メカニズムの解明と劣
化進行予測」

構造物を構成する材料の劣化メカニズムを明らかに
し、それに基づく劣化進行予測モデルを提案する。ま
た、材料のリサイクルとライフサイクルとの関係を明
らかにし、暴露環境を考慮した劣化の進行予測手法
を開発する。下部鋼管杭に関して、被覆防食工法と
電気防食工法の併用工法の防食設計法、供用中の
防食性能の評価を行う。SGM材料等人工地盤材料
の長期耐久性や力学特性などのライフサイクルマネ
ジメント技術に関して検討し、LCMシステムの構築お
よび高精度化を図る。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ３ ①研究目標

サブテーマ③「構造物の
性能低下の予測と補修
効果の定量化」

桟橋のLCMシステムのさらなる高精度化および高機
能化を目指した検討を継続し、システムの完成度を
高め、矢板式および重力式係船岸へのLCMシステム
の展開を目標に、これら構造物の性能低下モデルの
構築を図る。また、LCMシステムより提示される施設
の性能維持のための複数のシナリオを評価するた
め、金融工学の手法を導入したスキームの構築およ
び提案を行う。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

今後の研究上の課題
その他の特記事項

材料劣化に起因する構造性能低下に基づく性能
低下予測モデルおよび補修等による性能回復モ
デルを提案する。また、ライフサイクルコスト最小
条件での構造設計手法や用途変更等による性能
評価技術を構築する。暴露試験および実構造物
の調査結果から性能低下および劣化進行のばら
つきを数値的に評価し、空間分布の再現モデルを
構築するための検討を行う。また、LCMシステム
により提案される性能維持のためのシナリオを評
価するため、NPVの導入を検討し、評価のための
スキームを構築する。

これまで主に桟橋を対象として検討を進めてきた
LCMシステムを矢板式および重力式係船岸へ展
開するための検討を行うとともに、施設の利用面
に着目した施設の機能評価手法を検討した。ま
た、 LCMシステムより提示される施設の性能維
持のための複数のシナリオを評価するための金
融工学の手法を導入したスキームの構築および
提案を行った。

構造物を構成する材料の劣化メカニズムを明らか
にし、それに基づく劣化進行予測モデルを提案し
た。また、材料のリサイクルとライフサイクルとの
関係を明らかにする。暴露環境を考慮した劣化の
進行予測手法について検討する。下部鋼管杭に
関して、被覆防食工法と電気防食工法を併用した
防食設計法、供用中の防食性能の評価法につい
て、暴露試験を行って検討する。ＳＧＭ材料等の
人工地盤材料の長期耐久性やさらに再利用した
場合の力学特性などのライフサイクルマネジメント
技術に関して実験的に検討する。

研　　究　　計　　画

港湾構造物の点検診断に非破壊試験技術を導
入することのメリットを検討・整理した上で、コンク
リート構造物の鉄筋腐食を常時モニタリングでき
る技術を確立するための検討を行った。

３　活力ある社会･経済の実現

海洋環境下にある構造物・部材の点検・診断の
高度化および省力化を実現する。点検の高度化
については、実構造物を対象とした多数の点検結
果を整理・解析し、確率論的アプローチから新しい
点検手法を提案するとともに、非破壊試験技術の
導入による鉄筋腐食モニタリング技術について検
討を行う。点検の自動化については、検査用ビー
クルの運動性能向上のための制御アルゴリズム
の確立と、これを装置に反映させた検証実験を行
う。

該当研究実施項目なし
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【研究テーマ名】　３イ　ライフサイクルマネジメントに関する研究

研究実施項目
研究成果の概要・達成度 研究成果の活用状況・見通し 成果の公表　等 研究代表者

構造物を構成する部材の点検・診断技術の高度
化を図り、材料の劣化メカニズムの解明と劣化進
行の予測技術、構造物の性能低下の予測と補修
効果の定量化の検討を行った。それらを基に、確
率的手法をベースとする桟橋上部工および下部
工を対象としたライフサイクルマネジメントシステ
ムを提案した。

一連の研究結果は、既存施設の性能確保と有効
活用を目的とする施設管理が可能となり、アセット
マネジメントに基づく行政施策に活用される。ま
た、新設構造物の維持管理計画の策定における
劣化・変状の予測に活用され、ライフサイクルコス
ト縮減に寄与し、国民が負担する施設の維持管
理コストの縮減と資源の最適配分の実現に資す
る。

テーマリーダー
研究主監　北詰昌樹

・3ｲ-0601(岩波)海域施設のライフサイクルマネジ
メントのための確率的手法に基づく劣化予測シス
テムの開発
・3ｲ-0602(岩波)補修・補強による性能改善効果
とその寿命評価に関する実験
・3ｲ-0901(古市)ライフサイクルエコノミーを導入し
たLCMシナリオの評価
・3ｲ-0902(加藤)矢板式および重力式係船岸等へ
のLCMの展開

・3ｲ-0502(吉江)「杭式桟橋の鋼管杭板厚を非接
触型で計測する技術の開発」
・3ｲ-0702(加藤)「極値統計理論に基づく既存構
造物の点検手法の最適化に関する解析」
・3ｲ-0703(吉江)「桟橋床版下部検査用ビークル
の操作性の向上に関する検討」
・3ｲ-1001(岩波）「非破壊試験技術の活用による
港湾構造物の点検診断・モニタリングの高精度化
に関する検討」

構造物を構成する材料の劣化メカニズムを明らか
にし、暴露環境を考慮した劣化進行予測モデルを
提案した。下部鋼管杭に関しては、被覆防食工法
と電気防食工法の併用による防食設計法ならび
に防食性能の評価法を提案した。さらに、気泡混
合処理土の長期耐久性や高炉水砕スラグ硬化促
進工法を提案した。

港湾RC構造物の劣化メカニズムに関する研究の
成果に基づき、表面塩化物イオン量およびコンク
リートの拡散係数の設定の標準化がなされた。ま
た、下部鋼管杭の電気防食工法および被覆防食
工法に関する成果は、各防食工法の維持管理を
行う際の基礎資料として活用される。さらに、人工
地盤材料のLCMに関する研究の成果は、今後の
気泡混合固化処理土の利用を図る際の基礎資料
として活用される。さらに、高炉水砕スラグについ
ては、提案した硬化促進工法をもとに利用が図ら
れる。

3ｲ-0501：港空研資料1、査読付和文論文1、査読
付英文論文1、その他3
3ｲ-0603：港空研報告1、査読付和文論文2、その
他4
3ｲ-0701：港空研報告1、港空研資料0、査読付和
文論文3、査読付英文論文4、その他8

・3ｲ-0501(山路)「暴露環境を考慮した港湾RC構
造物の耐久性評価および劣化予測手法の開発」
・3ｲｰ0603(山路)「桟橋式海上空港における下部
鋼管杭の維持管理方法の検討」
・3ｲ-0701(菊池)「人工地盤材料のLCMに関する
検討」

研　究　成　果

コンクリート構造物中の鉄筋の腐食に関して、目
視調査による劣化度判定結果のばらつきの特性
を検討した。さらに、点検診断実施の頻度・箇所・
数量の最適化および点検データの不確定性を含
めた性能評価について、極値統計理論による新
たな手法を提案した。非接触型板厚測定技術とし
て、広帯域送受波器の試作装置を改良し、その
精度を検証した。また、桟橋床版下部検査用ビー
クルの操作性を向上させ、遠隔操作支援システム
を構築した。さらに、点検診断に非破壊試験技術
を導入して、調査結果の高精度化や作業の省力
化を図った。鉄筋腐食の常時モニタリング技術の
開発に着手した。これらにより、点検・診断の結果
の高精度化と作業の省力化に関する要素技術を
確立することができ、研究目標の達成度は高い。

本研究により確立された点検診断技術の高度化
にのための技術は、維持管理計画に基づいて今
後実施される港湾施設の点検診断業務に活用さ
れる。また、点検の頻度・箇所・数量の最適化に
関する検討結果は、合理的な維持管理計画の策
定に資することができる。検査用ビークルの研究
の成果は、これまで多大な労力を要していた床版
下部などの港湾構造物の点検作業の安全性と効
率性の向上や作業の省力化に活用される。

3ｲ-0502：3ｳ-0601でカウントする。
3ｲ-0702：港空研報告1、港空研資料0、査読付和
文論文4、査読付英文論文6、その他8
3ｲ-0703：港空研報告0、港空研資料0、査読付和
文論文1、査読付英文論文0、その他1
3ｲ-1001：港空研報告0、港空研資料0、査読付和
文論文3、査読付英文論文1、その他4

実構造物における劣化・変状の進行速度のばら
つきおよび空間的分布の調査と定量的な分析・
評価を行って桟橋のLCMシステムを構築し、公開
した。FRPシート接着界面の耐久性ならびにコンク
リート表面の浸透性改質剤による補修効果を定
量的に評価し、塩化物イオン浸透抑制に対する効
果を明らかにして、港湾RC構造物の補修効果を
定量評価した。ＬＣＭシナリオについては、港湾施
設の投資に関する費用負担スキームの国際比較
を行った。さらに、LCMシナリオを設定し、純現在
価値NPV（Net Present Value）などによる評価手
法を提示した。一連の成果より、材料の劣化のメ
カニズムの解明や予測手法の開発、港湾構造物
の性能低下の予測や補修効果の評価が可能と
なったため、研究目標の達成度は高い。

本研究により得られた構造物の性能低下の予測
技術と補修効果の定量化技術については、その
考え方が2007年改正の港湾の施設の技術上の
基準・同解説に反映された。また、具体的な手法
については、同年発行された港湾の施設の維持
管理技術マニュアルおよび港湾の施設の維持管
理計画書作成の手引きの一部として発表され、現
在港湾施設の維持管理の実務において広く活用
されている。

3ｲ-0601：港空研報告3、港空研資料2、査読付和
文論文10、査読付英文論文17、その他24
3ｲ-0602：港空研資料1、査読付和文論文5、査読
付英文論文15、その他8
3ｲ-0901：港空研報告0、港空研資料1、査読付和
文論文0、査読付英文論文2、その他2
3ｲ-0902：港空研報告1、港空研資料3、査読付和
文論文5、査読付英文論文8、その他8
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　【研究分野名】 　

研究目標 研究内容（五箇年全体） 2010年度の研究実施内容

全体計画

港湾・空港整備を円滑に進めるために水中工事
の無人化の必要性が高まっているが，近年の厳
しい財政状況の中で多くの社会資本が耐用年数
を迎え，その適切な維持管理の重要性・緊急性
が増していることから，港湾構造物等の海中構造
物の劣化状況の点検・診断，劣化部分の補修工
事における水中作業の無人化技術の開発に取り
組む。

　港湾・空港施設の劣化度を効率的に点検・診断
するための非接触型点検・診断装置に関する研
究を行った。
　また、点検・診断装置を海中の対象構造物に誘
導し、点検・診断作業を有人の調査と同程度の効
率で実施する遠隔操作型の作業機械、GPS波浪
計の係留系点検装置及び無人による水中物体回
収装置に関する研究行う。

非接触肉厚計測装置の活用範囲を拡大するため、
共同研究に着手した。また、研究した装置の実用化
を目指して、実海域における実際の工事・調査等で
の活用を図った。

fl

　サブテーマ１　 ①研究目標

サブテーマ①鋼構造物
の無人化点検技術の開
発

鋼構造物の劣化診断に不可欠な鋼構造物の板厚
を、鋼構造物表面に付着した貝類等を除去すること
なく測定可能な非接触板厚計測装置に関する研究を
行う。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ２ ①研究目標

サブテーマ②海洋におけ
る水中作業の無人技術
の開発

大水深に設置され、有人での点検が困難なGPS波浪
計の係留系を安全かつ効率的に点検可能なシステ
ムの開発を行う。
また、消波ブロックの移設等を安全に実施するため、
玉掛け作業が不要である網チェーンを用いた撤去技
術の開発を行う。
水中バックホウのマニピュレータ技術を基本システム
とし，各種作業に適した先端部を開発することによ
り，様々な水中作業に適応させることで，安全な水中
作業の実現を目指す．

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

今後の研究上の課題
その他の特記事項

３　活力ある社会･経済の実現

研　　究　　計　　画

測定対象である鋼構造物内における超音波の多
重反射を活用して、鋼構造物の肉厚を非接触で
計測する非接触肉厚計測装置に関する研究を行
う。

非接触肉厚計測装置について、平成２０年度から
進められている「港湾施設の戦略的維持管理制
度」における点検・診断手法への適用を念頭に置
きつつ、過年度に実施した実海域実験の成果等
を踏まえ、これまで取り組んできた水中作業用マ
ニピュレータ技術の活用も含めて実海域での実用
化を図るための経済性、利便性、安全性等の向
上を追求した開発をさらに前進させる。

GPS波浪計の点検に関しては、点検対象物を捕
捉し点検対象物近傍まで当該システムを半自動
で誘導する技術、ならびに点検装置を安定保持し
ながら水中部無人で係留系の状態を確認する手
法を確立する。
また、網チェーン式回収装置を用いて、種々の条
件下におけるブロック移設工事，港湾内の落下物
回収作業を想定し、その活用形態、運用方法につ
いて試験工事等により研究を行う。
更に、当所所有のフォークグラブアタッチメントに
電動アームを取り付け，重作業と精密作業を行う
システムに関する研究を行う。

GPS波浪計の点検に関しては、画像を用いた目
標物の自動追尾制御プログラムを改善し、ビーク
ルの操作性および運用性の向上を図り、試験運
用において検証した。
また、網チェーン式回収装置に関し、　これまでの
成果を，｢運用マニュアル」および「設計・製作・保
守管理マニュアル」としてとりまとめる。
更に、マニピュレータ技術に関し、電動補助アー
ムの開発及び操作インターフェースとの連動制御
プログラムの構築を行う。
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【研究テーマ名】　３ウ　水中工事等の無人化に関する研究

研究実施項目
研究成果の概要・達成度 研究成果の活用状況・見通し 成果の公表　等 研究代表者

非接触肉厚計測装置及びGPS波浪計の係留系
点検装置については、実機を製作し、実海域にお
いて動作確認を行った。
網チェーン型回収装置については、多年度に渡っ
て実海域における回収作業に活用された。

非接触型肉厚計測装置、GPS波浪計の係留系点
検装置及び網チェーン型回収装置について、実工
事での活用が期待される。

テーマリーダー
施工・制御技術部長　白石哲也

・3ｳ-0801(吉江)鋼構造物の肉厚を非接触型で
計測する装置の実用化開発
・3ｳ-0602(平林)水中構造物の無人点検機用の
マニピュレータの開発

GPS波浪計の係留系点検装置については、実機
を製作し、神奈川県平塚沖及び岩手県釜石港の
実海域において動作確認試験を行うとともに、担
当研究者が博士号を取得した。
網チェーン式回収装置については、３m程度のう
ねりのある海域においても、潜水士を用いること
なく安全に撤去作業が可能であることを確認し
た。
マニピュレータ技術については、複雑な動作を片
手で操作可能とする電動アーム操作インター
フェースの開発を行うとともに各種精度の検証を
実施した。

GPS波浪計の係留系点検装置については、釜石
港における点検工事において使用された。
網チェーン式回収装置については、留萌港、久慈
港等において消波ブロックの撤去工事に採用され
るとともに、大水深（約200m）から水中翼の回収
にも成功した。
マニピュレータ技術については、土木研究所、民
間企業との共同研究を検討中である。

・英文論文　　　　　　2編（うち査読2編）
・和文論文　　　　　　1編（うち査読編）

・3ｳ-0802(田中)GPS波浪計の係留装置点検シス
テムの開発
・3ｳ-0901(平林)水中作業用マニピュレータの多
機能化に関する研究
・3ｳ-0803(野口)網チェーンを用いた水中物体回
収装置の実用化開発

研　究　成　果

非接触肉厚計測装置について、北九州港での実
海域実験等を踏まえて実機を製作し、波崎海洋
観測施設、熊本県八代港において動作確認を
行った。
以上の成果が国土交通大臣に認められ、平成22
年度に国土技術開発賞優秀賞を受賞した。
また、水中構造物の無人点検機用のマニピュ
レータの開発については、外部から各賞等（筑波
大学博士号、同学長表彰、日本VR[バーチャルリ
アリティ]学会論文賞）を受賞しており、評価が高
い。

国土交通省港湾局は、平成22年度に戦略的維持
管理協議会を設け、港湾施設の本格的な維持管
理を実施していくこととしているので、点検・診断を
効率化する技術として活用される見込みである。

・英文論文　　　　　　2編（うち査読2編）
・和文論文　　　　　 11編（うち査読2編）
･港空研資料　　　　　2編
・特許（出願）　　　　　2件
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　【研究分野名】 　

研究目標 研究内容（五箇年全体） 2010年度の研究実施内容

全体計画

厳しい気象条件を克服し海洋空間を高度利用す
るため技術の確立をめざす。特に、大規模海面処
分場は海洋空間の有効な利用上重要であるた
め，安全・安心な跡地活用の前提となる海面処分
場の長期安定性を確保する評価技術を開発す
る。また、環境負荷を軽減させたリサイクル技術と
して浚渫土等の産業副産物の港湾・空港整備事
業への活用を可能とする技術を開発する。

2006年度から2010年度までの5か年間において
は、海洋空間高度利用をめざして浮体構造物の
波浪中の動揺解析や外力条件設定のための極
大波浪の出現や人工サーフィンリーフに関する検
討を実施する。また、環境対応型技術開発とし
て、海面廃棄物処分場の遮水安定性の評価法を
構築するとともに、リサイクル材料の港湾工事へ
の活用について実証的検討を行う。

201０年度は、実施項目(3エ-0801-オ-23)の最
終年度として、大水深域における極大波浪の特
性と海洋構造物へのインパクト荷重の推定に関
する研究成果をとりまとめるとともに、実施項目（3
ｴ-0903--29）、（3ｴｰ0901-ｵｰ31)、（3ｴ-0902-ｷ
31）の2年度目として研究活動を継続した。

　サブテーマ１　 ①研究目標
☆海洋空間の有効利用
に関する技術開発

台風の来襲などの厳しい気象・海象条件下にお
ける海洋空間を有効利用するため，海洋の浮体
構造物等を安全に設計するため、来襲する極大
波浪の出現特性を明らかにするとともに、浮体構
造物の設計のために必要となる波浪や長周期波
に対する浮体の動揺特性を明らかにする。あわせ
て、沿岸域空間のより一層の有効使用に資する
ため、サーフィンリーフなどの人工的波浪制御構
造物の有効性や実現可能性についても基礎的な
検討を行う。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

　サブテーマ２ ①研究目標
廃棄物海面処分場の
長期安定性の評価
および
活用に関する技術開発

様々な有害物質・汚染物質を含む廃棄物によっ
て土地が埋立造成される廃棄物海面処分場の遮
水機能を長期間にわたり安定的に保持しするた
め，護岸の遮水性能の長期安定性の評価手法を
開発する．

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

途中、2008年度は、一時研究活動を見合わせ、廃棄物護岸をめぐる社会条件を見極めた

　サブテーマ３ ①研究目標
リサイクル技術の推進
による循環負荷低減
に関する技術開発

浚渫土等の産業副産物を、埋め立て材料などの
港湾・空港整備事業への活用を可能とするため、
リサイクル材料の物理・化学特性を解明し，利用
にあたっての技術的な設計手法を構築する。

②研究実施期間（西暦）： 2006 ～ 10

今後の研究上の課題
その他の特記事項

X線ＣＴ装置を用いた現地サンプルの解析を通じ
て、埋立リサイクル材料への長期浸水状況を検
討し、リサイクル材料の地盤工学的長期安定特
性をとりまとめた。
　各種新材料（ステンレス鉄筋，各種リサイクル材
料等）についての暴露試験を実施し、それぞれの
材料ごとに長期的な材料特性の変化をとりまとめ
た。
　現地地盤材料のサンプリングと物性試験を行
い、長期安定性の評価を行った。
　そのうえで、これまで行われた現地調査や室内
試験結果をとりまとめ、リサイクル材料の再利用
の技術的指針をとりまとめつつある。

(3エ-0902)「浚渫土利用したリサイクル地盤材料
の再利用」の２年度目として、セメント固化処理土
について一連の土質試験を行い、一度固化した
粘土試料を解泥したときの物理特性の変化、なら
びに、再び固化したときの力学特性について試験
を行った。

研　　究　　計　　画

大水深域における極大波浪として、Freak　Wave
（一発大波）の出現特性を、理論および不規則波
水理模型実験により検討した結果をとりまとめた。
また、第2回、第3回のサーフィンサイエンス＆テク
ノロジーシンポジウム等の開催を通じて、人工
サーフィンリーフの設計に向けての利用者からの
視点を含めた研究情報を幅広く収集した。なお、
研究実施項目（3ｴ-0903-29）利用と目的をかね
た人工サーフィンリーフに関する研究は、新しい
テーマ3Dに引き継ぎ、2011年度も継続して実施
することとする。

3 活力ある社会・経済の実現

　・平面水槽及び断面水路を用いた造波実験、及
び実地形を対象とした数値計算を通じて、浮体の
津波等による長周期波に対する動揺応答特性を
明らかにするとともに、波高が有義値の2倍を超え
る波と定義したFreak Wave（一発大波）の発生条
件を検討し、スペクトル尖鋭度、方向集中度がと
もに高い深海域のうねり性波浪が当てはまること
を見出すとともに、浅海域における発生確率の変
化を明らかにした。あわせて、人工サーフィンリー
フのような波浪制御構造物による海域のより一層
の有効活用に向けた模型実験やシンポジウム開
催を通じた情報収集を行った。

以下の研究実施項目に取り込んだ。
(3エ-0501)「廃棄物海面処分場の維持・管理技
術の開発」では，海面処分場の遮水構造の検
討，破棄物地盤の浄化・安定化のシミュレーション
を通じて保有水管理という視点から検討した．
　(3エ-0901)「廃棄物海面処分場の遮水工の品
質管理手法の開発」では、遮水性能を保証するた
めの品質管理手法の提案を目指し、実際の施工
事例を通じて施工管理情報を収集し、品質管理手
法を提案する。

サンプル抽出による遮水性能の検査方法、遮水
工の施工管理方法に関する情報を収集し、これら
の組合せやデータ管理・処理方法を検討すること
により、遮水性能を保証するための品質管理手法
の提案を目指した研究を継続実施した。実際の施
工事例を通じて施工管理情報を収集し、品質管理
手法の有効性を検証するため、2010年度は、施
工管理情報を品質管理情報に役立てるための
データ処理技術を検討した。
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【研究テーマ名】　３エ　海洋空間高度利用技術、環境対応型技術等に関する研究

研究実施項目
研究成果の概要・達成度 研究成果の活用状況・見通し 成果の公表　等 研究代表者

本研究テーマは、全体としては、所期の成果を達
成できたものと考える。すなわち、海洋空間の高
度利用のために不可欠な極大波浪の出現につい
て、現地観測データ、水理模型実験、数値解析に
よって、波浪のスペクトル形に関連付けられる実
証的な結論を得ることができたのとともに、廃棄
物処理護岸の遮水性能を評価する一定の目安を
提示することができた。さらに、リサイクル浚渫材
料を海洋工事に活用するための留意事項を示す
こともできた。

2010年度までの研究成果は、港湾・空港構造物などの
海洋構造物の設計・施工に直接寄与できるものであり、
今後の技術基準等への反映が期待される。このため、本
研究テーマの成果を発展させ、次期中期計画の新研究
テーマ”3D海洋空間・海洋エネルギーの有効利用に関す
る研究テーマ”に継続し、海洋再生エネルギーの利活用
や、海中施工技術の高度化とあわせた研究テーマとし
て、さらなる行政への貢献をめざすこととする。ただし、サ
ブテーマ2とサブテーマ3については、既に、設計実務に
反映できるレベルまで研究が進んだため、次期中期で
は、新研究テーマ”3B港湾空港施設を支える地盤と基礎
の評価・高度化に関する研究テーマ”に引き継ぐこととす
る。

テーマリーダー
研究主監　　永井紀彦

(3エ-0401（菊池）)リサイクル材料の透水特性に
関する実験（2004-2006：前中期から研究を引
継）
　(3エ-0201（山路）)新材料の海洋環境下におけ
る適用性および耐久性に関する実験（2002-
2006：前中期から引継）
(3エ-0601（渡部）)浚渫土を活用したリサイクル地
盤材料の長期安定性の評価（2006-2008）：渡部
要一
　(3エ-0902（渡部）)浚渫土利用したリサイクル地
盤材料の再利用（2009-2011：2011年は新テー
マ３Ａとして継続実施）

研究実施項目名および同研究代表者の氏名
(3エ-0802（米山）)大水深海域を対象とした浮体
式多目的基地に関する技術的検討（2008-2009）
（現関東地整）
(3エ-0801（平山）)大水深域における極大波浪の
特性と海洋構造物へのインパクト荷重の推定
（2008-2010）
(3エ-0903（鈴木）)利用と目的をかねた人工サー
フィンリーフに関する研究（2009-2011）

廃棄物海面処分場の維持・管理技術の開発を目
標として、単なる遮水技術の向上にとどまらず、
フェイルセーフ機能を考慮した遮水技術の方向性
を示した。また、処分場の保有水管理に関連し
て、廃棄物層の透水係数と処分場の規模との関
係を示し、今後検討すべき事項を指摘した。遮水
工の品質管理については、工事記録の活用につ
いて、具体的な手法を検討しており、時期中期計
画の中で提示できる見込みである。

現状の関連法規の枠内で健全な海面処分場を設
計・施工・管理していく上で必要となる外部のマ
ニュアル類にも採用されるなど成果の活用レベル
は高い。また、環境省が主催する検討会におい
て、今後の関連法規等の見直し作業にも本研究
成果は大いに活用されている。遮水工の品質管
理手法については、重要ではあるがこれまで着
目することを避けてきたテーマであり、事業者、材
料メーカー、施工者との共同研究により、具体的
な成果を提示できる見込みである。

港空研資料1編,和文査読論文1編
なお、遮水工の品質管理については、時期中期
計画の中で公表予定である。

(3エ-0501（渡部）)廃棄物海面処分場の維持・管
理技術（2005-2007：2005年は前中期から研究を
引継）
　(3エ-0901（渡部）)廃棄物海面処分場の遮水工
の品質管理（2008-2011：2011年は新テーマ３Ａ
として継続実施）

研　究　成　果

海洋空間の高度利用のために不可欠な極大波
浪の出現特性や浮体の津波等の長周期波に対
する動揺応答特性あるいは人工サーフィンリーフ
のような波浪制御構造物の性能特性について、
現地観測データ、水理模型実験、数値解析によっ
て、波浪のスペクトル形に関連付けられる実証的
な結論を得ることができ、学会からも注目される
研究成果を発表することができた。

2010年度までの極大波浪の出現特性等に関する
研究成果は、港湾・空港構造物などの支配的な
外力である波浪条件の設定に必要な情報として、
海洋構造物の設計・施工に直接寄与できるもの
であり、今後の技術基準等への反映が期待され
る。

(3エ-0802)大水深海域を対象とした浮体式多目
的基地に関する技術的検討
港空研資料1編　No.1190（2009）
(3エ-0801)大水深域における極大波浪の特性と
海洋構造物へのインパクト荷重の推定
英文査読論文2編
(3エ-0903)利用と目的をかねた人工サーフィン
リーフに関する研究
和文査読論文1編.

実環境で養生された気泡混合処理土に対する劣
化の有無を把握するために、打設から約10年間
にわたり実施してきた一連の追跡調査結果を取り
まとめた。土木材料として十分な長期耐久性を有
していることが実証された。
固化処理土の再利用に関しては、いったん固化
処理された粘土試料は、著しい物理特性の変化
があり、再び固化するのに必要な固化材の量が
著しく変わることが示された。

気泡混合処理土は，覆土をすることによって耐久
性が向上することが，室内実験，現地での調査か
らわかった．このことにより，SGMが羽田空港D滑
走路で用いられることになった．
気泡混合処理土は沿岸域の実際の現場環境の
下で、10年経過した今日でも安定した材料特性
が維持されており、土木材料として十分な長期耐
久性を有していることが実証された。
　こうした研究成果の一部は，技術マニュアル等
に反映された．

・3エ-0201「新材料の海洋環境下における適用
性および耐久性評価に関する実験」
港空研資料2，査読付和文論文2
・3エ-0401「リサイクル材料の透水特性に関する
実験」
港空研報告2，査読付和文論文1，査読付英文論
文6
・３エ-0601「浚渫土を活用したリサイクル地盤材
料の長期安定性の評価」
英文査読論文1編，和文査読論文2編
・３エ-0902「浚渫土利用したリサイクル地盤材料
の再利用」
英文査読論文1編
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平成１３年４月１日 

（平成２０年４月１日 改正） 

独立行政法人港湾空港技術研究所研究評価要領 

 

第１章 総則 

 

第１条 目的 

 この要領は、独立行政法人港湾空港技術研究所（以下、「研究所」という。）が実施する研究の評価にあ

たり、必要となる事項を定めることを目的とする。 

 

第２条 研究評価の対象 

研究評価は、研究実施項目(特別研究を含む)と中期計画（独立行政法人通則法 第３０条に定める中期

計画をいう。以下同じ。）に定める研究テーマ（以下研究テーマという。）の双方を対象として実施する。 

 

第３条 テーマ内評価会 

１．研究所が実施する研究を評価するため、研究テーマごとにテーマ内評価会を設置する。 

２．テーマ内評価会の委員長は理事長が指名するテーマリーダーとし、委員はテーマリーダーが指名する。 

３．テーマ内評価会は、テーマに属する全ての研究実施項目について評価し、テーマリーダーはその評価

結果を第４条に規定する独立行政法人港湾空港技術研究所内部評価委員会に報告する。 

４．テーマ内評価会の事務はテーマリーダーが執るものとする。 

 

第４条 独立行政法人港湾空港技術研究所内部評価委員会 

１．研究所が実施する研究を評価するため、独立行政法人港湾空港技術研究所内部評価委員会（以下、「内

部評価委員会」という。）を設置する。 

２．内部評価委員会の委員長は理事長とする。 

３．委員は理事、研究主監、統括研究官、企画管理部長、海洋・水工部長、地盤・構造部長、施工・制御

技術部長及び特別研究官とする。 

４．内部評価委員会は、全ての研究テーマ及び研究実施項目について評価し、理事長はその結果を第４条

に規定する独立行政法人港湾空港技術研究所外部評価委員会に報告する。 

５．内部評価委員会の事務局は、企画管理部企画課に置く。 

 

第５条 独立行政法人港湾空港技術研究所外部評価委員会 

１．研究所が実施する研究について、外部有識者による評価を行うため、独立行政法人港湾空港技術研究

所外部評価委員会（以下、「外部評価委員会」という。）を設置する。 

２．外部評価委員会は、研究所が行う研究について総合的に評価すると共に、理事長の選定する研究項目

について個別に評価する。 

３．その他、外部評価委員会の詳細については、独立行政法人港湾空港技術研究所外部評価委員会規程（研

究所規則第３３号）によるものとする。 

 

第２章 研究評価の段階、時期及び項目 

 

第６条 研究テーマの評価の段階と時期 

研究テーマの評価は、内部評価委員会及び外部評価委員会において、①事前評価、②中間評価、③事後

評価を行うものとし、次に掲げる時期に実施する｡ 

① 事前評価・・・新たに研究テーマを設定する前年度 

② 中間評価・・・当該年度において、まずその前年度に行った研究テーマの成果に関して評価を行い   

資料－3.1 
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（前年度成果評価）、次に次年度実施する予定の研究テーマの計画について評価を

行う（次年度計画評価）。 

③ 事後評価・・・中期計画期間終了の翌年度 

④ その他、テーマ内評価会、内部評価委員会及び外部評価委員会が必要と認めた時期 

 

第７条 研究テーマの事前評価の項目 

研究テーマの事前評価は、以下の項目について行う。 

① 研究計画の妥当性 

② 研究体制の妥当性 

③ その他研究内容に応じて必要となる事項  

 

第８条 研究テーマの中間評価の項目 

１．次年度計画評価は、以下の項目について評価する。 

① 研究計画の妥当性 

② 研究体制の妥当性 

③ 次年度に着手する研究実施項目 

④ その他研究内容に応じて必要となる事項 

 

２．前年度成果評価は、以下の項目について評価する。 

 前年度に終了した研究実施項目に注目した研究テーマ毎の評価 

ただし、前年度成果評価を行うにあたって、前年度において終了した研究テーマを構成する研究

実施項目がない場合には、当該研究テーマの前年度成果評価は省略する。 

 

第９条 研究テーマの事後評価の項目 

研究テーマの事後評価は、以下の項目について行う。 

① 研究成果の妥当性 

② その他研究内容に応じて必要となる事項 

 

第１０条 研究実施項目の研究評価の段階と時期 

テーマ内評価会、内部評価委員会及び外部評価委員会による研究の評価は、①事前評価、②中間評価、

③事後評価を行うものとし、次に掲げる時期に実施する｡ただし、研究期間が３年以下の研究については、

中間評価を省略することができる｡ 

① 事前評価・・・研究の着手前（原則として研究を開始する年度の前年度） 

② 中間評価・・・研究の中間段階（研究期間が 4 年間の研究実施項目は研究開始から 2 年度目、研究

期間が5年間の研究実施項目は3年度目に実施する。但し、研究開始時に予定して

いた研究期間を延長しようとする場合には、延長しようとする年度の前年度とする。

また、継続的研究にあっては、新たな中期計画が開始される前年度及び中期計画開

始後3年度目とする。この他、研究期間が6年間以上の研究実施項目については別

途テーマ内評価会、内部評価委員会において検討して決定する。） 

③ 事後評価・・・研究の完了後（原則として研究を完了した年度の翌年度） 

④ その他、テーマ内評価会、内部評価委員会及び外部評価委員会が必要と認めた時期 

 

第１１条 研究実施項目の事前評価の項目 

事前評価においては、次の事項について審議し、研究の実施の適否を評価する。 

① 研究の必要性 

② 実施しようとする研究内容 

③ 研究の実施体制 
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④ 自己評価結果 

⑤ その他、研究の内容に応じて必要となる事項 

 

第１２条 研究実施項目の中間評価の項目 

中間評価においては、次の事項について審議し、研究の継続の適否を評価する｡ 

① 研究の進捗状況 

② 研究計画の修正の必要性 

③ 自己評価結果 

④ その他、研究の内容に応じて必要となる事項 

 

第１３条 研究実施項目の事後評価の項目 

事後評価においては、次の事項について審議し、評価する｡ 

① 研究の成果 

② 自己評価結果 

③ その他、研究の内容に応じて必要となる事項 

 

第３章 評価結果の公表 

 

第１４条 評価結果の公表 

内部評価委員会及び外部評価委員会の評価結果は、研究所ホームページに掲載する｡
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研究所規則第３３号 
平成１３年４月１日 

（最終改正：平成１８年４月１日） 
 

独立行政法人港湾空港技術研究所外部評価委員会規程 

 
（設置） 
第１条 独立行政法人港湾空港技術研究所中期計画（（平成１８年４月１日～平成２２年３月３１日）以下

「中期計画」という。）の２．（１）６）に基づき、港湾空港技術研究所（以下「研究所」という。）

に港湾空港技術研究所外部評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
（任務） 
第２条 委員会は、研究所の行う主要な研究課題に係る事前、中間及び事後評価を行う。 
（組織） 
第３条 委員会は、委員六人をもって組織する。 

２ 委員の代理出席は認めない。 
（委員） 
第４条 委員は、研究所の行う研究に係る外部専門家のなかから港湾空港技術研究所理事長（以下「理事

長」という。）が委嘱する。 
２ 委員の任期は二年とする。ただし、任期中に退任した委員の後任の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 
３ 委員は、再任されることができる。 

（委員長） 
第５条 委員会に、委員長を置く。委員長は、理事長が委嘱する。 
（開催及び召集） 
第６条 委員会は、委員長の同意を得て理事長が召集する。 

２ 理事長は、委員会を招集しようとするときは、開催通知及び必要とする会議資料を会議の開催日

の７日前までに委員に送付する。 
３ 委員が委員会を欠席する場合は、事務局が事前に説明を行い、当該委員の意見等を委員長に報告

する。 
（庶務） 
第７条 委員会の庶務は、企画管理部企画課において処理する。 
（雑則） 
第８条 この規程に定めるもののほか、委員会の議事の手続その他委員会の運営に関し必要な事項は、理

事長が定める。 
 
附則 
この規程は、平成１３年４月１日から施行する。 
 
附則 
この規程は、平成１４年３月１日から施行する。 
 
附則 
この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 
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研究計画書等の資料及び自己評価書の様式 

 
１．研究計画書の様式 
 

特定萌芽的研究編

研究項目名

担当者氏名

研究期間

当初 当初 研究体制

変更 変更 予算計画

公表用 公表用 中期計画の研究テーマとの関係

内部用 内部用 研究目標

研究内容

関連する研究のこれまでの経緯と
この研究の将来的な発展の可能性

備考

2010年度以降の研究内容 備考

年度毎の予算計画備考

研究体制

2011年度以降の計画

実施状況

年度毎の研究内容

2011年度以降の計画

備考

関連する研究のこれまでの経緯と
この研究の将来的な発展の可能性

予算計画 予算計画

研究内容

研究体制 研究体制

2011年度の新規研究実施項目

研究実施項目名 研究実施項目名

テーマリーダー 担当研究者 担当研究者

研究目標

研究期間 研究期間

2011年度のサブテーマ目標

研究計画書の様式

研究テーマ編 研究実施項目編 特別研究編

2010年度までの研究の成果

研究分野名 研究実施項目番号 研究実施項目番号

研究テーマ名

2010年度終了研究実施項目

研究テーマとの関係 研究テーマとの関係

研究内容

特別研究の要件
注）本研究計画書は2010年度の研究計画書である。

2010年度までの成果公表

2010年度までの成果活用 実施状況

研究内容
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２．研究計画自己評価書（事前評価）の様式 
 

研究分野名 研究実施項目番号 研究項目名

研究テーマ名 研究実施項目名 自己評価者

テーマリーダー 自己評価者

ある・ややある・あまりない・ない

適切･やや適切･やや不適切･不適切 ある・ややある・あまりない・ない 　コメント欄

　コメント欄 　コメント欄 大きい･ややき大きい･やや小さい･小さい

適切･やや適切･やや不適切･不適切 ある・ややある・あまりない・ない 　コメント欄

　コメント欄 　コメント欄 ある・ややある・あまりない・ない

適切･やや適切･やや不適切･不適切 ある・ややある・あまりない・ない 　コメント欄

　コメント欄 　コメント欄 十分･やや十分･やや不十分・不十分

適切･やや適切･やや不適切･不適切 ある・ややある・あまりない・ない 　コメント欄

　コメント欄 　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切 ある・ややある・あまりない・ない 適切･やや適切･やや不適切･不適切

　コメント欄 　コメント欄 　コメント欄

十分･やや十分･やや不十分・不十分

適切･やや適切･やや不適切･不適切 高い･やや高い･やや低い･低い 　コメント欄

　コメント欄 　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切 高い･やや高い･やや低い･低い

　コメント欄 　コメント欄

高い･やや高い･やや低い･低い

　コメント欄

十分･やや十分･やや不十分・不十分

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切

　コメント欄

研究資源(研究者)

研究資源（予算･施
設)

3．研究実施体制

関連研究機関との連
携

研究手順･手法

年度毎の研究計画

研究資源
研究内容の学術的

水準

研究内容の実現可
能性

関連研究動向調査

2011年度における研
究実施項目

研究成果の波及効
果

研究方法の妥当性

2．研究体制の妥当性 2．実施しようとする研究内容 周辺研究事情の把
握の度合い

研究連携 研究内容の明確性

将来性・波及効果の
大きさ

サブテーマ目標 科学技術上の意義

ノウハウの蓄積の度
合い

研究内容
本研究所が行う必要

性

研究意欲の高さ

研究実施項目の構成
研究ポテンシャルの

向上 2．計画の妥当性等

研究計画自己評価書（事前評価）の様式

研究テーマ編 研究実施項目編、特別研究編 特定萌芽的研究編

1．研究の将来性等

1．研究計画の妥当性 1．研究の必要性
独創性・先進性

研究目標
社会的意義(研究
テーマへの貢献）
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３．中間評価自己評価書の様式 
４．研究終了報告書の様式 
 

特定萌芽的研究編

研究実施項目
番号

研究実施項目名

研究実施項目名 担当者

自己評価者 研究期間

当初 研究体制

達成・やや達成・やや不十分・不十分 変更 使用予算

　コメント欄 公表用 中期計画の研究テーマとの関係

高い・やや高い・やや低い・低い 内部用 研究目標

　コメント欄 研究内容

当初 研究成果

少ない･やや少ない･やや多い･多い 変更
研究の将来的な発展の可能性と今後の

研究の取り組み方針

　コメント欄 備考

少ない･やや少ない･やや多い･多い

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切

　コメント欄

成果の活用

研究の将来的な発展の可能性と今後の
研究の取り組み方針

備考

研究遂行上の問題
点に伴う修正の必

要性

研究内容

年度ごとの研究内容

上記必要性に対す
る対応

研究成果
(アウトプット）

成果の公表

2．研究計画の修正の必要性

研究テーマとの関係
研究を取り巻く内外
の環境の変化に伴
う計画修正の必要

性 研究目標

研究実施項目番号

研究実施項目名

担当研究者

1．研究の進捗状況

研究期間

当初計画で期待さ
れた成果

研究体制

研究内容の実現可
能性

予算計画

中間評価自己評価書の様式 研究終了報告書の様式

研究実施項目編及び特別研究編 研究実施項目編及び特別研究編
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５．研究成果自己評価書（事後評価）の様式 
 

研究分野名 研究実施項目番号 特定萌芽的研究名

研究テーマ名 研究実施項目名 自己評価者

テーマリーダー 自己評価者

高い･やや高い･やや低い･低い 高い･やや高い･やや低い･低い

高い･やや高い･やや低い･低い 　コメント欄 　コメント欄

　コメント欄 高い･やや高い･やや低い･低い

適切･やや適切･やや不適切･不適切 　コメント欄
研究計画上の問題点とその
対応状況，今後の改善策

　コメント欄

　コメント欄 高い･やや高い･やや低い･低い その他 　コメント欄

高い･やや高い･やや低い･低い 　コメント欄

　コメント欄 高い･やや高い･やや低い･低い 学術上の将来性 　コメント欄

　コメント欄 実用上の将来性 　コメント欄

高い･やや高い･やや低い･低い 研究のポテンシャルの向上 　コメント欄

　コメント欄 その他 　コメント欄

ある・ややある・あまりない・ない（自
己評価の場合は評価しない）

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適
切（自己評価の場合は評価しない）

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適
切（自己評価の場合は評価しない）

　コメント欄

備考

2．研究の問題点の把握

成果のレベル研究目標の達成度

学術上の成果のレベル

研究成果の妥当性

3．研究の将来性

成果の活用

研究管理　問題点の
有無

問題点とその対応把
握

研究成果自己評価書（事後評価）の様式

研究テーマ編 研究実施項目編及び特別研究編 特定萌芽的研究編

1．研究成果の自己評価

問題点に対する今後
の改善策の把握

目標の達成度

成果の活用のレベル

成果の公表

研究ポテンシャルの向上

実用上の成果のレベル

 
 
 
 
 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 研究者評価 
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研 究 者 評 価 要 綱 

（目的） 
１．研究者評価は、評価を受ける研究者（以下、被評価者）が独創性と創造性を発揮出来るような環境を

つくり、被評価者の研究意欲を高め、研究活動を活性化し、もって優れた研究成果を効果的・効率的

に生み出すことを目的とする。 
（評価者、被評価者の心がまえ） 
２．研究者評価を行う者（以下、評価者）は、公正かつ厳正な評価を行うべきことを常に認識しなければ

ならない。 
ｂ．評価者は評価内容・評価結果についての秘密を保持しなければならない。 
ｃ．被評価者は、研究開発活動の一環として評価の重要性を十分に認識し、自発的かつ積極的に評価に協

力しなければならない。 
（被評価者になる者） 
３．被評価者は、研究職員のうち主として研究業務に従事する者で理事長が指名した者とする。 
（評価項目） 
４．研究者評価は、次の七つの評価項目について、項目毎に複数の評価細目を設定（別表－１）しておこ

なう。 
一、研究遂行の管理、 
二、研究の意欲、 
三、研究業績、 
四、行政支援、 
五、成果の普及、 
六、外部の評価、 
七、その他 

（評価対象期間） 
５．研究者評価の対象期間は、毎年度４月１日から翌年３月 31 日までの１年間とする。 
（評価の手順） 
６．被評価者は評価対象年度の自らの研究業務に関して、様式－１に従って該当する評価細目に関連する

事項を自ら記入し（自己申告書）、理事長が指定した期日までに次項に指定されたところに提出する。 
ｂ．被評価者が自己申告する際に適当な該当項目・該当細目がない場合には、「七、その他」の「その他細

目」を活用するほか、被評価者は必要に応じて評価項目を設定して申告することができる。 
ｃ．自己申告書の提出先は、研究官（任期付研究員を含む）・研究員は所属研究室長、主任研究官は理事長

が指定する研究室長、研究室長は所属研究部長、特別研究官・研究部長は統括研究官とする。 
（主任研究官、研究官（任期付研究員を含む）および研究員の一次・二次評価） 
７．主任研究官、研究官（任期付研究員を含む）および研究員から室長に提出されたそれぞれの自己申告

書に対して、室長はコメントを付して（室長コメント、様式－２）所属研究部長に提出する。室長コ

メントは、被評価者の独創性と創造性を伸ばす方向で行うことを心がける。 
ｂ．研究部長は、被評価者から提出された自己申告書とそれに付されている室長コメントを考慮に入れて、

各被評価者の評価を評価項目毎に行い（一次評価、様式－３）、自己申告書と室長コメントとともに統

括研究官に提出する。 
ｃ．統括研究官は、各被評価者の評価を評価項目毎に行い（二次評価、様式－４）、様式－１～３とともに

理事長に提出する。 
（室長の一次・二次評価） 
８．研究部長は、室長から提出された自己申告書に基づき、各室長の評価を評価項目毎に行い（一次評価、

様式－３）、自己申告書とともに統括研究官に提出する。 
ｂ．統括研究官は、各室長の評価を評価項目毎に行い（二次評価、様式－４）、様式－１、３とともに理事

資料－4.1 
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長に提出する。 
（特別研究官および研究部長の一次評価） 
９．統括研究官は、特別研究官および研究部長から提出された自己申告書に基づき、各特別研究官および

各研究部長の評価を評価項目毎に行い（一次評価、様式－４）、様式－１とともに理事長に提出する。 
（最終の研究者評価） 
10．理事長は、統括研究官から提出された研究者評価に関する書類と、その他関連する事項・資料を総合

的に組み合わせて被評価者毎に最終の研究者評価を行う。このとき、必要に応じて行う外部評価の結

果も考慮に入れる。 
（研究者評価方法の周知） 
11．研究者評価の方法は、被評価者に周知するものとする。 
（研究者評価の結果の通知および公表） 
12．被評価者本人に、それぞれの最終の研究者評価結果を伝える。 
ｂ．評価結果の通知は、部長級に対しては統括研究官を通じて、新技術研究官および室長級以下に対して

は、所属研究部長を通じて行う。 
ｃ．評価結果の通知を受けた際に、被評価者は本人の研究者評価の結果について、説明を受け、意見を述

べることができる。同様のことが、機会を改めて理事長に対してもできる。 
（評価結果の活用） 
13．評価の結果は、研究者の処遇に適切に反映させるとともに、評価が研究者の独創性と創造性を伸ばす

ことにつながるように活用する。 
（管理運用） 
14．この要綱の管理運用及び関連する情報の管理は、統括研究官が行う。 
（その他） 
15．この要綱は、必要に応じて随時見直すものとする。 
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別表－１ 研究者評価項目・細目 

 

評価項目 評価細目 部長 
特研 

新技術
研究官
・室長

主任 
研究官 

研究官・
任期付 
研究員 

研究員

研究遂行の管理 

研究上のリーダーシップ ○ ○ △ × × 
グループの研究管理 ○ ○ △ × × 
研究自己管理 △ ○ ○ ○ △ 
自己の達成内容 × × × × ○ 
自己評価 ○ ○ ○ ○ ○ 

研究の意欲 

競争的研究資金の獲得 △ ○ ○ ○ × 
共同研究 △ ○ ○ △ × 
他機関との研究交流 △ ○ ○ ○ × 
所内の部・室間の連携研究 ○ ○ △ △ × 
熱意・好奇心・工夫 × × × △ ○ 
自己評価 ○ ○ ○ ○ ○ 

研究業績 

港空研報告・資料 △ ○ ○ ○ △ 
論文 △ ○ ○ ○ △ 
知的財産 △ ○ ○ △ △ 
自己評価 ○ ○ ○ ○ △ 

行政支援 

受託研究 △ ○ △ △ △ 
技術力を持って支援 △ ○ △ △ △ 
研究成果の事業への具体的反映 △ ○ △ △ △ 
委員会委員 ○ ○ △ △ △ 
自己評価 ○ ○ ○ ○ △ 

成果の普及 

研修等講師 △ ○ ○ △ △ 
国際協力 △ ○ ○ △ △ 
広報的講演会等 △ ○ △ △ △ 
広報一般 ○ ○ ○ △ △ 
自己評価 ○ ○ ○ △ △ 

外部の評価 
受賞・学位取得 △ △ △ △ △ 
専門委員・招聘等 △ △ △ △ △ 
自己評価 ○ ○ ○ △ △ 

その他 

基礎的研究 △ △ △ △ × 
正確・信頼性 × × × × ○ 
その他細目 △ △ △ △ △ 
自己評価 △ △ △ △ ○ 

○：何らかの事項を申告（なければ「なし」と記入）。 
△：申告することがあれば、その内容を記載（なければ無記入）。 
×：無申告（無記入）。 
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様式―1 
研究者評価のための自己申告書 200*年**月**日

 
申告者     氏名： 印

１．研究遂行の管理 
細 目 内 容 

研究上のリーダーシップ  
グループの研究管理  
研究自己管理  
自己の達成内容  
自己評価  

２．研究の意欲 
細 目 内 容 

競争的研究資金の獲得  
共同研究  
他機関との研究交流  
所内の部・室間の連携研究  
熱意・好奇心・工夫  
自己評価  

３．研究業績 
細 目 内 容 

港空研報告・資料  
論文  
知的財産  
自己評価  

４．行政支援 
細 目 内 容 

受託研究  
技術力を持って支援  
研究成果の事業への具体的反映  
委員会委員  
自己評価  

５．成果の普及 
細 目 内 容 

研修等講師  
国際協力  
広報的講演会等  
広報一般  
自己評価  

６．外部の評価 
細 目 内 容 

受賞・学位取得  
専門委員・招聘等  
自己評価  

７．その他 
細 目 内 容 

基礎的研究  
正確・信頼性  
その他細目  
自己評価  
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様式－２ 

室 長 コ メ ン ト 書 200*年* 月** 日
 
記入者 部 研究室長 氏名： 印

 
申告者 室 役職： 氏名： 

 室 長 コ メ ン ト 
研究遂行の管理 
研究の意欲 
研究業績 

行政支援 

成果の普及 

外部の評価 

その他 
 
様式－３ 

研 究 部 長 評 価 書 200*年* 月** 日
 
評価者 部長 氏名： 印

 
申告者 室 役職： 氏名： 
 研 究 部 長 評 価 

研究遂行の管理  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

研究の意欲  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

研究業績  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

行政支援  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

成果の普及  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

外部の評価  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

その他  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

 
様式－４ 

統 括 研 究 官 評 価 書 200*年* 月** 日
 
評価者 統括研究官 氏名： 印

 
申告者 部 研究室 役職： 氏名： 

 統 括 研 究 官 評 価 

研究遂行の管理  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

研究の意欲  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

研究業績  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

行政支援  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

成果の普及  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

外部の評価  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

その他  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 
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【理事長表彰における表彰理由】 

１．理事長表彰における表彰理由（平成１８年度） 

 
氏 名 業 績 内 容（表彰文） 

研究者Ａ 

あなたはハリケーンカトリーナ緊急高潮調査などの災害対応研究に能動的に

取り組むとともに部下職員の学位取得に適切な指導を行うなど平成１７年度

の研究業務の遂行においてきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｂ 

あなたはインド洋津波災害に関する現地調査に参画し資料の収集・整理および

報告書のとりまとめに大きな役割を果たすなど平成１７年度の研究業務の遂

行においてきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｃ 

あなたはこれまでの研究成果を多数和・英論文として発表するとともに学会活

動でも中心的な役割を演ずるなど平成１７年度の研究業務の遂行においてき

わめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｄ 

あなたは干潟の特性を地盤工学的な観点から研究しその定量的評価法を提案

するとともにさまざまな研究活動に積極的に取り組むなど平成１７年度の研

究業務の遂行においてきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｅ 

あなたは波崎海洋研究施設における長期海洋暴露試験結果をとりまとめ観測

２０周年記念講演会を成功に導くとともに外部の研究者と協力して競争的資

金を獲得するなど平成１７年度の研究業務の遂行においてきわめて顕著な成

果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｆ 

あなたは任期付研究員としてその任期中に水中観測システムに関する現地実

証実験の実施などの受託研究の的確な遂行と取りまとめにあたるとともに曳

航体に関する優れた研究論文を発表するなど平成１７年度の研究業務の遂行

においてきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｇ 

あなたは内外における津波防災に関する数多くの学会や研究会において講演

発表を行うとともに国際会議の円滑な開催に尽力するなど平成 1７年度の研究

業務の遂行においてきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

 

資料－4.2 
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２．理事長表彰における表彰理由（平成１９年度） 

 
氏 名 業 績 内 容（表彰文） 

研究者Ａ 

あなたは受託研究の遂行や地方整備局への技術支援を積極的に行うとともに

学位取得や土木学会海岸工学論文賞受賞など平成 18 年度の研究業務の遂行に

おいてきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｂ 

あなたは実験法を積極的に改善し実験の効率化を実現するとともに大規模波

動水槽の実験担当者として公開実験において見学者に的確な説明を行うなど

平成 18 年度の研究業務の遂行においてきわめて顕著な成果を上げられました

よってここに表彰します 

研究者Ｃ 

あなたは経済的地盤改良技術の開発などの受託研究の実施や科研費の獲得に

意欲的に取り組むとともに優れた論文を発表するなど平成 18 年度の研究業務

の遂行においてきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｄ 

あなたは実験業務の実施にあたりさまざまな工夫を加え着実に実験を進める

とともに積極的に論文発表を行うなど平成 18 年度の研究業務の遂行において

きわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｅ 

あなたは研究所として初めての試みである油濁防除研究会を開催するととも

に地方整備局や大学等と綿密な連携を図り優れた研究成果を上げるなど平成

18 年度の研究業務の遂行においてきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

 
 

資料－4.2 
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３．理事長表彰における表彰理由(平成２０年度) 

 
氏 名 業 績 内 容（表彰文） 

研究者Ａ 

あなたは著名な英文論文集に鳥類の採餌行動に関する論文を発表し同誌の注

目論文に選出されるなど平成十九年度の研究業務の遂行にきわめて顕著な成

果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｂ 

あなたは岩手県久慈港における被災調査や復旧に関する受託調査などに熱心

に取組み現場の施工計画に適切なアドバイスを与えるなど平成十九年度の研

究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｃ 

あなたはウミヒルモ類の分類確立やミルモドキ類の新種発見などに取り組み

「リュウキュウミルモドキ」の発見を英文論文集に発表するなど平成十九年度

の研究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｄ 

あなたは遠心模型実験の実施にあたりさまざまな工夫を加え着実に研究をす

すめるとともに積極的に論文発表を行うなど平成十九年度の研究業務の遂行

においてきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｅ 
あなたは受託研究の遂行支援や世界地震工学会議への論文発表を行うなど平

成十九年度の研究業務の遂行においてきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者 F 

あなたはこれまで開発した装置を実用化段階まで進展させ社会的な評価を高

めるとともに論文発表さらには現場での成果普及や行政支援を積極的に実施

するなど平成十九年度の研究業務の遂行においてきわめて顕著な成果を上げ

られました 
よってここに表彰します 

研究者 G 

あなたは萌芽的研究に積極的に取り組むとともに研究業務に必要となる各種

資格を取得するなど平成十九年度の研究業務の遂行においてきわめて顕著な

成果を上げられました 
よってここに表彰します 

 

資料－4.2 
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４．理事長表彰における表彰理由(平成２１年度) 

 
氏 名 業 績 内 容（表彰文） 

研究者Ａ 

あなたはマスコミへの広報活動など成果の普及に多大な活躍をし新しい津波

数値計算手法や可視化手法の開発に高い研究意欲をもって取り組むなど平成

二十年度の研究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｂ 

あなたはNOWPHASの運用に尽力しつつデータ提供依頼への的確な対応一般

公開のパネル展示やアシカ島観測施設のテレビ報道協力などに活躍され平成

二十年度の研究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｃ 

あなたは港空研資料を自ら執筆するとともに実験施設の維持管理計画を関係

研究チームと協調しながら作成して研究チームの活躍を支えるなど平成二十

年度の研究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者Ｄ 

あなたは地盤分野における長年の研鑽の結果として土木学会功労賞を受賞す

るなど平成二十年度の研究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられまし

た 
よってここに表彰します 

研究者Ｅ 

あなたは石狩液状化実験の取りまとめなどに意欲をもってあたり研究業績を

上げるなど平成二十年度の研究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられ

ました 
よってここに表彰します 

研究者 F 

あなたは羽田受託を通じて世界初となる広視野角の音響レンズ式水中視認装

置の開発に成功し学会へ多くの英文査読付き論文の投稿及び特許出願をする

など平成二十年度の研究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

研究者 G 
あなたは筑波大学から学位を取得するとともに学長表彰を受賞するなど平成

二十年度の研究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられました 
よってここに表彰します 

 

資料－4.2 
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５．理事長表彰における表彰理由(平成２２年度) 

 
氏 名 業 績 内 容（表彰文） 

研究者Ａ 

あなたは国土技術開発賞に見られる高い外部評価を受け技術指導などの行政

支援を数多く行いさらに多くの査読付き論文を発表しコスタリカでの国際支

援や国内や国際支援のための研修で講義を実施するなど研究業務の遂行にき

わめて顕著な成果を上げられました 

よってここに表彰します 

研究者Ｂ 

あなたは国際会議における受賞に見られる高い外部評価を受け多くの査読付

き論文を発表し特許を出願しさらに競争的資金の獲得に貢献するなど研究業

務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられました 

よってここに表彰します 

研究者Ｃ 

あなたは大規模な実験を含む複数の大型受託研究に携わり外注契約や予算管

理さらに実験管理などの業務を精力的かつ適切に行うとともに職場の研究環

境作りに大いに貢献し研究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられまし

た 

よってここに表彰します 

研究者Ｄ 

あなたは卓抜なアイデアに基づく萌芽的研究の提案を行い海外から講演を依

頼されるなど高い外部評価を受け波崎海洋研究施設における研究をまとめた

書籍の発刊に貢献するなど研究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられ

ました 

よってここに表彰します 

研究者Ｅ 

あなたは三年連続して土木学会から受賞するとともに萌芽的研究を積極的に

提案しさらに発展させた共同研究を実施するなど研究業務の遂行にきわめて

顕著な成果を上げられました 

よってここに表彰します 

研究者 F 

あなたはチームリーダーをよく補佐し研究成果を港湾空港技術研究所報告や

土木学会論文集に公表するにあたり多大な貢献をするとともに自ら様々な工

夫をして意欲的に実験に取り組むなど研究業務の遂行にきわめて顕著な成果

を上げられました 

よってここに表彰します 

研究者 G 

あなたは GPS 波浪計の係留装置点検システムの開発などの研究成果を取りま

とめ大阪大学より博士号を取得しNHKのドラマにおける歩行用脚関節に関し

て技術指導を行うなど研究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられまし

た 

よってここに表彰します 
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【重点研究課題と基礎研究に配分した研究費】 

１．平成１８年度の重点研究課題と基礎研究に配分した研究費 

 

 研究費総額 
重点研究課題に
配分した金額 

（研究費総額に対
する配分比率）

基礎研究に
配分した金額 

（研究費総額に対
する配分比率）

備考 

運営費交付金 126,632 千円 
 

77,188 千円
(61.0%)

23,382 千円
(18.5%)  

特別研究 39,102 千円 
 

39,102 千円
(100.0%)

1,239 千円
(3.2%)  

特定萌芽的研究 13,130 千円 
 

0 千円
(0.0%)

0 千円
(0.0%)  

その他の研究 74,400 千円 
 

38,086 千円
(51.2%)

22,143 千円
(29.8%)

各研究者に均等に配算した研究
費総額 74,400 千円を研究実施項
目の総数(84)に対して重点研究課
題に属する研究実施項目数：43、
基礎研究と位置付けた研究実施
項目数：25 の比率で分けた 

受託研究費等 1,750,554 千円 
 

1,156,577 千円
(66.1%)

446,009 千円
(25.5%)  

受託等 1,642,354 千円 
 

1,088,417 千円
(66.3%)

424,904 千円
(25.9%)  

外部の競争的資金 108,200 千円 
 

68,160 千円
(63.0%)

21,105 千円
(19.5%)  

合 計 1,877,186 千円 
 

1,233,765 千円
(65.7%)

469,391 千円
(25.0%)  
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２．平成１９年度の重点研究課題と基礎研究に配分した研究費 

 

 研究費総額 
重点研究課題に
配分した金額 

（研究費総額に対
する配分比率）

基礎研究に
配分した金額 

（研究費総額に対
する配分比率）

備考 

運営費交付金 126,790 千円 
 

94,217 千円
(74.3%)

19,308 千円
(15.3%)  

特別研究 60,000 千円 
 

60,000 千円
(100.0%)

3,750 千円
(6.3%)  

特定萌芽的研究 12,390 千円 
 

0 千円
(0.0%)

0 千円
(0.0%)  

その他の研究 54,400 千円 
 

34,327 千円
(62.9%)

16,320 千円
(28.6%)

各研究者に均等に配算した研究
費総額 74,400 千円を研究実施項
目の総数(84)に対して重点研究課
題に属する研究実施項目数：43、
基礎研究と位置付けた研究実施
項目数：21 の比率で分けた 

受託研究費等 1,747,007 千円 
 

1,317,951 千円
(75.1%)

452,327 千円
(26.9%)  

受託等 1,681,329 千円 
 

1,262,113 千円
(66.3%)

452,327 千円
(25.9%)  

外部の競争的資金 65,678 千円 
 

55,838 千円
(85.0%)

9,981 千円
(15.2%)  

合 計 1,873,797 千円 
 

1,412,168 千円
(75.4%)

482,378 千円
(25.7%)  
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３．平成２０年度の重点研究課題と基礎研究に配分した研究費 

 

 研究費総額 
重点研究課題に
配分した金額 

（研究費総額に対
する配分比率）

基礎研究に
配分した金額 

（研究費総額に対
する配分比率）

備考 

運営費交付金 110,230 千円 
 

82,100 千円
(74.5%)

23,808 千円
(21.6%)  

特別研究 40,000 千円 
 

40,000 千円
(100.0%)

10,000 千円
(25.0%)  

特定萌芽的研究 12,000 千円 
 

0 千円
(0.0%)

0 千円
(0.0%)  

その他の研究 58,230 千円 
 

42,100 千円
(72.3%)

18,808 千円
(32.3%)

各研究者に均等に配算した人当
研究費総額千円を研究実施項目
の総数(65)に対して重点研究課題
に属する研究実施項目数・47、基
礎研究と位置付けた研究実施項
目数・17 の比率で分けた。 

受託研究費等 1,533,595 千円 
 

1,145,934 千円
(74.7%)

405,231 千円
(26.4%)  

受託等 

 
1,435,445 千円 

 
 

1,055,499 千円
(73.5%)

375,270 千円
(26.1%)  

外部の競争的資金 98,150 千円 
 

90,435 千円
(92.1%)

29,961 千円
(30.5%)  

合 計 1,643,825 千円 
 

1,228,034 千円
(74.7%)

429,039 千円
(26.1%)  

 
 
 
 

資料－5.1 



67 
 

４．平成２１年度の重点研究課題と基礎研究に配分した研究費 

 

 研究費総額 
重点研究課題に
配分した金額 

（研究費総額に対
する配分比率）

基礎研究に
配分した金額 

（研究費総額に対
する配分比率）

備考 

運営費交付金 115,650 千円 
 

85,412 千円
(73.9%)

33,022 千円
(28.6%)  

特別研究 48,000 千円 
 

48,000 千円
(100.0%)

9,000 千円
(18.8%)  

特定萌芽的研究 14,050 千円 
 

0 千円
(0.0%)

0 千円
(0.0%)  

その他の研究 53,600 千円 
 

37,412 千円
(69.8%)

14,472 千円
(27.0%)

各研究者に均等に配算した人当
研究費総額千円を研究実施項目
の総数(63)に対して重点研究課題
に属する研究実施項目数(46)、基
礎研究と位置付けた研究実施項
目数(17)の比率で分けた。 

受託研究費等 1,551,280 千円 
 

1,323970 千円
(85.3%)

408,143 千円
(26.3%)  

受託等 

 
1,551,280 千円 

 
 

1,323970 千円
(85.3%)

408,143 千円
(26.3%)  

外部の競争的資金 54,377 千円 
 

47,682 千円
(87.7%)

7,716 千円
(14.2%)  

合 計 1,721,307 千円 
 

1,457,065 千円
(84.6%)

448,881 千円
(26.1%)  
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５．平成２２年度の重点研究課題と基礎研究に配分した研究費 

 

 研究費総額 
重点研究課題に
配分した金額 

（研究費総額に対
する配分比率）

基礎研究に
配分した金額 

（研究費総額に対
する配分比率）

備考 

運営費交付金 132,325 千円 
 

107,090 千円
(80.9%)

47,903 千円
(36.2%)  

特別研究 70,000 千円 
 

70,000 千円
(100.0%)

20,000 千円
(28.6%)  

特定萌芽的研究 12,000 千円 
 

0 千円
(0.0%)

12,000 千円
(100.0%)  

その他の研究 50,325 千円 
 

37,090 千円
(73.7%)

15,903 千円
(31.6%)

各研究者に均等に配算した人当
研究費総額千円を研究実施項目
の総数(57)に対して重点研究課題
に属する研究実施項目数(42)、基
礎研究と位置付けた研究実施項
目数(18)の比率で分けた。 

受託研究費等 1,448,556 千円 
 

1,119,444 千円
(77.3%)

356,106 千円
(24.6%)  

受託等 

 
1,399,712 千円 

 
 

1,075,455 千円
(76.8%)

349,154 千円
(24.9%)  

外部の競争的資金 48,844 千円 
 

43,989 千円
(90.1%)

6,952 千円
(14.2%)  

合 計 1,580,881 千円 
 

1,226,534 千円
(77.6%)

404,009 千円
(25.6%)  
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【特別研究応募課題一覧】 

１．平成１８年度の特別研究応募課題一覧 

 研究課題 研究期間 担当 評価結果 

1  海底面での物質輸送機構の解明に関する研
究 平成 18～21 年度 沿岸環境領域 採択 

2  
海域施設のライフサイクルマネジメントの
ための信頼性手法に基づく劣化予測システ
ムの開発 

平成 18～20 年度 LCM 研究センター 採択 

3  波による平均水位上昇を考慮した短時間越
波・浸水の数値計算  波浪 不採択 

4  高潮・高波時における防波堤および護岸の
変形･破壊に関する予測手法の開発  耐波 不採択 

 

２．平成１９年度の特別研究応募課題一覧 

 研究課題 研究期間 担当 評価結果 

1  流出油のリアルタイム追跡・漂流予測シス
テムの開発 平成1９～2２年度 油濁対策 採択 

 

３．平成２０年度の特別研究応募課題一覧 

   なし 
   なお、平成 20 年度は、継続 4 件の特別研究を実施した。 
 

４．平成２１年度の特別研究応募課題一覧 

 研究課題 研究期間 担当 評価結果 

1  気候変動適応策の検討を目的とした波浪・
潮位の極値の解析 平成 21～23 年度 海象情報研究チーム 採択 

2  沿岸生態系による CO2 吸収量の強化に関
する調査及び実験 平成 21～24 年度 沿岸環境領域 採択 

3  矢板式および重力式係船岸等へのＬＣＭの
展開 平成 21～23 年度 LCM 研究センター 採択 

   

５．平成２２年度の特別研究応募課題一覧 

 研究課題 研究期間 担当 評価結果 

1  遠心力場における流体・地盤・構造物の相互作

用に関する実験的研究 平成 22～24 年度 特別研究官 採択 

2  港湾の業務継続計画（BCP)における地震及び津

波複合被害想定技術の開発 平成 22～24 年度 アジア・太平洋沿岸防

災研究センター 採択 
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１．平成１８年度の特定萌芽的研究応募課題一覧 

 

 研究題目 研究期間 担当 評価結果

1 津波遡上音を用いた避難防災に関する
研究 

平成 18 年度
津波防災研究センター 

特任研究官 
不採択 

2 水面形状 3 次元画像解析システムの開
発 

平成 18 年度
海洋・水工部波浪研究室 

主任研究官 
採択 

3 
アマモの生長を考慮に入れたアマモ‐
底泥‐海水における物質循環に関する
実験とモデルの構築 

平成 18 年度
海洋・水工部 

沿岸環境領域 特任研究官 
不採択 

4 海域環境改善効果を付与した構造部材
の開発に関する研究 

平成 18 年度
地盤・構造部 

材料研究室 特別研究員 
不採択 

5 PIV 解析を用いた波打ち際における砂
移動特性計測システムの開発 

平成 18 年度
海洋・水工部 

漂砂研究室 研究官 
不採択 

6 コンクリート内部の鉄筋腐食に対する
新しい非破壊診断手法の開発 

平成 18 年度
地盤・構造部 

構造強度研究室 主任研究官 
採択 

7 港湾構造物の耐久性向上のための表
面”被服”工法の適用性に関する検討 

平成 18 年度
LCM 研究センター 

特任研究官 
不採択 

8 表面撥水材による延命化効果の定量化
に関する研究 

平成 18 年度
LCM 研究センター 

特任研究官 
不採択 

9 取得画像を利用した自己の実時間運動
推定に関する研究 

平成 18 年度
LCM 研究センター 

特任研究官 
採択 

10 構造物－地盤系の地震時挙動に関する
ハイブリッド実験手法の適用 

平成 18 年度
地盤・構造部 

構造振動研究室 主任研究官 
不採択 

11 環境改善効果を付与したCFRP矢板の開
発 

平成 18 年度
地盤・構造部 

材料研究室 特別研究員 
不採択 

12 港湾コンクリート構造物への撥水系補
修材料の適用性に関する研究  

平成 18 年度
LCM 研究センター 

特任研究官 
不採択 

13 水中での非破壊検査技術の信頼性向上 平成 18 年度
施工･制御技術部 

制御技術研究室 研究官 
採択 

14 
モードインバージョン法による海底堆
積層内の音響特性推定の港湾空港周辺
への適用 

平成 18 年度
施工･制御技術部 

制御技術研究室 研究官 
不採択 

15 沿岸生態系への重金属物質の取込み経
路解明に関する基礎的研究 

平成 18 年度
海洋・水工部 

沿岸環境領域 特任研究官 
不採択 

16 砂浜海岸における波浪音を用いた波高
の推定 

平成 18 年度
海洋・水工部 

漂砂研究室 研究官 
不採択 

17 サンゴ礁海浜の底質移動特性に関する
研究 

平成 18 年度
海洋・水工部 

漂砂研究室 研究官 
不採択 

18 

サンゴ礁海域における有孔虫の成育環
境特性に関する研究 
（沖ノ鳥島の生物による自然造成に向
けて） 

平成 18 年度
海洋・水工部 

沿岸環境領域 特別研究員 
不採択 

19 海底火山の噴火やマグマの貫入に伴う
津波の発生過程 

平成 18 年度
海洋・水工部 

漂砂研究室 特別研究員 
不採択 

20 Web 監視カメラからの環境・災害情報
の抽出に関する研究 

平成 18 年度
海洋・水工部 

沿岸環境領域 主席研究官 
採択 

 
※ 1 から 9 は、第１回募集分 10 から 20 は、第 2 回募集分 
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２．平成１９年度の特定萌芽的研究応募課題一覧 

 

 研究題目 研究期間 担当 評価結果

 1 
日中港湾コンクリート構造物のＬＣ
Ｍに関する共通ガイドライン作成の
検討 

平成 19 年度 LCM 研究センター 
特任研究官 不採択 

 2 ホログラフィを用いた波の立体表現
手法に関する研究 平成 19 年度 津波防災研究センター 

主任研究官 不採択 

 3 コンクリートの耐海水性に関する促
進評価手法の開発 平成 19 年度 LCM 研究センター 

主任研究官 不採択 

 4 
日本の地域特性に適合する津波・波
浪・海面上昇防御目的の超大型水門の
調査研究 

平成 19 年度 企画管理部 
研究計画官 不採択 

 5 臨海埋め立て地の残留水位の波動特
性と護岸被災の防止 平成 19 年度 海洋・水工部 

波浪研究室長 不採択 

 6 マイクロバブルを用いた油水分離方
法の研究 平成 19 年度 施工・制御技術部 

油濁対策研究室 研究員 採択 

 7 現地における新しい海草の生産量調
査方法 平成 19 年度 海洋・水工部 

沿岸環境領域 特任研究官 
採択 

 8 フロートを用いた油水分離方法の研
究 平成 19 年度 海洋・水工部 

漂砂研究室 研究官 不採択 

 9 
風と潮汐による干潟上の流動と底質
輸送の数値解析と３次元底質輸送モ
デルの構築 

平成 19 年度 海洋・水工部 
漂砂研究室 研究官 不採択 

10 明治時代に製造されたコンクリート
の再現 平成 19 年度 地盤・構造部 

材料研究室 研究官 不採択 

11 津波による音に関する研究 平成 19 年度 津波防災研究センター 
主任研究官 不採択 

12 ラングミュア循環流の形成と発達過
程に関する研究 平成 19 年度 海洋・水工部 

漂砂研究室 研究官 不採択 

13 振子型流向流速計の開発 平成 19 年度 海洋・水工部 
漂砂研究室 研究官 採択 

14 災害対応・維持管理用ＧＰＳ多点変位
計測システムの開発 平成 19 年度 地盤・構造部 

構造振動研究室 研究員 不採択 

15 Geo-genomicsデータベースに関する
研究 平成 19 年度 地盤・構造部 

土質研究室 主任研究官 採択 

16 マルチレベル座標系における新たな
底面形状の計算手法に関する研究 平成 19 年度 海洋・水工部 

沿岸環境領域 特別研究員 採択 

17 
東アジアにおける沿岸コンクリート
構造物のＬＣＭ地域コードに関する
研究 

平成 19 年度 LCM 研究センター 
研究員 不採択 

18 新しい覆砂工法を用いた有害化学物
質の溶出抑制効果の検証 平成 19 年度 海洋・水工部 

沿岸環境領域 研究官 採択 

19 港湾環境（光・視環境）についての研
究 平成 19 年度 企画管理部 

研究計画官 不採択 
 
※ 1 から 9 は、第１回募集分 10 から 19 は、第 2 回募集分 
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３．平成２０年度の特定萌芽的研究応募課題一覧 

 

 研究題目 研究期間 担当 評価結果

 1 点検・補修の簡素化を考慮した表面被
覆材の開発 平成 20 年度 

地盤・構造部 
構造・材料研究チーム 

研究官 
不採用 

 2 浅海域に形成されるラングミュア循
環流の発達過程に関する研究 平成 20 年度 

海洋・水工部 
沿岸環境研究領域 

沿岸土砂管理研究チーム 
研究官 

採用 

 3 超音波センサの高性能化 平成 20 年度 
施工・制御技術部 

情報化技術研究チーム 
特別研究員 

採用 

 4 港湾環境における異種材料界面の真
空含浸技術 平成 20 年度 ＬＣＭ研究センター 

研究官 不採用 

 5 アスファルトコンクリートの複数回
繰返し再生に関する革新的研究 平成 20 年度 空港研究センター 

特別研究員 不採用 

 6 コンクリート構造物の鉄筋腐食の可
視化試験方法の開発 平成 20 年度 

地盤・構造部 
構造・材料研究チーム 

研究官 
採用 

 7 資源化、再利用を目的とした底泥処理
に関する検討 平成 20 年度 

海洋・水工部 
沿岸環境研究領域 
沿岸環境研究チーム 

主任研究官 

採用 

 8 大深度海域における鉄筋コンクリー
トの力学特性 平成 20 年度 

地盤・構造部 
構造・材料研究チーム 

研究官 
採用 

 9 Cell プロセッサーを用いた数値波動
水槽の構築に関する研究 平成 20 年度 

海洋・水工部 
海洋研究領域 
耐波研究チーム 

研究官 

不採用 

10 信頼性設計法に対する確率微分方程
式の導入 平成 20 年度 

海洋・水工部 
海洋研究領域 
耐波研究チーム 
特別研究員 

不採用 

11 ゴミ漂流・油流出の高速予報システム
の開発 平成 20 年度 

海洋・水工部 
海象情報研究領域 
海象情報研究チーム 

研究官 

不採用 

12 津波解析における乱流モデルに関す
る研究 平成 20 年度 津波防災研究センター 

特別研究員 不採用 

13 コンテナターミナルにおける荷さば
き分析手法に関する研究 平成 20 年度 企画管理部 

研究計画官 不採用 
 
※ 1 から 5 は、第 1 回募集分 6 から 13 は、第 2 回募集分 
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４．平成２１年度の特定萌芽的研究応募課題一覧 

 

 研究題目 研究期間 担当 評価結果

1 
堆積環境の違いによる土粒子の分級
構造の違いの評価と力学特性に及ぼ
す影響 

平成 21 年度 地盤研究領域 
チームリーダー 不採用 

2 砂浜中の砂利の分布に関する基礎的
研究 平成 21 年度 沿岸環境研究領域 

チームリーダー 不採用 

3 応力記憶応答デバイスを用いた構造
物の革新的センシング技術開発 平成 21 年度 構造研究領域 

研究官 採用 

4 短距離無線装置による新しい計測手
法の開発 平成 21 年度 海洋環境領域 

研究官 不採用 

5 GPU を利用した即時的な数値流体シ
ミュレーション 平成 21 年度 津波防災研究センター 

特別研究員 採用 

6 伊勢湾の貧酸素化進行過程における
細菌亜群集の動態解析 平成 21 年度 沿岸環境研究領域 

特別研究員 採用 

7 間隙特性を変えた土の液状化特性 平成 21 年度 地盤・構造 
チームリーダー 採用 

8 ヘッドマウントディスプレーを用い
た津波疑似体験シミュレータの開発 平成 21 年度 

津波防災研究センター 
主任研究官 不採用 

9 
カバー材を用いた被覆防食工を施し
た鋼構造物の腐食モニタリングセン
サの開発 

平成 21 年度 地盤・構造 
研究官 採用 

 
※ 1 から 6 は、第 1 回募集分 7 から 9 は、第 2 回募集分 
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５．平成２２年度の特定萌芽的研究応募課題一覧 

 

 研究題目 研究期間 担当 評価結果

1 海中における視認機能向上方法の開
発 平成 22 年度 施工・制御技術部 

新技術研究官 不採用 

2 NIRS を用いた津波来襲時における
脳機能マッピングに関する研究 平成 22 年度 海洋・水工部 

主任研究官 不採用 

3 港湾鋼構造物の劣化・変状検出のた
めの接触型点検診断手法 平成 22 年度 地盤・構造部 

主任研究官 採用 

4 犠牲陽極の新たな残存質量計測手法
の開発 平成 22 年度 地盤・構造部 

研究官 採用 

5 塩性植物（アイスプラント）の砂浜
安定効果に関する研究 平成 22 年度 波崎分室 

研究官 不採用 

6 極値データを用いない極値波浪統計
手法の開発 平成 22 年度 海洋・水工部 

研究官 不採用 

7 脳活動を用いた避難行動メカニズム
に関する研究 平成 22 年度 海洋・水工部 

主任研究官 採用 

8 浚渫粘土埋立処分時の減容化技術へ
の化学的アプローチ手法の検討 平成 22 年度 

地盤・構造部 
研究官 不採用 

9 コンクリート構造物への表面“被覆”
工法の適用に関する研究 平成 22 年度 地盤・構造部 

チームリーダー 不採用 

10 光学計測による港湾構造物のマルチ
タイムモニタリング 平成 22 年度 地盤・構造部 

研究官 採用 

11 新形式把持装置（マニュピレータ）
の開発 平成 22 年度 施工・制御技術部 

新技術研究官 採用 

12 水中物体識別用超音波センサに関す
る基礎的検討 平成 22 年度 施工・制御技術部 

特別研究員 採用 
 
※ 1 から 4 は、第１回募集分 5 から 12 は、第 2 回募集分 
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１．平成１８年度の受託研究一覧 

 

予算 プロジェクト名 
期  間

自 至 

港湾特会 1  平均水面変化が浅海域の水理構造と底質輸送過程に及ぼす影響把
握 

H18.8.18 H19.3.30
港湾特会 2  津波に対する係留船舶の安全性向上対策

港湾特会 3  港内外における高波浪の連なりの出現予測・再現手法

港湾特会 4  港湾取扱貨物の荷役・運送に関する安全性向上対策

港湾特会 5  港湾の環境保全に必要な波浪及び流れの基準値提案

港湾特会 6  巨大津波による港湾およびその周辺での被災と構造物の破壊に関
する検討 

H18.4.1 H19.3.31

港湾特会 7  信頼性設計法に基づく経済的地盤改良技術の開発

港湾特会 8  湾口観測データと局地気象モデルを組み込んだ大気海洋結合内湾
水理解析システムの開発 

港湾特会 9  波と流れの場の制御による底質水質環境改善技術の開発

港湾特会 10  海中構造物の無人化による効率的で安全な点検・診断技術の開発

港湾特会 11  リプレイザブル桟橋上部工の開発に関する研究

港湾特会 12  継続時間の長い地震動および長周期波の地震動に対する液状化に
関する調査 

港湾特会 13  信頼性設計に対応した地盤パラメータの決定法に関する検討

港湾特会 14  港の地盤特性および振動特性を考慮した地震防災評価手法の開発

港湾特会 15  巨大地震に対応した耐震強化コンテナバースに関する技術開発

港湾特会 16  津波被害の予測と防止に関する緊急研究

港湾特会 17  津波及び津波防災の国際的共有に関する研究

港湾特会 18  耐衝撃性に優れるコンクリート部材の開発とその設計手法に関す
る技術開発 

港湾特会 19  耐震性能照査手法の実務設計への適用に関する調査及び開発

港湾特会 20  波浪推算に基づく日本沿岸波浪推算データベースの構築とその活
用に関する研究 

港湾特会 21  浚渫工事にかかる底泥を起源とする要監視化学物質の動態及び生
態系への影響の解明 

港湾特会 22  ＧＰＳ波浪計の全国展開に対応した海象観測データ集中処理シス
テムの再構築に関する調査・研究 

港湾特会 23  港湾の建設支援プログラムライブラリの適用性の向上に関する研
究 

港湾特会 24  全国港湾海洋波浪観測等データの集中処理に基づく沿岸海象の調
査・研究 

港湾特会 25  港湾における強震観測と記録の整理解析

港湾特会 26  越波を考慮した港内静穏度解析システム開発 H18.7.7 H19.3.16

港湾特会 27  埋没有孔管を用いた埋没対策工法導入検討調査(埋没対策効果検証
調査) H18.5.19 H19.3.20

港湾特会 28  多段式矢板壁の力学特性に関する調査 H18.9.22 H19.3.2

港湾特会 29  既存岸壁の補強地盤改良工法に関する研究 H18.4.3 H19.3.15
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予算 プロジェクト名 
期  間

自 至 

港湾特会 30 FS コンクリートの RC 部材への適用に関する技術開発

H18.4.3 H19.3.15

港湾特会 31 確率台風モデルを用いた東京湾の高潮と波浪の特性に関する調査

港湾特会 32 長周期波対策護岸の試験設計

港湾特会 33 杭の軸方向抵抗力推定手法の標準化に関する研究

港湾特会 34 千葉港周辺の可視画像による水質調査方法に関する検討

港湾特会 35 管内における津波防災調査 H18.8.25 H19.3.20

港湾特会 36 津波対応型防波堤検討調査 H18.10.17 H19.3.23

港湾特会 37 平成 18 年度 桟橋上部工補修効果評価手法検討業務委託 H18.9.11 H19.3.16

港湾特会 38 浚渫土の輸送・再利用性向上のための手法の開発 H18.10.24 H19.3.26

港湾特会 39 油回収機油水分離促進技術の開発
H18.7.5 
H18.8.29 

H19.3.9
H19.3.22港湾特会 40 高潮・高波・津波に対する直立浮上式防波堤による防護効果に関す

る調査研究 
港湾特会 41 瀬戸内海における高潮・高波に対する防災検討業務 H18.8.23 H19.3.23

港湾特会 42 宇部港航路埋没予測に関する検討業務 H18.7.28 H19.3.23

港湾特会 43 防錆剤を用いた桟橋上部コンクリートの劣化調査および耐久性評
価業務 H18.4.27 H19.3.23

港湾特会 44 画像解析による宮崎住吉海岸の沿岸漂砂に関する調査 H18.4.1 H19.3.30

港湾特会 45 泥質干潟地盤環境の評価手法に関する技術検討調査 H18.7.28 H19.3.27

港湾特会 46 九州管内における波浪推算検討調査 H18.8.30 H19.3.20

港湾特会 47 浮泥実態把握検討調査 H18.7.10 H19.3.23

港湾特会 48 鋼構造物腐蝕調査装置の開発 H18.8.23 H19.3.23

港湾特会 49 宮崎港周辺地形変化特性検討調査委託 H18.9.8 H19.3.30

港湾特会 50 小名浜港銅スラグ細骨材の鉄筋コンクリートへの利用に関する開
発 H18.9.29 H19.3.23

港湾特会 51 海上空港島における越波災害の防止に関する調査 H18.8.29 H19.2.20

港湾特会 52 中城湾港泡瀬地区に生息する海藻草類に関する研究 H18.4.3 H19.3.30

空港特会 53 副産物の有効利用による循環型社会に資する新しい空港舗装材料
の開発 

H18.9.28 H19.3.23

空港特会 54 航空機の大型化に対応した舗装及び基礎地盤の材料強度特性の評
価手法の検討 

空港特会 55 セメント系固化処理土とリサイクル材料の維持・管理技術の検討

空港特会 56 空港アスファルト舗装の層間剥離探査技術の開発と健全度評価手
法の確立 

空港特会 57 空港オーバーレイ舗装の高耐久性化策に関する試験研究

空港特会 58 空港の建設に係るプログラムライブラリの適用性の向上に関する
研究 

空港特会 59 空港土木施設の LCM 技術開発に関する検討調査

空港特会 60 空港地盤の地震時、地震後における液状化及び地盤沈下の簡易予測
法の検討 

H18.9.28 H19.3.23空港特会 61 空港土木施設の人工液状化実験に基づく耐震性向上に関する調査

空港特会 62 海上空港島における越波災害の防止に関する調査
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予算 プロジェクト名 
期  間

自 至 

空港特会 63 セメント系固化処理土の長期安定性に関する基礎検討

H18.4.28 H19.3.30

空港特会 64 桟橋構造の長期防食に関する基礎検討

空港特会 65 長期圧蜜特性の詳細評価ならびに地盤情報管理システムの構築

空港特会 66 D 滑走路動態観測ﾃデータ解析に基づく施工中挙動評価および健全
度評価ｼｽﾃﾑの構築 

空港特会 67 D 滑走路の総合点検診断技術の高度化に関する検討

空港特会 68 耐震設計に関する調査 
H18.4.3 H19.3.15

空港特会 69 東京国際空港エプロンPC舗装版下の補強グラウト材に関する研究 

空港特会 70 施設の耐震性へ及ぼす液状化対策の程度・範囲に関する調査

H18.4.3 H19.3.15空港特会 71 東京国際空港滑走路のオーバーレイ工法の信頼性向上に関する研
究 

空港特会 72 干潟および海岸地形のビデオ画像連続観測

港湾特会 73 備讃瀬戸航路土量変化及び土砂収支検討調査 H18.5.30 H19.3.16

港湾特会 74 陸上構造物の耐津波性能評価検討調査 H18.4.25 H19.3.20

港湾特会 75 岩国港道路地震動検討業務 H18.7.19 H18.9.29

港湾特会 76 非接触型肉厚測定機器を用いた点検評価手法の高度化に関する調
査研究 H18.5.19 H19.3.16

港湾特会 77 防波堤信頼性設計法の高度化調査 H18.8.24 H19.3.20

港湾特会 78 長周期波に対応した海水循環型防波堤の検討業務 H18.7.28 H19.3.23

港湾特会 79 浚渫土砂の有効利用及び海洋投入の施工に係る安全性評価手法検
討業務 H18.10.11 H19.3.20

港湾特会 80 平成 18 年度伊勢湾における貧酸素水塊改善検討業務 H18.11.15 H19.3.20

港湾特会 81 大水深対応 GPS 波浪観測ブイの係留及び動揺特性に関する研究 H18.9.22 H19.1.19

港湾特会 82 伏木富山港（伏木地区）係留船舶動揺対策検討業務 H19.1.10 H19.3.20

空港特会 83 音響機器による底泥堆積特性の把握調査 H18.4.3 H19.3.15

一般会計 84 長周期重複波が卓越する砕波帯内の土砂移動に関する調査

H18.4.1 H19.3.31

一般会計 85 沿岸部での越波・浸水に対する危険度とその対策

一般会計 86 リアルタイム津波予測の適用性調査

一般会計 87 海岸保全施設の破壊確率を考慮したライフサイクルコスト評価手
法調査 

一般会計 88 グリーンベルトを用いた沿岸防災技術の確立

その他 89 2 期空港島護岸における越波実験 H18.4.12 H18.7.31

その他 90 祖納港港内擾乱対策調査 H18.5.15 H18.9.13

その他 91 静岡県内の港湾海岸に係る現地指導 H18.7.11 H19.3.31

その他 92 平成 18 年度 内水面における地震時浮体挙動実験 H18.6.22 H19.3.13

その他 93 平成 18 年度 地震時の護岸挙動実験及び解析 H18.7.7 H19.3.22

その他 94 平成 18 年度環境技術開発等推進費（浮流重油自動追従ブイシステ
ムの開発）による研究委託業務 H18.5.16 H19.3.20

その他 95 滑走路改修に関する室内実験 H18.11.17 H19.2.28

その他 96 四日市地区 15 号岸壁（－10ｍ）改良に関する検討調査 H18.11.8 H19.3.23
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２．平成１９年度の受託研究一覧 

 

予算 プロジェクト名 
期  間

自 至 

港湾特会 1 海中構造物の無人化による効率的で安全な点検・診断技術の開発 

H19.4.1 H20.3.31

港湾特会 2 リプレイサブル桟橋上部工の開発に関する研究 

港湾特会 3 継続時間の長い地震動および長周期の地震動に対する液状化に関
する調査 

港湾特会 4 港の地盤特性および震動特性を考慮した地震防災評価手法の開発 

港湾特会 5 津波被害の予測と防止に関する緊急研究 

港湾特会 6 津波及び津波防災情報の国際的共有に関する研究 

港湾特会 7 耐震性能照査手法の実務設計への適用に関する調査及び開発 

港湾特会 8 浚渫工事にかかる底泥を起源とする要監視化学物質の動態及び生
態系への影響の解明 

港湾特会 9 近年の強大な台風の発生を踏まえた確率台風モデルの改良 

港湾特会 10 大水深海象観測情報の有効活用に関する調査および開発 

港湾特会 11 土質データベースを活用した性能設計支援に関する研究 

港湾特会 12 大地震動を対象としたマルチプル耐震補強技術に関する研究 

港湾特会 13 杭の軸方向抵抗力推定手法の標準化に関する研究 

港湾特会 14 コンクリートの塩化物イオン拡散係数実態調査および評価手法の
合理化 

港湾特会 15 効率的・経済的なサンドバイパス工法の開発 

港湾特会 16 港湾構造物の維持管理支援システム開発 

港湾特会 17 コンテナクレーンの耐風性向上に関する調査(港湾荷役機械の耐風
性向上に関する調査) 

港湾特会 18 全国港湾海洋波浪観測等データの集中処理に基づく沿岸海象の調
査・研究 

港湾特会 19 港湾における強震観測と記録の整理解析 

港湾特会 20 久慈港静穏度解析及び波力算定検討調査 H19.4.12 H20.3.28

港湾特会 21 防波堤ケーソンの耐衝撃性向上に関する調査研究 H19.8.30 H20.3.21

港湾特会 22 耐震補強岸壁への経済的な地盤改良補強に関する研究 

H19.4.2 H20.3.14

港湾特会 23 外洋に面した港湾におけるうねり性高波浪の危険性評価 

港湾特会 24 東京湾の青潮、赤潮の発生に及ぼす外洋水の影響の把握 

港湾特会 25 新基準の港湾施設の実設計への適用性検討調査 

港湾特会 26 港湾施設アセットマネジメント導入基礎検討調査 

空港特会 27 耐震設計に関する調査 

空港特会 28 東京国際空港のオーバーレイ・打換え工法の信頼性向上に関する研
究 

空港特会 29 干潟および海岸地形のビデオ画像連続観測 

空港特会 30 羽田周辺底泥の堆積および移動特性の把握調査 

空港特会 31 空港基本施設の震災後の応急復旧にむけた態勢確保に関する技術
開発 

資料－5.4 
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予算 プロジェクト名 
期  間

自 至 

空港特会 32 桟橋構造の長期防食に関する基礎検討 

H19.4.2 H20.3.31
空港特会 33 長期圧密特性の詳細評価ならびに地盤情報管理システムの構築 

空港特会 34 D 滑走路動態観測データ解析に基づく施工中の挙動評価および健
全度評価システムの構築 

空港特会 35 D 滑走路の総合点検診断技術の高度化に関する検討 

空港特会 36 水中音響レンズを利用した構造物等の自動検査システムの開発 
H19.4.2 H20.3.31

空港特会 37 国際線エプロンの健全度評価手法の構築 

港湾特会 38 平成 19 年度 新形式海洋構造物の水理・構造特性に関する研究 H19.11.6 H20.3.21

港湾特会 39 平成 19 年度 桟橋上部工補修効果評価手法検討に関する研究 H19.7.24 H20.3.31

港湾特会 40 平成 19 年度 浚渫土砂利用性向上に関する研究 H19.11.9 H20.3.26

港湾特会 41 平成 19 年度 伊勢湾・三河湾の貧酸素水塊解明に関する研究 H19.10.9 H20.3.26

港湾特会 42 直立浮上式防波堤による防護効果に関する調査研究 H19.9.7 H20.3.12

港湾特会 43 非接触型肉厚測定機器を用いた点検評価手法の高度化に関する調
査研究 H19.6.4 H20.3.24

港湾特会 44 瀬戸内海の風場推算及び高波に関するモデル構築高度化検討業務 H19.7.19 H20.3.28

港湾特会 45 簡易型油回収機の開発調査 H19.3.26 H19.10.1

港湾特会 46 備讃瀬戸航路の土量変化及び土砂収支検討業務 H19.6.6 H20.3.19

港湾特会 47 陸上構造物の耐津波性能評価検討業務 H19.6.6 H20.3.19

港湾特会 48 徳島小松島港長周期波対策検討業務 H19.7.31 H20.3.19

港湾特会 49 管内高潮・高波推算手法検討業務委託 H19.8.3 H20.3.28

港湾特会 50 浮泥実態解析検討業務 H19.9.6 H20.3.21

港湾特会 51 鋼構造物板厚計測装置検討業務委託 H19.4.27 H20.3.25

港湾特会 52 防波堤信頼性設計法の高度化調査委託 H19.4.2 H20.3.21

港湾特会 53 中城港湾海藻草類に関する生育環境等調査検討業務 H19.4.2 H20.3.28

空港特会 54 空港アスファルト舗装の層間剥離探査技術の開発と健全度評価手
法の確立 H19.7.27 H20.3.24

空港特会 55 空港地盤の地震時、地震後における液状化及び地盤沈下の簡易予測
法の検討 H19.7.27 H20.3.24

空港特会 56 海上空港島における越波災害の防止に関する調査 

空港特会 57 空港オーバーレイ舗装の高耐久性化策に関する試験研究 

H19.7.27 H20.3.24
空港特会 58 空港アスファルト舗装の点検管理の効率化に関する研究 

空港特会 59 空港アスファルト舗装の長寿命化に関する研究 

空港特会 60 空港アスファルト舗装施工時の使用材料等に関する検討調査 

港湾特会 61 平成 19 年度 浚渫窪地修復影響効果検討業務 H19.5.15 H20.3.31

空港特会 62 臨海部空港土木施設の地震時液状化挙動に関する屋外実験 H19.6.1 H20.3.28

港湾特会 63 那覇港港内擾乱対策検討業務 H19.9.21 H20.3.14

港湾特会 64 那覇港防波堤（浦添第一）水理特性検討業務 H19.10.15 H20.3.19

港湾特会 65 杭の軸方向抵抗力推定手法の標準化に関する研究 H19.7.30 H20.3.14
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予算 プロジェクト名 
期  間

自 至 

港湾特会 66 管内における津波防災対策検討業務 H19.9.28 H20.3.28

港湾特会 67 海洋浮体構造物係留装置点検システムに関する研究開発 H19.9.28 H20.3.21

港湾特会 68 平成 19 年度 津波の被害推定に関する研究 H19.10.15 H20.3.21

港湾特会 69 多段式矢板壁の力学特性に関する調査研究 H19.11.13 H20.3.28

港湾特会 70 平成 19 年度 高炉水砕スラグの現場適応性に関する研究 H19.11.9 H20.3.31

港湾特会 71 耐震強化岸壁上のコンテナクレーンの地震時動的挙動に関する模
型振動実験・数値解析 H19.11.1 H20.3.21

港湾特会 72 伊勢湾口環境観測に関する研究 H19.11.22 H20.3.31

港湾特会 73 平均水面変化が浅海域の水理構造と底質輸送過程に及ぼす影響に
関する調査 

H20.2.1 H20.3.31港湾特会 74 港内外における高波浪の連なりの出現予測・再現手法の開発 

港湾特会 75 港湾の環境保全に必要な波浪及び流れの基準値提案 

港湾特会 76 内湾における有機汚染機構の解明、及び改善法の検討 
H20.2.1 H20.3.31

港湾特会 77 港湾域における外来種移入の現状とリスク評価 

一般会計 78 沿岸部の越波・浸水に対する危険度とその対策 

H19.4.1 H20.3.31

一般会計 79 グリーンベルトを用いた沿岸防災技術の確立 

一般会計 80 沿岸漂砂の年変動、岸沖分布に関する調査 

一般会計 81 リアルタイム津波予測の適用性調査 

一般会計 82 有孔管サンドバイパス工法活用調査 

一般会計 83 海岸保全施設の破壊確率を考慮したライフサイクルコスト評価手
法調査 

その他 84 静岡県内の港湾海岸等の現地指導 H19.10.9 H19.12.27
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３．平成２０年度の受託研究一覧 

 

予算 プロジェクト名 
期  間

自 至 

港湾特会 1 耐震性能照査手法の実務設計への適用に関する研究及び開発 

H20.4.1 H21.3.31

港湾特会 2 大地震動を対象としたマルチプル耐震補強技術に関する研究 

港湾特会 3 港湾における強震観測と記録の整理解析 

港湾特会 4 大水深海象観測情報の有効活用に関する調査および開発 

港湾特会 5 全国港湾海洋波浪観測等データの集中処理に基づく沿岸海象の調
査・研究 

港湾特会 6 近年の強大な台風の発生を踏まえた確率台風モデルによる外力条件
に関する研究 

港湾特会 7 浚渫工事にかかる底泥を起源とする要監視化学物質の動態及び生態
系への影響の解明 

港湾特会 8 効率的・経済的なサンドバイパス工法の開発 

港湾特会 9 杭の軸方向抵抗力推定手法の標準化に関する研究 

港湾特会 10 蓄積した土質情報を活用した性能設計支援に関する研究 

港湾特会 11 コンクリートの塩化物イオン拡散係数実態調査および評価手法の合
理化 

港湾特会 12 港湾構造物の維持管理支援システム開発 

港湾特会 13 長周期うねりを考慮した偶発波浪荷重の設定手法に関する研究 

港湾特会 14 海中構造物を対象とした無人点検・診断システムの実用化に関する
研究 

港湾特会 15 地震動継続時間の影響を考慮した液状化予測判定の高精度化に関す
る研究 

港湾特会 16 港湾コンクリート構造物におけるブリーディングの許容値に関する
研究 

港湾特会 17 外郭施設等の耐津波性能照査に関する研究 

港湾特会 18 港湾の建設・設計支援手法に関する研究 

港湾特会 19 港内外における高波浪の連なりの出現予測・再現手法の開発 

H20.10.27 H21.3.31港湾特会 20 内湾における有機汚染機構の解明、及び改善法の検討 

港湾特会 21 港湾域における外来種移入の現状とリスク評価 

空港特会 22 空港アスファルト舗装施工時の使用材料等に関する検討調査 H20.9.10 H21.3.24

空港特会 23 空港オーバーレイ舗装の高耐久性化策に関する試験研究 
H20.9.10 H21.3.24

空港特会 24 アスファルト材料薄層散布工法による滑走路等における低頻度交通
区域の舗装の長寿命化に関する研究 

空港特会 25 津波・越波に夜海上空港の被害予測（進入灯点検桟橋に作用する波
力に関する検討） 

H20.9.10 H21.3.24空港特会 26 地震による空港地盤の被災予測（空港地盤の地震時、地震後におけ
る液状化及び地盤沈下の簡易予測法の検討） 

空港特会 27 空港土木施設の人工液状化実験に基づく耐震性向上に関する調査 

港湾特会 28 防波堤ケーソンの耐衝撃性向上に関する調査研究 H20.10.15 H21.3.27

港湾特会 29 海洋浮体構造物係留装置点検システムに関する研究開発 H20.8.22 H21.3.27

資料－5.4 
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予算 プロジェクト名 
期  間

自 至 

空港特会 30 干潟および海岸地形のビデオ画像連続観測 
H20.4.1 H21.3.16

空港特会 31 羽田周辺底泥の堆積および移動特性の把握調査 

港湾特会 32 外洋に面した港湾におけるうねり性高波浪の危険性評価 H20.4.1 H21.3.16

空港特会 33 耐震設計に関する調査 H20.4.1 H21.3.16

空港特会 34 東京国際空港のオーバーレイ・打換え工法の信頼性向上に関する研
究 

H20.4.1 H21.3.16
空港特会 35 空港基本施設の震災後の応急復旧にむけた態勢確保に関する技術開

発 
空港特会 36 国際線エプロンの健全度評価手法の構築 H20.4.1 H21.3.27

港湾特会 37 東京湾の青潮、赤潮の発生に及ぼす外洋水の影響の把握 
H20.4.1 H21.3.16

港湾特会 38 京浜運河（横浜・川崎地区）の流況・水質メカニズムの把握と東京
湾全体への影響に関する調査 

港湾特会 39 耐震補強岸壁への経済的な地盤改良補強に関する研究 

H20.4.1 H21.3.16

港湾特会 40 港湾施設アセットマネジメント導入基礎検討調査 

港湾特会 41 低頭型コンテナクレーンを対象とした地震時における挙動把握に関
する研究 

港湾特会 42 土丹層での杭の軸方向抵抗力に関する研究 

港湾特会 43 杭の軸方向抵抗力推定手法の標準化に関する研究 

空港特会 44 桟橋構造の長期防食に関する基礎検討 

H20.4.1 H21.3.27

空港特会 45 長期圧密特性の詳細評価ならびに地盤情報管理システムの構築 

空港特会 46 D 滑走路動態観測データ解析に基づく施工中の挙動評価および健全
度評価システムの構築 

空港特会 47 D 滑走路の総合点検診断技術の高度化に関する検討 

空港特会 48 水中音響レンズを利用した構造物等の自動検査システムの開発 

港湾特会 49 (白山)回収油船外排送高度化実験業務 H20.7.23 H21.3.13

港湾特会 50 平成 20 年度 伊勢湾の環境修復技術に関する研究 H20.4.1 H21.3.31

港湾特会 51 平成 20 年度 桟橋上部工補修効果評価手法検討に関する研究 

H20.9.24 H21.3.19港湾特会 52 平成 20 年度 高炉水砕スラグの効果促進工法の現場適応の検討 

港湾特会 53 平成 20 年度 津波の被害推定に関する研究 

港湾特会 54 平成 20 年度 田子の浦港港口部埋没対策調査 H20.12.5 H21.3.30

港湾特会 55 可動式防波堤による防波護岸効果に関する調査研究 H20.6.24 H20.12.1

港湾特会 56 瀬戸内海の風場推算及び高波に関するモデル構築高度化検討業務 H20.10.6 H21.3.27

港湾特会 57 陸上構造物の耐津波性能評価検討業務 H20.9.10 H21.3.25

港湾特会 58 撫養港海岸保全施設耐震強化に関する技術的検討 H20.9.10 H21.3.19

港湾特会 59 鋼構造物板厚計測装置検討業務委託 H20.9.5 H21.3.24

港湾特会 60 九州域における高波に関する推算技術高度化業務委託（耐波研究チ
ーム） 

H20.12.1 H21.3.31
港湾特会 61 九州域における高波に関する推算技術高度化業務委託（海象情報研

究チーム） 
港湾特会 62 泥質干潟地盤環境の評価手法に関する技術開発業務委託 H20.11.19 H21.3.27
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予算 プロジェクト名 
期  間

自 至 

港湾特会 63 中城港湾海藻草類に関する生育環境等調査検討業務 H20.4.1 H21.3.31

港湾特会 64 那覇空港波浪変形解析業務 H20.4.25 H21.3.27

一般会計 65 リアルタイム津波浸水予測技術の開発 

H20.4.1 H21.3.31
一般会計 66 沿岸漂砂の年変動、岸沖分布に関する調査(海岸侵食に関する研究) 

一般会計 67 有孔管サンドバイパス工法活用調査(海岸侵食に関する研究) 

一般会計 68 地球温暖化の影響を考慮したレベル２波浪外力の特性と対策 

その他 69 那覇港浦添ふ頭地区波浪推算業務 H20.4.26 H20.6.30

その他 70 静岡県内の港湾海岸等の現地指導 H20.9.19 H20.12.26
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４．平成２１年度の受託研究一覧 

 

予算 プロジェクト名 
期 間 

自 至 

港湾

特会 

1 
大地震動を対象とした港湾施設を経済的に整備するための耐震技術の

検討 

H21.4.1 H22.3.31

2 
港湾における強震観測と記録の整理解析（港湾における強震観測データ

収集処理に基づく港湾における地震動の検討） 

3 
大水深海象観測情報の有効活用に関する調査及び開発（沖波の直接観測

による波浪条件設定の精緻化のための検討） 

4 
全国港湾海洋波浪観測等データの集中処理に基づく沿岸海象の調査・研

究 

5 信頼性設計において地盤特性値を効率的に設定するための検討 

6 港湾におけるコンクリートの耐久性等に関する検討 

7 津波および偶発波浪に対する外郭施設等の性能照査手法等の検討 

8 
地震動継続時間の影響を考慮した液状化予測判定の高精度化（総合コス

トの縮減を目指した液状化予測判定手法の検討） 

9 
港湾施設の耐震照査手法に関するチェックシステム及びデータベース

の構築（有効応力解析プログラムを用いて適正な地震応答解析を行うた

めの検討） 

10 国有港湾施設の維持管理計画を合理的、効率的に策定するための検討 

11 
地球温暖化による航路・泊地の埋没量変動の予測手法の開発（海底地盤

の急変動が港湾の施設、施設整備に与える影響把握と対策のための検

討） 

一般

会計 

12 リアルタイム津波浸水予測技術の開発 

H21.4.1 H22.3.31
13 沿岸漂砂の年変動、岸沖分布に関する調査 

14 
気候変化の影響を考慮したレベル外力条件及び設計値超過外力への対

策に関する検討 

港湾

特会 

15 内湾における有機汚染機構の解明、及び改善法の検討 H22.1.20 H22.3.26

16 
統合波浪変形計算法の開発・活用による地球温暖化等に伴う波浪災害の

削減 
H21.7.17 H22.3.24

空港

特会 

17 空港運用の安全性向上に資する舗装分野の新技術に関する調査 H21.11.10 H22.3.31
18 進入灯点検桟橋に作用する波力に関する検討 

H21.10.28 H22.3.26
19 空港土木施設の耐震設計に関する調査 

港湾

特会 

20 防波堤ケーソンの耐衝撃性向上に関する調査研究 H21.8.6 H22.3.26
21 海洋浮体構造物係留装置点検システムに関する研究開発 H21.7.3 H22.3.26

空港

特会 

22 干潟および海岸地形のビデオ画像連続観測 H21.4.10 H22.3.16
23 羽田周辺底泥の堆積および移動特性の把握調査 H21.4.10 H22.3.16
24 耐震設計に関する調査 H21.4.10 H22.3.16
25 空港基本施設の震災後の応急復旧に向けた態勢確保に関する技術開発 H21.4.10 H22.3.16

空港

特会 

26 東京国際空港のオーバーレイ・打換え工法の信頼性向上に関する研究 H21.4.10 H22.3.16
27 液状化対策における施工時既設舗装変位抑制方法の検討 H21.4.10 H22.3.16

港湾

特会 

28 耐震補強岸壁への経済的な地盤改良補強に関する検討業務 H21.4.10 H22.3.16
29 土丹層での杭の軸方向抵抗力に関する検討業務 H21.4.10 H22.3.16
30 液状化対策施設の更新に関する研究 H21.4.10 H22.3.16
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予算 プロジェクト名 
期 間 

自 至 

31 東京湾水域の環境に及ぼす外洋水の影響調査 H21.4.10 H22.3.16

32 
消波工による反射波低減およびそれによる港内静穏度向上の評価に係

る数値計算手法の高度化に関する研究 
H21.4.10 H22.3.16

空港

特会 

33 
新滑走路動態観測データ解析に基づく施工中の挙動評価及び健全度評

価システムの構築 
H21.4.1 H22.3.26

34 
新滑走路及び国際線エプロンの総合点検診断技術の高度化に関する検

討 
H21.4.1 H22.3.26

35 D 滑走路の不等沈下を考慮した長期維持管理システムの構築 H21.4.1 H22.3.26
36 桟橋構造の長期防食に関する基礎検討 H21.4.1 H22.3.26
37 水中音響レンズを利用した構造物等の自動検査システムの開発 H21.4.1 H22.3.26

港湾

特会 

38 ケーソン岸壁増深のための捨石マウンド改良工法の開発 

H21.9.28 H22.3.31
39 経済的な地盤改良工法による耐震強化岸壁の開発 

40 低炭素に資する CO2 吸収源拡大に関する研究 

41 スーパー高規格コンテナターミナルの評価に関する研究 

42 コンテナクレーンの制震・免震装置の研究開発 H21.8.11 H22.3.26
43 伊勢湾の環境修復技術に関する研究 H21.4.1 H22.3.31
44 直立浮上式防波堤による現地港湾における遮蔽効果の検討 H21.8.27 H22.3.26
45 可動式防波堤による防護効果に関する調査研究 H21.6.12 H22.3.23
46 多機能型油回収装置の開発 H21.11.13 H22.3.23
47 瀬戸内海の風場推算及び高波に関するモデル構築高度化検討業務 H21.8.7 H22.3.31
48 須崎港湾口地区津波漂流物検討等業務 H21.4.14 H22.3.19
49 鋼構造物板厚計測装置開発業務委託 H21.6.16 H22.3.29
50 那覇港港内擾乱対策検討調査 H21.7.10 H22.2.26

空港

特会 
51 那覇空港護岸の設計波算定業務 H21.7.3 H22.3.26

その

他 

52 静岡県内の港湾海岸等の現地指導     

53 
平成 20 年度長周期巨大波浪の発達・変形機構と減災対策（港湾・海岸

被害の分析と類型化および減災対策の考察と検証） 
H21.4.1 H22.3.31

54 
平成 20 年度透水性コラムを用いた港湾施設の波浪に対する安定化工法

の開発（海底地盤調査法および安定化工法の設計法の開発） 
H21.4.1 H22.3.31

55 
平成 20 年度低炭素社会に向けた技術シーズ発掘・社会システム実証モ

デル事業 
H21.4.1 H22.1.29

56 フロンティア環境における間伐材利用技術の開発 H21.7.1 H22.3.12
57 洋上風況観測システム実証研究 H21.8.13 H23.3.20
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５．平成２２年度の受託研究一覧 

 

予 算 プロジェクト名 
期 間 

自 至 

港湾特会 

1 新港湾基準に基づいた典型的地盤特性値分布に関する研究 

H22.4.1 H23.3.31

2 巨大地震に対する地盤情報の活用に関する研究 

3 
全国港湾海洋波浪観測等のデータ収集処理に基づく沿岸海象の調

査・研究 

4 大水深海象観測情報の有効活用に関する調査および開発 

5 統合波浪変形計算法を活用した波浪災害の削減に関する調査 

6 
港湾における強震観測データ収集処理に基づく港湾における地震動

の検討 

7 
港湾コンクリート構造物におけるブリーディングの許容値に関する

研究 

8 港湾コンクリート構造物の鉄筋腐食発生時期推定の高精度化 

9 巨大地震に対する地盤改良効果の評価手法の高度化 

10 液状化対策としての締固め工法の設計法に関する調査 

11 
港湾施設の耐震照査手法に関するチェックシステムおよびデータベ

ースの構築 

12 外郭施設の耐津波性能照査手法と対策工法検討手法の構築 

13 係留施設の保有性能評価・予測に関する検討 

14 
海底地盤の急変動が港湾の施設、施設整備に与える影響把握と対策の

ための検討 

一般会計 

15 地球温暖化の影響を考慮したレベル２波浪外力の特性と対策 

H22.4.1 H23.3.3116 リアルタイム津波浸水予測技術の開発 

17 砂浜の確率的設計手法に関する調査 

空港特会 18 空港運用の安全性向上に資する舗装分野の新技術に関する研究調査 H22.11.30 H23.3.25

港湾特会 

19 海洋浮体構造物係留装置点検システムの機能向上に関する研究開発 H22.12.27 H23.3.25
20 液状化対策施設の更新に関する研究 

H22.4.9 H23.3.2521 ケーソン岸壁増深のための捨石マウンド改良工法の開発 

22 経済的な地盤改良工法による耐震強化岸壁の開発 

23 
消波工による反射波低減およびそれによる港内静穏度向上の評価に

係る数値計算手法の高度化に関する研究 
H22.4.9 H23.3.25

24 連続観測データによる東京湾の流況・水質の変化に関する調査 H22.4.9 H23.3.25
25 低炭素化に資する CO2吸収源拡大に関する研究 

H22.4.9 H23.3.25
26 スーパー高規格コンテナターミナルの評価に関する研究 

27 
コンテナクレーン荷役作業の高効率化に向けた操作・情報呈示技術の

検討業務 

空港特会 28 耐震設計に関する調査 H22.4.9 H23.3.25

資料－5.4 
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予 算 プロジェクト名 
期 間 

自 至 

空港特会 

29 液状化対策における施工時既設舗装変位抑制方法の検討 

H22.4.9 H23.3.25
30 東京国際空港で使用するアスファルト舗装材料の性能照査に関する研究 

31 空港土木施設の耐震設計に関する調査 

32 空港基本施設の被災時利用判断基準の設定に関する研究 

空港特会 33 羽田周辺底泥の堆積および移動特性の把握調査 H22.4.9 H23.3.25

空港特会 

34 
葛西沖浅場造成地における土砂の物理環境動態調査と安定性評価に

関する研究 
H22.4.9 H23.3.25

35 
新滑走路動態観測データ解析に基づく施工中の挙動評価及び健全度

評価システムの構築 

H22.4.1 H23.3.25
36 新滑走路及び国際線エプロンにおける舗装の耐久性向上技術の構築 

37 D 滑走路の不同沈下を考慮した長期維持管理システムの構築 

38 桟橋構造の長期防食に関する基礎検討 

39 水中音響レンズを利用した構造物等の自動検査システムの開発 

港湾特会 

40 コンテナクレーンの制震・免震装置の研究開発 H22.8.27 H23.3.25
41 環境施策効果検証業務 H22.4.1 H23.3.31
42 下田港防波堤開口部安定検討業務 H22.6.2 H23.3.25
43 港湾における波浪・高潮防災対策に関する検討業務 H22.8.10 H23.3.25
44 可動式防波堤の漂流物衝突に関する調査研究 H22.6.1 H23.3.23
45 多機能型油回収装置の開発 H22.7.23 H23.3.15

46 
製鋼スラグ混合土の混合条件による内部構造の差異と力学特性に関

する検討 
H22.9.15 H23.3.15

47 
高精度数値計算モデルによる瀬戸内海の波浪・高潮・波力特性解析業

務 
H22.8.5 H23.3.25

48 室津港室津地区環境影響検討業務 H22.6.15 H23.3.15
49 撫養港海岸における地震時動的挙動に関する遠心模型実験 H22.4.28 H23.3.4 
50 須崎港津波漂流物対策検討業務 H22.5.31 H23.3.15
51 護岸の耐津波性能検討業務 H22.6.30 H23.3.15
52 下関港海岸をモデルとした海岸護岸性能高度化検討調査委託 H22.5.17 H23.3.25

空港特会 53 リーフ周辺護岸に作用する波の高精度算定研究業務 H22.10.8 H22.3.25
その他 54 静岡県内の港湾・漁港海岸の現地指導 H22.9.27 H22.12.24
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１．平成１８年度の外部の競争的資金による研究一覧 

 

 費 目 研究題目 研究期間 担 当 備考

1  地球環境保全等試験研究費 
一括計上 

内湾窒素循環過程における干潟・浅海域－

湾央域生態系の相互作用の解明 H15－18 海洋・水工部 
沿岸生態研究室 

共同

研究

2  科学研究費補助金 
基盤研究Ａ 

第四紀における土の堆積環境と形成された

地盤の工学的特性との関連性に関する研究
H15－18 地盤・構造部 

土質研究室 
共同

研究

3  科学研究費補助金 
基盤研究Ａ 

サンゴ礁－海草藻場－マングローブ林から

構成される複合生態系における環境動態の

解析 
H16－18 海洋・水工部 

沿岸生態研究室 
共同

研究

4  地球環境保全等試験研究費 工事用作業船による浮流重質油回収システ

ムの研究 H16－18 施工・制御技術部

油濁対策研究室  

5  科学研究費補助金 
基盤研究Ｃ 

重油エマルジョンの被洗浄特性に関する研

究 H16－18 施工・制御技術部

油濁対策研究室  

6  科学研究費補助金 
基盤研究Ｂ 

デルタ堆積粘性土の力学特性評価法に関す

る研究 
－メコンデルタ軟弱堆積土の原位置試験、

サンプリング、および室内試験－ 

H16－18 地盤・構造部 共同

研究

7  私立大学学術研究高度化 
推進事業 

都市・建築のストック再生を目的とした環

境共生技術の戦略的開発研究 H16－20 地盤・構造部 共同

研究

8  科学研究費補助金 
若手研究Ｂ 

長期にわたる不可逆変動としての広域地盤

沈下の数値シミュレーション H17－18 地盤・構造部 
動土質研究室  

9  科学研究費補助金 
若手研究Ｂ 

干潟生態系の維持・再生に資することを念

頭に置いた土砂環境動態予測モデルの開発
H17－18 地盤・構造部 

土質研究室  

10 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｃ 
海溝型地震のやや長周期成分の不確定性を

考慮した沿岸域防災施設の耐震性能評価法
H17－20 地盤・構造部 

構造振動研究室  

11 
科学研究費補助金 

基盤研究Ａ 
GPS ブイを用いた津波・波浪防災システム

の総合的研究 H17－20 海洋・水工部 
海象情報研究室 

共同

研究

12 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 
PC 構造物のせん断設計法の合理化に関す

る研究 H17－18 地盤・構造部 
構造強度研究室 

共同

研究

13 科学技術振興調整費 スマトラ型巨大地震・津波被害の軽減策 H17－19 海洋・水工部 
海象情報研究室 

共同

研究

14 
運輸分野における 
基礎的研究推進制度 

港湾における発生土砂を利用した浚渫窪地

修復効果の定量的評価手法の開発 H17－19 海洋・水工部 
沿岸環境領域 

共同

研究

15 
「鋼構造研究・教育助成事

業」による研究助成金給付

対象研究テーマ募集 
鋼管杭の先端閉塞メカニズムに関する研究

H17.11 
－H18.10

地盤・構造部 
基礎工研究室 

共同

研究

16 建設技術研究開発助成制度 「古タイヤゴムチップスを用いた多機能・

環境配慮型地盤材料の開発」 H17－18
地盤・構造部 
構造振動研究室 
基礎工研究室 

共同

研究

17 環境技術開発等推進費 浮流重油自動追従ブイシステムの開発 H18－19 施工・制御技術部

油濁対策研究室 
共同

研究

18 
「鋼構造研究・教育助成事

業」による研究助成金給付

対象研究テーマ募集 

鋼構造物を最適に維持管理するための分布

定数系回路に基づく電気化学インピーダン

ス測定を用いた被覆防食材の劣化診断技術

の開発 

H18－19 地盤・構造部 
材料研究室 

共同

研究

19 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 
巨大津波氾濫流の市街地遡上過程の高精度

シミュレーション技術の開発 H18－20 海洋・水工部 
波浪研究室 

共同

研究

20 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｃ 
エキスパートシステムによる空港舗装ライ

フエクステンション化技術の開発 H16－18 特別研究官 共同

研究
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 費 目 研究題目 研究期間 担 当 備考

21 
日本科学協会 

笹川科学研究助成 
中近距離における水中監視のための実時間

高分解能映像装置用水中音響レンズの開発
H18 施工・制御技術部

制御技術研究室 
共同

研究

22 
科学研究費補助金 

基盤研究Ａ 
廃タイヤのリサイクル材を用いた抗土圧構

造物の耐震補強工法に関する研究 H18－20 地盤構造部 
構造振動研究室 

共同

研究

23 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 
海洋コンクリート中における鉄筋腐食の異

方性に関する研究 H18－19 地盤構造部構造強

度研究室 
共同

研究

24 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 
保全/修復を目的とした干潟地盤環境の評

価と設計技術に関する研究 H18－20 地盤構造部 
土質研究室 

共同

研究

25 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 
砂浜海岸におけるビーチカスプの時空間変

動特性 H18－19 海洋水工部 
漂砂研究室  

26 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｃ 
高性能コーティング材料の健全性評価手法

の開発 H18－20 地盤構造部 
材料研究室 

共同

研究

27 
科学研究費補助金 

若手研究Ｂ 
流動化固化処理土を含む二層地盤の主働破

壊メカニズムの解明 H18－19 地盤構造部 
地盤改良研究室  

28 
科学研究費補助金 

若手研究Ｂ 
ハイブリッド界面接着手法によるＲＣ部材

の曲げ補強設計法の最適化 H18－19 ＬＣＭ研究ｾﾝﾀｰ  

29 
科学研究費補助金 

若手研究Ｂ 
音響レンズを利用した水中監視用実時間高

分解能映像装置開発の研究 H18－19 施工・制御部 
制御技術研究室  

30 
科学研究費補助金 

基盤研究Ａ 
コンクリートの長期耐久性評価と暴露環境

モニタリングシステムの構築 H18－19 構造強度研究室 共同

研究

31 
科学研究費 
基盤研究Ｃ 

瀬戸内海における異常潮位・濃霧に起因す

る船舶運航と海難の防止に関する検討 H18－20 海洋水工部 
津波防災研究ｾﾝﾀｰ

共同

研究

32 
運輸分野における 
基礎的研究推進制度 

津波災害のプロセスの把握とシミュレーシ

ョンによる再現に関する研究 H18－21 津波防災研究ｾﾝﾀｰ
共同

研究

33 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｃ 
音響レンズを用いたカテーテル型超音波診

断・治療用探触子開発の基礎研究 H18－19 施工・制御部 
制御技術研究室 

共同

研究

34 
（財）鉄鋼業環境保全 

技術開発基金 
亜鉛を含む粒子状金属の底泥への負荷とそ

の底生生物への影響 
H18.10 
－H20.10

海洋・水工部 
沿岸環境領域 

共同

研究

35 鋼構造研究・教育助成事業 港湾鋼構造物の LCM に関する研究 H18.11 
－H19.10 ＬＣＭ研究ｾﾝﾀｰ  

36 
科学研究費 

外国人特別研究員奨励費 
ハイブリッド－オンライン圧密沈下解析シ

ステムの実用問題への適用性評価 H17－H18 地盤・構造部 
土質研究室  

37 鋼構造研究・教育助成事業 既設岸壁・海岸堤防等の耐震補強技術の検

討 
H18.11 

－H19.10
地盤・構造部 
構造振動研究室  
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２．平成１９年度の外部の競争的資金による研究一覧 

 

 費 目 研究題目 研究期間 担 当 備考

1  私立大学学術研究高度化推

進事業 
都市・建築のストック再生を目的とした環

境共生技術の戦略的開発研究 H16－20 地盤・構造部 共同

研究

2  科学研究費補助金 
基盤研究Ｃ 

海溝型地震のやや長周期成分の不確定性

を考慮した沿岸域防災施設の耐震性能評

価法 
H17－20 地盤・構造部 

構造振動研究室
 

3  科学研究費補助金 
基盤研究Ａ 

GPS ブイを用いた津波・波浪防災システ

ムの総合的研究 H17－20 海洋・水工部 
海象情報研究室

共同

研究

4  科学技術振興調整費 スマトラ型巨大地震・津波被害の軽減策 H17－19 海洋・水工部 
海象情報研究室

共同

研究

5  運輸分野における基礎的研

究推進制度 
港湾における発生土砂を利用した浚渫窪

地修復効果の定量的評価手法の開発 H17－19 海洋・水工部 
沿岸環境領域 

共同

研究

6  環境技術開発等推進費 浮流重油自動追従ブイシステムの開発 H18－19 施工・制御技術部

油濁対策研究室

共同

研究

7  
「鋼構造研究・教育助成事

業」による研究助成金給付

対象研究テーマ募集 

鋼構造物を最適に維持管理するための分

布定数系回路に基づく電気化学インピー

ダンス測定を用いた被覆防食材の劣化診

断技術の開発 

H18－19 地盤・構造部 
材料研究室 

共同

研究

8  科学研究費補助金 
基盤研究 B 

巨大津波氾濫流の市街地遡上過程の高精

度シミュレーション技術の開発 H18－20 海洋・水工部 
波浪研究室 

共同

研究

9  科学研究費補助金 
基盤研究Ｂ 

海洋コンクリート中における鉄筋腐食の

異方性に関する研究 H18－19 地盤構造部 
構造強度研究室

共同

研究

10 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 
保全/修復を目的とした干潟地盤環境の評

価と設計技術に関する研究 H18－20 地盤構造部 
土質研究室 

共同

研究

11 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 
砂浜海岸におけるビーチカスプの時空間

変動特性 H18－19 海洋水工部 
漂砂研究室  

12 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｃ 
高性能コーティング材料の健全性評価手

法の開発 H18－20 地盤構造部 
材料研究室 

共同

研究

13 
科学研究費補助金 

若手研究 B 
流動化固化処理土を含む二層地盤の主働

破壊メカニズムの解明 H18－19 地盤構造部 
地盤改良研究室

 

14 
科学研究費補助金 

若手研究 B 
ハイブリッド界面接着手法によるＲＣ部

材の曲げ補強設計法の最適化 H18－19 ＬＣＭ研究ｾﾝﾀｰ  

15 
科学研究費補助金 

若手研究 B 
音響レンズを利用した水中監視用実時間

高分解能映像装置開発の研究 H18－19 施工・制御部 
制御技術研究室

 

16 
科学研究費補助金 

基盤研究 
コンクリートの長期耐久性評価と暴露環

境モニタリングシステムの構築 H18－19 構造強度研究室
共同

研究

17 
科学研究費 
基盤研究Ｃ 

瀬戸内海における異常潮位・濃霧に起因す

る船舶運航と海難の防止に関する検討 H18－20 海洋水工部 
津波防災研究ｾﾝﾀｰ

共同

研究

18 
運輸分野における基礎的研

究推進制度 
津波災害のプロセスの把握とシミュレー

ションによる再現に関する研究 H18－21 津波防災研究ｾﾝﾀｰ
共同

研究

19 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｃ 
音響レンズを用いたカテーテル型超音波

診断・治療用探触子開発の基礎研究 H18－19 施工・制御部 
制御技術研究室

共同

研究

20 
（財）鉄鋼業環境保全技術

開発基金 
亜鉛を含む粒子状金属の底泥への負荷と

その底生生物への影響 
H18.10－

20.10 
海洋・水工部 
沿岸環境領域 

共同

研究

21 鋼構造研究・教育助成事業 港湾鋼構造物のＬＣＭに関する研究 H18.11－
19.10 ＬＣＭ研究ｾﾝﾀｰ  

資料－5.5 
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 費 目 研究題目 研究期間 担 当 備考

22 地球環境研究総合推進費 沿岸域における海底境界での物質輸送フ

ラックスの定量化に関する研究 H19－20 沿岸環境領域 
波浪研究室  

23 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 
国際統一規格に向けた軟弱地盤対策工法

の品質管理技術の研究 H19－21 特別研究官 共同

研究

24 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 
Freak Wave の出現予測法の構築とその出

現特性の解明 H19－21 海洋・水工部 共同

研究

25 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｃ 
点検不要型予防保全技術によるアスファ

ルト舗装の補修システムに関する研究 H19－21 特別研究官 共同

研究

26 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 厳環境下での木材の劣化現象と耐久性 H19－21 地盤・構造部 
構造強度研究室

共同

研究

27 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 
津波漂流物対策のための漂流物の挙動特

性の解明と衝突力算定モデルの構築 H19－21 津波防災研究ｾﾝﾀｰ
共同

研究

28 
科学研究費 

外国人特別研究員奨励費 
日本のアマモ属の分類学、遺伝的多様性と

系統発生に関する研究 H19－20 沿岸環境領域  

29 
科学研究費補助金 

基盤研究Ａ 
廃タイヤのリサイクル材を用いた抗土圧

構造物の耐震補強工法に関する研究 H18－20 
地盤構造部 
基礎工研究室 
動土質研究室 

共同

研究

30 
科学研究費補助金 

基盤研究Ａ 
高酸素水生成装置を用いる汽水湖貧酸素

水塊の水質改善及び湖底の底質改善 H19－21 沿岸環境領域 共同

研究

31 
科学研究費補助金 

基盤研究Ａ 
地盤構造物設計のための体系的な性能設

計と信頼性設計理論の構築と普及 H19－21 基礎工研究室 共同

研究

32 
鋼構造研究助成制度 

（土木部門・目的研究） 
既存岸壁・海岸堤防の背後地の被害最小化

の対策技術の検討 H19.11-H20. 構造振動研究室  

33 
鋼構造研究助成制度 

（土木部門・目的研究） 
港湾鋼構造物のライフサイクルマネジメ

ント／LCM に関する研究 
H19.11－

20.10 ＬＣＭ研究ｾﾝﾀｰ  
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３．平成２０年度の外部の競争的資金による研究一覧 

 
 

費 目 研究題目 研究期間 担 当 備考

1  
科学研究費補助金 

基盤研究Ｃ 

海溝型地震のやや長周期成分の不確定

性を考慮した沿岸域防災施設の耐震性

能評価法 

Ｈ17-H20 耐震構造研究チーム  

2  
科学研究費補助金 

基盤研究Ａ 

GPS ブイを用いた津波・波浪防災シス

テムの総合的研究 
Ｈ17-H20 海象情報研究チーム

共同

研究

3  
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 

保全/修復を目的とした干潟地盤環境

の評価と設計技術に関する研究 
H18-H20 土質研究チーム 

共同

研究

4  
科学研究費補助金 

基盤研究Ｃ 

瀬戸内海における異常潮位・濃霧に起

因する船舶運航と海難の防止に関する

検討 

H18-H20 海象情報研究チーム
共同

研究

5  
科学研究費補助金 

基盤研究Ａ 

廃タイヤのリサイクル材を用いた抗土

圧構造物の耐震補強工法に関する研究
H18-H20 基礎工研究チーム 

共同

研究

6  
科学研究費補助金 

基盤研究Ｃ 

高性能コーティング材料の健全性評価

手法の開発 
H18-H20 構造・材料研究チーム

共同

研究

7  
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 

国際統一規格に向けた軟弱地盤対策工

法の品質管理技術の研究 
H19-H21 地盤構造部 

共同

研究

8  
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 

Freak Wave の出現予測法の構築とそ

の出現特性の解明 
H19-H21 統括研究官 

共同

研究

9  
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 
厳環境下での木材の劣化現象と耐久性 H19-H21 沿岸環境研究チーム 

共同

研究

10 
科学研究費補助金 

基盤研究Ｂ 

津波漂流物対策のための漂流物の挙動

特性の解明と衝突力算定モデルの構築
H19-H21 津波防災研究センター

共同

研究

11 
科学研究費補助金 

基盤研究Ａ 

高酸素水生成装置を用いる汽水湖貧酸

素水塊の水質改善及び湖底の底質改善
H19-H21 沿岸環境研究領域 

共同

研究

12 
科学研究費補助金 

基盤研究Ａ 

地盤構造物設計のための体系的な性能

設計と信頼性設計理論の構築と普及 
H19-H21 基礎工研究チーム 

共同

研究

13 
科学研究費補助金 

基盤研究（B) 

干潟生態地盤学の展開による生物適合

場の解明と生物住環境診断チャートの

作成 

H20-22 土質研究チーム 
共同

研究

14 
科学研究費補助金 

基盤研究（B) 

塩害を受けるコンクリート構造物の寿

命予測の信頼性に関する研究 
H20-22 ＬＣＭ研究センター

共同

研究

15 
科学研究費補助金 

基盤研究（C) 

利用と防災を兼ねた人工サーフィンリ

ーフに関する研究 
H20-21 海象情報研究チーム  

16 
科学研究費補助金 

基盤研究（C) 

高含水粘性土／中間土地盤への真空圧

密の適用性についての研究 
H20-22 動土質研究チーム  

17 
科学研究費補助金 

基盤研究（B) 

堆積盆地構造の地盤特性が地震動に及

ぼす影響と災害リスクの軽減に関する

研究 

H20-22 土質研究チーム 
共同

研究

18 
科学研究費補助金 

若手研究（A） 

高性能な水中映像取得のための音響レ

ンズの検討 
H20-21 情報化技術研究チーム  

19 
科学研究費補助金 

若手研究（A） 

鳥類の新たな餌資源としてのバイオフ

ィルムを考慮した干潟・湿地生態系の

保全 

H20-23 沿岸環境研究チーム  

20 
科学研究費補助金 

若手研究（B） 

荷重と乾湿繰り返し複合作用における

FRPシートとコンクリート界面の性能

評価 

H20-21 ＬＣＭ研究センター  

資料－5.5 
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費 目 研究題目 研究期間 担 当 備考

21 
科学研究費補助金 

若手研究 

（スタートアップ） 

Damage Index による ASR 損傷を受け

た鉄筋コンクリートの動的性能評価 
H20-21 構造・材料研究チーム  

22 
科学研究費補助金 

基盤研究 

最近の被害地震の観測記録に基づく強

震動予測レシピの検証とその改良 
H20-  耐震構造研究チーム

共同

研究

23 
科学研究費補助金 

基盤研究（B) 

大気・海洋間の運動量輸送過程の帰納

的推定と沿岸防災技術の高度化に関す

る研究 

H20-22 海象情報研究チーム
共同

研究

24 
科学研究費補助金 

基盤研究 

地球温暖化に伴う極端化気象による高

波・高潮災害予測と工学的評価 
H20-22 海象情報研究チーム

共同

研究

25 
二国間交流事業 

共同研究 

沿岸コンクリート構造物のライフサイ

クルマネジメントに関する研究 
H20-21 LCM 研究センター 

共同

研究

26 
私立大学学術研究 

高度化推進事業 

都市・建築のストック再生を目的とし

た環境共生技術の戦略的開発研究 
H16-20 構造・材料研究チーム

共同

研究

27 
運輸分野における基礎的

研究推進制度 

津波災害のプロセスの把握とシミュレ

ーションによる再現に関する研究 
H18-H20 津波防災研究センター

共同

研究

28 
運輸分野における基礎的

研究推進制度 

透水性コラムを用いた港湾施設の波浪

に対する安定化工法の開発 
H20-22 動土質研究チーム 

共同

研究

29 
運輸分野における基礎的

研究推進制度 

長周期巨大波浪の発達・変形機構と減

災対策 
H20-22 波浪研究チーム 

共同

研究

30 
鋼構造研究助成制度 

（土木部門・目的研究）

既存岸壁・海岸堤防の背後地の被害最

小化の対策技術の検討 
H19-20 耐震構造研究チーム  

31 
鋼構造研究助成制度 

（土木部門・目的研究）

港湾鋼構造物のライフサイクルマネジ

メント／LCM に関する研究 
H19-20 ＬＣＭ研究センター  

32 
鋼構造研究助成制度 

（土木部門・目的研究）

既存矢板壁の補強のための増設控え工

の形式に関する研究 
H20-21 基礎工研究チーム  

33 
（財）鉄鋼業環境保全 

技術開発基金 

亜鉛を含む粒子状金属の底泥への負荷

とその底生生物への影響 
H18.10-H20.10 沿岸環境研究チーム

共同

研究

34 地球環境研究総合推進費

海洋環境変動に及ぼす堆積物再懸濁現

象の影響予測に向けた物質動態詳細測

定法の開発 

H19-H20 沿岸土砂管理 

研究チーム 
 

35 
洋上風力発電技術 

開発調査事業 
海洋風力発電実証研究F/S調査 H20 海象情報研究チーム

共同

研究

36 
神奈川大学 

共同研究奨励助成金 

高速信号処理デバイスの開発・モデリ

ング・回路設計に関する研究－音波・

電磁波・光波の統一数値解析手法の確

立と実際－ 

H20-22 情報化技術研究チーム
共同

研究

37 
日本生命財団 

研究助成 

水中および底泥での貧酸素化進行過程

における細菌群集動態の解明－伊勢湾

及び東京湾の生物多様性回復に関する

基礎研究－ 

H20-21 沿岸環境研究チーム  

38 
住友財団  

環境研究助成 

世界遺産"知床"を例とした同位対比お

よび分布型流出モデルによる栄養塩循

環過程の解明 

H20-21 沿岸環境研究チーム
共同

研究

39 
財団法人鉄鋼環境保全 

技術開発基金 

環境研究助成 

底泥に含まれる重金属のアマモ場生態

系における生物濃縮過程 
H20-21 沿岸環境研究チーム  
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４．平成２１年度の外部の競争的資金による研究一覧 

 

 費 目 研究題目 研究期間 担 当 備考

1  科学研究費補助金 
基盤研究（Ｂ） 

国際統一規格に向けた軟弱地盤対策工法

の品質管理技術の研究 H19-H21 研究主監 共同

研究

2  科学研究費補助金 
基盤研究（Ｂ） 

Freak Waveの出現予測法の構築とその出

現特性の解明 H19-H21 理事および海洋・水

工部 
共同

研究

3  科学研究費補助金 
基盤研究（Ｂ） 厳環境下での木材の劣化現象と耐久性 H19-H21 沿岸環境研究チーム

共同

研究

4  科学研究費補助金 
基盤研究（Ｂ） 

津波漂流物対策のための漂流物の挙動特

性の解明と衝突力算定モデルの構築 H19-H21 津波防災研究センタ

ー 
共同

研究

5  科学研究費補助金 
基盤研究（Ａ） 

高酸素水生成装置を用いる汽水湖貧酸素

水塊の水質改善及び湖底の底質改善 H19-H21 沿岸環境領域 共同

研究

6  科学研究費補助金 
基盤研究（Ａ） 

地盤構造物設計のための体系的な性能設

計と信頼性設計理論の構築と普及 H19-H21 基礎工研究チーム 共同

研究

7  科学研究費補助金 
基盤研究（Ｂ） 

干潟生態地盤学の展開による生物適合場

の解明と生物住環境診断チャートの作成 H20-H22 土質研究チーム 共同

研究

8  科学研究費補助金 
基盤研究（Ｂ） 

塩害を受けるコンクリート構造物の寿命

予測の信頼性に関する研究 H20-H22 構造研究チ－ム 共同

研究

9  科学研究費補助金 
基盤研究（Ｃ） 

利用と防災を兼ねた人工サーフィンリー

フに関する研究 H20-H21 海象情報研究チーム  

10 科学研究費補助金 
基盤研究（Ｃ） 

高含水粘性土／中間土地盤への真空圧密

の適用性についての研究 H20-H22 土質研究チーム 共同

研究

11 科学研究費補助金 
基盤研究（Ｂ） 

堆積盆地構造の地盤特性が地震動に及ぼ

す影響と災害リスクの軽減に関する研究 H20-H22 土質研究チーム 共同

研究

12 科学研究費補助金 
若手研究（Ａ） 

高性能な水中映像取得のための音響レン

ズの検討 H20-H21 情報化技術研究チー

ム  

13 科学研究費補助金 
若手研究（Ａ） 

鳥類の新たな餌資源としてのバイオフィ

ルムを考慮した干潟・湿地生態系の保全 H20-H23 沿岸環境研究チーム  

14 科学研究費補助金 
若手研究（ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ） 

Damage Index による ASR 損傷を受けた

鉄筋コンクリートの動的性能評価 H20-H21 構造・材料研究チー

ム  

15 科学研究費補助金 
若手研究（Ｂ） 

水中作業機械用高度遠隔操作インターフ

ェースに関する研究 H21- 計測・制御研究チー

ム  

16 科学研究費補助金 
基盤研究（Ｓ） 

GPS 海洋ブイを用いた革新的海洋・海底

総合防災観測システムの開発 H21- 理事及び津波防災研

究センター 
共同

研究

17 科学研究費補助金 
基盤研究（Ｂ） 

最近の被害地震の観測記録に基づく強震

動予測レシピの検証とその改良 H20- 耐震構造研究チーム
共同

研究

18 科学研究費補助金 
基盤研究（Ｂ） 

大気・海洋間の運動量輸送過程の帰納的推

定と沿岸防災技術の高度化に関する研究 H20-H22 海象情報研究チーム
共同

研究

19 科学研究費補助金 
基盤研究（Ｂ） 

地球温暖化に伴う極端化気象による高

波・高潮災害予測と工学的評価 H20-H22 海象情報研究チーム
共同

研究

20 科学研究費補助金 
基盤研究（Ａ） 

材料劣化が生じたコンクリート構造物の

構造性能評価に関する技技術学術体系の

構築 
H21- 構造研究チ－ム 共同

研究

21 科学研究費補助金 
基盤研究（Ｂ） 

レーダネットワークによる漂砂系内土砂

フラックスの高分解能推定 H21- 沿岸土砂管理 共同

研究

22 科学研究費補助金 
基盤研究（Ｂ） 

数値波動水槽を機軸とした沿岸域波浪災

害の定量的減災シナリオの構築 H21- 海洋・水工部 共同

研究

23 科学研究費補助金 
基盤研究（Ａ） 

全国主要都市の予測地震動データベース

作成とそれによる被害リスク評価 H21- 耐震構造研究チーム
共同

研究

資料－5.5 
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 費 目 研究題目 研究期間 担 当 備考

24 鋼構造研究助成制度 
（土木部門・目的研究） 

既存矢板壁の補強のための増設控え工の

形式に関する研究 H20-H21 基礎工研究チーム  

25 運輸分野における基礎的

研究推進制度 
透水性コラムを用いた港湾施設の波浪に

対する安定化工法の開発 H20-H22 動土質研究チーム 共同

研究

26 運輸分野における基礎的

研究推進制度 
長周期巨大波浪の発達・変形機構と減災対

策 H20-H22 波浪研究チーム 共同

研究

27 神奈川大学共同研究奨励

助成金 

高速信号処理デバイスの開発・モデリン

グ・回路設計に関する研究－音波・電磁

波・光波の統一数値解析手法の確立と実際

－ 

H20-H22 情報化技術研究チー

ム 
共同

研究

28 日本生命財団研究助成 

水中および底泥での貧酸素化進行過程に

おける細菌群集動態の解明－伊勢湾及び

東京湾の生物多様性回復に関する基礎研

究－ 

H20-H21 沿岸環境研究チーム  

29 住友財団 環境研究助成 
世界遺産"知床"を例とした同位対比およ

び分布型流出モデルによる栄養塩循環過

程の解明 
H20-H21 沿岸環境研究チーム

共同

研究

30 
財団法人鉄鋼環境保全 
技術開発基金 
環境研究助成 

底泥に含まれる重金属のアマモ場生態系

における生物濃縮過程 H20-H21 沿岸環境研究チーム  

31 三井物産環境基金 知床を対象とした気候変動による寒冷地

域の生態系システムへの影響評価 H20-H21 沿岸環境研究チーム
共同

研究

32 新エネルギー技術開発/ 
洋上風力発電等技術開発 洋上風況観測システム技術の確立 H21-H22 理事および海洋・水

工部 
共同

研究

33 建設技術研究開発助成制

度 
土木事業での木材活動による温暖化防止

対策への貢献 H21-H23 沿岸環境研究チーム
共同

研究

34 新たな農林水産政策を推

進する実用技術開発事業 
フロンティア環境における間伐材利用技

術の開発 H21-H23 沿岸環境研究チーム
共同

研究

35 日本鉄鋼連盟研究助成 
(寄付金) 

薄い中間レキ層を支持層とする鋼管杭の

鉛直抵抗メカニズムの検討 H21-H23 基礎工研究チーム  
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５．平成２２年度の外部の競争的資金による研究一覧 

 

 費 目 研究題目 研究期間 担 当 備考

1  
科学研究費補助金 

基盤研究（S） 

GPS 海洋ブイを用いた革新的海洋・海底

総合防災観測システムの開発 
H21-H23 研究主監 

共同

研究

2  
科学研究費補助金 

基盤研究（A) 

全国主要都市の予測強震動データベース

作成とそれによる被害リスク評価 
H21-H24 地震動研究チーム 

共同

研究

3  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

干潟生態地盤学の展開による生物適合場

の解明と生物住環境診断チャートの作成 
H20-H22 土質研究チーム  

4  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

堆積盆地構造の地盤特性が地震動に及ぼ

す影響と災害リスクの軽減に関する研究 
H20-H22 土質研究チーム 

共同

研究

5  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

塩害を受けるコンクリート構造物の寿命

予測の信頼性に関する研究 
H20-H22 構造研究チ－ム 

共同

研究

6  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

大気・海洋間の運動量輸送過程の帰納的推

定と沿岸防災技術の高度化に関する研究 
H20-H22 海象情報研究チーム

共同

研究

7  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

地球温暖化に伴う極端化気象による高

波・高潮災害予測と工学的評価 
H20-H22 海象情報研究チーム

共同

研究

8  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

最近の被害地震の観測記録に基づく強震

動予測レシピの検証とその改良 
H20-H22 地震動研究チーム 

共同

研究

9  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

レーダネットワークによる漂砂系内土砂

フラックスの高分解能推定 
H21-H23 海洋・水工部 

共同

研究

10  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

開端杭の支持力メカニズムの解明と支持

力推定手法の高度化 
H22-H24 地盤・構造部  

11  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

実海域を対象とした異常波浪予測モデル

の確立 
H22-H24

海象情報研究チーム

波浪研究チーム 

共同

研究

12  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

エコ物流内包型の国内幹線物流予測モデ

ルに基づくGHG削減施策評価手法の提案
H22-H24 特別研究官 

共同

研究

13  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

国際統一規格のためのセメント固化処理

技術の調査・設計法の研究 
H22-H25 研究主監  

14  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

波・流れ・透水性地形相互作用の直接数値

解析手法の構築と海浜変形予測への適用 
H22-H24

海洋環境情報研究チ

ーム 

共同

研究

15  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

線状地下構造物に対する縦断方向の耐震

性能評価手法の開発とその設計への適用 
H22-H24 地震動研究チーム 

共同

研究

16  
科学研究費補助金 

基盤研究（C） 

利用と防災を兼ねた人工サーフィンリー

フに関する研究 
H20-H22

海洋環境情報研究チ

ーム 
 

17  
科学研究費補助金 

基盤研究（C） 

高含水性粘土/中間土地盤への真空圧密の

適用性についての研究 
H20-H23

土質研究チーム 

動土質研究チーム 

共同

研究

18  
科学研究費補助金 

基盤研究（C） 

任意の形状の重量物を把持できる網チェ

ーンを用いた把持装置の開発 
H22 新技術研究官  

資料－5.5 
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 費 目 研究題目 研究期間 担 当 備考

19  
科学研究費補助金 

基盤研究（C） 

漁業被害対策としてのカワウ駆除の有効

性：多角的アプローチによる効果検証 
H22-H24 沿岸環境研究チーム

共同

研究

20  
科学研究費補助金 

挑戦的萌芽 

潮間帯土砂物理／砕波水理の融合による

バリア地形学の創成に関する研究 
H22-H24 土質研究チーム 

共同

研究

21  
科学研究費補助金 

若手研究（A） 

鳥類の新たな餌資源としてのバイオフィ

ルムを考慮した干潟・湿地生態系の保全 
H20-H23 沿岸環境研究チーム  

22  
科学研究費補助金 

若手研究（B） 

水中作業機械用高度遠隔操作インターフ

ェースに関する研究 
H21-H22

計測・制御研究チー

ム 
 

23  
科学研究費補助金 

若手研究（B） 

鉄筋コンクリートの劣化進行過程のマル

チスケールモニタリング 
H22-H23 構造研究チーム  

24  
科学研究費補助金 

特別研究員奨励費（国内） 

浅海堆積物中の生痕化石の古生態・古環境

情報の解明 
H22-H24

沿岸土砂管理研究チ

ーム 
 

25  
運輸分野における基礎的

研究推進制度 

透水性コラムを用いた港湾施設の波浪に

対する安定化工法の開発 
H20-H22 動土質研究チーム 

共同

研究

26  
運輸分野における基礎的

研究推進制度 

長周期巨大波浪の発達・変形機構と減災対

策 
H20-H22 波浪研究チーム 

共同

研究

27  
新エネルギー技術開発/ 

洋上風力発電等技術開発 
洋上風況観測システム技術の確立 H21-H25 研究主監 

共同

研究

28  
建設技術研究開発助成制

度 

土木事業での木材活動による温暖化防止

対策への貢献 
H21-H22 沿岸環境研究チーム

共同

研究

29  
新たな農林水産政策を推

進する実用技術開発事業 

フロンティア環境における間伐材利用技

術の開発 
H21-H23 沿岸環境研究チーム

共同

研究

30  
神奈川大学共同研究奨励

助成金 

高速信号処理デバイスの開発・モデリン

グ・回路設計に関する研究－音波・電磁

波・光波の統一数値解析手法の確立と実際

－ 

H20-H22
計測・制御研究チー

ム 

共同

研究

31  
日本鉄鋼連盟研究助成 

(寄付金) 

鋼材の全塑性後の性能を活かした設計手

法の確立 
H22 構造研究チ－ム  

32  
日本鉄鋼連盟研究助成 

(寄付金) 

打撃施工された鋼管杭の先端閉塞及びセ

ットアップのメカニズムに関する実験的

研究 

H22 基礎工研究チーム  

33  
日本鉄鋼連盟研究助成 

(寄付金) 

桟橋のレベル２地震に対する断面決定手

法の確立 
H22 耐震構造研究チーム  
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１．平成１８年度の共同研究協定に基づく共同研究一覧 

 

番号 件名 相手機関 担当 
研究室 全体工程計画

18 - 1 コンクリートの耐海水性に関する研究 （社）セメント協会 材料 S49.7 - H23.3 

18 - 2 鋼管杭の防食法に関する研究 （財）沿岸技術研究センター 
鋼管杭協会 材料 S59.7 - H19.3 

18 - 3 砕波帯環境と水産生物動態に関する研

究 
（独）水産総合研究センター 水産工

学研究所 、茨城県水産試験場 漂砂 H14.4 - H19.3

18 - 4 
塩害による被害を受けた鉄筋コンクリ

ート製桟橋上部工の補修効果に関する

研究 

ショーボンド建設（株） 
化工建設（株） 材料 H14.4 - H19.3

18 - 5 
ＦＬＩＰ（液状化による構造物被害予測

プログラム）の改良・機能拡張および高

度な利用技術に関する研究 

（財）沿岸技術研究センター 
京都大学防災研究所地盤災害研究部

門 
構造振動 H16.7 - H19.7

18 - 6 干潟回復・創造のための地盤設計技術お

よび施工技術の開発に関する共同研究 五洋建設（株） 土質 H16.9 - H19.3

18 - 7 高性能桟橋上部工の構築に関する共同

研究 （社）日本埋立浚渫協会 構造強度 H16.10 - H20.3

18 - 8 フラップ式防災施設の水理特性に関す

る研究 

早稲田大学理工学部社会環境工学科

石川島播磨重工業（株） 
新日本製鐵（株） 
日立造船（株） 

耐波 H16.10 - H19.3

18 - 9 直立浮上式防波堤に関する共同研究 

（株）大林組 
新日本製鐵（株） 
東亜建設工業（株） 
三菱重工業（株） 

耐波 
高潮津波 
基礎工 
構造振動 
構造強度 

H16.12 - H20.3

18 - 10 
空港アスファルト舗装における剥離探

査技術および施工技術の開発に関する

共同研究 
国土交通省国土技術政策総合研究所 地盤改良 H17.1 - H18.12

18 - 11 東・東南アジア地盤の力学的特性評価法

に関する研究 東亜建設工業（株） 土質 H17.6 - H20.3

18 - 12 リサイクル材を用いた杭土圧構造物の

耐震補強工法に関する研究 

東亜建設工業（株） 
（株）ブリヂストン 
茨城大学工学部 

構造振動 H17.6 - H19.3

18 - 13 沿岸域における有害化学物質の動態及

び生物影響に関する研究 横浜国立大学環境情報研究院  沿岸環境

領域 H17.8 - H20.3

18 - 14 静的圧入締固め工法の繰り返し圧入効

果に関する研究 

みらい建設工業（株） 
三信建設工業（株） 
復建調査設計（株） 
みらいジオテック（株） 

動土質 H17.8 - H18.9

18 - 15 各種コンクリート硬化体の海水中にお

ける疲労強度に関する研究 九州大学大学院 工学研究院 材料 H17.12 - H19.3

18 - 16 アルカリ骨材反応下の鉄筋コンクリー

ト定着不良に関する研究 北海道大学大学院 工学研究科 材料 H17.12 - H19.3

18 - 17 捨石マウンド構築時の安定化向上に関

する共同研究 
（株）NIPPO コーポレーション 
シバタ工業（株） 耐波 H17.12 - H19.3

18 - 18 高潮津波シミュレーター(STOC)の実地

形への適用性向上に関する研究 （財）沿岸技術研究センター TRC H17.12 - H19.3

18 - 19 中小型風力発電装置の港湾・沿岸域への

適用性に関する研究 
足利工業大学 
駒井鉄工（株） 海象情報 H18.2 - H20.3

18 - 20 浸透固化処理工法の設計法および施工

法に関する研究 五洋建設（株） 動土質 H18.3 - H19.3

資料－5.6 
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番号 件名 相手機関 担当 
研究室 全体工程計画

18 - 21 杭の支持力推定手法の合理化に関する

研究 
（社）日本埋立浚渫協会 鋼管杭協

会 基礎工 H18.4 - H20.3

18 - 22 直立浮上式防波堤の設計・施工法に関す

る共同技術開発 

中部地方整備局 
（株）大林組 
新日本製鐵（株） 
東亜建設工業（株） 
三菱重工業（株） 

TRC 
耐波 
基礎工 
構造振動 
構造強度 

H18.4 - H20.3

18 - 23 FEM における土質パラメータの合理的

設定法に関する研究 
東電設計（株） 
若築建設（株） 土質 H18.4 - H21.3

18 - 24 河口域の潮上帯～潮間帯～潮下帯にお

ける地盤環境調査法に関する研究 
京都大学防災研究所 
五洋建設（株） 土質 H18.4 - H21.3

18 - 25 自沈式有孔管を用いたサンドバイパス

工法に関する研究 東洋建設（株） 流体技術 H18.4 - H19.3

18 - 26 軽量混合処理土工法技術マニュアル改

訂に関する研究 
（財）沿岸技術研究センター 
SGM 軽量土工法協会 土質 H18.4 - H19.3

18 - 27 大規模埋立地の建設及び維持管理に関

する研究 関西国際空港用地造成（株） 
土質 

地盤改良

材料 
H18.4 - H21.3

18 -28 2 段タイ材地下施工法の設計・施工法に

関する研究 
（株）大林組 
（株）日本港湾コンサルタント 

基礎工 
構造振動 H18.5 - H21.3

18 - 29 貝殻のコンクリートへの適用に関する

開発研究 

東北地方整備局 
早稲田大学 
日本国土開発（株） 

材料 H18.6 - H20.7

18 - 30 大規模地震動に対応した斜面の安定化

工法の開発に関する共同研究 兵庫県農林水産部 構造振動 H18.7 - H19.3

18 - 31 多重セル型プレッシャーメーターの実

用化に関する共同研究 

（株）ダイヤコンサルタンツ 
川崎地質（株） 
（株）マスダ技研 

構造振動 H18.7 - H20.3

18 - 32 港湾・空港施設のヘルスモニタリングに

関する共同研究 
ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｲﾝﾌﾗﾈｯﾄ（株） 
（株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ 構造振動 H18.8 - H19.3

18 - 33 高い構造性能を有する消波ブロックの

設計・製造に関する共同研究 （株）テトラ 構造強度 H18.8 - H19.3

18 - 34 鋼・コンクリート合成構造物の耐衝撃性

評価に関する共同研究 （株）神戸製鋼所 構造強度 H18.9 - H20.3

18 - 35 固化処理土補強工法（SG-Wall 工法）を

用いた耐震・増深技術に関する共同研究

（財）地域地盤環境研究所、五洋建

設（株）、住友金属工業（株）、東亜

建設工業（株）、東洋建設（株）、三

井化学産資（株）、みらい建設工業

（株） 

構造振動 H18.9 - H21.3

18 - 36 沈船からの油流出による環境危険度評

価に関する共同研究 （独）海上技術安全研究所 油濁対策 H18.11 - H19. 

18 - 37 炭素繊維を用いた人工藻場パネル材の

開発に関する共同研究 日鉄コンポジット（株） 材料 H18.11 - H20.3

18 - 38 長周期・長継続地震動に対応した斜面安

定化工法の開発に関する共同研究 愛知県農林水産部農林基盤担当局 構造振動 H18.11 - H19.6

18 - 39 
音響レンズを利用した水中モニター用

高分解能映像装置開発に関する共同研

究 
神奈川大学 制御技術 H18.12 - H20.3

18 - 40 固化処理土の強度特性に及ぼす固化材

の効果に関する研究 （社）セメント協会 地盤改良 H18.12 - H21.3
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２．平成１９年度の共同研究協定に基づく共同研究一覧 

 

番号 件名 相手機関 担当 
研究室 全体工程計画

19 - 1 コンクリートの耐海水性に関する研究 （社）セメント協会 材料 S49.7 - H23.3 

19 - 2 鋼管杭の防食法に関する研究 

（財）沿岸技術研究センター、 
鋼管杭協会 新日本製鐵（株） 
JFE スチール（株）、（株）クボタ、

住友金属工業（株）、 関西ペイント

（株）、（株）ナカボーテック、日鉄

防食（株） 
日本防蝕工（株）、（株）YAKIN 川崎、

吉川海事興業（株） 

材料 S59.7 - H21.3 

19 - 3 
FLIP（液状化による構造物被害予測プ

ログラム）の改良・機能拡張および高度

な利用技術に関する研究 

（財）沿岸技術研究センター、 
京都大学防災研究所地盤災害研究部

門 
構造振動 H16.7 - H22.6

19 - 4 高性能桟橋上部工の構築に関する共同

研究 （社）日本埋立浚渫協会 構造強度 H16.10 - H20.3

19 - 5 直立浮上式防波堤に関する共同研究 （株）大林組、新日本製鐵（株）、

東亜建設工業（株）、三菱重工業（株）

耐波 
高潮津波 
基礎工 
構造振動 
構造強度 

H16.12 - H20.3

19 - 6 東・東南アジア地盤の力学的特性評価法

に関する研究 東亜建設工業（株） 土質 H17.6 - H20.3

19 - 7 沿岸域における有害化学物質の動態及

び生物影響に関する研究 横浜国立大学環境情報研究院  沿岸環境

領域 H17.8 - H20.3

19 - 8 高潮津波シミュレーター(STOC)の実地

形への適用性向上に関する研究 （財）沿岸技術研究センター 
津波防災

研究セン

ター 
H17.12 - H20.3

19 - 9 中小型風力発電装置の港湾・沿岸域への

適用性に関する研究 
足利工業大学 
駒井鉄工（株） 海象情報 H18.2 - H20.3

19 -10 杭の支持力推定手法の合理化に関する

研究 
（社）日本埋立浚渫協会 
鋼管杭協会 基礎工 H18.4 - H20.3

19 - 11 直立浮上式防波堤の設計・施工法に関す

る共同技術開発 

中部地方整備局 
（株）大林組 
新日本製鐵（株） 
東亜建設工業（株） 
三菱重工業（株） 

津波防災

研究セン

ター 
耐波 
基礎工 
構造振動 
構造強度 

H18.4 - H20.3

19 - 12 ＦＥＭにおける土質パラメータの合理

的設定法に関する研究 
東電設計（株） 
若築建設（株） 土質 H18.4 - H21.3

19 - 13 河口域の潮上帯～潮間帯～潮下帯にお

ける地盤環境調査法に関する研究 
京都大学防災研究所 
五洋建設（株） 土質 H18.4 - H21.3

19 - 14 大規模埋立地の建設及び維持管理に関

する研究 関西国際空港用地造成（株） 
土質 

地盤改良

材料 
H18.4 - H21.3

19 - 15 ２段タイ材地下施工法の設計・施工法に

関する研究 
（株）大林組 
（株）日本港湾コンサルタント 

基礎工 
構造振動 H18.5 - H21.3

19 - 16 貝殻のコンクリートへの適用に関する

開発研究 

東北地方整備局 
早稲田大学 
日本国土開発（株） 

材料 H18.6 - H20.7

19 - 17 多重セル型プレッシャーメーターの実

用化に関する共同研究 
（株）ダイヤコンサルタンツ、川崎

地質（株）、（株）マスダ技研 構造振動 H18.7 - H20.3

資料－5.6 



101 
 

番号 件名 相手機関 担当 
研究室 全体工程計画

19 - 18 鋼・コンクリート合成構造物の耐衝撃性

評価に関する共同研究 （株）神戸製鋼所 構造強度 H18.9 - H20.3

19 - 19 固化処理土補強工法（SG-Wall 工法）を

用いた耐震・増深技術に関する共同研究

（財）地域地盤環境研究所 
五洋建設（株）、住友金属工業（株）、

東亜建設工業（株）、東洋建設（株）、

三井化学産資（株）、みらい建設工業

（株） 

構造振動 H18.9 - H21.3

19 - 20 港湾地域向け杭新工法（RS プラス）に

関する研究 
新日本製鐵（株） 
調和工業（株） 基礎工 H19. 4 - H20.3

19 - 21 長周期・長継続地震動に対応した斜面安

定化工法の開発に関する共同研究 愛知県農林水産部農林基盤担当局 構造振動 H18.11 - H19.6

19 - 22 
音響レンズを利用した水中モニター用

高分解能映像装置開発に関する共同研

究 
神奈川大学 制御技術 H18.12 - H20.3

19 - 23 炭素繊維を用いた人工藻場パネル材の

開発に関する共同研究 日鉄コンポジット（株） 材料 H18.11 - H20.3

19 - 24 固化処理土の強度特性に及ぼす固化材

の効果に関する研究 （社）セメント協会 地盤改良 H18.12 - H21.3

19 - 25 砕波帯環境と水産生物動態に関する研

究 
（独）水産総合研究センター、 
茨城県水産試験場 漂砂 H19.4 - H22.3

19 - 26 
干潟回復・創造のための地盤設計技術お

よび施工技術の開発に関する共同研究

（第Ⅱ期） 
五洋建設（株） 土質 H19.4 - H22.3

19 - 27 ハット形鋼管矢板の重防食被覆の耐久

性評価に関する研究 鋼管杭協会 材料 H19.4 - H21.3

19 - 28 
アスファルト材料薄層散布工法による

空港アスファルト舗装の長寿命化に関

する研究 

中部国際空港（株） 
ニチレキ（株） 

空港研究

センター H19.4 - H22.3

19 - 29 FRP を用いた港湾構造物の補修・補強に

関する共同研究 日鉄コンポジット（株） LCM 研究

センター H19.7 - H21.3

19 - 30 格子式深層混合処理工法の液状化対策

への適用技術に関する研究 

五洋建設（株）、清水建設（株）、（株）

竹中土木、東亜建設工業（株）、東洋

建設（株）、（株）不動テトラ 
地盤改良 H19.7 - H22.3

19 - 31 漂流物衝突による衝撃力の緩衝効果に

関する共同研究 シバタ工業（株） 耐波 H19.7 - H21.3

19 - 32 高い構造性能を有する消波ブロックの

実用化に関する共同研究 （株）不動テトラ 構造強度 H19.7 - H21.9

19 - 33 臨海部空港土木施設の地震時液状化挙

動に関する屋外実験に関する共同研究 29 社 構造振動 -  

19 - 34 係留船舶の津波応答特性の評価と津波

対策法に関する共同研究 東亜建設工業（株） 

海洋構造 

波浪  

津波防災

研究セン

ター 

H19.11 - H22.9

19 - 35 人工材ドレーンによる液状化対策工法

の設計法に関する研究 
東亜建設工業（株） 
五洋建設（株） 動土質 H19.11 - H20.10

19 - 36 静的圧入締固め工法の隆起抑制効果に

関する研究 

みらい建設工業（株） 
三信建設工業（株）  
復建調査設計（株） 
みらいジオテック（株） 

動土質 H20.2 - H23.3

19 - 37 東京湾における水質調査（共同調査協力

協定） 
関東地方整備局横浜港湾空港技術調

査事務所 
沿岸環境

領域 H19.8 - H21.3
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３．平成２０年度の共同研究協定に基づく共同研究一覧 

 

番号 件名 相手機関 担当 
研究チーム 

全体工程計画

20 - 1 
コンクリートの耐海水性に関する研

究 
（社）セメント協会 

構造・材料研究チー

ム 
S49.7 - H23.3

20 - 2 鋼管杭の防食法に関する研究 

（財）沿岸技術研究センター、

鋼管杭協会、新日本製鐵（株）、

JFE スチール（株）、（株）クボタ、

住友金属工業（株）、関西ペイン

ト（株）、（株）ナカボーテック、

日鉄防食（株）、日本防蝕工業

（株）、（株）YAKIN 川崎、吉川

海事興業(株) 

構造・材料研究チー

ム 
S59.7 - H21.3

20 - 3 
FLIP（液状化による構造物被害予測

プログラム）の改良・機能拡張および

高度な利用技術に関する研究 

（財）沿岸開発技術研究センタ

ー  

京都大学防災研究所地盤災害研

究部門 

耐震構造研究チー

ム 
H16.7 - H22.6

20 - 4 
FEM における土質パラメータの合理

的設定法に関する研究 

東電設計（株） 

若築建設（株） 
土質研究チーム H18.4 - H21.3

20 - 5 
河口域の潮上帯～潮間帯～潮下帯に

おける地盤環境調査法に関する研究 

京都大学防災研究所 

五洋建設（株） 
土質研究チーム H18.4 - H21.3

20 - 6 
大規模埋立地の建設及び維持管理に

関する研究 
関西国際空港用地造成（株） 

土質研究チーム 

地盤改良研究チー

ム 

H18.4 - H21.3

20 - 7 
杭の支持力推定手法の合理化に関す

る研究 

（社）日本埋立浚渫協会 

鋼管杭協会 
基礎工研究チーム H18.4 - H21.3

20 - 8 
2 段タイ材地下施工法の設計・施工法

に関する研究 

（株）大林組 

（株）日本港湾コンサルタント

基礎工研究チーム 

耐震構造研究チー

ム 

H18.5 - H21.3

20 - 9 
貝殻のコンクリートへの適用に関す

る開発研究 

東北地方整備局 

早稲田大学 

日本国土開発（株） 

構造・材料研究チー

ム 
H18.6 - H20.7

20 - 10 
鋼・コンクリート合成構造物の耐衝撃

性評価に関する共同研究 
（株）神戸製鋼所 

構造・材料研究チー

ム 
H18.9 - H21.3

20 - 11 
固化処理土補強工法（SG-Wall 工法）

を用いた耐震・増深技術に関する共同

研究 

（財）地域地盤環境研究所 

五洋建設（株） 

住友金属工業（株） 

東亜建設工業（株） 

東洋建設（株） 

三井化学産資（株） 

みらい建設工業（株） 

耐震構造研究チー

ム 
H18.9 - H21.3

20 - 12 
固化処理土の強度特性に及ぼす固化

材の効果に関する研究 
（社）セメント協会 

地盤改良研究チー

ム 

H18.12 - 
H21.3 

資料－5.6 
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番号 件名 相手機関 担当 
研究チーム 

全体工程計画

20 - 13 
砕波帯環境と水産生物動態に関する

研究 

（独）水産総合研究センター、

茨城県水産試験場 

沿岸土砂管理研究

チーム 
H19.4 - H22.3

20 - 14 
干潟回復・創造のための地盤設計技術

および施工技術の開発に関する共同

研究（第Ⅱ期） 

五洋建設（株） 土質研究チーム H19.4 - H22.3

20 - 15 
ハット形鋼管矢板の重防食被覆の耐

久性評価二関する研究 
鋼管杭協会 

構造・材料研究チー

ム 
H19.4 - H21.3

20 - 16 
アスファルト材料薄層散布工法によ

る空港アスファルト舗装の長寿命化

に関する研究 

中部国際空港（株） 

ニチレキ（株） 
空港研究センター H19.4 - H22.3

20 - 17 
FRP を用いた港湾構造物の補修・補

強に関する共同研究 
日鉄コンポジット（株） LCM 研究センター H19.7 - H21.3

20 - 18 
格子式深層混合処理工法の液状化対

策への適用技術に関する研究 

五洋建設（株）、清水建設（株）、

（株）竹中土木、東亜建設工業

（株）、東洋建設（株）、(株)不動

テトラ 

地盤改良研究チー

ム 
H19.7 - H22.3

20 - 19 
漂流物衝突による衝撃力の緩衝効果

に関する共同研究 
シバタ工業（株） 耐波研究チーム H19.7 - H21.3

20 - 20 
高い構造性能を有する消波ブロック

の実用化に関する共同研究 
（株）不動テトラ 

構造・材料研究チー

ム 
H19.7 - H21.9

20 - 21 
各種サウンディング手法を用いた液

状化前後の地盤物性値の評価に関す

る共同研究 

関東学院大学、（株）興和 
耐震構造研究チー

ム 
H19.7 - H21.3

20 - 22 
液状化による臨海部社会基盤施設へ

の影響に関する現場実大実験に関す

る共同研究 

応用地質（株） 
耐震構造研究チー

ム 
H19.7 - H21.3

20 - 23 
液状化による臨海部社会基盤施設へ

の影響に関する現場実大実験に関す

る共同研究 

日本道路（株） 
耐震構造研究チー

ム 
H19.7 - H21.3

20 - 24 
液状化による臨海部社会基盤施設へ

の影響に関する現場実大実験に関す

る共同研究 

（株）NIPPO コーポレーション
耐震構造研究チー

ム 
H19.7 - H21.3

20 - 25 
液状化による臨海部社会基盤施設へ

の影響に関する現場実大実験に関す

る共同研究 

大成ロテック（株） 
耐震構造研究チー

ム 
H19.7 - H21.3

20 - 26 
人工液状化実験における合理的な液

状化対策（CPG 工法）範囲検討に関

する実大現場実験 

静的圧入締固め工法（CPG 工法）

研究会 

耐震構造研究チー

ム 
H19.7 - H21.3

20 - 27 
人工液状化実験における合理的な液

状化対策（浸透固化処理工法）範囲検

討に関する実大現場実験 

浸透固化処理工法研究会 
耐震構造研究チー

ム 
H19.7 - H21.3
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番号 件名 相手機関 担当 
研究チーム 

全体工程計画

20 - 28 
液状化対策工法（超多点注入工法）に

おける合理的な設計・施工法に関する

研究 

超多点注入工法提案グループ 
耐震構造研究チー

ム 
H19.7 - H21.3

20 - 29 
ゲル状注入材による地盤改良とセメ

ント系バットレス状改良による液状

化対策効果の検証 

清水建設（株）技術研究所、可

塑状ゲル圧入工法研究会、（株）

加藤建設 

耐震構造研究チー

ム 
H19.7 - H21.3

20 - 30 

交差噴流式高圧噴射工法を用いた格

子状改良による既設舗装直下での液

状化対策効果の確認に関する共同研

究 

クロスジェット協会 
耐震構造研究チー

ム 
H19.7 - H21.3

20 - 31 
液状化による臨海部社会基盤施設へ

の影響に関する現場実大実験に関す

る共同研究 

高耐圧ポリエチレン協会 
耐震構造研究チー

ム 
H19.7 - H21.3

20 - 32 
各種計測手法を用いた地盤および各

種構造物の液状化挙動の評価に関す

る共同研究 

（株）共和電業、古野電気（株）
耐震構造研究チー

ム 
H19.7 - H21.3

20 - 33 
異種地下構造物接続にともなう地震

時挙動の解明に関する共同研究 

札幌市、（株）日水コン、弘前大

学、北海道大学 

耐震構造研究チー

ム 
H19.7 - H21.3

20 - 34 
係留船舶の津波応答特性の評価と津

波対策法に関する共同研究 
東亜建設工業（株） 

構造・材料研究チー

ム 

波浪研究チーム 

津波防災研究セン

ター 

H19.11 - 
H22.9 

20 - 35 
人工材ドレーンによる液状化対策工

法の設計法に関する研究 

東亜建設工業（株）、五洋建設

（株） 
動土質研究チーム 

H19.11 -  
H20.10 

20 - 36 
静的圧入締固め工法の隆起抑制効果

に関する研究 

みらい建設工業（株）、三信建設

工業（株）、復建調査設計（株）、

みらいジオテック（株） 

動土質研究チーム H20.2 - H23.3

20 - 37 
陸起源化学物質が海域に与える環境

インパクトに関する研究 
横浜国立大学 沿岸環境領域 H20.4 - H23.3

20 - 38 
新型離岸堤の設計法の高度化に関す

る共同研究 
東洋建設（株） 耐波研究チーム H20.4 - H22.3

20 - 39 
電気防食を適用した港湾構造物の海

底土中部へ流入する防食電流密度に

関する研究 

日本防蝕工業（株）、（株）ナカ

ボーテック、日鉄防食（株） 

構造・材料研究チー

ム 
H20.8 - H23.3

20 - 40 
高炉水砕スラグの硬化促進技術開発

に関する共同研究 

新日本製鐵（株）、東亜建設工業

（株） 
基礎工研究チーム H20.5 - H21.3

20 - 41 
港湾地域向けの杭の新工法（RS プラ

ス）に関する研究 
新日本製鐵（株）、調和工業(株) 基礎工研究チーム H19.4-H21.3

20 - 42 
海上漂流油を探知するセンサーの開

発に関する研究 
（独）海上技術安全研究所 

油濁対策研究チー

ム 
H20.6 - H23.3

20 - 43 
流出油のリアルタイム追跡・漂流予測

システムの開発に関する共同研究 
大阪大学 

油濁対策研究チー

ム 
H20.6 - H23.3
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番号 件名 相手機関 担当 
研究チーム 

全体工程計画

20 - 44 
高性能な水中映像取得のための音響

レンズの検討 
神奈川大学 

情報化技術研究チ

ーム 
H20.7 - H22.3

20 - 45 
港湾ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおけるﾗｲﾌｻｲｸﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝ

ﾄ（LCM）の資金調達方法の国際比較

に関する研究 

国際港湾協会 LCM 研究センター H20.9 - H22.3

20 - 46 
既設ケーソン壁の耐衝撃性向上方法

に関する共同研究 
前田建設工業（株） 

構造・材料研究チー

ム 

H20.11 - 
H22.3 

20 - 47 
直立浮上式防波堤に関する検討調査

（２） 

（株）大林組、新日鐵エンジニ

アリング（株）、東亜建設工業

（株）、三菱重工鉄構エンジニア

リング（株） 

耐波、波浪、沿岸土

砂、基礎工、耐震構

造、構造・材料各チ

ーム 

H21.1 - H23.3

20 - 48 
津波に対する浮桟橋の安全性評価に

関する共同研究 
鳥取大学 海洋研究チーム H21.2 - H22.3

20 - 49 
港湾・沿岸域での中小型風力発電シス

テムの具体的利用についての研究 

足利工大、北海道工大、駒井鉄

工（株） 

統括研究官、海象情

報研究チーム、新技

術研究官 

H21.3 - H23.3
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４．平成２１年度の共同研究協定に基づく共同研究一覧 

 

番号 件名 相手機関 担当 
研究チーム 

全体工程計画

21 - 1 
コンクリートの耐海水性に関する研

究 
（社）セメント協会 構造研究チーム S49.7 - H23.3

21 - 2 鋼管杭の防食法に関する研究 

（財）沿岸技術研究センター、

鋼管杭協会、新日本製鐵（株）、

JFE スチール（株）、（株）クボタ、

住友金属工業（株）、関西ペイン

ト（株）、（株）ナカボーテック、

日鉄防食（株）、日本防蝕工業

（株）、（株）YAKIN 川崎、吉川

海事興業（株）、（株）金杉商工

構造研究チーム S59.7 - H23.3

21 - 3 
FLIP（液状化による構造物被害予測

プログラム）の改良・機能拡張および

高度な利用技術に関する研究 

（財）沿岸開発技術研究センタ

ー  

京都大学防災研究所地盤災害研

究部門 

耐震構造研究チー

ム 
H16.7-H22.6

21 - 4 
ハット形鋼管矢板の重防食被覆の耐

久性評価二関する研究 

鋼管杭協会（新日鉄、ＪＦＥス

チール、住友金属） 
構造研究チーム H19.4 - H22.9

21 - 5 
固化処理土補強工法（SG-Wall 工法）

を用いた耐震・増深技術に関する共同

研究 

（財）地域地盤環境研究所 

五洋建設（株） 

住友金属工業（株） 

東亜建設工業（株） 

東洋建設（株） 

三井化学産資（株） 

みらい建設工業（株） 

耐震構造研究チー

ム 
H18.9 - H22.3

21 - 5 
砕波帯環境と水産生物動態に関する

研究 

（独）水産総合研究センター 

茨城県水産試験場 

沿岸土砂管理研究

チーム 
H19.4 - H22.3

21 - 7 
干潟回復・創造のための地盤設計技術

および施工技術の開発に関する共同

研究（第Ⅱ期） 

五洋建設（株） 土質研究チーム H19.4 - H22.3

21 - 8 
アスファルト材料薄層散布工法によ

る空港アスファルト舗装の長寿命化

に関する研究 

中部国際空港（株） 

ニチレキ（株） 
空港研究センター H19.4 - H22.3

21 - 9 
格子式深層混合処理工法の液状化対

策への適用技術に関する研究 

五洋建設（株）、清水建設（株）、

（株）竹中土木、東亜建設工業

（株）、東洋建設（株）、（株）不

動テトラ 

地盤改良研究チー

ム 
H19.7 - H22.3

21 - 10 
高い構造性能を有する消波ブロック

の実用化に関する共同研究 
（株）不動テトラ 構造研究チーム H19.7 - H21.9

21 - 11 
係留船舶の津波応答特性の評価と津

波対策法に関する共同研究 
東亜建設工業（株） 

海洋・波浪・津波研

究チーム 

H19.11 - 
H22.9 

資料－5.6 
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番号 件名 相手機関 担当 
研究チーム 

全体工程計画

21 - 12 
静的圧入締固め工法の隆起抑制効果

に関する研究 

みらい建設工業（株）、三信建設

工業（株）、復建調査設計（株）、

みらいジオテック（株） 

動土質研究チーム H20.2 - H23.3

21 - 13 
陸起源化学物質が海域に与える環境

インパクトに関する研究 
横浜国立大学 沿岸環境領域 H20.4 - H23.3

21 - 14 
新型離岸堤の設計法の高度化に関す

る共同研究 
東洋建設（株） 耐波研究チーム H20.4 - H22.3

21 - 15 
電気防食を適用した港湾構造物の海

底土中部へ流入する防食電流密度に

関する研究 

日本防蝕工業（株）、（株）ナカ

ボーテック、日鉄防食（株） 
構造研究チーム H20.8 - H23.3

21 - 16 
流出油のリアルタイム追跡・漂流予測

システムの開発に関する共同研究 
大阪大学 

油濁対策、計測・制

御研究チーム 
H20.6 - H23.3

21 - 17 
高性能な水中映像取得のための音響

レンズの検討 
神奈川大学 

計測・制御研究チー

ム 
H20.7 - H22.3

21 - 18 
港湾ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおけるﾗｲﾌｻｲｸﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝ

ﾄ（LCM）の資金調達方法の国際比較

に関する研究 

国際港湾協会 LCM 研究センター H20.9 - H22.3

21 - 19 
既設ケーソン壁の耐衝撃性向上方法

に関する共同研究 
前田建設工業（株） 

構造・材料研究チー

ム 

H20.11 - 
H22.3 

21 - 20 
直立浮上式防波堤に関する検討調査

（２） 

（株）大林組、新日鐵エンジニ

アリング（株）、東亜建設工業

（株）、三菱重工鉄構エンジニア

リング（株） 

耐波、波浪、沿岸土

砂、基礎工、耐震構

造、構造・材料研究

チーム 

H21.2 - H23.3

21 - 21 
津波に対する浮桟橋の安全性評価に

関する共同研究 
鳥取大学 海洋研究チーム H21.2 - H22.3

21 - 22 
港湾・沿岸域での中小型風力発電シス

テムの具体的利用についての研究 

足利工大、北海道工大、駒井鉄

工（株） 

理事、海洋環境情報

研究チーム、新技術

研究官 

H21.3 - H23.3

21 - 23 
鉄鋼スラグを用いたサンドコンパク

ションパイルによる地盤改良設計に

関する共同研究 

広島大学、新日本製鐵（株）、（株）

不動テトラ 

地盤改良研究チー

ム 
H21.3 - H24.3

21 - 24 
大規模埋立地の地盤挙動の解明なら

びに維持管理に関する研究 
関西国際空港用地造成（株） 

土質、地盤改良、基

礎工、構造・材料研

究チーム 

H21.4 - H24.3

21 - 25 
廃棄物海面処分場の遮水工施工時の

品質管理・評価手法に関する研究 

電源開発（株）、五洋建設（株）、

ＪＦＥスチール（株）、東亜建設

工業（株）、みらい建設工業（株）、

若築建設（株） 

土質研究チーム H21.5 - H24.3

21 - 26 
セメント固化処理土の長期安定性に

関する研究 
（社）セメント協会 

地盤改良研究チー

ム 
H21.4 - H26.3

21 - 27 
浸透固化処理工法の設計施工法の改

良に関する研究 
五洋建設（株） 動土質研究チーム H21.4 - H24.3
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番号 件名 相手機関 担当 
研究チーム 

全体工程計画

21 - 28 
人工材ドレーンによる液状化対策工

法の設計法に関する研究 

東亜建設工業（株）、五洋建設

（株） 
動土質研究チーム H21.4 - H22.3

21 - 29 
溶液型薬液注入工法を対象とした滑

走路直下地盤の液状化対策範囲に関

する研究 

浸透固化処理工法研究会 
耐震構造研究チー

ム 
H21.4 - H22.3

21 - 30 
液状化に伴うマンホール浮上抑制装

置の効果に関する共同研究 
安心マンホール工法研究会 

耐震構造研究チー

ム 
H21.6 - H22.3

21 - 31 
応力発光体による港湾コンクリート

構造物のひび割れ検出・予知技術の開

発に関する共同研究 

（独）産業技術総合研究所 構造研究チーム H21.8 - H22.3

21 - 32 
地球温暖化による海象変化を予測す

るための東京湾口波浪観測ネットワ

ーク構築とその活用に関する研究 

東京大学 

理事、海洋・水工部

長、施工・制御技術

部長、海象情報、海

洋環境情報、波浪、

計測・制御、混相流

体研究チーム 

H21.10 - 
H24.3 

21 - 33 
コマ型脚付きシート材料を用いた地

盤変形抑制工法の港湾・海岸土構造物

への適用性に関する共同研究 

関東学院大学 
耐震構造研究チー

ム 

H21.11 - 
H22.3 

21 - 34 
重力式係船岸増深のための基礎構造

に関する研究 
（社）日本埋立浚渫協会 

基礎工、土質、地盤

改良研究チーム 

H21.12 - 
H24.11 

21 - 35 
空港コンクリート舗装におけるグラ

ウト材の耐久性向上に関する研究 

（株）ピーエス三菱、三菱マテ

リアル（株） 
空港研究センター 

H21.12 - 
H23.3 

21 - 36 
港湾用グラウンドアンカー用鋼材の

海洋環境下での耐久性に関する研究 

早稲田大学創造理工学部、（社）

日本アンカー協会 
構造研究チーム H22.1 - H24.3
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５．平成２２年度の共同研究協定に基づく共同研究一覧 

 

番号 件名 相手機関 
担当 

研究チーム 
全体工程計画

22 - 1 
コンクリートの耐海水性に関する研

究 

（社）セメント協会 材料研究チーム S49.7 - H23.3

22 - 2 

鋼管杭の防食法に関する研究 （財）沿岸技術研究センター、

一般社団法人鋼管杭・鋼矢板技

術協会、新日本製鐵（株）、JFE

スチール(株)、（株）クボタ、住

友金属工業（株）、関西ペイント

（株）、（株）ナカボーテック、

日鉄防食(株)、日本防蝕工業

（株）、（株）YAKIN川崎、吉川海

事興業（株）、（株）金杉商工 

材料研究チーム S59.7 - H23.3

22 - 3 
FLIP（液状化による構造物被害予測

プログラム）の改良・機能拡張および

高度な利用技術に関する研究 

（財）沿岸技術研究センター、

京都大学防災研究所地盤災害研

究部門 

耐震構造研究チー

ム 

H16.7 - H22.6

22 - 4 
ハット形鋼管矢板の重防食被覆の耐

久性評価に関する研究 

新日本製鐵（株）、ＪＦＥスチー

ル（株）、住友金属工業（株） 

材料研究チーム H19.4 - H22.9

22 - 5 
砕波帯環境と水産生物動態に関する

研究 

（独）水産総合研究センター、

茨城県水産試験場 

沿岸土砂管理研究

チーム 

H19.4 - H23.3

22 - 6 
干潟回復・創造のための地盤設計技術

および施工技術の開発に関する共同

研究（第Ⅱ期） 

五洋建設（株） 土質研究チーム H19.4 - H23.3

22 - 7 

格子式深層混合処理工法の液状化対

策への適用技術に関する研究 

五洋建設（株）、清水建設（株）、

（株）竹中土木、東亜建設工業

（株）、東洋建設（株）、（株）不

動テトラ 

地盤改良研究チー

ム 

H19.7 - H24.3

22 - 8 
静的圧入締固め工法の隆起抑制効果

に関する研究 

みらい建設工業（株）、三信建設

工業（株）、復建調査設計（株）、

みらいジオテック（株） 

動土質研究チーム H20.2 - H23.3

22 - 9 
陸起源化学物質が海域に与える環境

インパクトに関する研究 

横浜国立大学 沿岸環境領域 H20.4 - H23.3

22 - 10 
電気防食を適用した港湾構造物の海

底土中部へ流入する防食電流密度に

関する研究 

日本防蝕工業（株）、(株)ナカボ

ーテック、日鉄防食（株） 

材料研究チーム H20.8 - H23.3

22 - 11 
流出油のリアルタイム追跡・漂流予測

システムの開発に関する共同研究 

大阪大学 油濁対策、計測・制

御研究チーム 

H20.6 - H23.3

22 - 12 
高性能な水中映像取得のための音響

レンズの検討 

神奈川大学 計測・制御研究チー

ム 

H20.7 - H23.3

資料－5.6 
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番号 件名 相手機関 
担当 

研究チーム 
全体工程計画

22 - 13 

直立浮上式防波堤に関する検討調査

（２） 

（株）大林組、新日鐵エンジニ

アリング（株）、東亜建設工業

（株）、三菱重工鉄構エンジニア

リング（株） 

耐波、波浪、沿岸土

砂管理、基礎工、耐

震構造、構造研究チ

ーム 

H21.2 - H23.3

22 - 14 
港湾・沿岸域での中小型風力発電シス

テムの具体的利用についての研究 

足利工業大学、北海道工業大学、

駒井鉄工（株） 

理事、海象情報研究

チーム、新技術研究

官 

H21.3 - H23.3

22 - 15 
鉄鋼スラグを用いたサンドコンパク

ションパイルによる地盤改良設計に

関する共同研究 

広島大学、新日本製鐵（株）、（株）

不動テトラ 

地盤改良研究チー

ム 

H21.3 - H23.3

22 - 16 
大規模埋立地の地盤挙動の解明なら

びに維持管理に関する研究 

関西国際空港用地造成（株） 土質・地盤改良・基

礎工・構造・材料研

究チーム 

H21.4 - H24.3

22 - 17 

廃棄物海面処分場の遮水工施工時の

品質管理・評価手法に関する研究 

電源開発（株）、五洋建設（株）、

ＪＦＥスチール（株）、東亜建設

工業（株）、みらい建設工業（株）、

若築建設（株） 

土質研究チーム H21.5 - H24.3

22 - 18 
セメント固化処理土の長期安定性に

関する研究 

（社）セメント協会 地盤改良研究チー

ム 

H21.4 - H26.3

22 - 19 
浸透固化処理工法の設計施工法の改

良に関する研究 

五洋建設（株） 動土質研究チーム H21.4 - H24.3

22 - 20 
応力発光体による港湾コンクリート

構造物のひび割れ検出・予知技術の開

発に関する共同研究 

（独）産業技術総合研究所 構造研究チーム H21.8 - H24.3

22 - 21 

地球温暖化による海象変化を予測す

るための東京湾口波浪観測ネットワ

ーク構築とその活用に関する研究 

東京大学 理事、海洋・水工部

長、施工・制御技術

部長、海象情報、海

洋環境情報、波浪、

計測・制御、混相流

体研究チーム 

H21.10 - H24.3

22 - 22 
重力式係船岸増深のための基礎構造

に関する研究 

（社）日本埋立浚渫協会 基礎工、土質、地盤

改良研究チーム 

H21.12-H24.11

22 - 23 
空港コンクリート舗装におけるグラ

ウト材の耐久性向上に関する研究 

（株）ピーエス三菱、三菱マテ

リアル（株） 

空港研究センター H21.12- H23.3

22 - 24 
港湾用グラウンドアンカー用鋼材の

海洋環境下での耐久性に関する研究 

早稲田大学創造理工学部、（社）

日本アンカー協会 

構造研究チーム H22.1 - H24.3

22 - 25 

カルシア系改質材により改質した浚

渫土の有効活用法に関する共同研究 

新日本製鐵（株）、ＪＦＥスチー

ル（株）、五洋建設（株）、東亜

建設工業（株）、東洋建設（株）、

若築建設（株） 

土質、基礎工、地盤

改良研究チーム 

H22.4 - H25.3

22 - 26 
新形式岸壁構造の研究 五洋建設（株） 耐震構造研究チー

ム 

H22.7 - H24.3
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番号 件名 相手機関 
担当 

研究チーム 
全体工程計画

22 - 27 
沿岸域における CO2 動態に関する研

究 

東京大学大学院 理学系研究科 沿岸環境研究チー

ム 

H22.7 - H25.3

22 - 28 
RTK-GPS を用いた地震発生直後の

港湾施設の変状測定技術開発 

ジオサーフ（株） 耐震構造研究チー

ム 

H22.8 - H24.3

22 - 29 
非接触肉厚測定装置の有効活用に関

する共同研究 

日鉄防蝕（株） 計測・制御研究チー

ム 

H22.8 - H23.3

22 - 30 

海面廃棄物処分場に打設する基礎杭

が底面遮水基盤に与える影響に関す

る研究 

呉工業高等専門学校、京都大学

大学院、（株）日本触媒、 

五洋建設（株）、中電技術コンサ

ルタント（株） 

土質、基礎工研究チ

ーム 

H22.7 - H24.3

22 - 31 
ケーソンを用いた既設港湾構造物の

補強方法の確立に関する共同研究 

前田建設工業（株）、東洋建設

（株） 

構造研究チーム H22.9 - H24.3

22 - 32 
高度計測技術の適用による硬化した

複合材料の微細構造に関する研究 

九州大学大学院工学研究院 基礎工、材料研究チ

ーム 

H22.10- H25.3

22 - 33 
沿岸域における海草藻場の動態に関

する研究 

北海道大学北方生物圏フィール

ド科学センター 

沿岸環境研究チー

ム 

H22.10 - H25.3

22 - 34 
沿岸域における炭素・窒素動態に関す

る研究 

北海道大学大学院水産科学院 沿岸環境研究チー

ム 

H22.10 - H25.3

22 - 35 
超高強度高靭性モルタルを用いた港

湾鋼構造物の防食・補強工法の開発 

名古屋大学、東亜建設工業（株）構造、材料研究チー

ム 

H22.10 - H25.3

22 - 36 
非接触肉厚測定装置の港湾施設維持

管理への活用に関する共同研究 

いであ（株） 計測・制御研究チー

ム 

H23.3 - H25.3
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１．平成１８年度の国際会議の主催・共催一覧 

 

 会議の名称 開催日 開催場所 主催者・共催者 

1 
Structural deterioration 
and durability of concrete 
structures in marine areas 

平成 18 年 5 月 18 日 中国 
（浙江大学） 

港湾空港技術研究所 
浙江大学 

2 
Structural deterioration 
and durability of concrete 
structures in marine areas 

平成 18 年 5 月 19 日 中国 
（大連理工大学）

港湾空港技術研究所 
大連理工大学 

3 

ハリケーンカトリーナの高
潮・高波災害に関する日本セ
ミナー（第二回国際沿岸防災
ワークショップフォローア
ップ会議） 

平成 18 年 6 月 8 日 東京 
（笹川記念会館）

港湾空港技術研究所 
(財)沿岸技術研究センター 

4 
Mair 教授による地盤工学講
演会（ケンブリッジ大学 
R.Mair 教授） 

平成 18 年 6 月 8 日 東京 
(地盤工学会) 

港湾空港技術研究所 
地盤工学会関東支部 

5 

第4回天然資源の開発利用に
関する日米会議（UJNR）／
沿岸環境科学技術専門部会
(CEST パネル)全体会合 

平成 18 年 6 月 27 日 
～29 日

米国
（メリーランド
州シルバースプ
リング） 

港湾空港技術研究所 
米国商務省大気海洋庁 
（NOAA） 

6 
津波災害からの復旧・復興に

関するセミナー 
平成 18 年 8 月 1 日 横須賀市 港湾空港技術研究所 

7 津波防災ワークショップ 平成 18 年 8 月 1 日 
～11 日

横須賀市 港湾空港技術研究所 

8 
津波防災に関する国際交流

セミナー 
平成 18 年 8 月 7 日 東北地方整備局 港湾空港技術研究所 

東北地方整備局 

9 
沿岸防災に関する国際ワー

クショップ(中日学術交流会) 
平成 18 年 10 月 17 日

～19 日
中国・天津 
 

港湾空港技術研究所
中国交通部天津水運工程科
学研究所 

10 

沿岸域におけるコンクリー

ト構造物のライフサイクル

マネジメントに関する国際

ワークショップ（LCM 研究

センター関連） 

平成 18 年 11 月 2 日 
～3 日

長岡 港湾空港技術研究所 
長岡技術科学大学 

11 
「浚渫土砂の有効利用の技

術と実践」国際セミナー 
平成 18 年 11 月 8 日 国総研 港湾空港技術研究所 

12 第 7 回 東京湾シンポジウム 平成 18 年 11 月 10 日 横浜 港湾空港技術研究所
国土技術政策総合研究所 

13 
国際シンポジウム「豊かで美

しい東京湾を目指して」 
平成 18 年 11 月 15 日 東京 

港湾空港技術研究所
港湾空間高度化・環境研究
センター 

14 
アマモサミット・プレワーク

ショップ 
平成 18 年 12 月 1 日 

～3 日
横浜 港湾空港技術研究所 
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 会議の名称 開催日 開催場所 主催者・共催者 

15 
港湾構造物の維持・管理に関

する国際セミナー 
平成 19 年 1 月 25 日 Yangon 港湾空港技術研究所 

ミャンマー港湾公社 

16 
深い基礎と杭基礎に関する

国際ワークショップ 
平成 19 年 2 月 1 日 

～2 日
横須賀市 港湾空港技術研究所 

地盤工学会 

17 
第3回国際沿岸防災ワークシ

ョップ 
平成 19 年 2 月 12 日 

～13 日

スリランカ・コロ
ンボ 

国土交通省港湾局 
港湾空港技術研究所 
 (財)沿岸技術研究センター 
スリランカモラトゥワ大学 
スリランカ国立科学財団 
スリランカ国立防災センター

18 
津波ハザードマップセミナ

ー 
平成 19 年 2 月 13 日 スリランカ・コロ

ンボ 

国土交通省港湾局 
港湾空港技術研究所 
(財)沿岸技術研究センター 
スリランカモラトゥワ大学 
スリランカ国立科学財団 
スリランカ国立防災センター

19 

「廃タイヤを用いた新しい

地盤材料」に関する国際ワー

クショップ」 

平成 19 年 3 月 23 日 
～24 日

横須賀市 港湾空港技術研究所 
地盤工学会 
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２．平成１９年度の国際会議の主催・共催一覧 

 

 会議の名称 開催日 開催場所 主催者・共催者 

1 
インド－日本沿岸防災ワー

クショップ 
平成 19 年 7 月 16 日 

～20 日 
インド（チェンナ
イ） 

港湾空港技術研究所 
インド工科大学 

2 
第4回日中舗装技術ワークシ

ョップ 
平成 19 年 7 月 25 日 

～28 日 札幌 

港湾空港技術研究所
（社）土木学会 
（独）土木研究所 
北海道大学 
長安大学（中国） 

3 

津波防災ワークショップ特

別セミナー：インド洋津波災

害からこれからの津波防災

へ 

平成 19 年 10 月 18 日 横須賀 港湾空港技術研究所 

4 
津波防災ワークショップ：イ

ンド洋津波後の沿岸防災に

関する国際セミナー 
平成 19 年 10 月 22 日 名古屋 港湾空港技術研究所 

中部地方整備局 

5 
第4回国際沿岸防災ワークシ

ョップ 
平成 19 年 12 月 1 日 

～2 日 横浜 
港湾空港技術研究所
(財)沿岸技術研究センター 
国土交通省港湾局 

6 
Brunei-Japan Seminar on 
Maintenance of Port 
Infrastructure 

平成 20 年 1 月 16 日 ブルネイ 港湾空港技術研究所 
ブルネイ通信省港湾局 

7 
津波防災マネジメントセミ

ナー 
平成 20 年 3 月 12 日 タイ（バンコク）

国土交通省港湾局 
港湾空港技術研究所 
(財)国際臨海開発研究セン
ター 
タイ国際防災警報センター
タイ運輸省 
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３．平成２０年度の国際会議の主催・共催一覧 

 
 会議の名称 開催日 開催場所 主催者・共催者 

1 
突発高波災害に関する共同シンポ

ジウム 平成 20 年 6 月 17 日 韓国・KORDI 港湾空港技術研究所 
韓国・海洋研究院（KORDI） 

2 
第 5 回 国際沿岸防災ワークショ

ップ 
平成 20 年 7 月 22 日

～24 日 
インドネシア・ジ

ョグジャカルタ 

港湾空港技術研究所 
(財)沿岸技術研究センター 
国土交通省港湾局 
インドネシア・海洋漁業省 
インドネシア・ガジャマダ大学

3 
2nd International Workshop on 
Life-Cycle Management of 
Coastal Concrete Structures 

平成 20 年 11 月 27
日～28 日 中国・浙江大学 

港湾空港技術研究所 
長岡技術科学大学 
中国・浙江大学 

4 
PARI Xmas Seminar on Coastal 
Engineering 

平成 20 年 12 月 17
日 

日本・港湾空港技

術研究所 港湾空港技術研究所 

5 
北東アジアにおける巨大波浪の観

測・解析・予測に関するワークシ

ョップ 

平成 20 年 12 月 19
日 韓国・済州島 港湾空港技術研究所 

韓国海洋研究院 

6 
JAPAN-CHINA Mini-Workshop 
on Pavement 平成 21 年 1 月 14 日

日本・港湾空港技

術研究所 港湾空港技術研究所 

7 
高潮セミナー（Seminar on Storm 
Surge Mechanism and Its 
Mitigation） 

平成 21 年 1 月 20 日

～21 日 
ミャンマー・ヤン

ゴン 
港湾空港技術研究所 
ミャンマー港湾公社 

8 
KMU-KU-PARI Seminar on 
Coastal Engineering 平成 21 年 1 月 28 日 日本・福岡市 

港湾空港技術研究所 

韓国海洋大学 

九州大学 

9 
Port Structure Maintenance 
Seminar 

平成 21 年 2 月 24 日

～25 日 
フィリピン・マニ

ラ 

国土交通省港湾局 
港湾空港技術研究所 
海洋政策研究財団 
フィリピン港湾公社 

10 
第 5 回国際沿岸防災ワークショッ

プのフォローアップ会議 平成 21 年 3 月 30 日 日本（横須賀市）
港湾空港技術研究所 

（財）沿岸技術研究センター 

 
 

資料－5.7 



116 
 

４．平成２１年度の国際会議の主催・共催一覧 

 

 会議の名称 開催日 開催場所 主催者・共催者 

1 
深層混合処理と固化処理に関する

国際シンポジウム 

平成 21 年 5 月 19～
21 日 

那覇市 

港湾空港技術研究所、(社)日
本建設機械化協会施工技術総合

研究所、CDM 研究会、DJM 工

法研究会 

2 
大規模地震津波災害に関する特別

セミナー 
平成 21 年 8 月 5 日 横須賀市 港湾空港技術研究所、東大地

震研、ジョージア工大 

3 
浚渫土砂の有効利用に関する日中ワ

ークショップ 
平成 21 年 8 月 24 日 横須賀市 港湾空港技術研究所、中国

浚渫協会 

4 
化学物質に着目した浚渫土砂管理セ

ミナー 
平成 21 年 9 月 10 日 横須賀市 港湾空港技術研究所 

5 
発破を用いた人工液状化実験に関

するワークショップ 

平成21年9月24～25
日 

米国（オレゴン州）

港湾空港技術研究所、国土交

通省、オレゴン州立大学、米国

地質調査所 

6 
港湾施設に関する PARI・JICA セ

ミナー 
平成21年10月14日

コスタリカ（サンホ

セ） 

港湾空港技術研究所、コスタ

リカMOPT、コスタリカCFIA、
JICA 

7 
極大波浪の出現特性に関する国際

ワークショップ 
平成21年10月20日 横須賀市 

港湾空港技術研究所、京大、

九大 

8 

沿岸域のコンクリート構造物のラ

イフサイクルマネジメントに関す

る国際セミナー 

平成21年11月10日 横須賀市 浙江大学、北海道大学との共催

9 
第 6 回 国際沿岸防災ワークショ

ップ 

平成 21 年 12 月 1～2
日 

タイ（バンコク） 

港湾空港技術研究所、国土交

通省、(財)沿岸技術研究センタ

ー、タイ・科学技術省、チュラ

ロンコン大学 

10 
PARI・KORDI Joint Workshop 

2009 

平成 21 年 12 月 10～
11 日 

韓国（安山） 
港湾空港技術研究所、韓国海

洋開発研究院（KORDI） 

11 
港湾構造物に関する戦略的維持管

理セミナー 
平成22年2月25 日 

カンボジア（シアヌ

ークビル） 

港湾空港技術研究所、国土交

通省、海洋政策研究財団、シア

ヌークビル港湾公社 
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５．平成２２年度の国際会議の主催・共催一覧 

 

 会議の名称 開催日 開催場所 主催者・共催者 

1 第 6 回日韓干潟ワークショップ 平成 22 年 9 月 15 日 韓国（ソウル） 
港湾空港技術研究所、韓国海

洋研究院（KORDI） 

2 

沿岸域の開発プロジェクトと新し

い技術の発展に関する国際シンポ

ジウム 

平成 22 年 12 月 14
～16 日 

横浜市 
港湾空港技術研究所、国土交

通省関東地方整備局 

3 
第 7 回国際沿岸防災ワークショッ

プ 

平成 23 年 1 月 26～
27 日 

品川区 

港湾空港技術研究所、国土交

通省、（財）沿岸技術研究セン

ター 

4 
港湾施設の戦略的維持管理セミナ

ー 
平成 23 年 2 月 22 日

マレーシア（クア

ラルンプール） 

港湾空港技術研究所、国土交

通省、海洋政策研究財団、マレ

ーシア運輸省 
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１．平成１８年度の国際会議等への参加・発表一覧 

 

 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

1 
All India Seminar on Disaster 
Management; Experiences in 
Japan and India 

社団法人 土木学会 
インド工科大学 H18.4.14 － H18.4.15 インド ニューデリ

ー 1 1

2 第 7回エメックス会議 国際エメックスセンター H18.5.7 － H18.5.14 フランス カーン 2 1

3 第 31回国際航路会議（31st 
PIANC CONGRESS) PIANC H18.5.10 － H18.5.18 ポルトガル リスボン 8 6

4 
38th TECHNICAL MEETING 
on PANEL ON WIND AND 
SEISMIC EFFECTS 

社団法人 土木学会 H18.5.14 － H18.5.21 アメリカ ゲイザスバ
ーグ 1 1

5 ＵＪＮＲ第 38回日米合同部会 UJNR H18.5.15 － H18.5.20 アメリカ ゲイザスザ
ーグ 1 1

6 
Structural deterioration and 
durability of concrete structures 
in marine areas 

港湾空港技術研究所 
浙江大学 H18.5.17 － H18.5.17 中国 杭州 2 1

7 
Structural deterioration and 
durability of concrete structures 
in marine areas 

港湾空港技術研究所 
大連理工大学 H18.5.19 － H18.5.19 中国 大連 2 1

8 第 16回沿岸極地会議 
International Society of 
Offshore and Polar 
Engineering 

H18.5.28 － H18.6.2 アメリカ サンフラン
シスコ 2 2

9 ASLO 2006 Summer Meeting 
American Society of 
Limnology and 
Oceanography 

H18.6.4 － H18.6.11 カナダ ヴィクトリ
ア 2 2

10 2nd fib congress International Federation of 
Structural Concrete(fib) H18.6.5 － H18.6.8 イタリア ナポリ 1 1

11 GeoShanghai国際会議 
Tongji Univ, 
Shanghai Society of Civil 
Engineering 

H18.6.6 － H18.6.8 中国 上海 2 2

12 8th European Conference 
Underwater Acoustics 

8th European Conference 
Underwater Acoustics H18.6.10 － H18.6.18 ポルトガル カルボエイ

ロ 1 1

13 ISO/TC8/SC2およびそのＷＧ3 Lamor Corporation Ab H18.6.12 － H18.6.17 フィンラン
ド ポルヴォー 1 0

14 
The Third International 
Symposium on Marine 
Corrosion and Control 

Institute of Oceanology, 
Chinese Academy of 
Sciences 

H18.6.13 － H18.6.16 中国 青島 1 1

15 国際地盤工学会 第５回環境地盤
工学の国際会議 国際地盤工学会 H18.6.25 － H18.6.30 イギリス ロンドン 2 2

16 第 4回UJNR/CEST パネル全体
会合 

(独)港湾空港技術研究所
NOAA H18.6.27 － H18.6.29 アメリカ シルバース

プリングス 6 4

17 第 12回塑性力学シンポジウム International Journal of 
Plasticity H18.7.17 － H18.7.22 カナダ ハリファッ

クス 1 1

18 EASEC-10 Asian Institute of 
Technology H18.8.2 － H18.8.5 タイ バンコク 3 3

19 
The Sixth International 
Conference on Physical 
Modelling in Geotechnics 

香港科学技術大学 
香港地盤工学会 H18.8.4 － H18.8.6 香港 香港 6 2

20 第 15回国際水理学会 国際水理学会 H18.8.7 － H18.8.10 インド チェンナイ 2 2

21 第 10回アスファルト舗装に関す
る国際会議 国際アスファルト舗装学会 H18.8.12 － H18.8.19 カナダ ケベック 1 1

22 3rd International Symposium 
ESG 2006 

Local Organizing 
Committee H18.8.30 － H18.9.1 フランス グルノーブ

ル 1 1

23 国際航路学会（PIANC） 
の会議（MarCom-WG47） PIANC H18.9.2 － H18.9.2 アメリカ サンディエ

ゴ 1 0
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

24 国際地盤工学会 TC17委員会 国際地盤工学会
ヨーロッパ技術委員会 H18.9.2 － H18.9.10 オーストリ

ア 
グラーツ 
 1 1

25 
ICCE2006 (31th International 
Conference on Coastal 
Engineering) 

ICCE 2006 H18.9.2 － H18.9.10 アメリカ サンディエ
ゴ 10 10

26 
6th European Conference on 
Numerical Methods in 
Geotechnical Engineering 

グラーツ工学大学 H18.9.6 － H18.9.8 オーストリ
ア グラーツ 2 2

27 

国際海藻会議 
7th INTERNATIONAL 
SEAGRASS BIOLOGY 
WORKSHOP (ISBW7) 

ダルエスサラーム大学 
海洋科学研究所 H18.9.11 － H18.9.16 タンザニア ザンジバル 2 1

28 OCEAN2006 MTS／IEEE MTS／IEEE H18.9.14 － H18.9.24 アメリカ ボストン 5 3

29 第 10回コンクリート道路に関す
る国際シンポジウム 

PIARC 
ヨーロッパセメント協会 H18.9.17 － H18.9.24 ベルギー ブリュッセ

ル 1 1

30 

International Symposium on 
Durability of Concrete 
Structures Attacked by 
Chloride Ion 

Korea Concrete Institute H18.9.28 － H18.9.28 韓国 ソウル 1 1

31 
Geo X2006 2nd 
International Workshop on  
X-Ray CT for Geomaterials 

LABORATOIRE SOLS,
SOLIDES, 
STRUCTURES 

H18.10.4 － H18.10.7 フランス グルノーブ
ル 1 1

32 

KSCE-JSCE International 
Joint Seminar on Recent 
Progress of Concrete/Steel/FRP 
Hybrid Structures 

大韓土木学会 
(社)土木学会 H18.10.13 － H18.10.13 韓国 光州 1 1

33 ISO／TC8／SC2／WG3（オイル
スキマー作業委員会） 

Deutsches Institut fur 
Normung e.V(DIN) H18.10.15 － H18.10.20 ドイツ ハンブルグ 1 0

34 沿岸防災に関する国際ワークシ
ョップ(中日学術交流会) 

港湾空港技術研究所
中国交通部天津水運工程科
学研究所 

H18.10.17 － H18.10.19 中国 天津 2 2

35 PIANC Incom-WG30および
Council Meeting PIANC（国際航路会議） H18.10.22 － H18.10.24 ベルギー ブリュッセ

ル 1 0

36 

International Symposium on 
New Generation Design Codes 
for Geotechnical Engineering 
Practice TAIPEI 2006 

Taiwan Geotechnical 
Society H18.11.2 － H18.11.3 台湾 台北 2 2

37 

The Asian Civil Engineering 
Coordinating Council, 
Harmonization of Codes in the 
Asian Region 

JSCE Committee on 
ACECC H18.11.4 － H18.11.4 台湾 台北 2 0

38 

1st  
INTERNATIONAL 
CONFERENCE on NEW 
DEVELOPMENTS  
in GEOENVIRONMENTAL 
and GEOTECNICAL 
ENGINEERING 

The University of Incheon 
and The Incheon Regional 
Environmental Technology 
Development Center, 
Republic of korea 

H18.11.9 － H18.11.11 韓国 インチョン 2 2

39 
5th International Symposium 
on New Technologies for Urban 
Safety of Mega Cities in Asia 

アジア工科大学、東京大学 H18.11.16 － H18.11.17 タイ プーケット 
バリ 1 1

40 
2nd ACF International 
Conference 
ICCMC General Meeting 

Indonesian Society of Civil 
and Structural Engineers 
Asian Concrete Federation

H18.11.19 － H18.11.21 インドネシ
ア バリ 3 3

41 2nd International Conference 
on Estuaries and Coasts 

International Research and 
Training Center on Erosion 
and Sedimentation 

H18.11.27 － H18.12.2. 中国 広州 1 1

42 

The 2nd International 
Workshop on Characterisation 
&Engineering Properties of 
Natural Soils 

National University of 
Singapore H18.11.29 － H18.12.1 シンガポー

ル 
シンガポー
ル 2 0
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

43 AGU Fall Meeting 地球物理学会 H18.12.10 － H18.12.17 アメリカ サンフラン
シスコ 1 1

44 
The Third International 
Conference on Composites in 
Civil Engineering (CICE2006) 

International Institute for 
FRP in Construction (IIFC) H18.12.11 － H18.12.18 アメリカ マイアミ 1 1

45 
Pacific Ports Conference on 
Clean Air Policies and 
Strategies (PPCAPS - 2006) 

Pacific Ports Clean Air 
Collaborative H18.12.13 － H18.12.15 アメリカ ロサンゼル

ス 1 0

46 第 4回汚染底質の修復国際会議
（アメリカ・サバナ） バッテル H19.1.21 － H19.1.28. アメリカ サバナ 1 0

47 

港湾構造物のライフサイクルマ
ネジメントに関する国際セミナ
ー(Myanmar-Japan Joint 
Seminar on Maintenance of 
Marine Structures) 

(独)港湾空港技術研究所 
ミャンマー港湾公社 H19.1.25 － H19.1.25 ミャンマー ヤンゴン 5 4

48 PIANC EnviCom WG16 PIANC H19.2.1 － H19.2.2 ベルギー ブリュッセ
ル 1 0

49 第3回国際沿岸防災ワークショッ
プ 

国土交通省港湾局
 (独)港湾空港技術研究所 
 (財)沿岸技術研究センター 
スリランカ・モラトゥワ大学
スリランカ国立科学財団 
スリランカ国立防災センター

H19.2.12 － H19.2.14 スリランカ コロンボ 10 3

50 津波ハザードマップセミナー 

国土交通省港湾局
 (独)港湾空港技術研究所 
 (財)沿岸技術研究センター 
スリランカ・モラトゥワ大学
スリランカ国立科学財団 
スリランカ国立防災センター

H19.2.12 － H19.2.14 スリランカ コロンボ 9 1

51 PIANC MarCom WG53 第２回
会合 

PIANC 
／第４回アセアン会合 H19.2.12 － H19.2.14 スリランカ コロンボ 4 2

52 Geotechnical Engineering 
Practice WS Griffith 大学 H19.2.12 － H19.2.16 オーストラ

リア ブリスベン 1 1

53 PIANC InCom WG30 PIANC H19.3.12 － H19.3.13 フランス リヨン 1 0

54 

Special ICPT Symposium 2007: 
Road Construction and 
Maintenance Technology in 
China 

China Academy of 
Transportation Sciences,  
Ministry of Communication

H19.3.16 － H19.3.18. 中国 北京 1 1

海 外 開 催 計 127 83

55 

3rd International Symposium 
on Contaminated Sediments（第
3回汚染堆積土に関する国際シン
ポジウム） 

ATM International
東海大学 
 (社)地盤工学会 
土壌物理学会 
日本プランクトン学会など

H18.5.23 － H18.5.25 日本 静岡 1 0

56 

ハリケーンカトリーナの高潮・高
波災害に関する日本セミナー（第
二回国際沿岸防災ワークショッ
プフォローアップ会議） 

(独)港湾空港技術研究所 
(財)沿岸技術研究センター H18.6.8 － H18.6.8 日本 東京 19 1

57 
Mair教授による地盤工学講演会
（ケンブリッジ大学 R.Mair教
授） 

(独)港湾空港技術研究所 
地盤工学会関東支部 H18.6.8 － H18.6.8 日本 東京 5 0

58 津波災害からの復旧・復興に関す
るセミナー (独)港湾空港技術研究所 H18.8.1 － H18.8.1 日本 横須賀 14 1

59 津波防災ワークショップ (独)港湾空港技術研究所 H18.8.1 － H18.8.11 日本 横須賀 8 6

60 津波防災に関する国際交流セミ
ナー 

(独)港湾空港技術研究所
東北地方整備局 H18.8.7 － H18.8.7 日本 仙台 3 2

61 生態モデリング国際会議(ICEM2006) ICEM H18.8.28 － H18.9.1 日本 宇部 1 1
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

62 
粒状地盤材料の力学と工学に関
する国際シンポジウム
IS-Yamaguchi 2006 

International Society of Soil 
mechanics and 
Geotechnical Engineering 

H18.9.12 － H18.9.14 日本 宇部 1 1

63 第8回国際ジオシンセティックス
会議 

国際ジオシンセティックス
学会 H18.9.19 － H18.9.22 日本 横浜 8 2

64 

International Seminar on 
Durability and Lifecycle 
Evaluation of Concrete 
Structures -2006 

広島大学 H18.9.26 － H18.9.26 日本 東広島 2 1

65 ISARC2006（国際建設ロボット
シンポジウム） 

国際建設ロボット学会
(IAARC) 
(社)土木学会 

H18.10.3 － H18.10.5 日本 東京 4 4

66 IAPH（国際港湾協会）EXCOミ
ーティング 国際港湾協会 H18.10.10 － H18.10.10 日本 静岡 1 0

67 テクノオーシャン 2006「第 19回
海洋工学シンポジウム」 テクノオーシャン H18.10.18 － H18.10.20 日本 神戸 11 5

68 

沿岸域におけるコンクリート構
造物のライフサイクルマネジメ
ントに関する国際ワークショッ
プ 

(独)港湾空港技術研究所 
長岡技術科学大学 H18.11.2 － H18.11.3 日本 長岡 8 1

69 第7回北東アジア港湾局長会議お
よびWG3第 1回打合せ 港湾局 H18.11.7 － H18.11.8 日本 東京 3 1

70 「浚渫土砂の有効利用の技術と
実践」国際セミナー (独)港湾空港技術研究所 H18.11.8 － H18.11.8 日本 国総研 2 1

71 第 7回 東京湾シンポジウム (独)港湾空港技術研究所
国土技術政策総合研究所 H18.11.10 － H18.11.10 日本 横浜 1 1

72 マングロウブシンポジウム 京都大学 H18.11.11 － H18.11.12 日本 京都 1 0

73 国際シンポジウム「豊かで美しい
東京湾を目指して」 

(独)港湾空港技術研究所
港湾空間高度化・環境研究セ
ンター 

H18.11.15 － H18.11.15 日本 東京 1 1

74 アマモサミット・プレワークショ
ップ (独)港湾空港技術研究所 H18.12.1 － H18.12.3 日本 横浜 2 1

75 深い基礎と杭基礎に関する国際
ワークショップ 

(独)港湾空港技術研究所
地盤工学会 H19.2.1 － H19.2.2 日本 横須賀市 3 2

76 4th International Conference on 
Urban Earthquake Engineering 

Center for Urban 
Earthquake Engineering 
(CUEE), Tokyo Institute of 
Technology 

H19.3.5 － H19.3.5 日本 東京 1 1

77 
「廃タイヤを用いた新しい地盤
材料」に関する国際ワークショッ
プ」 

(独)港湾空港技術研究所 
地盤工学会 H19.3.23 － H19.3.24 日本 横須賀市 15 3

78 XIXth International Seaweed 
Symposium (ISS) 

日本藻類学会（JSP）
日本海藻協会（JSA） 
日本マリンバイオテクノロ
ジー学会（JSMB） 

H19.3.26 － H19.3.31 日本 神戸市 2 1

国 内 開 催 計 117 37

【 総 計 】 244 120
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２．平成１９年度の国際会議等への参加・発表一覧 

 

 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

1 国際港湾協会第 25回総会 IAPH H19.4.30 － H19.5.3 アメリカ ヒュースト
ン 1 1

2 国際地盤工学会 TC-17委員会 国際地盤工学会 H19.5.7 － H19.5.12 マレーシア クアラルン
プル 1 0

3 第 16回東南アジア地域地盤工学
会議 東南アジア地盤工学会 H19.5.7 － H19.5.12 マレーシア クアラルン

プル 1 0

4 Coastal Sediments '07 ASCE H19.5.12 － H19.5.19 アメリカ ニューオリ
ンズ 3 3

5 International Corrosion 
Engineering Conference 2007 

The Corrosion Science 
Society of Korea H19.5.20 － H19.5.24 韓国 ソウル 1 1

6 北東アジア港湾局長会議WG 日中韓港湾局 H19.5.27 － H19.5.31 中国 北京 2 0

7 第 18回世界浚渫会議 Western Dredging 
Association H19.5.27 － H19.6.1 アメリカ オーランド 1 1

8 ISO／TC71総会 ISO H19.5.29 － H19.6.1 ブラジル サルバドー
ル 1 0

9 

5th International Conference on 
Concrete Under Severe 
Conditions Environment and 
Loading, CONSEC 07 

Laboratoire central des 
ponts et chaussees H19.6.4 － H19.6.6 フランス トゥール 2 2

10 
International Symposium on 
Integrated Coastal Zone 
Management 

IMR H19.6.7 － H19.6.17 ノルウェイ Arendal 1 1

11 ISO／TC8／SC2／WG3 CYMEPA（キプロス海洋環
境保護協会） H19.6.9 － H19.6.16 キプロス Limassol 1 0

12 

6th International Conference on 
Fracture Mechanics of Concrete 
and Concrete Structures, 
FRAMCOS2007 

International Association of 
Fracture Mechanics for 
Concrete and Concrete 
Structures 

H19.6.17 － H19.6.22 イタリア カタニア 1 1

13 Oceans' 07 Aberdeen IEEE／MTS H19.6.18 － H19.6.21 イギリス アバディー
ン 3 1

14 PIANC EnviCom WG16 PIANC H19.6.20 － H19.6.25 ドイツ ハンブルグ 1 0

15 
4th Civil Engineering 
Conference in the Asian Region 
(4th CECAR) 

Asian Civil Engineering 
Coordinating Council H19.6.24 － H19.6.28 台湾 台北 1 1

16 第 4回 地震工学会議 国際地盤工学会、テッサロニ
キ大学 H19.6.25 － H19.6.28 ギリシャ テッサロニ

キ 1 1

17 
Underwater Acoustic 
Measurements: Technologies 
and Results 

Foundation for Research 
and Technology-Hellas, 
University of Crete等 

H19.6.25 － H19.6.29 ギリシャ クレタ島 1 1

18 ICCMC総会 
International Committee 
on Concrete Model Code for 
Asia 

H19.6.28 － H19.6.30 台湾 台北 1 0

19 第 17回国際海洋極地工学会議
（ISOPE-2007) ISOPE H19.7.2 － H19.7.4 ポルトガル リスボン 4 3

20 Coastal Structures 2007 
International Conference ASCE／IAHR H19.7.2 － H19.7.4 イタリア ベニス 6 6

21 インド－日本沿岸防災ワークシ
ョップ 

インド工科大学／港湾空港
技術研究所 H19.7.16 － H19.7.20 インド チェンナイ 3 3

22 The 4th Annual Meeting of Asia 
Oceania Geosciences Society AOGS H19.8.2 － H19.8.5 タイ バンコク 1 1

23 第1回スリランカ地盤工学会土質
と岩に関する国際会議 スリランカ地盤工学会 H19.8.8 － H19.8.10 スリランカ コロンボ 1 0

資料－5.8 
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

24 32nd Conference on Our World 
in Concrete and Structures CI-Premier Pte Ltd H19.8.27 － H19.8.29 シンガポー

ル 
シンガポー
ル 1 1

25 ISWS2007 干潟域での持続可能
な環境に関する国際会議 ISWS H19.9.3 － H19.9.7 マレーシア ジョホール

バル 1 1

26 PIANC MarCom WG47 PIANC H19.9.6 － H19.9.7 イタリア ローマ 1 0

27 PIANC MarCom WG54 PIANC H19.9.13 － H19.9.14 イギリス ウォーリン
グフォード 1 0

28 

RCEM2007(5th IAHR 
Symposium on River, Coastal 
and Estuarine 
Morphodynamics) 

IAHR H19.9.17 － H19.9.21 オランダ Enschede 1 1

29 PIANC InCom WG30 PIANC H19.9.20 － H19.9.21 アメリカ ルイビル 1 0

30 国際地盤工学会 TC-17委員会 国際地盤工学会 H19.9.24 － H19.9.25 スペイン マドリッド 1 1

31 第 14回欧州地域地盤工学会議 国際地盤工学会 H19.9.24 － H19.9.26 スペイン マドリッド 1 0

32 第8回底泥の輸送に関する国際会
議 INTERCOH組織委員会 H19.9.25 － H19.9.28 フランス Brest 1 1

33 第4回 二国間沿岸防災ワークシ
ョップ 韓国海洋大学 H19.10.1 － H19.10.2 韓国 釜山 4 4

34 UNESCO-IOC WORKSHOP 
ON RISK ASSESSMENT ICG／IOTWS H19.10.4 － H19.10.6 UAE ドバイ 1 1

35 2007 KSCE-JSCE Concrete 
Committee Joint Seminar KSCE／JSCE H19.10.11 － H19.10.11 韓国 大邸 1 1

36 第3回日中地盤工学シンポジウム （社）地盤工学会・中国地盤
工学会 H19.11.4 － H19.11.6 中国 重慶 1 0

37 Estuarine Research Federation 
2007 ERF H19.11.4 － H19.11.8 アメリカ ロードアイ

ランド 1 1

38 

International Conference on 
Optimizing Paving Concrete 
Mixtures and Accelerated 
Concrete Pavement 
Construction and 
Rehabilitation 

FHWA（米国連邦道路局） H19.11.6 － H19.11.9 アメリカ アトランタ 2 1

39 
8th International Conference on 
the Mediterranean Coastal 
Environment 

AFME H19.11.13 － H19.11.17 エジプト アレキサン
ドリア 1 1

40 北東アジア港湾局長会議ＷＧ 日中韓港湾局 H19.11.19 － H19.11.22 韓国 ソウル 2 0

41 Project and construction of deep 
port water maritime works 

Autoridad Portuaria de 
Gijon H19.11.19 － H19.11.25 スペイン Gijon 1 1

42 波浪・高潮の観測・予測に関する
万里浦海岸ワークショップ KORDI(韓国海洋研究院) H19.11.21 － H19.11.22 韓国 万里浦 3 3

43 

2nd International Workshop on 
Management and Function 
Restoration Technologies for 
Estuaries and Coastal Seas 

KORDI H19.11.29 － H19.12.2 韓国 安山 1 1

44 国際港湾海岸海洋会議(ICPCO) バンドン工科大学 H19.12.6 － H19.12.11 インドネシ
ア バンドン 1 1

45 

International Symposium on 
geotechnical engineering, 
ground improvement and 
geosynthetics for human 
security and environmental 
preservation 

AITアジア地盤改良ジオシ
ンセティックスセンター／
モンクット王工科大学／タ
イ政府環境整備局／東南ア
ジア地盤工学会 

H19.12.6 － H19.12.7 タイ バンコク 1 1

46 

6th International Symposium 
on New Technologies for Urban 
Safety of Mega Cities in Asia, 
USMCA2007 

東京大学生産技術研究所／
バングラデシュ産業技術大
学 

H19.12.9 － H19.12.10 バングラデ
シュ ダッカ 2 2

47 第 13回アジア地域地盤工学会議 国際地盤工学会／インド地
盤工学会 H19.12.10 － H19.12.14 インド コルカタ 4 4
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

48 Asia-Pacific Conference on FRP 
in Structures, APFIS 2007 

University of 
Hongkong/IIFC H19.12.12 － H19.12.14 香港 香港 1 1

49 

International Workshop on 
Coastal Disaster Mitigation - 
Tsunami Preparedness and 
Resilience through Research, 
Extension, Education and 
Training - 

Ministry of Marine Affairs 
and Fisheries, Indonesia／
APEC Secretariat 

H19.12.17 － H19.12.18 インドネシ
ア ジャカルタ 1 1

50 日本―オランダ二国間波力モデ
ルセミナー デルフト工科大学 H19.12.17 － H19.12.21 オランダ デルフト 1 1

51 Transportation Research Board 
87th Annual Meeting 

Transportation Research 
Board H20.1.12 － H20.1.16 アメリカ ワシントン

D.C. 2 1

52 
Brunei-Japan Seminar on 
Maintenance of Port 
Infrastructure 

ブルネイ通信省港湾局／港
湾空港技術研究所 H20.1.16 － H20.1.16 ブルネイ バンダル・ス

リ・ブガワン 4 3

53 巨大地震津波からの復興に関す
る国際会議 東京大学地震研究所等 H20.1.22 － H20.1.24 タイ プーケット 4 2

54 PIANC InCom WG30 PIANC H20.1.31 － H20.2.2 スロバキア ブラティス
ラバ 1 0

55 第１回パンアメリカンジオシン
セティクス会議 ＩＧＳ北米支部 H20.3.2 － H20.3.5 メキシコ カンクン 1 1

56 Ocean Science Meeting 08 AGU/ERF/ASLO H20.3.2 － H20.3.7 アメリカ フロリダ 1 1

57 地盤環境に関する日米国際セミ
ナー ASCE/GI H20.3.7 － H20.3.9 アメリカ ニューオリ

ンズ 1 1

58 Geo Congress 2008 ASCE/GI H20.3.10 － H20.3.12 アメリカ ニューオリ
ンズ 1 1

59 津波防災マネジメントセミナー 
国土交通省港湾局/港湾空港
技術研究所/（財）国際臨海開
発研究センター/タイ国際防
災警報センター/タイ運輸省

H20.3.12 － H20.3.12 タイ バンコク 2 1

60 PIANC MarCom WG54 PIANC H20.3.12 － H20.3.15 ベルギー ブリュッセ
ル 1 0

61 ISO/TC71総会 ISO H20.3.26 － H20.3.29 アメリカ ロサンゼル
ス 1 0

海 外 開 催 計 96 70

62 International Symposium on 
Underwater Technology 2007 IEEE／OES H19.4.18 － H19.4.20 日本 東京 3 2

63 世界マングローブ会議 世界マングローブ協会 H19.6.15 － H19.6.15 日本 那覇 1 1

64 第4回日中舗装技術ワークショッ
プ 

(独)港湾空港技術研究所、(社)
土木学会、土木研究所 H19.7.25 － H19.7.28 日本 札幌 3 1

65 
津波防災ワークショップ特別セ
ミナー：インド洋津波災害からこ
れからの津波防災へ 

(独)港湾空港技術研究所 H19.10.18 － H19.10.18 日本 横須賀 7 1

66 インド洋津波後の沿岸防災に関
する国際セミナー 

(独)港湾空港技術研究所、中
部地方整備局 H19.10.22 － H19.10.22 日本 名古屋 3 1

67 第5回補強土地盤に関する国際会
議(IS-Kyushu) (社)地盤工学会 H19.11.14 － H19.11.16 日本 福岡 2 2

68 
2nd International Workshop on 
Lifetime Engineering of Civil 
Infrastructure 

山口大学 H19.11.28 － H19.11.30 日本 宇部 1 1

69 PIANC MarCom WG53 PIANC H19.11.30 － H19.11.30 日本 横須賀 3 0

70 第4回国際沿岸防災ワークショッ
プ 

(独)港湾空港技術研究所、(財)
沿岸技術研究センター、国土
交通省港湾局 

H19.12.1 － H19.12.2 日本 横浜 12 4

71 第 1回アジア・太平洋水サミット 
アジア・太平洋海水フォーラ
ム／第１回アジア・太平洋水
サミット運営委員会 

H19.12.3 － H19.12.4 日本 大分 1 0
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

72 

The 3rd Asian-Pacific Congress 
on Computational Mechanics 
(APCOM'07) in conjunction 
with the 11th International 
Conference on the 
Enhancement and Promotion of 
Computational Methods in 
Engineering and Science 
(EPMESC XI) 

Asian-Pacific Association 
for Computational 
Mechanics 

H19.12.3 － H19.12.6 日本 京都 1 1

73 三番瀬再生国際フォーラム 千葉県 H20.1.29 － H20.1.29 日本 千葉 4 0

国 内 開 催 計 41 14

【 総 計 】 137 84
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３．平成２０年度の国際会議等への参加・発表一覧 

 

 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

1 EGU General Assembly 2008 EGU H20.4.12 － H20.4.19 
オースト

リア 
ウィーン 1 1

2 Solutions to Coastal Disasters ASCE-COPRI H20.4.13 － H20.4.16 アメリカ ハワイ 1 1

3 Ｈydrophobe V 
Royal Institute for 
Cultural Heritage 

H20.4.15 － H20.4.16 ベルギー ブラッセル 1 1

4 
港湾構造物のための信頼性設

計教育の為のシンポジウム 
韓国海洋研究院 H20.4.17 － H20.4.19 韓国 ソウル 1 1

5 
First International 
Conference on Transportation 
Infrastructure 

International 
Society of 
Maintenance and 
Rehabilitation of 
Transport 
Infrastructure 

H20.4.21 － H20.4.22 中国 北京 1 1

6 

International Symposium on 
Transportation and 
Development Innovative Best 
Practices 

T&DI of American 
Society of           
Civil Engineers 

H20.4.23 － H20.4.25 中国 北京 1 1

7 IOSC2008 IOSC2008 H20.5.4 － H20.5.8 アメリカ サバンナ 1 1

8 
ロンドン条約第 31 回科学者グ
ループ会合 

IMO(国際海洋条約
会議） 

H20.5.18 － H20.5.23 
エクアド

ル 
グアヤキル 1 1

9 
UJNR 耐風耐震構造専門部会
第 40回日米合同部会 

UJNR（自然災害に
関する日米会議） 

H20.5.19 － H20.5.22 アメリカ 
ゲイザスバ

ーグ 
1 1

10 PIANC年次総会 国際航路協会 H20.5.26 － H20.5.27 中国 北京 3 0

11 
Invitation to 4th Eurasphalt 
& Eurobitume Congress 2008 

Eurasphalt & 
Eurobitume 
Congress 

H20.5.21 － H20.5.23 
デンマー

ク 

コペンハー

ゲン 
1 1

12 韓国海洋環境工学会 韓国海洋環境工学会 H20.5.29 － H20.5.30 韓国 済州島 1 1

13 PIANC InCom WG30  国際航路協会 H20.6.4 － H20.6.6 ドイツ ハノーバー 1 1

14 
軟弱地盤改良工法に関するワ

ークショップ 
天津大学 H20.6.4 － H20.6.8 中国 天津 1 1

資料－5.8 



127 
 

 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

15 IALCCE '08 

International 
Association for 
Life-Cycle Civil 
Engineering, 
Politecnico di 
Milano 

H20.6.10 － H20.6.14 イタリア 
Varenna, 

Lake Como 
1 1

16 
Conference On Marine 
Problems And Specific 
Solution 

国際水理学会(IAHR) H20.6.15 － H20.6.18 
モルディ

ブ 
Maldives 1 1

17 

13th International 
Conference on 
Alkali-Aggregate Reaction in 
Concrete 

Tekna (The 
Norwegian Society 
of Chartered 
Technical and 
Scientific 
Professionals) 

H20.6.15 － H20.6.22 
ノルウェ

ー 
Trondheim 1 1

18 
Geosynthetics アジア地域会
議 2008 

国際ジオシンセティ

ックス学会 中国支

部 
H20.6.16 － H20.6.17 中国 上海 1 1

19 同済大学コロキウム 
国際ジオシンセティ

ックス学会 中国支

部 
H20.6.18 － H20.6.20 中国 

上海（同済大

学） 
1 1

20 
アジアオセアニア地球科学会

議（AOGS2008) 

AOGS（アジアオセ
アニア地球科学会

議） 
H20.6.19 － H20.6.20 韓国 釜山 1 1

21 
2nd BGA International 
Conference on 
Foundations-ICOF 2008  

イギリス地盤工学会 H20.6.22 － H20.6.30 イギリス 
スコットラ

ンド 
2 2

22 Acoustics'08 Paris ASA・EAA・SFA H20.7.1 － H20.7.6 フランス パリ 1 0

23 
国 際 海 洋 極 地 工 学 会

(ISOPE2008) 
ISOPE(国際海洋極
地工学会） 

H20.7.6 － H20.7.11 カナダ 
バンクーバ

ー 
5 4

24 
国際水理学会 アイスシンポ

ジウム 
IAHR H20.7.7 － H20.7.11 カナダ 

バンクーバ

ー 
1 1

25 
第5回国際沿岸防災ワークショ
ップ 

国交省港湾局・港空

研・（財）沿岸技術研

究センター 
H20.7.21 － H20.7.22 

インドネ

シア 

ジョグジャ

カルタ 
8 3
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

26 CICE2008 Zurich 

International 
Institute for FRP in 
Construction, Swiss 
Federal 
Laboratories  for 
Materials, Testing 
and Research  

H20.7.22 － H20.7.24 スイス 
チューリッ

ヒ 
1 1

27 

第 35 回 コンピュータグラフ
ィックスとインタラクティブ

技術に関する国際学会および

展示会 

第35回 コンピュー
タグラフィックスと

インタラクティブ技

術に関する国際学会

および展示会事務局

H20.8.11 － H20.8.14 アメリカ 
ロサンゼル

ス 
1 0

28 
第6回地盤工学におけるケース
ヒストリーに関する国際会議 

Missouri University 
of Science and 
Technology 

H20.8.12 － H20.8.18 アメリカ 
ワシントン

DC 
2 1

29 
第2回国際マングローブ保全に
関するワークショップ 

国際マングローブ生

態系協会 
H20.8.22 － H20.8.24 タイ バンコク 1 1

30 
PECS2008（河口沿岸域の物理
に関する国際会議） 

PECS運営委員会 H20.8.24 － H20.8.31 イギリス リバプール 1 1

31 ICCE国際海岸工学会議 ASCE H20.8.30 － H20.9.6 ドイツ ハンブルグ 10 10

32 

11th Baltic Sea Geotechnical 
Conference GEOTECHNICS 
IN MARITIME 
ENGINEERING 

ISSMGE, PCG, 
GUT 

H20.9.15 － H20.9.18 
ポーラン

ド 
グダニスク 1 1

33 
国 際 シ ン ポ ジ ウ ム

（IS-Atlanta） 
Committee TC-29 of 
ISSMGE 

H20.9.21 － H20.9.26 アメリカ アトランタ 1 1

34 
2008 IEEE/RSJ International 
Conference on Intelligent 
Robots and Systems 

IROS H20.9.22 － H20.9.26 フランス ニース 1 0

35 
低平地に関する国際会議

（ISLT2008） 

･International 
Association of 
Lowland 
Technology (IALT) 
･Institute of 
Lowland 
Technology of Saga 
University 

H20.9.23 － H20.9.26 韓国 釜山 2 2

36 PIANC EnviCom 国際航路協会 H20.9.25 － H20.10.1 フランス 
ストラスブ

ール 
1 1
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

37 PIANC MarCom 国際航路協会 H20.10.9 － H20.10.10 イタリア パレルモ 1 1

38 韓国地盤工学会議 2008 韓国地震工学会 H20.10.9 － H20.10.11 韓国 ソウル 1 1

39 ROGUE WAVES 2008 IFREMER H20.10.11 － H20.10.16 フランス ブレスト 1 1

40 
第14回WCEE 世界地震工学
会議 

中国地震工程連合会

（CAEE)，世界地震
工学会(IAEE) 

H20.10.12 － H20.10.17 中国 北京 4 0

41 

第7回アジア地域の巨大都市に
おける安全性向上のための新

技術に関する国際シンポジウ

ム 

東京大学生産技術研

究所・清華大学 
H20.10.21 － H20.10.22 中国 北京 1 1

42 PIANC MarCom WG54 国際航路協会 H20.10.23 － H20.10.24 オランダ 
ロッテルダ

ム 
1 0

43 JCI-KCI Joint Committee 

Korea Concrete 
Institute 
日本コンクリート工

学協会 

H20.11.5 － H20.11.7 韓国 ソウル 1 1

44 第 3回ACF国際会議  

Asian Concrete 
Federation 
Vietnam Concrete 
Association 

H20.11.11 － H20.11.13 ベトナム ホーチミン 1 1

45 
河口・沿岸域の管理と機能修復

技術に関する国際ワークショ

ップ 
韓国海洋研究院 H20.11.17 － H20.11.20 韓国 

韓国海洋研

究所

（KORDI） 

2 2

46 EASEC-11 
National Taiwan 
University 

H20.11.19 － H20.11.21 台湾 台北 1 1

47 
第9回北東アジア港湾局長会議 
港湾シンポジウム 

日中韓の港湾局 H20.11.23 － H20.11.26 中国 北京・大連 2 1

48 
コンクリート構造物の耐久性

に関する国際会議 

北海道大学・浙江大

学・Queen's 
University 

H20.11.26 － H20.11.27 中国 杭州 5 3

49 

第2回沿岸コンクリート構造物
のライフサイクルマネジメン

トに関する国際ワークショッ

プ 

港空研・長岡技術科

学大学・浙江大学 
H20.11.27 － H20.11.28 中国 杭州 5 4

50 PIANC ImCom WG129 国際航路協会 H20.12.2 － H20.12.5 ベルギー ブラッセル 1 0

51 
2nd International Symposium 
on Shallow Flows 

IAHR（国際水理学
会）、香港大学 

H20.12.10 － H20.12.12 中国 香港 3 3
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

52 
北東アジアの異常波浪に関す

る国際ワークショップ 
港空研、韓国海洋研

究院 
H20.12.18 － H20.12.20 韓国 済州島 4 4

53 
JCI-KCI Common Code に関
する打ち合わせ 

Korea Concrete 
Institute 
日本コンクリート工

学協会 

H21.1.13 － H21.1.13 韓国 ソウル 1 1

54 
ASLO Aquatic Sciences 
Meeting 2009 

Advancing the 
science of limnology 
and oceanography 

H21.1.26 － H21.1.30 フランス ニース 1 1

55 ISO/TC71 総会及び分科会 ISO, EOS H21.2.9 － H21.2.6 エジプト カイロ 1 0

56 
2009 年海洋工学に関する国際
会議 

インド工科大学マド

ラス港 
H21.2.3 － H21.2.12 インド チェンナイ 1 0

57 PIANC InCom WG129 国際航路協会 H21.2.3 － H21.2.4 ベルギー ブラッセル 1 0

58 PIANC EnviCom 国際航路協会 H21.2.3 － H21.2.7 ベルギー ブラッセル 1 0

59 
International Seminar on 
Port Structure Maintenance  
 

国交省・港空研・フ

ィリピン港湾公社

ほか 
H21.2.24 － H21.2.25 

フィリピ

ン 
マニラ 5 3

60 
第6回日ＡＳＥＡＮ港湾技術者
会合 

国交省・港空研・フ

ィリピン港湾公社

ほか 
H21.2.26 － H21.2.26 

フィリピ

ン 
マニラ 5 1

61 IPCC-WG32 Scoping Meeting IPCC-WG32 H21.2.22 － H21.2.28 
ノルウェ

ー 
オスロ 1 1

62 NCK Symposium 
NCK Symposium 
実行委員会 

H21.3.9 － H21.3.10 アメリカ メルボルン 1 1

63 
International Foundation 
Congress & Equipment Expo 
'09 

IAFE, The 
Geo-Institute of 
ASCE, PDCA 

H21.3.15 － H21.3.18 アメリカ オーランド 2 1

64 
IAPHアジア・オセアニア地域
会議 

国 際 港 湾 協 会

（IAPH） 
H21.2.23 － H21.2.28 

シンガポ

ール 

シンガポー

ル 
1 0

海 外 開 催 計 116 81

65 TECHNO-OCEAN'08 MTS, IEEE H20.4.9 － H20.4.11 日本 神戸 19 8

66 
北東アジア港湾局長会議課長

級会合 
日中韓の港湾局 H20.6.3 － H20.6.5 日本 長崎 2 0

67 第 8回地盤環境セミナー 京都大学・ソウル
学 ほか H20.6.12 － H20.6.14 日本 京都 1 1

68 
第6回道路と空港舗装技術に関
する（ICPT）国際会議 2008 

土木学会舗装工学委
員会 ほか H20.7.21 － H20.7.24 日本 札幌 2 1
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

69 
第 8回高強度・高性能コンクリ
ートの利用に関する国際シン

ポジウム 
JIC, JPCEA, FIB H20.10.27 － H20.10.29 日本 東京 1 1

70 
第 4回国際洗掘侵食会議
（ICSE4） 

地盤工学会 H20.11.5 － H20.11.7 日本 東京 2 2

71 第 4回日米津波防災セミナー 港空研 H21.3.4 － H21.3.4 日本 横須賀 4 2

72 国際木材シンポジウム 京都大学生存圏研究
所 H21.3.5 － H21.3.5 日本 京都 1 0

73 第5回国際沿岸防災ワークショ
ップのフォローアップ会議 

港空研・(財) 岸技術
研究センター

H21.3.30 － H21.3.30 日本 横須賀 10 3

国 内 開 催 計 33 18

【 総 計 】 149 99
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４．平成２１年度の国際会議等への参加・発表一覧 

 

 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

1 
2nd International 
Multidisciplinary Conference 
on Hydrology and Ecology 

UNESCO，ICGW等 H.21.4.18－ H21.4.25
オースト

リア 
ウィーン 2 1

2 
大潮位差のある海岸での波浪及

び底質移動の現地観測に関する

ワークショップ 

韓国海洋開発研究院

（KORDI） 
H.21.4.21－ H21.4.23 韓国 安山 1 1

3 底泥の輸送に関する国際会議 INTERCOH H.21.5.1－ H21.5.12 ブラジル 
リオデジャ

ネイロ 
1 1

4 PIANC MarCom WG54会合 
国 際 航 路 協 会

（PIANC） 
H.21.5.6－ H21.5.10 オランダ デルフト 1 0

5 Inter Spill 2009 Sycopol他 H.21.5.10－ H21.5.16 フランス マルセイユ 1 1

6 国際港湾協会ジェノア総会 国際港湾協会（IAPH）H.21.5.25－ H21.5.28 イタリア ジェノア 2 0

7 
カタルーニャ工科大学での PhD
プログラムセミナー 

カタルーニャ工科大学 H.21.6.2－ H21.6.14 スペイン バルセロナ 1 1

8 
北東アジア港湾局長会議課長級

会合 
国土交通省 H.21.6.14－ H21.6.17 韓国 釜山 2 0

9 
第 4 回応用海岸工学に関する国
際会議（SCACR 2009） 

国際水理学会（IAHR）H.21.6.15－ H21.6.19 スペイン バルセロナ 1 1

10 
油濁対策研究協力（ワークショ

ップ） 
韓国海洋開発研究院

（KORDI） 
H.21.6.21－ H21.6.25 韓国 安山 2 2

11 EARTHQUAKE&TSUNAMI 
トルコ土木学会

（Turkish Chamber 
of Civil Engineers）他

H.21.6.21－ H21.6.26 トルコ 
イスタンブ

ール 
1 1

12 
3rd International Workshop on 
Advanced Technology in 
Shipbuilding Industry 

Ulsan Regional 
Innovation Agency 

H.21.6.25－ H21.6.27 韓国 蔚山 1 1

13 
4th International Symposium 
on Contaminated Sediments 

米国ASTM H.21.6.30－ H21.7.2
アイルラ

ンド 
ダブリン 2 1

14 
Piling and Deep Foundation 
Asia 

IQPC H.21.7.14－ H21.7.15 中国 香港 1 1

15 香港工科大学特別講演 ASCE香港支部 H.21.7.14－ H21.7.14 中国 香港 1 1

16 
北東アジア経済フォーラム（ヤ

ング・リーダーズ・プログラム） 
北東アジア経済フォー

ラム 
H.21.8.15－ H21.8.30 韓国 釜山 1 0

資料－5.8 
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

17 
International Symposium on 
Geo-environmental 
Engineering 

浙江大学，中国地盤工

学会等 
H.21.9.7－ H21.9.11 中国 杭州 1 1

18 人工島地盤に関するセミナー 
韓国海洋開発研究院

（KORDI） 
H.21.9.7－ H21.9.9 韓国 安山 1 1

19 
Craney Island Blue Ribbon 
Panel Meeting 

Virginia Port 
Authority 

H.21.9.12－ H21.9.16 米国 
ノーフォー

ク 
1 0

20 
Japan-China 5th Workshop on 
Pavement Technologies 

日本土木学会，長安大

学 
H.21.9.11－ H21.9.13 中国 西安 1 1

21 
Coasts, Marine Structures and 
Breakwaters 2009 

英国土木学会

（Institution of Civil 
Engineers） 

H.21.9.14－ H21.9.19 英国 
エディンバ

ラ 
1 1

22 
発破を用いた人工液状化実験に

関するワークショップ 

米国オレゴン州立大

学，米国地質調査所，

国土交通省航空局，港

空研 

H.21.9.24－ H21.9.25 米国 オレゴン州 5 3

23 第 17回国際地盤工学会議 国際地盤工学会 H.21.10.5－ H21.10.9 エジプト 
アレキサン

ドリア 
8 3

24 
アジア太平洋海岸国際会議

（APAC09） 
日本，中国，韓国の各

海岸工学会 
H.21.10.1

3－
H21.10.1
7 

シンガポ

ール 
シンガポー

ル 
1 1

25 
港湾施設に関する JICA セミナ
ー 

MOPT，CFIA，JICA，
港空研 

H.21.10.1
4－

H21.10.1
4 

コスタリ

カ 
サンホセ 2 2

26 
8th International Symposium 
on New Technologies for Urban 
Safety of Mega Cities in Asia 

NIDP，KDPA，
KOSHAM 

H.21.10.1
4－

H21.10.1
4 韓国 仁川 3 4

27 
米国国家安全保障省津波ワーク

ショップ 
米国国家安全保障省 H.21.10.1

8－
H21.10.1
8 米国 

ノースキャ

ロライナ 
1 1

28 
ラトガース大学における地盤改

良に関する国際講演会 
米国ラトガース大学 H.21.10.1

8－
H21.10.2
4 米国 

ニュージャ

ージー 
1 1

29 
アジア工科大学ベトナムセンタ

ー集中講義 
アジア工科大学 H.21.10.1

7－
H21.10.2
5 ベトナム 

ホーチーミ

ン 
1 1

30 PIANC MarCom WG54会合 
国際航路協会

（PIANC） 
H.21.10.2

5－
H21.10.2
9 ベルギー 

アントワー

プ 
1 0

31 
PIANC EnviCom会合及び
USACE合同ワークショップ 

国際航路協会

（PIANC） 
H.21.10.2

8－
H21.10.3
0 米国 

ニューオリ

ンズ 
1 0

32 
Costal and Estuarine Research 
Federation 2009 Conference 

CERF H.21.11.2－ H21.11.5 米国 
ポートラン

ド 
1 1
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

33 
韓国海岸海洋工学会20周年記念
大会 

韓国海岸海洋工学会 H.21.11.5－ H21.11.6 韓国 釜山 1 1

34 
津波防災に関するインドネシア

セミナー 
沿岸技術研究センター

H.21.11.1
2－

H21.11.1
2 

インドネ

シア 
バリ 1 1

35 
International Workshop on 
Geotechnical Centrifuge 
Modelling 

同済大学 H.21.11.2
1－

H21.11.2
2 中国 上海 1 1

36 高潮対策 JICAセミナー JICA他 H.21.11.2
5－

H21.11.2
5 

ミャンマ

ー 
ヤンゴン 1 1

37 
International Workshop on 
Soil-Foundation-Structure 
Interaction 2009 

オークランド大学 H.21.11.2
6－

H21.11.2
7 

ニュージ

ーランド 
オークラン

ド 
1 1

38 
2009 Steel Pile Consultation 
Committee Workshop 

Korea Iron & Steel 
Association 

H.21.11.2
7－

H21.11.2
7 韓国 ソウル 1 1

39 
第６回国際沿岸防災ワークショ

ップ 

港空研，国交省，沿岸

技術研究センター，タ

イ科学技術省，チュラ

ロンコン大学 

H.21.12.1－ H21.12.2 タイ バンコク 5 2

40 
International Symposium on 
Ground Improvement 
Technologies and Case Studies 

シンガポール地盤工学

会 
H.21.12.9－ H21.12.1

1 
シンガポ

ール 
シンガポー

ル 
1 1

41 

PARI-KORDI Joint Workshop 
2009 -Workshop on Disaster 
Prevention and Environment 
of Coast- 

港空研，韓国海洋開発

研究院（KORDI） 
H.21.12.1

0－
H21.12.1
1 韓国 安山 5 5

42 
カリフォルニア大学デービス校

での PhDプログラムセミナー 
カリフォルニア大学デ

ービス校 
H.22.1.22－ H22.1.22

 米国 デービス 1 1

43 
10th IAPH Asia/Oceania 
Regional Meeting and Port 
Forum 

国際港湾協会 H.22.2.4－ H22.2.5
インドネ

シア 
バンドン 1 1

44 
サモア津波災害に関するフォロ

ーアップ・ワークショップ 
ニュージーランド

GNS 
H.22.2.3－ H22.2.4

ニュージ

ーランド 
オークラン

ド 
1 1

45 
7th International Urban 
Watershed Management 
Conference 

国際水理学会 H.22.2.22－ H22.2.24
ニュージ

ーランド 
オークラン

ド 
1 1

46 津波力に関するワークショップ ハワイ大学 H.22.2.22－ H22.2.24 米国 ハワイ 1 1
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

47 
第７回日ASEAN港湾技術者会
合 

国土交通省，カンボジ

ア・シハヌークビル港

湾庁 
H.22.2.24－ H22.2.24

カンボジ

ア 
シハヌーク

ビル 
5 4

48 
港湾施設の戦略的維持管理に関

する国際セミナー 

国土交通省，カンボジ

ア・シハヌークビル港

湾庁，港空研等 
H.22.2.25－ H22.2.25

カンボジ

ア 
シハヌーク

ビル 
5 4

49 
Third International Workshop 
on Computed Tomography for 
Geo-materials 

Louisiana State 
University他 

H.22.2.28－ H22.3.2 米国 
ニューオー

リンズ 
1 1

50 
コンクリート構造物の性能評価

技術及び環境負荷評価技術の高

度化に関するセミナー 
中国・淅江大学 H.22.3.7－ H22.3.8 中国 杭州市 3 3

51 
The 20th Annual International 
Conference on Soils, 
Sediments, Water and Energy 

AEHS Foundation H.22.3.15－ H22.3.17 米国 
サンディエ

ゴ 
1 1

海 外 開 催 計 88 66

52 
第 41 回 UJNR 耐風耐震構造専
門部会合同部会 

UJNR耐風耐震構造専
門部会 

H21.5.18－ H21.5.21 日本 筑波 1 1

53 
深層混合処理と固化処理に関す

る国際シンポジウム 
港空研ほか H21.5.19－ H21.5.21 日本 沖縄 6 5

54 

ＩＳ－Ｋｙｏｔｏ (地盤災害の
減災のための予測及びシミュレ

ーションに関する国際シンポジ

ウム) 

地盤工学会 H21.5.25－ H21.5.27 日本 京都 1 1

55 
IS-Gifu（第 2回地盤工学におけ
る安全とリスクに関する国際シ

ンポジウム） 
地盤工学会 H21.6.11－ H21.6.12 日本 岐阜 3 2

56 
IS-Tokyo（地震地盤工学におけ
る性能設計に関する国際シンポ

ジウム） 
地盤工学会 H21.6.15－ H21.6.17 日本 筑波 2 2

57 
International Conference of 
Offshore and Polar 
Engineering (ISOPE2009) 

ISOPE(国際海洋・極地
工学会） 

H21.4.9－ H21.4.11 日本 大阪 6 6

58 PROTECT 2009 防衛大学校 H21.8.19－ H21.8.21 日本 逗子 2 1

59 
4th International Conference 
on Construction Materials 

土木学会，コンクリー

ト工学協会，カナダ土

木学会 
H21.8.24－ H21.8.26 日本 名古屋 3 3

60 Coastal Dynamics '09 CD'09実行委員会 H21.9.7－ H21.9.11 日本 東京 2 2
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

61 第10回北東アジア港湾局長会議 国土交通省 H21.9.17－ H21.9.17 日本 東京 3 3

62 北東アジア港湾シンポジウム 
北東アジア港湾シンポ

ジウム実行委員会 
H21.9.18－ H21.9.18 日本 和歌山 2 2

63 

7th International Conference 
on Urban Earthquake 
Engineering (7CUEE) & 
5th International Conference 
on Earthquake Engineering 
(5ICEE) 

CUEE&ICEE H22.3.3－ H22.3.5 日本 東京 1 1

国 内 開 催 計 32 29

【 総 計 】 120 95

 



137 
 

５．平成２２年度の国際会議等への参加・発表一覧 

 

 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

1 
第 30回 ICHCA国際会議及び理
事会 

港湾荷役機械システ

ム協会（ICHCA）
H22.4.25 - H22.4.29 

モロッコ

王国 
カサブラン

カ 
1 -

2 PIANC Congress 
国際航路協会

（PIANC） 
H22.5.11 - H22.5.16 英国 Liverpool 3 3

3 
第 9 回国際ジオシンセティック
ス会議 

国際ジオシンセティ

ックス学会 
H22.5.24 - H22.5.27 ブラジル グアルジャ 1 1

4 

5th International Conference 
on Recent Advances in 
Geotechnical Earthquake 
Engineering and Soil 
Dynamics 

カリフォルニア大学

サンディエゴ校 
H22.5.24 - H22.5.27 米国 San Diego 1 1

5 GeoShanghai2010 
中国土木学会、中国

地盤工学会、同済大

学 
H22.6.3 - H22.6.5 中国 上海 1 1

6 Consec10 
UNIVERSIDAD 
AUT'ONOMA de 
YUCATAN 

H22.6.7 - H22.6.9 メキシコ メリダ 1 1

7 IAPH理事会 
国際港湾協会

（IAPH） 
H22.6.7 - H22.6.9 米国 サバンナ 1 1

8 
The 7th International 
Conference on Physical 
Modeling in Geo-technics 

国際地盤工学会、ス

イス連邦工科大学 
H22.6.28 - H22.7.2 スイス Zurich 4 4

9 国際海岸工学会 ICCE2010 
米国土木学会

（ASCE） 
H22.6.30 - H22.7.5 中国 上海 7 6

10 ECUA2010 ヨーロッパ音響学会 H22.7.5 - H22.7.9 トルコ 
イスタンブ

ール 
1 1

11 KORDIセミナー 
韓国海洋研究院

（KORDI） 
H22.7.14 - H22.7.16 韓国 安山市 2 2

12 韓国仁川湾干潟再生講演会 2010 
韓国国立水産科学院

（NFRDI） 
H22.7.21 - H22.7.23 韓国 ソウル 1 1

資料－5.8 
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

13 
The 9th US National/10th 
Canadian Conference on 
Earthquake Engineering 

Earthquake 
Engineering 
Research Institute, 
and Canadian 
Association for 
Earthquake 
Engineering 

H22.7.26 - H22.7.28 カナダ トロント 1 1

14 

The 5th Civil Engineering 
Conference in the Asian Region 
and Australasian Structural 
Engineering Conference 2010 

アジア土木学会協会

連合協議会

（ACECC） 
H22.8.8 - H22.8.15 

オースト

ラリア 
シドニー 2 2

15 
第１１回北東アジア港湾局長会

議課長級会合 

国土交通省、中国運

輸交通部、韓国国土

交通海洋省 
H22.8.30 - H22.9.3 中国 北京 2 1

16 
The 3rd Korea-Japan Joint 
Workshop 

地盤工学会、韓国地

盤工学会 
H22.9.9 - H22.9.10 韓国 安山市 1 1

17 
8th International Symposium 
on Eco-hydraulics 2010 

国際水工学会

（IAHR） 
H22.9.12 - H22.9.16 韓国 ソウル 3 3

18 Storm Surge Congress 2010 GKSS、LOICZ H22.9.12 - H22.9.19 
オースト

リア 
ハンブルグ 1 1

19 
ベトナム交通科学技術研究所 

研究連携推進専門家会合 
ベトナム交通科学技

術研究所 
H22.9.14 - H22.9.17 ベトナム ハノイ 1 -

20 第 6回日韓干潟ワークショップ ISE 2010 H22.9.15 - H22.9.15 韓国 ソウル 4 3

21 OCEANS2010 MTS、IEEE H22.9.20 - H22.9.23 米国 シアトル 2 2

22 PIANC環境委員会EnviCom 
国際航路協会

（PIANC） 
H22.9.21 - H22.9.22 フランス ルアーブル 1 -

23 The 34th IABSE Symposium 
国際構造工学会

（IABSE） 
H22.9.21 - H22.9.29 イタリア ベニス 1 1

24 2010 IWSG conference 
International 
Wader Study 
Group 

H22.9.30 - H22.10.6 
ポルトガ

ル 
リスボン 1 1

25 
2nd International Symposium 
on Service Life Design for 
Infrastructure 2010 

デルフト工科大学 H22.10.3 - H22.10.8 オランダ デルフト 1 1

26 
The 3rd IPA International 
Workshop 

国際圧入学会 (IPA) H22.10.13 - H22.10.16 中国 上海 1 1

27 韓国コンクリート・セミナー 
韓国コンクリート学

会 
H22.11.3 - H22.11.7 韓国 ソウル 1 1
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

28 
The 5th International 
Conference on Scour and 
Erosion 

ジオ学会-米国土木
学会（GI-ASCE）

H22.11.7 - H22.11.10 米国 
サンフラン

シスコ 
2 1

29 PIANC MarCom WG54 
国際航路協会

（PIANC） 
H22.11.7 - H22.11.11 ベルギー 

アントワー

プ 
1 -

30 
大規模造波水路における直立式

防波堤の水理模型実験に関する

ワークショップ 
メキシコ運輸研究所 H22.11.14 - H22.11.20 メキシコ ケレタロ 1 1

31 
第 11回北東アジア港湾局会議、
第11回北東アジア港湾シンポジ
ウム 

国土交通省、中国運

輸交通部、韓国国土

交通海洋省 
H22.11.18 - H22.11.21 韓国 済州 2 -

32 PIANC EnviCom 
国際航路協会

（PIANC） 
H23.1.31 - H23.2.4 ベルギー 

ブリュッセ

ル 
1 -

33 PIANC InCom WG151 
国際航路協会

（PIANC） 
H23.2.1 - H23.2.5 ベルギー 

ブリュッセ

ル 
1 1

34 
UJNR 耐風・耐震構造専門部会
コアメンバー会議 

米国国立標準技術研

究所（NIST）、土木
研究所 

H23.2.2 - H23.2.6 アメリカ 
サンフラン

シスコ 
1 -

35 
2011 年国際港湾協会（IAPH）
アジア・オセアニア地域会議 

国際港湾協会

（IAPH） 
H23.2.10 - H23.2.11 

ニュージ

ーランド 
オークラン

ド港 
1 1

36 
2011 ASLO Aquatic Sciences 
Meeting 

ASLO H23.2.13 - H23.2.18 
プエルト

リコ 
サンファン 1 1

37 
港湾施設の戦略的維持管理セミ

ナー 
港空研、国土交通省、

マレーシア運輸省 
H23.2.20 - H23.2.24 

マレーシ

ア 
クアラルン

プール 
4 4

 62 50

38 第４回日中地盤工学会議沖縄 
地盤工学会，中国地

盤工学会 
H22.4.12 - H22.4.14 日本 沖縄県 4 2

39 構造工学シンポジウム 

日本学術会議土木学

会・建築学委員会、

日本建築学会、土木

学会 

H22.4.24 - H22.4.25 日本 東京都 1 1

40 6th GTWS GTWS H22.5.17 - H22.5.21 日本 京都府 1 -

41 
RENEWEABLE ENERGY 
2010 

RENEWEABLE 
ENERGY 2010会
議事務局 

H22.6.27 - H22.7.2 日本 横浜市 2 1
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

42 日露合同油防除訓練 
第一管区海上保安本

部、北海道、稚内市、

NOWPAP 
H22.9.3 - H22.9.6 日本 稚内市 2 -

43 
PIANC 125th Anniversary 
Celebration in Asia 

国際航路協会

（PIANC） 
H22.9.12 - H22.9.13 日本 名古屋市 2 1

44 
International Symposium on 
New Technologies for Urban 
Safety of Mega Cities in Asia 

東京大学 H22.10.13 - H22.10.15 日本 神戸市 2 1

45 TECHNO-OCEAN2010 
TECHNO-OCEAN 
NETWORK 

H22.10.14 - H22.10.16 日本 神戸市 2 2

46 
生物多様性条約第10回締結国会
議における港湾局主催サイドイ

ベント 
国土交通省 H22.10.20 - H22.10.20 日本 名古屋市 1 1

47 
日本材料学会第９回地盤改良シ

ンポジウム 
日本材料学会 H22.11.18 - H22.11.19 日本 福井県 1 1

48 
International workshop on 
X-ray CT Visualization 

熊本大学 H22.11.18 - H22.11.18 日本 熊本県 1 1

49 
2nd International Conference 
on Durability of Concrete 
Structures (ICDCS2010) 

北海道大学、浙江大

学、クイーンズ大学
H22.11.24 - H22.11.26 日本 北海道 4 4

50 
構造物の衝撃問題に関するシン

ポジウム 
土木学会、日本建築

学会 
H22.12.9 - H22.12.10 日本 福岡市 2 1

51 
沿岸域の開発プロジェクトと新

しい技術の発展に関する国際シ

ンポジウム 

港空研、国土交通省

関東地方整備局 
H22.12.14 - H22.12.16 日本 横浜市 20 9

52 
第 7 回国際沿岸防災ワークショ
ップ 

港空研、（財）沿岸技

術研究センター 
H23.1.26 - H23.1.27 日本 品川区 18 2

国 内 開 催 計 63 27

【 総 計 】 125 77
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【外部研究者の受入一覧】 

１．平成１８年度の外部研究者の受入一覧 

 制度名 研究者数 派遣元 受入研究室 期間 

1 H17年度 日本学術振興会 
外国人特別研究員 1名 東北大学大学院

地盤・構造部 
土質研究室 

H18.4.1～
H19.3.31

2 H17年度日本学術振興会 
外国人特別研究員（欧米・短期） 1名 イタリア 津波防災研究 

センター 
H18.3.20～

H18.9.19

3 特別研究員 1名  沿岸環境領域 H18.4.1～
H19.3.31

4 特別研究員 1名  沿岸環境領域 H18.4.1～
H19.3.31

5 特別研究員 1名  材料研究室 H18.4.1～
H19.3.31

6 特別研究員 1名  漂砂研究室 H18.4.1～
H19.3.31

7 特別研究員 1名  漂砂研究室 H18.4.1～
H19.3.31

8 特別研究員 1名  地盤改良研究室 H18.4.1～
H19.3.31

9 特別研究員 1名  構造振動研究室 H18.4.1～
H19.3.31

10 特別研究員 1名  構造振動研究室 H19.1.4～
H19.3.31

11 特別研究員 1名  津波防災研究 
センター 

H18.4.1～
H19.3.31

12 特別研究員 1名  津波防災研究 
センター 

H18.4.1～
H19.3.31

 

２．平成１９年度の外部研究者の受入一覧 

 制度名 研究者数 派遣元 受入研究室 期間 

1 日本学術振興会 
外国人特別研究員 1名 セネガル 沿岸環境領域 H19.4.1～

H21.3.31

2 特別研究員 1名  沿岸環境領域 H19.4.2～
H20.3.31

3 特別研究員 1名  沿岸環境領域 H19.4.1～
H20.3.31

4 特別研究員 1名  漂砂研究室 H19.5.14～
H20.3.31

5 特別研究員 1名  構造振動研究室 H19.4.1～
H20.3.31

6 特別研究員 1名  構造振動研究室 H19.4.1～
H20.3.31

7 特別研究員 1名  空港研究センター H19.4.2～
H20.3.31

8 特別研究員 1名  津波防災研究 
センター 

H19.4.1～
H20.3.31

9 特別研究員 1名  津波防災研究 
センター 

H19.4.1～
H20.3.31

10 特別研究員 1名  情報化技術研究室 H19.9.3～
 H20.3.31

資料－5.9 
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３．平成２０年度の外部研究者の受入一覧 

 制度名 研究者数 派遣元 受入研究チーム 期間 

1 日本学術振興会 
外国人特別研究員 1名 セネガル 沿岸環境研究領域 H19.4.1～

H20.6.30 

2 研究協力協定 1名 韓国 沿岸環境研究領域 H21.2.20～
  H22.2.20 

3 開発途上国研究機関交流事業 2名 スリランカ 津波防災研究センター H20.11.17～
 H20.12.20 

4 開発途上国研究機関交流事業 2名 カンボジア
LCM研究センター 
構造・材料研究チーム 

H21.1.6～
  H21.1.15 

5 特別研究員 1名  沿岸環境研究チーム H20.4.1～
H21.3.31 

6 特別研究員 1名  沿岸環境研究チーム H20.4.1～
H21.3.31 

7 特別研究員 1名  海象情報研究チーム H20.4.1～
H20.6.30 

8 特別研究員 1名  耐波研究チーム H20.4.1～
H21.3.31 

9 特別研究員 1名  土質研究チーム H20.5.1～ 
 H21.3.31 

10 特別研究員 1名  耐震構造研究チーム H20.4.1～ 
H21.3.31 

11 特別研究員 1名  耐震構造研究チーム H20.10.1～
 H21.3.31 

12 特別研究員 1名  情報化技術研究チーム H20.4.1～
H21.3.31 

13 特別研究員 1名  空港研究センター H20.4.1～
H21.3.31 

14 特別研究員 1名  津波防災研究センター H20.4.1～
H21.3.31 

15 特別研究員 1名  津波防災研究センター H20.4.1～
H21.3.31 
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４．平成２１年度の任期付研究員及び特別研究員一覧 

 
（1）任期付研究員一覧 

 制度名 研究者数 所  属 期  間 

1 任期付研究員 1名 海洋・水工部 海洋環境情報研究チーム H20.7.1～H24.3.31 
2 任期付研究員 1名 地盤・構造部 地盤改良研究チーム H19.9.1～H23.8.31 
3 任期付研究員 1名 地盤・構造部 材料研究チーム H19.4.1～H23.3.31 
4 任期付研究員 1名 地盤・構造部 構造研究チーム H20.4.1～H24.3.31 
5 任期付研究員 1名 施工・制御技術部 計測・制御研究チーム H18.4.1～H23.3.31 
6 任期付研究員 1名 津波防災研究センター H21.10.15～H25.3.31

 
（2）特別研究員一覧 

 制度名 研究者数 所  属 期  間 

1 特別研究員 1名 沿岸環境研究チーム H21.4.1～H22.3.31 
2 特別研究員 1名 沿岸土砂管理研究チーム H21.4.1～H21.12.31 
3 特別研究員 1名 耐波研究チーム H21.4.1～H22.3.31 
4 特別研究員 1名 土質研究チーム H21.4.1～H22.3.31 
5 特別研究員 1名 耐震構造研究チーム H21.4.1～H22.3.31 
6 特別研究員 1名 耐震構造研究チーム H21.4.1～H22.3.31 
7 特別研究員 1名 耐震構造研究チーム H21.7.1～H22.3.31 
8 特別研究員 1名 計測・制御研究チーム H21.4.1～H22.3.31 
9 特別研究員 1名 空港研究センター H21.4.1～H22.3.31 
10 特別研究員 1名 沿岸環境研究チーム H22.1.4～H22.3.31 
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（3）客員一覧 

 種別 氏名 任期 所属 

1 客員フェロー 小林 信久 H17.4.1～H22.3.31 デラウェア大学 
2  Robert Mair H18.4.1～H23.3.31 ケンブリッジ大学 
3  安 熙道 H21.4.1～H26.3.31 韓国海洋研究院責任研究員 

4 客員研究官 招聘 片倉 景義 
H19.10.30～

H23.3.31 
海洋音響学会（副会長） 

5   八谷 好高 H21.1.1～H22.3.31
（財）港湾空港建設技術サービスセ

ンター 

6   橋本 秀明 H21.4.1～H23.3.31
九州大学大学院工学研究員環境都市

部門沿岸域環境学講座教授 
7   浅野 敏之 H21.4.1～H23.3.31 鹿児島大学工学部海洋土木学科教授

8   横田 弘 H21.4.1～H23.3.31
北海道大学大学院工学研究科環境創

生工学専攻教授 

9   白石 悟 H21.4.1～H23.3.31
北海道工業大学空間創造学部都市環

境学科教授 
10   今井 昭夫 H21.9.1～H23.3.31 神戸大学大学院海事研究学科教授 

11  申請 Kwon Ohkyun 
H21.9.14～
H22.3.19 

韓国啓明大学土木工学科教授 

12 客員研究員 招聘 内村 真之 H21.4.1～H22.3.31 前港湾空港技術研究所特別研究員 

13   Cho Hongyeon 
H21.7.21～
H22.2.19 

韓国海洋研究院海洋環境・汚濁防止

研究部責任研究員 

14   Achala N.Soysa 
H22.1.12～
H22.2.19 

スリランカ国モラトゥア大学土木工

学科助教 

15   Harini M.H 
Thalagala 

H22.1.12～
H22.2.19 

スリランカ国モラトゥア大学土木工

学科助教 

16  申請 CheeMing Chan 
H22.1.14～
H23.12.28 

ツン フセイン オン マレーシア大
学環境土木工学科上級講師 
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５．平成２２年度の任期付研究員及び特別研究員一覧 

 
（1）任期付研究員一覧 

 制度名 研究者数 所  属 期  間 

1 任期付研究員 1名 海洋・水工部 海洋環境情報研究チーム H20.7.1～H24.3.31 
2 任期付研究員 1名 海洋・水工部 海洋情報研究チーム H22.4.1～H26.3.31 
3 任期付研究員 1名 地盤・構造部 地盤改良研究チーム H19.9.1～H22.9.30 
4 任期付研究員 1名 地盤・構造部 地盤改良研究チーム H23.1.1～H27.3.31 
5 任期付研究員 1名 地盤・構造部 耐震構造研究チーム H22.5.17～H26.3.31 
6 任期付研究員 1名 地盤・構造部 材料研究チーム H19.4.1～H23.3.31 
7 任期付研究員 1名 地盤・構造部 構造研究チーム H20.4.1～H24.3.31 
8 任期付研究員 1名 施工・制御技術部 計測・制御研究チーム H18.4.1～H23.3.31 
9 任期付研究員 1名 津波防災研究センター H21.10.15～H25.3.31

 
（2）特別研究員一覧 

 制度名 研究者数 所  属 期  間 

1 特別研究員 2名 沿岸環境研究チーム H22.4.1～H23.3.31 
2 特別研究員 1名 土質研究チーム H22.4.1～H23.3.31 
3 特別研究員 2名 耐震構造研究チーム H22.4.1～H23.3.31 
4 特別研究員 1名 地震動研究チーム H22.4.1～H23.3.31 
5 特別研究員 1名 計測・制御研究チーム H22.4.1～H22.12. 1 
6 特別研究員 1名 空港研究センター H22.4.1～H23.3.31 
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（3）客員一覧 

 種別 氏名 任期 所属 

1 客員フェロー 小林 信久 H17.4.1～H27.3.31 デラウェア大学 
2  Robert Mair H18.4.1～H23.3.31 ケンブリッジ大学 
3  安 熙道 H21.4.1～H26.3.31 韓国海洋研究院責任研究員 

4  招聘 片倉 景義 
H19.10.30～

H23.3.31 
海洋音響学会（副会長） 

5   橋本 秀明 H21.4.1～H23.3.31
九州大学大学院工学研究員環境都市

部門沿岸域環境学講座教授 
6   浅野 敏之 H21.4.1～H23.3.31 鹿児島大学工学部海洋土木学科教授

7   横田 弘 H21.4.1～H23.3.31
北海道大学大学院工学研究科環境創

生工学専攻教授 

8   白石 悟 H21.4.1～H23.3.31
北海道工業大学空間創造学部都市環

境学科教授 
9   今井 昭夫 H21.9.1～H23.3.31 神戸大学大学院海事研究学科教授 

10   平石 哲也 H22.7.1～H24.3.31 京都大学防災研究所教授 

11 客員研究員 招聘 松林 卓 H22.5.1～H24.3.31
前田建設工業株式会社テクノロジー

センター 

12  申請 CheeMing Chan 
H22.1.14～
H23.12.28 

ツン フセイン オン マレーシア大
学環境土木工学科上級講師 

13   清家 弘治 H22.4.1～H24.3.31 （独）日本学術振興会の特別研究員

14   Enrico Leder 
H22.10.1～
H23.3.31 

ローマ・ラ・サピエンツァ大学 博

士課程１年 
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査読付論文数一覧 
分 類 区分 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

土木工学論文集 
和文 10 11 5 9 20
英文 0 0 0 0 0
合計 10 11 5 9 20

海岸工学論文集 
和文 23 27 33 15 18
英文 0 0 0 0 0
合計 23 27 33 15 18

海洋開発論文集 
和文 19 11 16 19 14
英文 0 0 0 0 0
合計 19 11 16 19 14

コンクリート工学年次論文集 
和文 9 7 4 4 3
英文 0 1 1 0 0
合計 9 8 5 4 3

コンクリート工学論文集 
和文 0 0 0 0 0
英文 0 0 0 1 0
合計 0 0 0 1 0

構造工学論文集 
和文 1 0 0 1 0
英文 0 0 0 0 0
合計 1 0 0 1 0

舗装工学論文集 
和文 0 3 1 1 0
英文 0 0 0 0 0
合計 0 3 1 1 0

環境工学研究論文集 
和文 0 1 0 0 0
英文 0 0 0 0 0
合計 0 1 0 0 0

地盤工学シンポジウム 
和文 0 0 0 3 0
英文 0 0 0 0 0
合計 0 0 0 3 0

環境地盤工学シンポジウム 
和文 0 0 0 9 0
英文 0 0 0 0 0
合計 0 0 0 9 0

Coastal Engineering Journal 
（CEJ) 

和文 0 0 0 0 0
英文 3 0 2 0 0
合計 3 0 2 0 0

Soils and Foundation（地盤工学
会） 

和文 0 0 0 0 0
英文 3 4 3 1 4
合計 3 4 3 1 4

TECHNO-OCEAN 
和文 4 0 0 0 0
英文 7 0 0 0 5
合計 11 0 0 0 5

国際海洋極地工学会（ISOPE) 
和文 0 0 0 0 0
英文 0 4 6 3 1
合計 0 4 6 3 1

米国土木学会（ASCE） 
和文 0 0 0 0 0
英文 0 0 0 1 9
合計 0 0 0 1 9

国際地盤工学会（ISSMGE） 
和文 0 0 0 0 0
英文 0 0 0 0 7
合計 0 0 0 0 7

その他 
和文 17 13 9 11 14
英文 70 69 68 59 40
合計 87 82 77 70 54

合計 
和文 83 73 68 72 69
英文 83 78 80 65 66
合計 166 151 148 137 135
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１．平成１８年度の港湾空港技術研究所報告一覧 

 

番 号 表 題 著 者 和／英 刊 行 

４５－２① NOWPHAS波浪観測データを同化させた波浪推
算法の開発とその特性の検討 

橋本典明・河合弘泰 
永井紀彦 日本語 平成 18年 6月

４５－２② 気泡量の違いによる気泡混合処理土の透水・吸水

特性の変化 
菊池喜昭・永留健 
水谷崇亮 日本語 平成 18年 6月

４５－２③ アーク形の矢板とトラスを有する新形式二重矢

板護岸構造の水平抵抗性能の評価 

菊池喜昭・北詰昌樹 
水谷崇亮・恩田邦彦 
平嶋裕・木下雅敬 
森玄 

日本語 平成 18年 6月

４５－２④ ゴムチップ混合固化処理土のせん断時の破壊メ

カニズム 
菊池喜昭・永留健 
御手洗義夫 日本語 平成 18年 6月

４５－２⑤ 港湾工事に用いる高炉水砕スラグの硬化特性 菊池喜昭・中島研司 
木村淳治・水谷崇亮 日本語 平成 18年 6月

４５－２⑥ 深層混合処理工法による液状化抑制効果の検討

及び改良深度を縮減した新しい格子配置の提案 
高橋英紀・山脇秀仁 
北詰昌樹・石橋伸司 日本語 平成 18年 6月

４５－２⑦ 耐海水性ステンレス鋼ライニングを施した海洋

鋼構造物の電気防食特性 
宮田義一・若林徹 
濱田秀則 日本語 平成 18年 6月

４５－３① 滑動量を要求性能に設定した混成堤の信頼性設

計法 

下迫健一郎 
大嵜菜々子 
中野史丈 

日本語 平成 18年 9月

４５－３② メソコスム水槽におけるアマモ地上部の現存量

と生長・脱落速度の季節変動 
細川真也・三好英一 
内村真之・中村由行 日本語 平成 18年 9月

４５－４① 
Medium-term variations of bar properties and 
their linkages with environmental factors at 
HORS 

栗山善昭・柳嶋慎一 英語 平成 18年 12月

４５－４② 
Cross-shore Variation of Long-term Average 
Longshore Current  
Velocity at HORS 

栗山善昭・柳嶋慎一 英語 平成 18年 12月

４５－４③ 有機スズ化合物の港湾堆積物への吸着特性に関

する実験 

中村由行・山﨑智弘 
小沼晋・加賀山亨 
益永茂樹 

日本語 平成 18年 12月

４５－４④ 
砂質干潟の生態土砂環境場に果たすサクション

の役割 
－巣穴住活動／保水場の性能評価・設計指針－ 

佐々真志・渡部要一 日本語 平成 18年 12月

４６－１① 深層混合処理地盤の性能設計法導入に向けた検

討について 北詰昌樹・長尾毅 日本語 平成 19年 3月

４６－１② サンドコンパクションパイル改良地盤の性能設

計法導入に向けた検討について 北詰昌樹・長尾毅 日本語 平成 19年 3月
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２．平成１９年度の港湾空港技術研究所報告一覧 

 

番 号 表 題 著 者 和／英 刊 行 

４６－２① 

Cracking and Tension Stiffening Behavior of 
Corroded RC Members  
（鉄筋が腐食したRC部材のひび割れ性状とテン
ションスティフニング効果） 

戴建国・加藤絵万 
岩波光保・横田弘 英語 平成 19年 6月

４６－２② 新潟西海岸における潜堤周辺の地形変化特性 

栗山善昭・山口里実 
池上正春・伊藤晃 
高野誠紀・田中純壱 
友田尚貴 

日本語 平成 19年 6月

４６－３① 現地港湾の長周期波対策における透過堤の適用

性 
平石哲也・平山克也 
南靖彦 日本語 平成 19年 9月

４６－３② 宮崎住吉海岸におけるビデオ画像を用いた砂浜

と沿岸流の長期連続観測 鈴木高二朗 日本語 平成 19年 9月

４６－３③ 内湾の高潮推算への台風ボーガスと局地気象モ

デルの適用性 河合弘泰・川口浩二 日本語 平成 19年 9月

４６－４① Behavior of Sheet Pile Quay Wall Stabilized 
with Sea-side Ground Improvement 

M. Ruhul Amin KHAN
早野公敏・北詰昌樹 英語 平成 19年 12月

４７－１① 
Stability of Group Column Type DM Improved 
Ground under Embankment Loading Behavior 
of Sheet Pile Quay Wall 

北詰昌樹 英語 平成 20年 3月

４７－１② 局所的に生じた鉄筋腐食がRCはりの構造性能に
及ぼす影響 

加藤絵万・濱田洋志 
岩波光保・横田弘 日本語 平成 20年 3月
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３．平成２０年度の港湾空港技術研究所報告一覧 

 

番 号 表 題 著 者 和／英 刊 行 

４７－２① T 型あるいは浮き型 SCP 工法によって改良され
た粘性土地盤の支持力特性 

高橋英紀・市川栄徳 
北詰昌樹 日本語 平成 20年 6月

４７－２② 混成堤における根固方塊および被覆ブロックの

合理的な形状とその設計法 

下迫健一郎 
久保田真一・浜口正志

松本朗・半沢稔 
中野史丈 

日本語 平成 20年 6月

４７－２③ 太平洋北東岸 GPS波浪計観測網が捉えた大水深
域における海象特性 

永井紀彦・清水勝義 
佐々木誠 日本語 平成 20年 6月

４７－２④ 
産業副産物（製鋼スラグ・フライアッシュ・高炉

スラグ）を有効利用したコンクリートの品質およ

び耐久性に関する研究 

審良善和・山路徹 
濵田秀則 日本語 平成 20年 6月

４７－３① 
汀線位置の長周期変動特性および汀線位置変動

の変化量に及ぼす沖波エネルギーフラックスと

沿岸流速の影響 
鈴木崇之・栗山善昭 日本語 平成 20年 9月

４７－３② 現地調査に適したアマモ生長量推定方法の開発 細川真也・井上徹教 
内藤了二・中村由行 日本語 平成 20年 9月

４７－３③ 震央位置を利用したインバージョン手法による

リアルタイム津波予測 辰巳大介・富田孝史 日本語 平成 20年 9月

４７－４① 浅層を安定処理した岸壁背後地盤の主働破壊特

性に関する研究 
高橋英紀・北詰昌樹 
市川栄徳 日本語 平成 20年 12月

４８－１① リプレイサブル桟橋上部工の構造性能評価手法

に関する研究 
岩波光保・加藤絵万 
横田弘 日本語 平成 21年 3月
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４．平成２１年度の港湾空港技術研究所報告一覧 

 

番 号 表 題 著 者 和／英 刊 行 

４８－２① 桟橋のライフサイクルマネジメントシステムの

構築に関する研究 
加藤絵万・岩波光保 
横田弘 日本語 平成 21年 6月

４８－２② 
潮流と海浜流による砂と凝集性土砂の底質輸送

と干潟の地形変化に関する 3 次元数値モデルの
開発と現地適用 

鵜﨑賢一・栗山善昭 日本語 平成 21年 6月

４８－２③ 関西国際空港海底粘土の長期圧密挙動に関する

アイソタックモデルによる評価 
渡部要一・田中政典 
佐々真志・森川嘉之 日本語 平成 21年 6月

４８－２④ 分割型圧密試験によって評価した関西国際空港

海底粘土の圧密挙動に見られる層厚の影響 
渡部要一・田中政典 
佐々真志・江村 剛 日本語 平成 21年 6月

４８－２⑤ 東京国際空港 D 滑走路の事前海底地盤調査結果
に関する一考察 

渡部要一・田中政典 
佐々真志・野口孝俊 
宮田正史 

日本語 平成 21年 6月

４８－２⑥ 信頼性設計に基づく性能設計実現に向けた新し

い地盤定数設定法の提案 
渡部要一・田中政典 
佐々真志・菊池喜昭 日本語 平成 21年 6月

４８－２⑦ 沿岸域に用いた気泡混合処理土の長期安定性確

認調査 
渡部要一・田中政典 
佐々真志 日本語 平成 21年 6月

４８－２⑧ 海上大気中における各種防食塗装による鋼材の

防食効果と塗膜の健全性評価手法 
審良善和・岩波光保 
山路徹 日本語 平成 21年 6月

４８－２⑨ 任意形状スペクトルによる多方向不規則波の造

波法の提案 平山克也・宮里一郎 日本語 平成 21年 6月

４８－３① 消波ブロック被覆堤における消波工被覆状態の

静水面波圧に及ぼす影響 
関克己・有川太郎 
水谷雅裕 日本語 平成 21年 9月

４８－３② ブシネスクモデルを用いて算定したリーフ上護

岸の設計諸元に関する考察 
平山克也・春尾和人 
宮里一郎 日本語 平成 21年 9月

４８－４① 
杭の軸直角方向抵抗性能を推定するための

Chang のモデルに用いる地盤反力係数の新たな
推定方法の提案 

菊池喜昭 日本語 平成 21年 12月

４８－４② 断面修復を施したコンクリート床版の鉄筋腐食

性状に関する検討 
加藤絵万・審良善和 
岩波光保・横田弘 日本語 平成 21年 12月

４８－４③ 水中音響レンズを用いた超音波式三次元映像取

得装置の開発 
松本さゆり・片倉景義

吉住夏輝 日本語 平成 21年 12月

４８－４④ 空港アスファルト舗装剥離の非破壊探査方法の

提案 
前川亮太・蘇凱 
水上純一・坪川将丈 日本語 平成 21年 12月

４８－４⑤ 水中鋼構造物の非接触式肉厚測定器の開発 吉住夏輝・松本さゆり

片倉景義 日本語 平成 21年 12月

４８－４⑥ 流出油回収装置への蒸気エゼクタの応用 藤田勇・吉江宗生 
竹崎健二 日本語 平成 21年 12月

４９－１① 密度流・湧昇流の計算を目的とした三次元沿岸流

動モデルの開発について 田中陽二・鈴木高二朗 日本語 平成 22年 3月

４９－１② 連続観測によって観測された東京湾口と湾奥の

流況・水質の特性について 鈴木高二朗 日本語 平成 22年 3月
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５．平成２２年度の港湾空港技術研究所報告一覧 

 

番 号 表 題 著 者 和／英 刊 行 

４９－２① 固結特性を有する粒状材を用いた SCP 改良地盤
の安定性に関する実験的検討 高橋英紀・森川嘉之 日本語 平成 22年 6月

４９－２② 高炉水砕スラグ硬化促進工法の現場適用性の検

討 
菊池喜昭・岡祥司 
水谷崇亮 日本語 平成 22年 6月

４９－２③ One-Dimensional Model for Undertow and 
Longshore Current Velocities in the Surf Zone 

Yoshiaki 
KURIYAMA 英語 平成 22年 6月

４９－２④ Numerical Simulation of Cyclic Seaward Bar 
Migration 

Yoshiaki 
KURIYAMA 英語 平成 22年 6月

４９－２⑤ 
Prediction of Cross-Shore Distribution of 
Longshore Sediment Transport Rate in and 
outside the Surf Zone 

Yoshiaki 
KURIYAMA 英語 平成 22年 6月

４９－２⑥ 台風来襲時の東京湾羽田沖における底泥移動現

象 中川康之・有路隆一 日本語 平成 22年 6月

４９－２⑦ 

Hysteresis loop model for the estimation of the 
coastal water temperatures  
- by using the buoy monitoring data in Mikawa 
Bay, JAPAN - 

Hong Yeon CHO・ 
Kojiro SUZUKI・ 
Yoshiyuki 
NAKAMURA 

英語 平成 22年 6月

４９－３① 微小溶存酸素分布を比較対象とした摩擦速度推

定手法の評価 

井上徹教・ 
Ronnie N. GLUD・ 
Henrik STAHL・ 
Andrew HUME 

日本語 平成 22年 9月

４９－３② アマモ分布域の拡大とそれを支える種子散布 細川真也・仲岡雅裕 
三好英一・桑江朝比呂

日本語 平成 22年 9月

４９－３③ 網チェーン把持装置によるブロック撤去及びそ

の把持モデルの開発 野口仁志 日本語 平成 22年 9月

４９－３④ 地震動波形の影響を考慮した液状化の予測・判定

に関する提案 山﨑浩之・江本翔一 日本語 平成 22年 9月

４９－３⑤ 波形インバージョンにより推定された最近のわ

が国における内陸地殻内地震の震源過程 野津厚 日本語 平成 22年 9月

４９－３⑥ 多チャンネル型表面波探査に基づいた干潟土砂

堆積構造の評価 

渡部要一・佐々真志 
桑江朝比呂・梁順普 
田中政典 

日本語 平成 22年 9月

４９－４① 
GPS 波浪計ネットワークを用いた平成 22 年
(2010 年)チリ地震津波の日本沿岸における変形
特性の解析 

河合弘泰・佐藤真 
永井紀彦・川口浩二 日本語 平成 22年 12月

５０－１① 

Effect of Surface Improvement Layer on 
Internal Stability of Group Column Type Deep 
Mixing Improved Ground under Embankment 
Loading 

Masaki KITAZUME 英語 平成 23年 3月
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１．平成１８年度の港湾空港技術研究所資料一覧 

 

番 号 表 題 著 者 和／英 刊 行 

No.１１２０ 
経験的サイト増幅・位相特性を考慮した強震

動評価手法－内陸活断層地震および海溝型地

震への適用性の検討－ 
野津厚・菅野高弘 日本語 平成 18年 6月

No.１１２１ ハリケーン・カトリーナによる米国メキシコ

湾岸の高潮災害の現地調査 河合弘泰・平石哲也 日本語 平成 18年 6月

No.１１２２ 確率台風モデルの構築とそれを用いた高潮の

出現確率分布の試算 河合弘泰・橋本典明 日本語 平成 18年 6月

No.１１２３ 鋼管杭の防食工法に関する現地試験 
（20年目の中間報告） 

宮田義一・阿部正美 
濱田秀則・清水一夫 
中野啓眞・芥川博昭 

日本語 平成 18年 6月

No.１１２４ グリーンベルトによる津波力の軽減に関する

水理的検討 
平石哲也・南靖彦 
田中政典 日本語 平成 18年 6月

No.１１２５ マイクロフォーカス X線 CTスキャナの地盤
工学への適用性の検討 

菊池喜昭・水谷崇亮 
永留健・畠俊郎 日本語 平成 18年 6月

No.１１２６ 遠隔操作型バックホウの入力装置に関する操

作性評価 
平林丈嗣・安田博之 
白石哲也・加藤英夫 日本語 平成 18年 6月

No.１１２７ 尼崎港に造成された人工干潟における順応的

管理手法の適用性に関する研究 
中村由行・村上晴通 
細川真也 日本語 平成 18年 6月

No.１１２８ セメント安定処理土の耐久性に関する室内試

験 中村健・北詰昌樹 日本語 平成 18年 6月

No.１１２９ 数種類の骨材を用いた硫黄固化体の材料物性
濱田秀則・堀井秀之 
審良善和 日本語 平成 18年 6月

No.１１３０ 砂礫層内における長周期の水流動に関する現

地観測 
平石哲也・奥野光洋 
安藤興太 日本語 平成 18年 6月

No.１１３１ 確率統計的手法による表法面コンクリート被

覆構造物の変状遷移評価システム構築 
関根好幸・横田弘 
岩波光保・加藤絵万 日本語 平成 18年 6月

No.１１３２ 丸太組構法の壁交差部を含む二径間連続梁要

素の曲げせん断載荷実験 山田昌郎 日本語 平成 18年 6月

No.１１３３ 
海洋環境下の鉄筋コンクリート構造物に対す

る補修効果の定量評価手法の構築に関する検

討 

加藤絵万・堤知明 
岩波光保・山内浩 
山路徹・横田弘 

日本語 平成 18年 6月

No.１１３４ 東京湾口フェリーによる海洋環境の 2003～
2005年の観測結果とその特性 鈴木高二朗・竹田晃 日本語 平成 18年 6月

No.１１３５ 
剛性が不連続な超大型浮体の波浪中弾性応答

計算 
ー剛性不連続部のモデル化に関する考察ー 

桃木勉・米山治男 
平石哲也 日本語 平成 18年 6月

No.１１３６ 港湾地域強震観測年報（2005） 野津厚・菅野高弘 日本語 平成 18年 9月

No.１１３７ 沈埋トンネル継手に用いられるゴム材料の長

期耐久性 岩波光保・横田弘 日本語 平成 18年 9月

No.１１３８ 高性能軽量コンクリートの構造性能と施工性

に関する実験的検討 
岩波光保・加藤絵万 
横田弘 日本語 平成 18年 9月

No.１１３９ 既存施設の機能向上を考慮したライフサイク

ルシナリオ評価に関する検討 
岩波光保・山内浩 
加藤絵万・横田弘 日本語 平成 18年 9月

No.１１４０ 建設後 30 年以上経過した桟橋上部工から切
り出したRC部材の劣化性状と構造性能 

加藤絵万・岩波光 
山路徹・横田弘 日本語 平成 18年 9月
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番 号 表 題 著 者 和／英 刊 行 

No.１１４１ 港湾 RC 構造物における塩化物イオン拡散係
数調査結果および簡易推定手法に関する検討

山路徹・中野松二 
濱田秀則 日本語 平成 18年 9月

No.１１４２ 鋼製遮水壁の遮水性能と適用性に関する研究

渡部要一・吉野久能 
柿本龍二・山田耕一 
鵜飼亮行・沖健 
岡由剛・喜田浩 
永尾直也・望月武 
木下雅敬 

日本語 平成 18年 9月

No.１１４３ 浮き型 SCP 改良地盤の埋立載荷時の挙動に
関する模型実験 

中村健・高橋英紀 
北詰昌樹 日本語 平成 18年 9月

No.１１４４ 外海水導入システムによる閉鎖性水域の水質

改善効果に関する基礎的検討 住田公資・中川康之 日本語 平成 18年 9月

No.１１４５ 地震による岸壁の被災・復旧工法・耐震補強

工法 
菅野高弘・野末康博 
塩崎禎郎・小濱英司 日本語 平成 18年 9月

No.１１４６ 港湾におけるサイト増幅特性を考慮したレベ

ル 2地震動の算定事例 野津厚・菅野高弘 日本語 平成 18年 12月

No.１１４７ 波による海浜流の発達過程と構造物による流

況影響範囲に関する数値的検討 中村聡志 日本語 平成 18年 12月

No.１１４８ サンゴ礁－海草藻場間でのリン・窒素輸送に

関する現地観測 
井上徹教・細川真也 
内村真之・神尾光一郎

日本語 平成 18年 12月

No.１１４９ スペクトルインバージョンに基づく南西諸島

の強震観測地点におけるサイト増幅特性 野津厚・菅野高弘 日本語 平成 19年 3月

No.１１５０ 長期間海水中に浸漬されたコンクリートの劣

化状況および簡易な劣化指標に関する検討 

山路徹 
Tarek Uddin  
Ｍohammed・濱田秀則

日本語 平成 19年 3月

No.１１５１ 弾性を有する浮体の運動と係留張力に関する

多方向波実験 
平石哲也・奥野光洋 
遠藤敏雄 日本語 平成 19年 3月
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２．平成１９年度の港湾空港技術研究所資料一覧 

 

番 号 表 題 著 者 和／英 刊 行 

No.１１５２ 繰返し衝撃荷重を受ける鉄筋コンクリートは

りの破壊性状 
岩波光保・白根勇二 
横田弘 日本語 平成 19年 6月

No.１１５３ 鉄鋼スラグ水和固化体の空港舗装適用へ向け

た基礎物性の検討 高橋良輔・濱田秀則 日本語 平成 19年 6月

No.１１５４ 海上空港 FRPフェンスの破壊試験 春尾和人・平石哲也 
田中克己・大波多昌志

日本語 平成 19年 6月

No.１１５５ フラップ式構造物の波浪および津波に対する

水理特性 

下迫健一郎・清宮理 
仲保京一・大久保寛 
由井孝昌 

日本語 平成 19年 6月

No.１１５６ 直立浮上式防波堤の津波・風波に対する水理

特性 

有川太郎・中野史丈 
野村逸人・下迫健一郎

宮島正悟・小林真 
虎石龍彦・荒井清 
木原一禎 

日本語 平成 19年 6月

No.１１５７ 2006年ジャワ島津波の現地被害調査報告 
辰巳大介・藤間功司 
Subandono Diposaptono
富田孝史・高橋 重雄 

日本語 平成 19年 6月

No.１１５８ 空港島護岸の越波量低減法に関する模型実験 南靖彦・平石哲也 日本語 平成 19年 6月

No.１１５９ ブシネスクモデル（NOWT-PARI）を用いた
高精度港内静穏度解析法の提案 平山克也 日本語 平成 19年 6月

No.１１６０ 2006 年の台風等による高波の観測結果
（NOWPHAS 2006 特別号） 

清水勝義・佐々木誠 
永井紀彦 日本語 平成 19年 6月

No.１１６１ 全国港湾海洋波浪観測年報（NOWPHAS 
2005） 

清水勝義・佐々木誠 
永井紀彦 日本語 平成 19年 6月

No.１１６２ 平成 18年（2006年）千島列島の地震津波の
観測結果 

清水勝義・佐々木誠 
永井紀彦 日本語 平成 19年 6月

No.１１６３ PVA短繊維補強コンクリートの耐衝撃性向上
効果の検討 

岩波光保・白根勇二 
横田弘・山田岳史 
竹鼻直人 

日本語 平成 19年 9月

No.１１６４ 港湾地域強震観測年報（2006） 野津厚・菅野高弘 日本語 平成 19年 9月

No.１１６５ 2005 年福岡県西方沖の地震による港湾施設
被害報告 

菅野高弘・野末康博 
田中智宏・野津厚 
小濱英司 
ハザリカ ヘマンタ 
元野一生 

日本語 平成 19年 9月 

No.１１６６ 産業副産物系骨材を使用した硫黄固化体の耐

海水性に関する基礎的研究 
審良善和・堀井秀之 
濱田秀則・山路徹 日本語 平成 19年 12月

No.１１６７ 地震動継続時間の違いによる砂地盤の液状化

に関する振動台実験 
金田一広・山﨑浩之 
永野賢次 日本語 平成 19年 12月

No.１１６８ 
海象計による流況観測データを用いた東京湾

第二海堡における残差流の変動特性に関する

解析 

田中陽二・永井紀彦 
鈴木高二朗・清水勝義

日本語 平成 19年 12月

No.１１６９ 局地気象モデルを用いた台風時の風場および

波浪の推算 川口浩二・河合弘泰 日本語 平成 19年 12月

No.１１７０ 漂流木材の杭構造物への衝突実験 平石哲也・春尾和人 日本語 平成 19年 12月
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番 号 表 題 著 者 和／英 刊 行 

No．１１７１ 植栽による津波力減殺効果に関する検討 平石哲也 日本語 平成 20年 3月 

No．１１７２ 全国港湾海洋波浪観測年報（NOWPHAS 
2006） 

清水勝義・佐々木誠 
永井紀彦 日本語 平成 20年 3月 

No．１１７３ 
経験的サイト増幅・位相特性を考慮した強震

動評価手法 
－因果性と多重非線形効果に着目した改良－

野津厚・菅野高弘 日本語 平成 20年 3月 
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３．平成２０年度の港湾空港技術研究所資料一覧 

 

番 号 表 題 著 者 和／英 刊 行 

No.１１７４ 港湾域の底泥中化学物質濃度と底生生物叢の

関係 
内藤了二・中村由行 
浦瀬太郎 日本語 平成 20年 6月

No.１１７５ スパイクノイズ処理を有する数値波動水槽に

よる衝撃砕波圧の計算 有川太郎・山野貴司 日本語 平成 21年 3月

No.１１７６ 海洋環境下におけるステンレス鉄筋の耐食性

に関する検討 山路徹 日本語 平成 20年 6月

No.１１７７ 開端杭貫入時の杭先端周辺地盤の変形挙動の

観察 
菊池喜昭・佐藤宇紘 
森川嘉之 日本語 平成 20年 6月

No.１１７８ 越波吸収型護岸の越波量低減効果に関する模

型実験 齋藤英治・平石哲也 日本語 平成 20年 6月

No.１１７９ 2007年ソロモン諸島津波の現地調査報告 
富田孝史・有川太郎 
辰巳大介・本多和彦 
東野洋司・渡辺一也 

日本語 平成 20年 6月

No.１１８０ 沿岸域中規模風車の開発とその沿岸域への適

用について 

永井紀彦・鈴木高二朗

牛山泉・西沢良史 
細身雅生・小川路加 
野口仁志 

日本語 平成 20年 6月

No.１１８１ 砂杭・粘性土複合地盤の破壊過程に関する基

礎的研究 高橋英紀 日本語 平成 20年 9月

No.１１８２ 排水を考慮した地震時の地盤の液状化に関す

る数値解析 
山﨑浩之・金田一広 
永野賢次 日本語 平成 20年 9月

No.１１８３ 空港ＰＣ舗装版下に使用するグラウト材の開

発 北詰昌樹・早野公敏 日本語 平成 20年 9月

No.１１８４ 港湾地域強震観測年報（2007） 野津厚・菅野高弘 日本語 平成 20年 9月

No.１１８５ 工事用作業船を転用した油回収システムの開

発 
吉江宗生・藤田勇 
竹崎健二 日本語 平成 20年 12月

No.１１８６ 韓国泰安沖油流出事故に関する現地調査報告
藤田勇・八尋明彦 
桑江朝比呂・吉江宗生

日本語 平成 20年 12月

No.１１８７ 波浪に対する防波堤基礎地盤挙動に関する水

～土連成計算 
金田一広・山﨑浩之 
永野賢次 日本語 平成 20年 12月

No.１１８８ 親水機能を有する海域構造物の設計の体系化

に関する研究 八尋明彦 日本語 平成 20年 12月

No.１１８９ ナウファス海象計が捉えた地震時短周期水圧

変動 
永井紀彦・野津厚 
河合弘泰・佐藤真 日本語 平成 20年 12月

No.１１９０ 清水港を対象とした数値計算による係留船舶

への津波影響評価 米山治男・大垣圭一 日本語 平成 21年 3月 

No.１１９１ NOWPHAS 波浪観測データを用いたうねり
性波浪の来襲特性に関する一考察 

加島寛章・平山克也 
平石哲也・清水勝義 日本語 平成 21年 3月 

No.１１９２ ヤンゴン港における 2008 年高潮被害に関す
る現地調査 平石哲也 日本語 平成 21年 3月 

No.１１９３ 全国港湾海洋波浪観測年報 
（NOWPHAS2007） 

河合弘泰・佐藤真 
清水勝義・佐々木誠 
永井紀彦 

日本語 平成 21年 3月 

No.１１９４ 
水・堆積物界面での溶存酸素輸送に対する流

動の影響 
－粗度の影響を考慮した理論的考察－ 

井上徹教・中村由行 日本語 平成 21年 3月 
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４．平成２１年度の港湾空港技術研究所資料一覧 

 

番 号 表 題 著 者 和／英 刊 行 

No.１１９５ 液状化対策に関する実物大の空港施設を用い

た実験的研究 菅野高弘・中澤博志 日本語 平成 21年 6月

No.１１９６ 鋼管杭における水とセメントミルクジェット

併用バイブロハンマ工法の開発 

菊池喜昭・山下久男 
西海健二・石濱吉郎 
田中隆太・鈴木勇吉 
横山博康・高橋健二 

日本語 平成 21年 6月

No.１１９７ 海洋短波レーダによる津波観測の実現に向け

た吹送流推定システムの検討 渡辺一也・富田孝史 日本語 平成 21年 6月

No.１１９８ 振子型流速計の開発 鈴木崇之 日本語 平成 21年 6月

No.１１９９ フェリーによる伊勢湾口の水質と流況の連続

観測について 
鈴木高二朗・中村由行

田中陽二 日本語 平成 21年 9月

No.１２００ 網チェーン式回収装置の開発 
－水深 180mの水中翼回収作業－ 野口仁志 日本語 平成 21年 9月

No.１２０１ 海上の進入灯点検桟橋に対する揚圧力算定式

の提案 
齋藤英治・平山克也 
春尾和人・平山哲也 日本語 平成 21年 9月

No.１２０２ 載荷試験を活用した鋼管杭の設計・施工管理

手法の体系化 
菊池喜昭・水谷崇亮 
森川嘉之 日本語 平成 21年 9月

No.１２０３ 
わが国の沿岸域環境で今後問題になるおそれ

のある残留性化学物質のスクリーニング：そ

の方法論の整備 

小沼晋・小川文子 
益永茂樹・中村由行 日本語 平成 21年 9月

No.１２０４ SG-Wall式矢板岸壁の設計・施工法に関する
検討 

菅野高弘・長屋淳一 
新舎博・大久保泰宏 
喜田浩・北村卓也 
太田正規・岸真裕 
久保滋・平井貴雄 
弘中淳市・足立雅樹 
宮田喜壽 

日本語 平成 21年 12月

No.１２０５ 長周期波対策工の消波性能について 平石哲也・平山克也 
小澤敬二・森屋陽一 日本語 平成 21年 12月

No.１２０６ 溶液型薬液注入工法を用いた滑走路地盤の液

状化対策に関する研究 
菅野高弘・中澤博志・

池野勝哉・三藤正明 日本語 平成 22年 3月

No.１２０７ 強震観測年報（2008） 野津厚・菅野高弘 日本語 平成 22年 3月

No.１２０８ 無処理木材の東京湾沿岸での海虫類食害なら

びに気中での物理的劣化に関する実験 山田昌郎 日本語 平成 22年 3月 

No.１２０９ 全国港湾海洋波浪観測年報 
（NOWPHAS 2008） 

河合弘泰・佐藤真・川

口浩二 日本語 平成 22年 3月 

No.１２１０ 高潮数値計算技術の高精度化と気候変動に備

えた防災への適用 河合弘泰 日本語 平成 22年 3月 

No.１２１１ 2009年サモア諸島津波の現地調査 有川太郎・辰巳大介・

松﨑義孝・富田孝史 日本語 平成 22年 3月 

No.１２１２ 高地下水位下にある埋立軟弱地盤上の空港滑

走路舗装構造に関する研究 金澤寛 日本語 平成 22年 3月 
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５．平成２２年度の港湾空港技術研究所資料一覧 

 

番 号 表 題 著 者 和／英 刊 行 

No.１２１３ 津波が係留船舶に及ぼす影響に関する模型実

験と数値解析 

米山治男・大垣圭一 
津田宗男・栗原明夫 
平石哲也・青野利夫 

日本語 平成 22年 6月

No.１２１４ スペクトルインバージョンに基づく道北の強

震観測地点におけるサイト増幅特性 野津厚・菅野高弘 日本語 平成 22年 6月

No.１２１５ 
港湾開発プロジェクトの最適なライフサイク

ルマネジメントに向けた資金調達制度の国際

比較 
古市正彦 日本語 平成 22年 6月

No.１２１６ 繰返し衝撃荷重を受ける鉄筋コンクリート版

の破壊性状 
岩波光保・松林卓 
川端雄一郎 日本語 平成 22年 6月

No.１２１７ 炭素繊維強化複合材を用いた港湾鋼構造物の

補修・補強工法に関する検討 

加藤絵万・立石晶洋 
岩波光保・横田弘・ 
小林朗 

日本語 平成 22年 6月

No.１２１８ 長周期うねりの護岸越波量および作用波圧特

性に関する実験的検討 加島寛章・平山克也 日本語 平成 22年 9月

No.１２１９ 港湾域における堆積物中の有害化学物質管理 内藤了二 日本語 平成 22年 12月

No.１２２０ 液状化対策としての締固め工法の設計法に関

する研究 山﨑浩之 日本語 平成 22年 12月

No.１２２１ 網チェーン把持装置による海中物体回収とそ

のモデリングに関する研究 野口仁志 日本語 平成 22年 12月

No.１２２２ 水中建設機械の遠隔作業支援システムに関す

る研究 平林丈嗣 日本語 平成 22年 12月

No.１２２３ 港湾地域強震観測年報（2009） 野津厚・若井淳 日本語 平成 22年 12月

No.１２２４ 2010チリ地震・津波による港湾・海岸の被害
に関する調査報告書 

高橋重雄・菅野高弘 
富田孝史・有川太郎 
辰巳大介・加島寛章 
村田進・松岡義博 
中村友昭 

日本語 平成 22年 12月

No.１２２５ 港湾 RC 構造物の確率論に基づく保有性能評
価 

加藤絵万・川端雄一郎

岩波光保 日本語 平成 22年 12月

No.１２２６ 全国港湾海洋波浪観測年報 
（NOWPHAS2009） 

河合弘泰・佐藤真 
川口浩二・関克己 日本語 平成 22年 3月 

No.１２２７ 防波堤基礎地盤の地震時変形特性に関する

1g場模型振動実験と有効応力解析 
大矢陽介・竹信正寛 
菅野高弘・小濱英司 日本語 平成 22年 3月 

No.１２２８ 2010年チリ地震津波の波源推定と数値計算 辰巳大介・富田孝史 日本語 平成 22年 3月 

No.１２２９ 捨石傾斜堤におけるエネルギー損失量に関す

る実験的研究 
関克己・有川太郎 
水谷雅裕・平山克也 日本語 平成 22年 3月 

No.１２３０ 重防食被覆を適用したハット形鋼矢板の耐久

性に関する基礎的研究 

審良善和・山路徹 
岩波光保・原田典佳 
吉崎伸樹・村瀬正次 
斎藤勲・上村隆之 
北村卓也 

日本語 平成 22年 3月 
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１．平成１８年度の研修生及び実習生の受入一覧 

 
研究部 

研修生 
実習生 

合計 
 研究室 工業高専 大学学部 大学院 外国 計 

海洋・水工部 9 7 9 1 0 17 26 

 沿岸環境領域 2 3 1 1  5 7 

 海洋水理・高潮研究室      0 0 

 波浪研究室 2 2 4   6 8 

 耐波研究室 5  2   2 7 

 漂砂研究室   1   1 1 

 海象情報研究室   1   1 1 

 津波防災センター  2    2 2 

地盤・構造部 9 4 17 5 2 28 37 

 土質研究室 2  2  1 3 5 

 動土質研究室   2   2 2 

 地盤改良研究室   2   2 2 

 基礎工研究室 1 1  3 1 5 6 

 構造振動研究室 3 1 4 2  7 10 

 構造強度研究室 1 1 1   2 3 

 海洋構造研究室   1   1 1 

 材料研究室 1  2   2 3 

 ＬＣＭ研究センター 1 1 3   4 5 

施工・制御技術部 0 0 1 0 0 1 1 

 制御技術研究室      0 0 

 流体技術研究室      0 0 

 油濁対策研究室   1   1 1 

 情報化技術研究室      0 0 

研究所合計 18 11 27 6 2 46 64 
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２．平成１９年度の研修生及び実習生の受入一覧 

 
研究部 

研修生 
実習生 

合計 
 研究室 工業高専 大学学部 大学院 外国 計 

海洋・水工部 6 3 10 2 0 15 21 

 沿岸環境領域 2 1 1   2 4 

 海洋水理・高潮研究室   1   1 1 

 波浪研究室 1 2 4   6 7 

 耐波研究室 3  2 2  4 7 

 漂砂研究室   1   1 1 

 海象情報研究室   1   1 1 

地盤・構造部 6 6 12 5 0 23 29 

 土質研究室 1 2 2 2  6 7 

 動土質研究室   3   3 3 

 地盤改良研究室   3   3 3 

 基礎工研究室 1 1 1 3  5 6 

 構造振動研究室 1 1 2   3 4 

 構造強度研究室 1 2    2 3 

 海洋構造研究室 1     0 1 

 材料研究室 1  1   1 2 

施工・制御技術部 0 0 0 0 0 0 0 

 情報化技術研究室      0 0 

 流体技術研究室      0 0 

 油濁対策研究室      0 0 

空港研究センター 0 0 0 0 0 0 0 

津波防災研究センター 0 0 0 3 0 3 3 

ＬＣＭ研究センター 1 2 2 2 1 7 8 

研究所合計 13 11 24 12 1 48 61 
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３．平成２０年度の研修生及び実習生の受入一覧 

 
研究部 

研修生 
実習生 

合計 
 研究チーム 工業高専 大学学部 大学院 外国 計 

海洋・水工部 ４ 5 1１ 2 0 18 22 

 沿岸環境研究チーム １ 3 1   4 5 

 沿岸土砂管理研究ﾁｰﾑ   1 1  2 2 

 海象情報研究チーム  １ 1 1  3 3 

 海洋研究チーム １     0 1 

 波浪研究チーム １ 1 4   5 6 

 耐波研究チーム １  4   4 5 

地盤・構造部 4 6 25 5 0 34 38 

 土質研究チーム 1 2 3 1  6 7 

 地盤改良研究チーム   4   4 4 

 基礎工研究チーム 1  2 2  4 5 

 耐震構造研究チーム 1 1 7   8 9 

 動土質研究チーム   4   4 4 

 構造・材料研究チーム 1 3 5   8 9 

施工・制御技術部 0 0 0 0 0 0 0 

 情報化技術研究チーム      0 0 

 油濁対策研究チーム      0 0 

空港研究センター 0 0 4 0 0 4 4 

津波防災研究センター 0 0 0 0 0 0 0 

ＬＣＭ研究センター 0 1 3 1 0 5 5 

研究所合計 8 12 43 6 0 61 69 
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４．平成２１年度の研修生及び実習生の受入一覧 

 
研究部 

研修生 
実習生 

合計 
 研究チーム 工業高専 大学学部 大学院 外国 計 

海洋・水工部 2 7 7 1 0 15 17 

 沿岸環境研究チーム  1 1   2 2 

 沿岸土砂管理研究ﾁｰﾑ   1   1 1 

 海象情報研究チーム  2    2 2 

 海洋環境情報研究ﾁｰﾑ      0 0 

 混相流体研究チーム   1   1 1 

 海洋研究チーム      0 0 

 波浪研究チーム １ 2 2   4 5 

 耐波研究チーム １ 2 2 1  5 6 

地盤・構造部 3 4 17 7 0 28 31 

 土質研究チーム 1 2 1 2  5 6 

 地盤改良研究チーム   4   4 4 

 基礎工研究チーム 1 1 1 3  5 6 

 耐震構造研究チーム   3 1  4 4 

 動土質研究チーム   2 1  3 3 

 構造研究チーム 1 1 3   4 5 

 材料研究チーム   3   3 3 

施工・制御技術部 0 0 0 0 0 0 0 

 計測・制御研究チーム      0 0 

 油濁対策研究チーム      0 0 

空港研究センター 0 0 4 1 0 5 5 

津波防災研究センター 0 0 0 0 0 0 0 

ＬＣＭ研究センター 0 0 0 0 0 0 0 

研究所合計 5 11 28 9 0 48 53 
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５．平成２２年度の研修生及び実習生の受入一覧 

 
研究部 

研修生 
実習生 

合計 
 研究チーム 工業高専 大学学部 大学院 外国 計 

海洋・水工部 1 7 10 4 0 21 22 

 沿岸環境研究チーム   2 1  3 3 

 沿岸土砂管理研究チーム   1   1 1 

 海象情報研究チーム  1    1 1 

 海洋環境情報研究チーム  2 2   ４ ４ 

 混相流体研究チーム      0 0 

 海洋研究チーム      0 0 

 波浪研究チーム １ 1 2 3  6 7 

 耐波研究チーム  3 3   6 6 

地盤・構造部 4 1 13 11 0 25 29 

 土質研究チーム 1 1 1 1  3 4 

 地盤改良研究チーム 1  1 2  3 4 

 基礎工研究チーム   2 2  4 4 

 耐震構造研究チーム 1  4 1  5 6 

 動土質研究チーム   1 1  2 2 

 構造研究チーム   2 3  5 5 

 材料研究チーム 1  2 1  3 4 

施工・制御技術部 0 0 0 0 0 0 0 

 計測・制御研究チーム      0 0 

 油濁対策研究チーム      0 0 

空港研究センター 0 1 2 0 0 3 3 

アジア・太平洋沿岸防災 

研究センター 
0 0 0 1 0 1 1 

ＬＣＭ研究センター 0 0 0 0 0 0 0 

波崎分室 0 0 0 0 0 0 0 

研究所合計 5 9 25 16 0 50 55 
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１．平成１８年度の国土技術政策総合研究所が実施する研修への講師派遣一覧 

 

研修名 理事 研究 
主監 

特別 
研究官

企画 
管理部

海洋・
水工部

地盤・
構造部

施工・
制御 
技術部

津波防災 
研究 
センター 

LCM 
研究 
センター

研究所
合計

技術政策研究研修          0 

総合技術者コース      1    1 
空港調査・設計コー
ス      1    1 

港湾・計画コース     1     1 

海洋環境コース     2     2 
港湾・空港技術基礎
コース    1 7 7    15 

港湾設計（基準改正
対応特別)コース     2 12    14 

平成１８度合計 
（延べ人数） 0 0 0 1 12 21 0 0 0 34 

 
 
 

２．平成１９年度の国土技術政策総合研究所が実施する研修への講師派遣一覧 

 

研修名 特別 
研究官 

企画 
管理部 

海洋・
水工部

地盤・
構造部

施工・
制御 
技術部

空港 
研究 
センター

津波防災 
研究 
センター 

ＬＣＭ 
研究 
センター 

研究所
合計

港湾・空港技術政策
基礎コース  1 2 4   1  8 

港湾計画コース   1      1 
空港調査・設計コー
ス      1   1 

海洋環境コース   2      2 

海岸・防災コース   3 1   1  5 
港湾設計（基準改正
特別）コース（第１
回） 

1  1 5     7 

港湾設計（基準改正
特別）コース（第２
回） 

1  1 5     7 

平成１９年度合計 
（延べ人数） 2 1 10 15 0 1 2 0 31 
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３．平成２０年度の国土技術政策総合研究所が実施する研修への講師派遣一覧 

 

研修名 
理事長・理
事・研究主
監 

企画 
管理部 

海洋・
水工部

地盤・
構造部

施工・
制御 
技術部

空港 
研究 
センター

津波防災 
研究 
センター 

LCM 
研究 
センター 

研究所
合計

港湾・空港技術政

策基礎コース(1) 
   1   1  2 

港湾計画コース   1      1 

空港調査・設計コ

ース 
     1   1 

ハザードマップ

作成・運用コース 
      1  1 

海洋環境コース 1  2      3 

初任土木技術研

修 
1        1 

防災・危機管理コ

ース（沿岸防災） 
  2    1 1 4 

港湾調査・設計コ

ース 
  4 8    1 13 

港湾初任技術者

コース 
 1       1 

防災・危機管理コ

ース（港湾危機管

理） 

   1     1 

港湾・空港技術政

策基礎コース(2) 
   1   1  2 

平成20年度合計 
（延べ人数） 

2 1 9 11  1 4 2 30 
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４．平成２１年度の国土技術政策総合研究所が実施する研修への講師派遣一覧 

 

研修名 
研修参加
人数（国総
研調べ） 

理事長・
理事・研
究主監

企画 
管理部

海洋・
水工部

地盤・
構造部

施工・
制御 
技術部

空港 
研究 
センター 

津波防災 
研究 
センター 

LCM 
研究 
センター

研究所
合計

TEC-Force隊員養成コース 
 

  23    1     1 

港湾・空港技術政策基礎コー

ス(第 1回) 
  16    1   1  2 

港湾技術情報の共有並びに

技術基準の運用に関する実

務者研修 
  25    2  4 2    1 9 

空港調査・設計コース   19      1   1 

港湾におけるハザードマッ

プ作成・運用コース 
  8       1  1 

港湾計画コース   17   1      1 

海洋環境コース   14    1  2      3 

第 1 回港湾施設維持管理コ
ース 

  17       1    3 4 

空港施設維持管理コース   6         1   1 

防災・危機管理コース（沿岸

防災） 
  13   2 1   1  4 

港湾初任技術者コース   22  1       1 

港湾施設設計実務研修   25   4 7    2 13 

第 2 回港湾施設維持管理コ
ース 

  16       1    3 4 

港湾・空港技術政策基礎コー

ス(第 2回) 
  9    1   1  2 

平成 21年度合計 
（延べ人数）  230    3 1 13 15  2 4 9 47 
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５．平成２２年度の国土技術政策総合研究所が実施する研修への講師派遣一覧 

 

研修名 

理事長・ 

理事・ 

研究主監 

企画 

管理部 

海洋・

水工部

地盤・

構造部

施工・

制御 

技術部

空港 

研究 

センター

アジア・太

平洋 

沿岸防災 

研究 

センター 

LCM 
研究 

センター 

研究所

合計

研修参加

人数 

（国総研

調べ） 

港湾施設維持管理コース   1 1    4 6 28 

港湾施設設計実務コース   4 7    2 13 23 

静穏度解析担当者実務コース   3      3 21 

港湾技術情報の共有化並びに 

技術基準の運用に関する実務者

コース 

1  3 3    1 8 22 

港湾計画コース   1      1 15 

海洋環境コース 1  2      3 13 

沿岸防災コース   2 1   1  4 12 

港湾･空港技術政策基礎コース

（第 1回） 
   1   1  2 15 

空港調査・設計コース      1   1 20 

空港施設管理コース      1   1 10 

港湾計画担当者実務コース    1     1 23 

防災・危機管理コース（自然災

害） 
1        1 20 

平成２２年度合計 

（延べ人数） 
3  16 14  2 2 7 44 222 
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１．平成１８年度の技術委員会等への委員派遣一覧 

 
港湾空港技術研究所 委員派遣数 
研究部 政府、地方

自治体等 
大学特殊
法人特別
認可法人

財団法人
社団法人
学会 

社団法人
協会 

国際機関
国際会議
等 

その他 合計 
 研究室 
役員 9 (8) 2 (1) 8 (5) 4 1 1  25 (14)
研究主監 
統括研究官・特別研究官 5 (5)  18 (15) 13 14 (3) 3  53 (23)

企画管理部    1  1  2 
 部長         
 研究計画官         
 総務課         
 企画課    1  1  2 
 業務課         
海洋・水工部 12 (12) 7 (4) 71 (71) 19 18 (14) 1 6 (5) 134 (106)
 部長 4 (4)  8 (8) 2 4 (1)   18 (13)
 沿岸環境領域 1 (1) 2 28 (28) 7 3 (3)  4 (3) 45 (35)
 海洋水理・高潮研究室  2 (2) 3 (3) 1    6 (5) 
 波浪研究室 1 (1) 1 (1) 10 (10) 2 6 (6)  2 (2) 22 (20)
 耐波研究室   10 (10) 3  1  14 (10)
 漂砂研究室 6 (6) 2 (1) 8 (8) 4 4 (4)   24 (19)
 海象情報研究室   4 (4)  1   5 (4) 
地盤・構造部 8 (8) 9 (6) 87 (69) 54 14 (6) 1  173 (89)
 部長 1 (1)  6 (6)  2 (2)   9 (9) 
 土質研究室 1 (1)  19 (16) 5 4 (1)   29 (18)
 動土質研究室   5 (2) 4 1   10 (2) 
 地盤改良研究室 1 (1)  8 (5) 8  1  18 (6) 
 基礎工研究室   15 (12) 16    31 (12)
 構造振動研究室 5 (5) 8 (6) 22 (17) 12 4 (3)   51 (31)
 構造強度研究室   5 (5) 8 2   15 (5) 
 海洋構造研究室   6 (6)  1   7 (6) 
 材料研究室  1 1 1    3 
施工・制御技術部 5 (5) 2 (1) 2 (2) 4 13 (6)  5 (1) 31 (15)
 部長 2 (2)  1 (1) 1 4   8 (3) 
 新技術研究官 1 (1) 1 (1)      2 (2) 
 制御技術研究室    2 4 (4)  4 10 (4) 
 流体技術研究室 2 (2)    2 (1)   4 (3) 
 油濁対策研究室     1   1 
 情報化技術研究室  1 1 (1) 1 2 (1)  1 (1) 6 (3) 
津波防災センター 3 (3) 2 (2) 3 (3) 2 2 (2) 1 1 (1) 14 (11)
ＬＣＭ研究センター 1 (1) 1 3 (2) 14 14 (1)   33 (4) 
空港研究センター 2 (2)  7 (7) 17 4   30 (9) 
研究所合計 45 (44) 23 (14) 199 (174) 128 80 (32) 8 12 (7) 495 (271)
※ 太字は各部等の合計、（ ）内の数字は国及び地方自治体の設置した技術委員会等への委員派遣数 
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２．平成１９年度の技術委員会等への委員派遣一覧 

 
港湾空港技術研究所 委員派遣数 
研究部 政府、地方

自治体等 
大学特殊
法人特別
認可法人

財団法人
社団法人
学会 

社団法人
協会 

国際機関
国際会議
等 

その他 合計 
 研究室 
役員 10 3 4 3 2 2  24 
研究主監 
統括研究官・特別研究官 10  26 31 14 3  84 

企画管理部    2  1  3 
 部長         
 研究計画官         
 総務課         
 企画課    2  1  3 
 業務課         
海洋・水工部 19 8 72 18 14 1 11 143 
 部長 3  8 3 3  2 19 
 沿岸環境領域 5 5 28 6 2  7 53 
 海洋水理・高潮研究室  2  3  1   1 7 
 波浪研究室 2  12 1 3  1 19 
 耐波研究室 2  10 2 1 1  16 
 漂砂研究室 6 1 8 5 4   24 
 海象情報研究室 1  3  1   5 
地盤・構造部 12 9 94 69 20 0 0 204 
 部長 2  8  1   11 
 土質研究室 1 1 22 5 4   33 
 動土質研究室   7 4 2   13 
 地盤改良研究室   1 8    9 
 基礎工研究室 1 1 14 20    36 
 構造振動研究室 6 7 30 15 4   62 
 構造強度研究室 2  5 14 4   25 
 海洋構造研究室   6     6 
 材料研究室   1 3 5   9 
施工・制御技術部 6 8 3 5 7 0 3 32 
 部長 4  1 2 4  2 13 
 新技術研究官 2 1 1    1 5 
 情報化技術研究室  6  3 2   11 
 流体技術研究室  1   1   2 
 油濁対策研究室   1     1 
空港研究センター   1     1 
津波防災センター 4 2 8 3  1 1 19 
ＬＣＭ研究センター 1 2 8 17 14  2 44 
研究所合計 62 32 216 148 71 8 17 554 
※ 太字は各部等の合計 
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３．平成２０年度の技術委員会等への委員派遣一覧 

 
 委員派遣数 
研究部 政府、地方

自治体等 
大学特殊
法人特別
認可法人

財団法人
社団法人
学会 

社団法人
協会 

国際機関
国際会議
等 

その他 合計 
 研究領域等 
役員 1 2 1  1 2  7 
研究主監 
統括研究官・特別研究官 8 2 36 27 11 2 7 93 

企画管理部    1  1  2 
 部長         
 研究計画官         
 総務課         
 企画課    1  1  2 
 業務課         
海洋・水工部 15 4 39 21 9 0 7 95 
 部長 3  7 4 4  2 20 
 沿岸環境研究領域 9 2 17 11 2  3 44 
 海象情報研究領域 1 2  7  3 2  1 16 
 海洋研究領域 2  8 3 1  1 15 
地盤・構造部 9 8 79 88 15 0 3 202 
 部長   8 7 2   17 
 地盤研究領域 3  31 45 2  1 82 
 地震防災研究領域 6 8 30 20 4  1 69 
 構造研究領域   10 16 7  1 34 
施工・制御技術部 2 4 2 7 2 0 1 18 
 部長 2   2 1   5 
 新技術研究官   1     1 
 情報化技術研究チーム  4 1 5   1 11 
 油濁対策研究チーム     1   1 
空港研究センター   2 2    4 
津波防災研究センター  2 5 3   2 12 
ＬＣＭ研究センター   2 6 6  3 17 

合計 35 22 166 155 44 5 23 450 
※ 太字は各部等の合計 
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４．平成２１年度の技術委員会等への委員派遣一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 太字は各部等の合計 

資料－5.15 

研究領域等

5 3 2 0 1 3 0 14

11 1 31 15 8 5 8 79 6

0 0 0 0 0 1 0 1

部長

研究計画官

総務課

企画課 1

業務課

10 4 51 16 8 3 4 96 5

部長 2 1 10 0 1 0 0 14

沿岸環境研究領域 6 2 16 7 5 1 2 39

海象情報研究領域 2 1 16 6 2 1 2 30

海洋研究領域 0 0 9 3 0 1 0 13

8 3 60 78 19 2 12 182 2

部長 2 0 9 14 2 1 3 31

地盤研究領域 1 0 13 33 2 0 0 49

地震防災研究領域 3 3 24 12 1 0 5 48

構造研究領域 2 0 14 19 14 1 4 54

4 3 5 4 6 0 0 22

部長 4 0 2 1 4 0 0 11

新技術研究官 0 0 2 0 0 0 0 2

計測・制御研究チーム 0 3 1 3 1 0 0 8

油濁対策研究チーム 0 0 0 0 1 0 0 1

2 0 0 6 0 0 0 8

0 1 4 3 1 1 0 10

0 0 0 1 0 0 1 2

40 15 153 123 43 15 25 414 13

国際機関
国際会議
等

その他

研究主監・統括研究
官・特別研究官

企画管理部

委員派遣数

研究部 政府、地
方自治体
等

大学･特殊
法人･特別
認可法人

財団法人
社団法人
学会

社団法人
協会

うち、
委員長
数

海洋・水工部

ＬＣＭ研究センター

合計

地盤・構造部

施工・制御技術部

空港研究センター

津波防災研究センター

合計

役員
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５．平成２２年度の技術委員会等への委員派遣一覧 

 

 委 員 数 派 遣 

うち、

委員長

数 

研究部 
政府、地

方自治

体等 

大学・ 

特殊法

人・特別

認可法

人 

財団法

人 

社団法

人・学会

社団 

法人 

協会 

国際機関

国際会議

等 

その他 合計 
 研究領域等 

役員 4 0 1 1 0 0 3 12

研究主監・統括研究

官・特別研究官 
25 1 41 16 5 1 17 102 3

企画管理部 2 0 0 0 0 0 0 2

 部長   

 研究計画官 2   2

 総務課   

 企画課   

 業務課   

海洋・水工部 10 2 34 15 3 0 5 72 2

 部長 6 2 7 2 2 20

 沿岸環境領域 1  11 3 1 2 19

 海洋情報研究領域 2  7 7 1  18

 海洋研究領域 1  9 3 1 1 15

地盤・構造部 5 0 60 76 24 1 10 173 2

 部長 1  13 12 1 4 30

 地盤研究領域  14 37 1 1 1 51

 地震防災研究領域 4  14 8 1 28

 構造研究領域  19 19 22 4 64

施工・制御技術部 3 0 7 8 4 0 1 24

 部長 3  4 1 2 1 13

 新技術研究官  2  2

 計測・制御研究ﾁｰﾑ  1 6 1  7

 油濁対策研究ﾁｰﾑ  1 1  2

空港研究センター 1 0 0 2 0 0 0 3

ｱｼﾞｱ・太平洋沿岸 

防災研究ｾﾝﾀｰ 
1 0 3 2 0 0 1 9

ＬＭＣ研究センター 0 0 0 0 0 0 0 0

波崎分室 2 0 1 1 0 0 0 1

合計 53 3 147 121 36 2 37 399 7
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１．平成１８年度のＪＩＣＡが実施する研修への講師派遣一覧 

 

研修コース 特別 
研究官 

企画 
管理部

海洋・
水工部

地盤・
構造部

施工・
制御 
技術部

津波防災 
研究 
センター 

ＬＣＭ 
研究 
センター 

研究所
合計 

港湾開発・計画コース 0 0 8 10 1 2 4 25 

その他のコース        0 

合計 0 0 8 10 1 2 4 25 

 
 
 

２．平成１９年度のＪＩＣＡが実施する研修への講師派遣一覧 

 

研修コース 特別 
研究官 

企画 
管理部

海洋・
水工部

地盤・
構造部

施工・
制御 
技術部

津波防災 
研究 
センター 

ＬＣＭ 
研究 
センター 

研究所
合計 

港湾開発・計画コース 1 0 9 10 1 1 2 24 

その他のコース   1     1 

合計 1 0 10 10 1 1 2 25 

 
 
 

３．平成２０年度のＪＩＣＡが実施する研修への講師派遣一覧 

 

研修コース 特別 
研究官 

企画 
管理部

海洋・
水工部

地盤・
構造部

施工・
制御 
技術部

津波防災 
研究 
センター 

ＬＣＭ 
研究 
センター 

研究所
合計 

港湾開発・計画コース 0 0 7 5 1 1 4 18 

その他のコース 0 0 4  4 0 2 10 

合計 0 0 11 5 5 1 6 28 
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４．平成２１年度のＪＩＣＡが実施する研修への講師派遣一覧 

 

研修コース 
理事長・
理事・研
究主監 

企画 
管理部

海洋・
水工部

地盤・
構造部

施工・
制御 
技術部

津波防災 
研究 
センター 

ＬＣＭ 
研究 
センター 

研究所
合計 

集団研修「港湾開発・計

画」 
  7 5 1 1 3 17 

コスタリカ国別研修「港

湾維持管理」 
  2 1  2 1 6 

閉鎖性海域の水環境管理

コース 
1       1 

集団研修「港湾戦略運営

セミナー」 
      1 1 

イラク国別研修「浚渫技

術」 
  1  1   2 

コスタリカ国別研修「コ

スタリカ国における港湾

防災と計画」 
  7 3  2 1 13 

チリ国別研修「防災計画」    1  1  2 

合  計 1 0 17 10 2 6 6 42 
 

５．平成２２年度のＪＩＣＡが実施する研修への講師派遣一覧 

 

研修コース 
理事長・
理事・研
究主監 

企画 
管理部

海洋・
水工部

地盤・
構造部

施工・
制御 
技術部

アジア・
太平洋沿
岸防災研
究 

センター 

ＬＣＭ 
研究 
センター 

研究所
合計 

集団研修「港湾開発・計

画」 
  6 8 1 1  16 

港湾戦略運営    1    1 

イラク国別研修「浚渫技

術」 
  1 1 1   3 

地域別研修「港湾物流・

港湾環境保全セミナー

（アフリカ圏）」 
   1    1 

セネガル海岸侵食対策研

修 
  5   1  6 

チリ国「対地震・津波対

応能力向上プロジェク

ト」 
  2   2  4 

合  計 0 0 14 11 2 4 0 31 
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１．平成１８年度の大学等への講師派遣一覧 

 

 氏名 所属 役職 派遣先 派遣役職 任期 

1 横田 弘  研究主監 東京大学 非常勤講師 
(客員助教授) H18.4.1～H19.3.31

2 有川 太朗 海洋・水工部 主任研究官 横浜国立大学 非常勤講師 H18.10.1～H19.3.31

3 菊池 喜昭 地盤・構造部 基礎工研究室長 横浜国立大学 非常勤講師 H18.10.1～H19.3.31

4 永井 紀彦 海洋・水工部 部長 横浜国立大学 非常勤講師 H18.10.1～H19.3.31

5 横田 弘  研究主監 東京工業大学 非常勤講師 
(客員助教授) H18.4.1～H19.3.31

6 宮田 義一 地盤・構造部 材料研究室 東京農工大学 非常勤講師 H18.4.1～H19.3.31

7 横田 弘  研究主監 長岡技術科学大学
非常勤講師 
(客員教授) H18.4.1～H19.3.31

8 高橋 重雄  研究主監 長岡技術科学大学
非常勤講師 
(客員教授) H18.4.1～H19.3.31

9 富田 孝史 津波防災研究セ
ンター 主席津波研究官 名古屋大学 非常勤講師 H18.4.10～H19.9.30

10 田中 智宏 地盤・構造部 構造振動研究室 関東学院大学 非常勤講師 H18.9.21～H19.3.31

11 細川 恭史  理事 日本大学大学院 非常勤講師 H18.9.15～H19.3.31

12 中村 由行 海洋・水工部 沿岸環境領域長 東京工業大学 非常勤講師 H18.10.1～H19.3.31

13 平石 哲也 海洋・水工部 波浪研究室長 東京工業大学 非常勤講師 H18.10.1～H19.3.31

14 鵜崎 賢一 海洋・水工部 研究官 日本文理大学 非常勤講師 H19.3.27～H20.3.31
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２．平成１９年度の大学等への講師派遣一覧 

 

 氏名 所属 役職 派遣先 派遣役職 任期 

1 鵜崎 賢一 海洋・水工部 研究官 日本文理大学 非常勤講師 H19.3.27～H19.9.30

2 富田 孝史 津波防災研究セ
ンター 上席研究官 名古屋大学 非常勤講師 H19.4.1～H19.9.30

3 横田 弘  研究主監 東京工業大学 非常勤講師 
（連携教授） H19.4.1～H20.3.31

4 横田 弘  研究主監 長岡技術科学大学
非常勤講師 
(客員教授) H19.4.1～H20.3.31

5 高橋 重雄  研究主監 長岡技術科学大学
非常勤講師 
(客員教授) H19.4.1～H20.3.31

6 河合 弘泰 海洋・水工部 海洋水理・高潮
研究室長 

京都大学防災研究
所 非常勤講師 H19.4.1～H20.3.31

7 中村 由行 海洋・水工部 沿岸環境領域長 東京学芸大学 非常勤講師 H19.4.10～H19.9.30

8 前川 亮太 空港研究センタ
ー 主任研究官 中央大学 非常勤講師 H19.4.1～H19.9.30

9 菊池 善昭 地盤・構造部 基礎工研究室長 横浜国立大学 非常勤講師 
（客員教授） H19.4.１～H20.3.31

10 永井 紀彦 海洋・水工部 部長 横浜国立大学 非常勤講師 
(客員教授) H19.７.1～H20.3.31

11 有川 太朗 海洋・水工部 主任研究官 横浜国立大学 非常勤講師 
(客員准教授） H19.７.1～H20.3.31

12 田中 智宏 地盤・構造部 特別研究員 関東学院大学 非常勤講師 H19.9.21～H20.3.31

13 菅野 高弘 地盤・構造部 構造振動研究室
長 関東学院大学 非常勤講師 H19.9.21～H20.3.31

14 八谷 好高 地盤・構造部 部長 中央大学 非常勤講師 H19.10.1～H20.3.31

15 平石 哲也 海洋・水工部 波浪研究室長 東京工業大学 非常勤講師 H19.10.1～H20.3.31

16 中村 由行 海洋・水工部 沿岸環境領域長 東京工業大学 非常勤講師 H19.10.1～H20.3.31

17 横田 弘  研究主監 東京大学生産技術
研究所 

非常勤講師 
(客員教授) H19.11.1～H20.3.31

18 横田 弘  研究主監 東京工業大学 非常勤講師 H20.2.1～H20.3.31
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３．平成２０年度の大学等への講師派遣一覧 

 

 氏名 所属 役職 派遣先 派遣役職 任期 

1 高橋 重雄  研究主監 長岡技術科学大学
非常勤講師 
(客員教授) H20.4.1～H21.3.31

2 横田 弘  研究主監 長岡技術科学大学
非常勤講師 
(客員教授) H20.4.1～H21.3.31

3 横田 弘  研究主監 浙江大学（中国） 兼職教授 H20.4.1～H23.3.31

4 横田 弘  研究主監 東京大学生産技術
研究所 

非常勤講師 
(客員教授) H20.4.1～H21.3.31

5 横田 弘  研究主監 東京工業大学 非常勤講師 
（連携教授） H20.4.1～H21.3.31

6 富田 孝史 津波防災研究セ
ンター 上席研究官 名古屋大学 非常勤講師 

(招へい教員) H20.4.1～H20.9.30

7 河合 弘泰 海洋・水工部 海象情報研究領
域長 

京都大学防災研究
所 非常勤講師 H20.4.1～H21.3.31

8 桑江朝比呂 海洋・水工部 主任研究官 武蔵工業大学 大学院准教
授 H20.4.1～H21.3.31

9 前川 亮太 空港研究センタ
ー 主任研究官 中央大学 兼任講師 H20.4.1～H19.9.30

10 永井 紀彦  統括研究官 横浜国立大学 非常勤講師 
(客員教授) H20.4.8～H21.3.31

11 菊池 喜昭 地盤・構造部 地盤研究領域長 横浜国立大学 非常勤講師 
(客員教授) H20.4.8～H21.3.31

12 有川 太郎 海洋・水工部 主任研究官 横浜国立大学 非常勤講師 
(客員准教授） H20.4.8～H21.3.31

13 菊池 喜昭 地盤・構造部 地盤研究領域長 熊本大学 非常勤講師 H20.4.9～H21.3.31

14 中村 由行  研究主監 東京学芸大学 非常勤講師 H20.4.9～H20.9.30

15 菅野 高弘 地盤・構造部 地震防災研究領
域長 関東学院大学 非常勤講師 H20.9.21～H21.3.31

16 菅野 高弘 地盤・構造部 地震防災研究領
域長 豊橋技術科学大学 非常勤講師 H20.12.1～H21.3.31

17 岩波 光保 地盤・構造部 構造・材料研究
チームリーダー

鹿児島大学 客員准教授 H20.10.1～H21.3.31

18 高橋 重雄  研究主監 鹿児島大学 客員教授 H20.10.1～H21.3.31

19 平石 哲也 海洋・水工部 部長 東京工業大学 非常勤講師 H20.12.1～H21.3.31
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４．平成２１年度の大学等への講師派遣一覧 

 

 氏名 所属 役職 派遣先 派遣役職 任期 

1 高橋 重雄  研究主監 鹿児島大学 非常勤講師
（客員教授） H21.4.1～H22.3.31 

2 岩波 光保 地盤・構造部 構造研究チー
ムリーダー 鹿児島大学 非常勤講師

(客員准教授) H21.4.1～H22.3.31 

3 河合 弘泰 海洋・水工部 海象情報研究
チームリーダー

京都大学
防災研究所 非常勤講師 H21.4.1～H22.3.31 

4 永井 紀彦  理事 横浜国立大学 非常勤講師 
(客員教授) H21.4.1～H22.3.31 

5 有川 太郎 海洋・水工部 主任研究官 横浜国立大学 非常勤講師 
(客員准教授) H21.4.1～H22.3.31 

6 鈴木高二朗 海洋・水工部 
海洋環境情報
研究チームリ
ーダー 

横浜国立大学 非常勤講師 H21.4.8～H22.3.31 

7 富田 孝史 津波防災研究ｾﾝﾀｰ 上席研究官 名古屋大学 非常勤講師
(招へい教員) H21.4.1～H21.9.30

8 高橋 重雄  研究主監 長岡技術科学大学 客員教授 H21.4.1～H22.3.31 

9 北詰 昌樹  研究主監 東京工業大学 連携教授 H21.4.1～H22.3.31 

10 小沼 晋 海洋・水工部 主任研究官 日本大学 非常勤講師 H21.4.1～H22.3.31 

11 桑江朝比呂 海洋・水工部 沿岸環境研究
チームリーダー

東京都市大学 非常勤講師 H20.9.21～H22.3.31

12 前川 亮太 空港研究ｾﾝﾀｰ 主任研究官 中央大学 兼任講師 H21.4.1～H21.9.3０

13 菊池 喜昭 地盤・構造部 部長 熊本大学 非常勤講師
（客員教授） H21.5.1～H22.3.31 

14 菅野 高弘 地盤・構造部 地震防災研究
領域長 関東学院大学 非常勤講師 H21.9.21～H22.3.31

15 平石 哲也 海洋・水工部 部長 東京工業大学 非常勤講師 H21.10.1～H22.3.31

16 菊池 喜昭 地盤・構造部 部長 東京大学大学院 非常勤講師 H21.10.13～H22.1.26 

17 渡部 要一 地盤・構造部 土質研究チー
ムリーダー アジア工科大学 非常勤講師 H21.10.19～H21.10.24

18 桑江朝比呂 海洋・水工部 沿岸環境研究
チームリーダー

北見工業大学 特別講演 H21.7.10 

19 岩波 光保 地盤・構造部 構造研究チー
ムリーダー 大阪大学大学院 集中講義 H21.8.10 

20 岩波 光保 地盤・構造部 構造研究チー
ムリーダー 鹿児島大学 特別講義 H21.11.26 

21 桑江朝比呂 海洋・水工部 沿岸環境研究
チームリーダー

京都大学 特別講演 H21.12.22 

22 富田 孝史 津波防災研究ｾﾝﾀｰ 上席研究官 明治大学専門職大学
院ガバナンス研究科 特別講義 H22.1.23 
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５．平成２２年度の大学等への講師派遣一覧  

  氏名 所属 役職 派遣先 派遣役職 任期 

1 高橋 重雄   研究主監 鹿児島大学 客員教員 H22.4.1～H23.3.31 

2 岩波 光保 地盤・構造部 
構造研究チームリ

ーダー 
鹿児島大学 客員教員 H22.4.1～H23.3.31 

3 永井 紀彦   研究主監 横浜国立大学 
非常勤講師 

（客員教授） 
H22.4.1～H23.3.31 

4 菊池 喜昭 地盤・構造部 部長 横浜国立大学 
非常勤講師 

（客員教授） 
H22.4.1～H23.3.31 

5 有川 太郎 海洋・水工部 主任研究官 横浜国立大学 
非常勤講師 

（客員教授） 
H22.4.1～H23.3.31 

6 平山 克也 海洋・水工部 
波浪研究チームリ

ーダー 

京都大学防災研究

所 
非常勤講師 H22.4.1～H23.3.31 

7 高橋 重雄   研究主監 長岡技術科学大学 
非常勤講師 

（客員教授） 
H22.4.1～H23.3.31 

8 富田 孝史 
アジア・太平洋沿岸

防災研究センター 
上席研究官 名古屋大学 招へい教員 H22.4.1～H22.9.30 

9 桑江 朝比呂 海洋・水工部 
沿岸環境研究チー

ムリーダー 
熊本大学 非常勤講師 H22.4.1～H23.3.31 

10 中川 康之 海洋・水工部 
沿岸土砂管理研究

チームリーダー 
熊本大学 非常勤講師 H22.4.1～H23.3.31 

11 北詰 昌樹   研究主監 東京工業大学 連携教授 H22.4.1～H23.3.31 

12 桑江 朝比呂 海洋・水工部 
沿岸環境研究チー

ムリーダー 
東京都市大学 非常勤講師 H22.9.21～H23.3.31

13 鈴木 高二朗 海洋・水工部 
海洋環境情報研究

チームリーダー 
横浜国立大学 非常勤講師 H22.4.7～H22.9.30 

14 田中 陽二 海洋・水工部 研究官 横浜国立大学 非常勤講師 H22.4.7～H22.9.30 

15 菊池 喜昭 地盤・構造部 部長 熊本大学 
非常勤講師 

（客員教授） 
H22.5.1～H23.3.31 

16 菅野 高弘   特別研究官 関東学院大学 非常勤講師 H22.9.21～H23.3.31

17 前川 亮太 空港研究センター 主任研究官 中央大学 兼任講師 H22.4.1～H22.9.30 

18 菅野 高弘 
 

特別研究官 豊橋技術科学大学 非常勤講師 H22.10.1～H23.3.31

19 高橋 重雄   研究主監 東京工業大学 連携教授 H22.11.1～H23.3.31

20 菊池 喜昭 地盤・構造部 部長 名古屋工業大学 非常勤講師 H22.12.1～H23.3.20

21 菊池 喜昭 地盤・構造部 部長 東京大学 非常勤講師 H22.11.2 
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１．平成１８年度の特許出願一覧 

番号 発明の名称 出願人（持分） 出願日 出願番号 

1  
低強度人工軽量ろ過材を用いた耐
震構造のマンホール及び誘導経路
部材 

港湾空港技術研究所
京都大学 
 (株)日水コン 

1/3
1/3
1/3

H18.4.26 2006-122615

2  人工干潟およびその製造方法 港湾空港技術研究所
五洋建設(株) 

 1/2
1/2 H18.6.2 2006-154708

3  GPS 測位データの誤認識判別お
よび誤認識判別装置 

港湾空港技術研究所
沿岸技術研究センター 
日本気象協会 
海洋調査協会 
日立造船(株) 

1/5
1/5
1/5
1/5
1/5

H18.6.23 2006-173311

4  衛星測位システムによる物体の変
位抽出方法 

港湾空港技術研究所
日立造船(株) 

 1/2
1/2 H18.6.23 2006-173312

5  長周期波低減対策構造物 港湾空港技術研究所
五洋建設(株)  

1/2
1/2 H18.7.4 2006-187630

6  地中壁造成による防波堤下の液状
化対策工法 

港湾空港技術研究所
京都大学 
五洋建設(株) 

 1/3
1/3
1/3

H18.7.11 2006-190048

7  防波堤下の液状化対策工法 
港湾空港技術研究所
京都大学 
五洋建設(株) 

 1/3
1/3
 1/3

H18.7.11 2006-190049

8  液状化防止方法 
港湾空港技術研究所
九州大学 
五洋建設(株) 

 1/4
1/4
1/2

H18.8.2 2006-210917

9  広範囲水底土砂除去工法及び装置 港湾空港技術研究所
東洋建設(株) 

7/10
3/10 H18.9.22 2006-257440

10  津波波源推定方法及び津波波高予
測方法並びにその関連技術 

港湾空港技術研究所
国土交通省近畿地方整備局 
京都大学 
沿岸技術研究センター 

 1/4
1/4
1/4
1/4

H18.9.26 2006-267103

11  
無人浮流物質監視用ブイ、浮流物
質監視システム及び浮流物質監視
方法 

港湾空港技術研究所
大阪大学 
三井造船・昭島研究所 

33%
34%
33%

H18.10.16 2006-282230

12  地盤改良工法 

港湾空港技術研究所
三信建設工業(株) 
みらい建設工業(株) 
復建調査設計(株) 
みらいジオテック(株) 
九州大学  

1/6
1/6
1/6
1/6
1/6
1/6

H18.11.6 2006-301138

13  長周期波低減対策構造物（国内優
先権出願） 

港湾空港技術研究所
五洋建設(株)  

1/2
1/2 H18.11.16 2006-312493

14  裏込め地盤の耐震補強工法および
構造 

港湾空港技術研究所
東亜建設工業(株) 
(株)ブリジストン 

 1/3
1/3
1/3

H18.12.19 2006-341320

15  海上構造物の基礎構造及びその構
築方法 

港湾空港技術研究所
シバタ工業(株)  
(株)NIPPO ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

 1/3
1/3
1/3

H19.1.26 2007-15808 

16  遠心模型実験装置 港湾空港技術研究所 H19.1.29 2007-018060

17  消波ブロック 港湾空港技術研究所
(株)テトラ   

4/10
6/10 H19.3.26 2007-064623
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２．平成１９年度の特許出願一覧 

番号 発明の名称 出願人（持分） 出願日 出願番号 

1  可動式防波堤 

港湾空港技術研究所 
国土交通省中部地方整備局 
(株)大林組 
新日鐵エンジニアリング(株) 
東亜建設工業(株) 
三菱重工橋梁エンジニアリング(株)  

1/6
1/6
1/6
1/6
1/6
1/6

H19.4.6 2007-100995

2  可動式防波堤及び可動式防波堤の
作動方法 

港湾空港技術研究所 
国土交通省中部地方整備局  
(株)大林組 
新日鐵エンジニアリング(株) 
東亜建設工業(株) 
三菱重工橋梁エンジニアリング(株)  

1/6
1/6
1/6
1/6
1/6
1/6

H19.4.6 2007-100996

3  浮流物質検出装置及び浮流物質検
出方法 

港湾空港技術研究所 
(株)三井造船昭島研究所 
大阪大学 

33%
33%
34%

H19.5.10 2007-125354

4  浮流物質検出システム及び浮流物
質検出方法 

港湾空港技術研究所 
(株)三井造船昭島研究所 
大阪大学 

33%
33%
34%

H19.5.10 2007-125494

5  液中鋼構造物の非接触型厚み測定
方法及び装置 港湾空港技術研究所 H19.5.16 2007-131055

6  ブイ式波高計の波向き計算手法 港湾空港技術研究所 
(社)海洋調査協会 

 1/2
1/2 H19.7.6 2007-203645

7  水砕スラグを使用した水中施工用
裏込め・裏埋め材及びその製造方法 

港湾空港技術研究所 
新日本製鐵(株) 
東亜建設工業(株) 

1/3
1/3
1/3

H19.8.10 2007-209823

8  起伏ゲート式防波堤の底面構造 

港湾空港技術研究所 
清宮 理 
石川島播磨重工(株) 
新日鐵エンジニアリング((株) 
日立造船(株)  

1/5
1/5
1/5
1/5
1/5

H19.9.3 2007-228076

9  流出油回収処理装置 港湾空港技術研究所 H19.9.5 2007-230061

10  有害化学物質拡散防止マット 港湾空港技術研究所 
若築建設(株) 

 1/2
1/2 H19.9.21 2007-244730

11  土砂輸送装置及びその方法 港湾空港技術研究所 H20.1.11 2008-004130

12  掴み装置 港湾空港技術研究所 H20.2.20 2008-039397

13  音響レンズを用いた映像取得装置 港湾空港技術研究所 H20.2.28 2008-047401
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３．平成２０年度の特許出願一覧 

番号 発明の名称 出願人（持分） 出願日 出願番号 

1  既設小規模の地下構造物の周囲地
盤の強化方法 

港湾空港技術研究所 
京都大学 
(株)日水コン  

1/3
1/3
1/3

H20.4.22 2008-110906

2  鋼管杭及び鋼管杭の施工方法 
港湾空港技術研究所 
新日本製鐵(株) 
調和工業(株) 

1/3
1/3
1/3

H20.5.19 2008-131102

3  
ＲＴＫ異常測位データ処理を伴う

ＧＰＳによる変位計測装置および

変位計測方法 

港湾空港技術研究所 
東京大学 
高知工業高専 
日立造船(株) 

 1/4
1/4
1/4
1/4

H20.5.23 2008-134870

4  方向スペクトル客観解析装置、方法
及びプログラム 

港湾空港技術研究所 
(財)沿岸技術研究センター 
(財)日本気象協会  

1/3
1/3
1/3

H20.6.4 2008-146654

5  可動式防波堤 

港湾空港技術研究所 
国土交通省中部地方整備局 
(株)大林組 
新日鉄エンジニアリング(株) 
東亜建設工業(株) 
三菱重工橋梁エンジニアリング(株)   

1/6
1/6
1/6
1/6
1/6
1/6

H20.6.26 2008-167733

6  可動式防波堤及び可動式防波堤の
作動方法 

港湾空港技術研究所 
国土交通省中部地方整備局 
(株)大林組 
新日鉄エンジニアリング(株) 
東亜建設工業(株) 
三菱重工橋梁エンジニアリング(株)   

1/6
1/6
1/6
1/6
1/6
1/6

H20.6.26 2008-167734

7  液状化防止構造 

港湾空港技術研究所 
清水建設(株) 
五洋建設(株) 
(株)竹中土木 
東亜建設工業(株) 
東洋建設(株)  
(株)不動テトラ 

16％
14％
14％
14％
14％
14％
14％

H20.6.27 2008-169185

8  超音波送受波装置 港湾空港技術研究所 
片倉 景義 

60％
40％ H20.9.19 2008-269155

9  超音波計測装置（超音波式映像連続
表示装置） 

港湾空港技術研究所 
片倉 景義 

60％
40％ H20.12.18 2008-322847
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４．平成２１年度の特許出願一覧 

番号 発明の名称 出願人（持分） 出願日 出願番号 

1 既設ケーソンの耐衝撃補強方法及

び耐衝撃補強構造① 
港湾空港技術研究所 
前田建設工業(株)  

 1/2
1/2 H21.5.28 2009-128450 

2 既設ケーソンの耐衝撃補強方法及

び耐衝撃補強構造② 
港湾空港技術研究所 
前田建設工業(株)  

 1/2
1/2 H21.5.28 2009-128451 

3 可動式防波堤及び可動式防波堤の

作動方法 

港湾空港技術研究所 
国土交通省中部地方整備局 
(株)大林組 
新日鉄エンジニアリング(株) 
東亜建設工業((株) 
三菱重工橋梁エンジニアリング(株) 

1/6
1/6
1/6
1/6
1/6
1/6

H21.6.5 2009-136075 

4 水中映像取得装置 
港湾空港技術研究所 
 （港空研 2/3 片倉客員 1/3） 
(株)日立製作所 

1/2

1/2
H21.6.9 2009-138293 

5 超音波式水中映像取得装置 港湾空港技術研究所 
片倉客員 

90％
10％ H21.6.22 2009-147554 

6 
無人浮流物質監視用ブイ、浮流物

質監視システム及び浮流物質監視

方法 

港湾空港技術研究所 
大阪大学 

 1/2
1/2 H21.8.20 2009-191156 

7 液状化対策構造 

港湾空港技術研究所 
清水建設(株) 
五洋建設(株) 
(株)竹中土木 
亜建設工業(株) 
東洋建設(株) 
(株)不動テトラ 

16％
14％
14％
14％
14％
14％
14％

H21.11.17 2009-261989 

8 可動式防波堤及び可動式防波施設 

港湾空港技術研究所 

(株)大林組 

新日鉄エンジニアリング(株) 

東亜建設工業(株) 

三菱重工橋梁エンジニアリング(株) 

 1/5
1/5
1/5
1/5
1/5

H22.3.26 2009-047242 

9 
可動式防波堤及び可動式防波施

設、並びに可動式防波堤の気体漏

洩個所の推定方法 

港湾空港技術研究所 

(株)大林組 

新日鉄エンジニアリング(株) 

東亜建設工業(株) 

三菱重工橋梁エンジニアリング(株) 

 1/5
1/5
1/5
1/5
1/5

H22.3.26 2009-047243 

10 可動式防波堤及び可動式防波施設 

港湾空港技術研究所 

(株)大林組 

新日鉄エンジニアリング(株) 

東亜建設工業(株) 

三菱重工橋梁エンジニアリング(株) 

 1/5
1/5
1/5
1/5
1/5

H22.3.26 2009-047244 

11 可動式防波堤及び可動式防波堤の
作動方法 

港湾空港技術研究所 

(株)大林組 

新日鉄エンジニアリング(株) 

東亜建設工業(株) 

三菱重工橋梁エンジニアリング(株) 

 1/5
1/5
1/5
1/5
1/5

H22.3.24 2009-078958 
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５．平成２２年度の特許出願一覧 

番号 発明の名称 出願人（持分） 出願日 出願番号 

1 液状化対策構造 

港湾空港技術研究所 
清水建設(株) 
五洋建設(株) 
(株)竹中土木 
亜建設工業(株) 
東洋建設(株) 
(株)不動テトラ 

16％
14％
14％
14％
14％
14％
14％

H22.7.14 2010-160138 

2 港口遮断構造 

港湾空港技術研究所        

(株)大林組            

新日鉄エンジニアリング(株) 

東亜建設工業(株) 

三菱重工橋梁エンジニアリン(株) 

 1/5
1/5
1/5
1/5
1/5

H22.10.29 2010-244203 

3 
コンクリート舗装版裏込めグラウ

ト材 

港湾空港技術研究所 

(株)ピーエス三菱 

三菱マテリアル(株) 

34％
33％
33％

H22.12.14 2010-277821 

4 
水平締固め工法および地盤改良構

造 

港湾空港技術研究所 

三信建設工業(株) 

みらい建設工業(株) 

(株)東興ジオテック 

復建調査設計(株) 

善功企（九州大学） 

4/24
6/24
3/24
3/24
4/24
4/24

H23.1.21 2011-010738 

5 地盤改良工法および地盤改良構造 

港湾空港技術研究所 

三信建設工業(株) 

みらい建設工業(株) 

(株)東興ジオテック 

復建調査設計(株) 

善功企（九州大学） 

4/24
6/24
3/24
3/24
4/24
4/24

H23.1.21 2011-010796 

6 クレーン 港湾空港技術研究所 

三井造船(株) 

 1/2
1/2 H23.1.24 2011-011767 

7 
超音波を用いた波浪計測方法およ

び波浪計測システム 

港湾空港技術研究所 

東京大学地震研究所 

高知工業高等専門学校 

日立造船(株) 

 1/5
1/5
1/5
2/5

H23.3.2 2011-044567 
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論文賞等の受賞実績 

【平成 18年度】 
 氏 名 所 属 表 彰 名 表彰機関名 日 付 備 考 

1 
岩波 光保 
 
横田 弘 

地盤・構造部 
主任研究官 
研究主監 

土木学会 
吉田賞（論文部門）

(社)土木学会 H18.5.26

PVA短繊維で補強したRCはり
のせん断耐力評価に関する実

験的研究 
（土木学会論文集 

No.774/V-65, 2004.11） 

2 加藤 絵万 LCM研究センター 
特任研究官 

日本コンクリート

工学協会賞（論文

賞） 

(社)日本コン
クリート工

学協会 
H18.5.19

Development of Simulation 
Model of Chloride Ion 
Transportation in Cracked 
Concrete 
Journal of Advanced Concrete 
Technology Vol. 3, No. 1, 
pp.85-94, February 2005 

3 桑江 朝比呂 
海洋・水工部  
沿岸環境領域 
特任研究官 

土木学会 
論文賞奨励賞 (社)土木学会 H18.5.26

造成された干潟生態系の発達

過程と自律安定性 
(土木学会論文集 
No.790/VII-35，pp.25-34，
2005.5) 

4 岩波 光保 地盤・構造部 
主任研究官 年次論文奨励賞 

(社)日本コン
クリート工

学協会 
H18.7.13

ひび割れを含むコンクリート

中の塩分移動に関する実験的

検討  

5 高橋 良輔 材料研究室 
研究官 

コンクリート工学

講演会年次論文奨

励賞 

(社)日本コン
クリート工

学協会 
H18.7.13

曲げ強度 5N/mm2 クラスの鉄
鋼スラグ水和固化体の力学特

性 

6 平林 丈嗣 制御技術研究室 
研究官 

International 
Symposium on 
Automation and 
Robotics in 
Construction 
2006 
BEST PAPER 
AWARD 

Internation
al 
Association 
for 
Automation 
and 
Robotics in 
Constructio
n 

H18.10.4

Experiment on Teleoperation 
of Underwater Backhoe with 
Haptic Information 
ISARC 2006 Proceedings, 
pp.36-41,2006.10 

7 
渡部 要一 
 
下迫 健一郎 

地盤・構造部土質 
研究室長 

海洋・水工部耐波 
研究室長 

海岸工学論文賞 
(社)土木学会
海岸工学委

員会 
H18.11.17

大規模水理模型実験結果に基

づく防波堤マウンドの期待変

形量の計算法と適用例 

 
 
【平成 19年度】 

 氏 名 所 属 表 彰 名 表彰機関名 日 付 備 考 

1 
渡部 要一 
 
下迫 健一郎 

地盤・構造部 
土質研究室長 
海洋・水工部 
耐波研究室長 

日本港湾協会論文

賞 
(社)日本港湾
協会 H19.5.29 防波堤マウンドの期待変形量

に関する研究 

2 (独)港湾空港技術研究所 日本港湾協会技術

賞 
(社)日本港湾
協会 H19.5.29

長期現地暴露試験による鋼管

杭の防食手法・維持管理手法の

確立 
鋼管杭協会、(財)沿岸技術研究
センターとの合同グループ 
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 氏 名 所 属 表 彰 名 表彰機関名 日 付 備 考 

3 岩波 光保 
横田 弘 

地盤・構造部 
主任研究官 

LCM研究センター
長 

Holcim Award 

32nd 
Conference 
on Our 
World in 
Concrete 
and 
Structures 

H19.8.29

Structural performance of RC 
members connected by 
replaceable joint for 
superstructure of open-type 
piers 

4 加藤 絵万 LCM研究センター 
  主任研究官 

USMCA2007若手
優秀講演賞 

ICUS 、

BUET H19.12.10  

5 辰巳 大介 海洋・水工部 
研究官 

第 29 回地震工学
研究発表論文賞 

(社)土木学会
地震工学委

員会 
H20.2.12

スマトラ島北西海岸における

2004年インド洋津波の痕跡高
分布 
藤間（防衛大学校）ほか１３名

との共同受賞 
 
 
【平成 20年度】 

 氏 名 所 属 表 彰 名  表彰機関名 日 付 備 考 

1 栗山 善昭 
海洋・水工部 
沿岸土砂管理研究

チームリーダー 

日本港湾協会論文

賞 
(社)日本港湾
協会 H20.5.29

大規模潜堤周辺の地形変形特

性の解明 
山口（元港空研）ほか 5名と共
同受賞 

2 中村 由行 
海洋・水工部 
沿岸環境研究領域

長 

日本港湾協会技術

賞 
(社)日本港湾
協会 H20.5.29

生態系手法を取り入れた三河

港港湾計画の決定 
青木（豊橋技術科学大学）ほか

6名と共同受賞 

3 栗山 善昭 海洋・水工部 
漂砂研究室長 

土木学会国際活動

奨励賞 (社)土木学会 H20.5.30  

4 柳嶋 慎一 海洋・水工部 
主任研究官 土木学会論文賞 (社)土木学会 H20.5.30

透水層埋設による海浜の安定

化 

加藤・長谷川（エコー）・岩佐

（日鐵住金建材）との共同受賞

5 中村 由行 海洋・水工部 
沿岸環境領域長 土木学会論文賞 (社)土木学会 H20.5.30

港湾域における有機スズ化合

物の存在特性と水中回帰に関

する現地調査 
山崎（東洋建設、元研究所依頼

研修生）・益永（横浜国立大学）

との共同受賞 

6 中村 由行 海洋・水工部 
沿岸環境領域長 土木学会環境賞 (社)土木学会 H20.5.30

生 態 系 手 法 (Ecological 
Approach)を取り入れた港湾計
画の決定 
古川（国交省国土技術政策総合

研究所）・愛知県ほかとの共同

受賞 

7 (独)港湾空港技術研究所 土木学会環境賞 (社)土木学会 H20.5.30

小型の環境整備船に搭載可能

な新たな油回収システムの開

発 
国交省近畿地方整備局、(社)日
本作業船協会との合同グルー

プ 



188 
 

 
 氏 名 所 属 表 彰 名  表彰機関名 日 付 備 考 

8 (独)港湾空港技術研究所 土木学会技術賞 (社)土木学会 H20.5.30

海岸景観及び海域環境に配慮

した「安心と憩いを提供する」

護岸整備～横須賀港馬堀海岸

高潮対策事業～ 
国交省関東地方整備局京浜港

湾事務所、同横浜港湾空港技術

調査事務所との合同グループ 

9 川端 雄一郎 地盤・構造部 
研究官(H20.4.1~) 土木学会吉田賞 (社)土木学会 H20.5.30

岩石学的分析に基づいた安山

岩の ASR 反応性評価および膨
張挙動解析 
山田（太平洋セメント）、松下

（九州大）との共同受賞 

10野口 仁志 施工・制御技術部 
新技術研究官 

第 10 回国土技術
開発賞 

(財)国土技術
研究センタ

ー/(財)沿岸
技術研究セ

ンター 

H20.７.23 網チェーン式回収装置 

11河合 弘泰 
海洋・水工部 
海象情報研究チ

ームリーダー 

土木学会地球環境

講演論文賞 

(社)土木学会
地球環境委

員会 
H20.8.31

確率台風モデルを用いた西日

本の内湾の海上風速と高潮偏

差の試算 
橋本（九州大学）、松浦（日本

気象協会）との共同受賞 
 

12内藤 了二 
海洋・水工部 
沿岸環境研究チ

ーム 研究官 
博士研究奨励賞 日本水環境

学会 H20.9.17 名古屋港の港湾堆積物に含ま
れる PAH類の環境動態 

13平林 丈嗣 
施工・制御技術部 
 情報化技術研究

チーム研究官 

日本バーチャルリ

アリティ学会論文

賞 

日本バーチ

ャルリアリ

ティ学会 
H20.9.25

触像を用いた水中バックホウ

遠隔操作インターフェースの

開発 

14横田 弘 LCM研究センター 
センター長 

3rd ACF Best 
Presentation 
Award 

Asian 
Concrete 
Federation 

H20.11.12

Chloride ingress in cracked 
concrete with water repellent 
treatment 
 

15
内藤 了二 
 
中村 由行 

海洋・水工部 
沿岸環境研究チ

ーム 研究官 
沿岸環境研究領

域長 

土木学会環境工学

研究フォーラム論

文賞 

(社)土木学会
環境工学委

員会 
H20.11.28

港湾の底泥中化学物質濃度と

底生生物叢の関係 
浦瀬（東京工業大学）との共同

受賞 

16
富田 孝史 
 
本多 和彦 

津波防災研究セン

ター 
上席研究官 
研究官 

水路技術奨励賞 日本水路協

会 H21.3.18
津波被害予測とそのわかりや

すい表示のための数値シミュ

レーションシステムの開発 

17平林 丈嗣 
施工・制御技術部 
 情報化技術研究

チーム研究官 
筑波大学学長表彰 筑波大学 H21.3.25  
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【平成 21年度】 
 氏 名 所 属 表 彰 名 表彰機関名 日 付 備 考 

1 
高橋 英紀 
北詰 昌樹 
市川 栄德 

地盤・構造部 
 主任研究官 
研究主監 
前研究員 

日本港湾協会論文

賞 
(社)日本港湾
協会 H21.5.19 静的締固め砂杭工法の破壊挙

動の研究 

2 

高橋 重雄 
永井 紀彦 
平石 哲也 
下迫 健一郎 

研究主監 
理事 
海洋・水工部長 
海洋・水工部 前耐
波研究チームリー

ダー 

日本港湾協会技術

賞 
(社)日本港湾
協会 H21.5.19

「うねり性波浪」（寄り回り波）

の研究 
富山湾における「うねり性波

浪」対策検討技術委員会＜河合

（富山商船高専）、細山田（長

岡技術科学大学）＞、富山県、

北陸地方整備局、伏木富山港湾

事務所、新潟港湾空港技術調査

事務所と共同受賞 

3 田中 敏成 
施工・制御技術部 
 情報化技術研究

チーム研究官 

日本設計工学会

The Most 
Interesting 
Reading 賞 

(社)日本設計
工学会 H21.5.23

防水モジュール構造を採用し

た汀線測量ロボットの設計事

例 

4 菊池 喜昭 地盤・構造部 
地盤研究領域長 

地盤工学会地盤環

境賞 
(社)地盤工学
会 H21.5.28

古タイヤゴムチップを固化処

理土に混合した新しい環境負

荷低減型・変形追随性地盤材料

の開発 
安原（茨城大学）ほか 9名との
共同受賞 

5 川端 雄一郎 
地盤・構造部 
構造・材料研究

チーム研究官 

土木学会論文奨励

賞 (社)土木学会 H21.5.29
岩石学的分析に基づいた安山

岩のASR反応性評価および膨
張挙動解析 

6 菅野 高弘 
地盤・構造部 
地震防災研究領

域長 

土木学会技術開発

賞 (社)土木学会 H21.5.29

多様な構造形式に対応した「沿

岸構造物のチャート式耐震診

断システム」の開発 
平澤（国土交通省）ほか 3名と
共同受賞 

7 菊池 喜昭 地盤・構造部 
地盤研究領域長 

土木学会国際活動

奨励賞 (社)土木学会 H21.5.29  

8 田中 政典 地盤・構造部 
主任研究官 

土木学会技術功労

賞 (社)土木学会 H21.5.29  

9 
平山 克也 
 
平石 哲也 

海洋・水工部 
波浪研究チームリ

ーダー 
海洋・水工部長 

第 11 回国土技術
開発賞 

(財)国土技術
研究センタ

ー/(財)沿岸
技術研究セ

ンター 

H21.6.26 沿岸域における高精度波浪変
形計算モデル”NOWT-PARI” 

10 永井 紀彦 理事 海洋調査技術学会

功労賞 
海洋調査技

術学会 H21.11.10  

11 
吉江 宗生 
 
藤田 勇 

施工・制御技術部 
計測・制御研究

チームリーダー 
油濁対策研究チ

ームリーダー 

AMEC2008 Best 
Paper 
Awards 

Advanced 
Maritime 
Engineering 
Conference

H21.12.9

Study on Control System of 
Spilled Oil Tracking 
Autonomous Buoy System 
千賀（大阪大学）らと共同受賞
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 氏 名 所 属 表 彰 名  表彰機関名 日 付 備 考 

12 
内藤 了二 
 
中村 由行 

海洋・水工部 
 沿岸環境研究チ

ーム研究官 
研究主監 
 

Best Poster 
Presentation 

Association 
for 
Environmen
t Health 
and 
Sciences 
Foundation

H22.3.17

Environmental Fate of 
Polycyclic Aromatic 
Hydrocarbons in Sediments of 
Nagoya Port 

13 松本さゆり 
施工・制御技術部 
計測・制御研究

チーム研究官 

第 4 回内藤泰春記
念賞 

(財)内藤泰春
科学技術振

興財団 
H22.3.23 超音波式四次元水中カメラの

開発 

   *現 アジア・太平洋沿岸防災研究センター 

 
 
【平成 22年度】 

 氏 名 所 属 表 彰 名  表彰機関名 日 付 備 考 

1 桑江 朝比呂 
海洋・水工部 
 沿岸環境研究チ

ームリーダー 

文部科学大臣表彰

若手科学者賞 文部科学省 H22.4.13 干潟生態系の構造・機能とその
保全の研究 

2 高橋 重雄 研究主監 土木学会研究業績

賞 (社)土木学会 H22.5.28 沿岸防災施設への性能設計の
適用 

3 富田 孝史 津波防災研究セン

ター*上席研究官 
土木学会国際活動

奨励賞 (社)土木学会 H22.5.28  

4 「TSUNAMI」 
(英語・インドネシア語版) 

土木学会出版文化

賞 (社)土木学会 H22.5.28

研究所の以下の 5名の研究者が
共著で参画。※五十音順 
有川 津波防災研究センター*
主任研究官 
高橋 研究主監 
富田 津波防災研究センター*
上席研究官 
平石 海洋・水工部長 
米山 海洋・水工部上席研究官

5 川端 雄一郎 
地盤・構造部 
構造研究チー 

ム研究官 

土木学会吉田研究

奨励賞 (社)土木学会 H22.5.28

材料劣化に伴うコンクリート

の変状過程解明への光学的全

視野計測の展開 
合田（九州工業大学）と共同受

賞 

6 

岩波 光保 
 
加藤 絵万 
横田 弘 

地盤・構造部 
 構造研究チーム

リーダー 
 主任研究官 
前研究主監 

日本港湾協会論文

賞 
(社)日本港湾
協会 H22.5.25 桟橋のライフサイクルマネジ

メントシステムの構築 

7 松林 卓 地盤・構造部 
 前依頼研修生 

日本ｺﾝｸﾘｰﾄ工学協

会奨励賞 

公益社団法

人日本コン

クリート工

学協会 

H22.5.25
繰返し衝撃荷重を受ける鉄筋

コンクリート部材の耐衝撃性

能評価に関する研究 

8 審良 善和 地盤・構造部 
 研究官 

日本ｺﾝｸﾘｰﾄ工学協

会奨励賞 

公益社団法

人日本コン

クリート工

学協会 

H22.5.25
コンクリートの塩化物イオン

の浸透予測の高精度化に関す

る研究 
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 氏 名 所 属 表 彰 名  表彰機関名 日 付 備 考 

9 

白石 哲也 
 
松本さゆり 
吉住 夏輝 
片倉 景義 

施工・制御技術部 
 部長 
研究官 
特別研究員 
客員研究官 

海洋音響学会業績

賞 

特定非営利

活動法人海

洋音響学会 
H22.5.27 四次元広角映像及び測量用ソ

ーナーシステムの開発 

10 
白石 哲也 
 
吉住 夏輝 

施工・制御技術部 

部長 
 
 特別研究員 

第 12 回国土技術

開発賞 優秀賞 

(財)国土技術

研究センタ

ー 
(財)沿岸技術

研究センタ

ー 

H22.7.7 非接触肉厚測定装置 

11 平林 丈嗣 施工・制御技術部 
研究官 

日本ﾊﾞｰﾁｬﾙﾘｱﾘﾃｨ

学会論文賞 

日本バーチ

ャルリアリ

ティ学会 
H22.9.16

水中工事の無人化を目的とし

た水中建設機械遠隔操作イン

ターフェースに関する研究 

12 高橋 重雄 研究主監 TECHNO-OCEA
N AWARD 

ﾃｸﾉｵｰｼｬﾝ・ﾈｯ

ﾄﾜｰｸ H22.10.15  

13 平林 丈嗣 施工・制御技術部 
 研究官 

国土交通省国土技

術研究会 
ポスターセッショ

ン部門優秀賞 

国土交通省 H22.10.29

網チェーン式回収装置の開発

～消波ブロック撤去工事及び

海底落下物回収作業への活用

～ 

14 永井 紀彦 研究主監 韓国海洋研究院感

謝牌 
韓国海洋研

究院 H22.10.29  

15 川端雄一郎 地盤・構造部 
 研究官 

土木学会全国大会

第 65 回年次学術

講演会  優秀講演

者賞 

公益社団法

人土木学会 H22.11.10
暗視野下におけるコンクリー

トのひび割れ検出への応力発

光センサの適用 

16 審良 善和 地盤・構造部 
 研究官 

土木学会全国大会

第 65 回年次学術

講演会  優秀講演

者賞 

公益社団法

人土木学会 H22.11.10
干満帯に10年間暴露されたRC
供試体の鉄筋腐食とその腐食

診断結果との関係 

17 水谷 崇亮 
地盤・構造部 
 基礎工研究チー

ムリーダー 

土木学会全国大会

第 65 回年次学術

講演会  優秀講演

者賞 

公益社団法

人土木学会 H22.11.10 改良済粗粒材の内部構造と力

学特性に関する基礎的実験 

18 平井 壮 地盤・構造部 
 研究員 

第 7 回地盤工学会

関東支部発表会

優秀発表者賞 

公益社団法

人地盤工学

会 
H22.11.16 製鋼スラグ混合土の混合条件

が一軸圧縮強さに及ぼす影響 

19 

岩波 光保 
 
 
加藤 絵万 
川端 雄一郎 

地盤・構造部 
 構造研究チーム

リーダー 
 主任研究官 
 研究官 

BEST PAPER 
AWARD 

2nd 
Internation
al 
Conference 
on 
Durability 
of Concrete 
Structures 

H22.11.26

STRUCTURAL 
PERFORMACE OF HEAVY 
DETERIORATED RC 
MEMBERS SERVICED IN 
MARINE ENVIROMENT 
FOR 44 YEARS 

20 
松本さゆり 
 
吉住 夏輝 

施工・制御技術部 
 研究官 
 特別研究員 

水路技術奨励賞 日本水路協

会 H23.2.25

広視野な三次元空間の水中映

像をリアルタイムで取得し、同

時に測量を可能とするシステ

ムの開発 
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１．平成１８年度港湾空港技術講演会プログラム 

 
開催日時：平成１８年１０月１３日（金） １０：００～１６：２０ 
開催場所：発明会館ホール（東京都港区虎ノ門） 
講演題目：「国際海上コンテナ輸送におけるボトルネックに関する分析」 

国土交通省国土技術政策総合研究所 港湾研究部 港湾システム研究室長 渡部 富博 
 「波浪推算とその活用について」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 海洋・水工部 主任研究官 川口 浩二 
 「現地調査および長期暴露試験結果に基づいた 

港湾コンクリート構造物の耐久性能評価手法」 
独立行政法人 港湾空港技術研究所 地盤・構造部 特任研究官 山路 徹 

 「省力化・効率化を図る施工法の開発」 
～「自沈有孔管による土砂集積輸送工法」及び「網チェーン式ブロック撤去装置」～ 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 施工・制御技術部 流体技術室長 野口 仁志 
 「東アジアの航空ネットワークの将来展開に対応した我が国の空港のあり方」 

国土交通省国土技術政策総合研究所 空港研究部 空港新技術研究官 西本 光宏 
 
 
 
 
 

２．平成１９年度 港湾空港技術講演会 プログラム 

 
開催日時：平成１９年１０月１０日（水） １０：００～１６：２０ 
開催場所：発明会館ホール（東京都港区虎ノ門） 
講演題目：「技術基準の改正による維持管理計画書の作成について」 

国土交通省国土技術政策総合研究所 港湾研究部 部長 高橋 宏直 
「津波力に関する研究」 
独立行政法人 港湾空港技術研究所 津波防災研究センター 主任研究官 有川 太郎 

 特別講演 「非線形科学の発展」 
       東京理科大学 理学部 教授   和達 三樹 
 「生態地盤学の創成と土砂性能照査型干潟再生指針の開発」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 地盤・構造部      主任研究官 佐々 真志 
 「港湾における大規模津波への対応」 
 国土交通省国土技術政策総合研究所 沿岸海洋研究部   主任研究官 岡本 修 
 「水中音響レンズを用いた映像取得装置の開発」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 施工・制御技術部 情報化技術研究室 
  研究官 松本 さゆり 
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３．平成２０年度 港湾空港技術講演会 プログラム 

 
開催日時：平成２０年４月１０日（木） １３：００～１７：２５ 
開催場所：神戸国際会議場会議室（兵庫県神戸市） 
講演題目：「地球温暖化による沿岸浸水リスクの見積もりに向けて」 
  国土交通省国土技術政策総合研究所 港湾計画研究室長   鈴木 武 
 「国際空港の機能低下が及ぼす旅客・貨物流動へのインパクト」 
  国土交通省国土技術政策総合研究所 空港新技術研究官   池田 秀文 
 「チャート式耐震診断システムの活用について」 
  国土交通省近畿地方整備局神戸港湾空港技術調査事務所 調査課長  石川 健二 
 「津波の被害予測に関する研究について」 
  独立行政法人 港湾空港技術研究所 津波防災研究センター上席研究官 富田 孝史 
 「ナウファス（全国港湾海洋波浪情報網）に関する最近のトピックス」 
  独立行政法人 港湾空港技術研究所 統括研究官    永井 紀彦 
 「サクション基礎構造物について」 
  独立行政法人 港湾空港技術研究所 動土質研究チームリーダー  山崎 浩之 
 「サンドコンパクションパイル改良地盤の変形挙動について」 
  独立行政法人 港湾空港技術研究所 地盤改良研究チーム 研究官  高橋 秀紀 
 「大規模油流出事故に備えた油回収支援技術」 
  独立行政法人 港湾空港技術研究所 情報化技術研究チームリーダー  吉江 宗生 
 
 
開催日時：平成２０年１０月 8日（水）１０：００～１６：２０ 
開催場所：発明会館ホール（東京都港区虎ノ門） 
講演題目：「有明海の環境問題に対する人々の意識構造の分析」 

国土交通省国土技術政策総合研究所 沿岸海洋研究部 沿岸防災研究室長  鈴木 武 
「控え工増設による既存矢板壁の補強工法について」 
独立行政法人 港湾空港技術研究所 地盤・構造部 地盤改良研究チームリーダー 
  森川 嘉之 

 特別講演 「海洋生態系を理解するための海洋科学」 
       琉球大学監事 東京大学名誉教授                    小池 勲夫 
 「鳥の集まる豊かな干潟の再生」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 海洋・水工部 主任研究官  桑江朝比呂 
 「性能規定型の新しい空港舗装設計法について」 
 国土交通省国土技術政策総合研究所 空港研究部 空港施設研究室長  水上 純一 
 「油回収技術に関する研究」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 施工・制御技術部 油濁対策研究チームリーダー 
                                   藤田 勇 
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４．平成２１年度 港湾空港技術講演会 プログラム 

 
開催日時：平成２１年１０月２２日（木）１０：００～１６：２０ 
開催場所：発明会館ホール（東京都港区虎ノ門） 
講演題目：「東シナ海における漂着ゴミ予報実験」 

国土交通省国土技術政策総合研究所 沿岸海洋研究部 沿岸域システム研究室長 
 日向 博文 

「締固め砂杭改良地盤の変形メカニズムの再検討」 
独立行政法人 港湾空港技術研究所 地盤・構造部 地盤改良研究チーム 主任研究官 
  高橋 英紀 

 特別講演 「公的研究機関と企業研究所のそれぞれの役割と期待」 
       株式会社 神戸製鋼所 顧問                      宮崎 純 
 「砂浜海岸における地形変化」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 海洋・水工部 沿岸土砂管理研究チームリーダー 

 栗山 善昭 
 「港湾構造物の信頼性設計法に関する研究動向について」 
 国土交通省国土技術政策総合研究所 港湾研究部 港湾施設研究室長  長尾 毅 
 「海洋メカトロニクスと水中音響技術の維持管理事業への適用」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 施工・制御技術部 計測・制御研究チームリーダー 
                                   吉江 宗生 

  
 

３．平成２２年度 港湾空港技術講演会 プログラム 

 
開催日時：平成２２年１０月８日（金）１３：００～１７：４０ 
開催場所：発明会館ホール（東京都港区虎ノ門） 
講演題目：「ＮＯＷＰＨＡＳの波浪・潮位観測の現状と課題」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 海洋・水工部 海象情報研究チームリーダー 
 河合 弘泰 

「アジアと世界のマルチモード国際物流シミュレーション」 
国土交通省国土技術政策総合研究所 港湾研究部 主任研究官       柴崎 隆一 
   

 特別講演 「海洋政策の現状と課題」 
       内閣官房 総合海洋政策本部 事務局長                 小野 芳清 
 
 「超音波による港湾鋼構造物の非接触肉厚測定」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 施工・制御技術部  
計測・制御研究チーム 特別研究員                   吉住 夏輝 
 

 「光ファイバを用いた空港アスファルト舗装のひずみ計測手法の検討」 
 国土交通省国土技術政策総合研究所 空港研究部 主任研究官       坪川 将丈 
 
 「空港アスファルト舗装における層間剥離現象の探査手法」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 空港研究センター 主任研究官 
                                   前川 亮太 
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１．平成１８年度新春講演会プログラム 

 
開催日時：平成１９年１月１２日（金） １５：００～１７：００ 
開催場所：国土技術政策総合研究所研修センター（神奈川県横須賀市神明町） 
講演題目：「最近の私の研究 

―消波材内蔵型ケーソンの越波特性と海岸林の津波減衰効果―」 
埼玉大学大学院 理工学研究所 教授 谷本 勝利 

 「大学での研究を振り返って」 
京都大学防災研究所 教授 高山 知司 

 「人工地盤材料の工学的性質に関する研究へのＸ線ＣＴスキャナの利用」 
独立行政法人 港湾空港技術研究所 地盤・構造部基礎工研究室 室長 菊池 喜昭 

 
 
 

２．平成１９年度 港湾空港研究シンポジウム プログラム 

 
開催日時：平成２０年１月１１日（金） １５：００～１７：１５ 
開催場所：国土技術政策総合研究所研修センター（神奈川県横須賀市神明町） 
講演題目：「変形を考慮した防波堤の耐波設計法」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 海洋・水工部耐波研究室 室長 下迫 健一郎 
 「渋滞のサイエンス」 

東京大学大学院 工学系研究科航空宇宙工学専攻 准教授  西成 活裕 
 
 
 

３．平成２０年度 港湾空港研究シンポジウム プログラム 

 
開催日時：平成２１年１月２３日（金） １４：００～１７：０５ 
開催場所：国土技術政策総合研究所研修センター（神奈川県横須賀市神明町） 
講演題目：「鳥類における新たな餌の発見と今後の干潟再生」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 海洋・水工部 主任研究官     桑江 朝比呂 
 「綱チェーン式回収装置」及び「自沈有孔管を用いた簡易な浚渫装置」 
 独立行政法人 港湾空港技術研究所 施工・制御技術部 新技術研究官  野口 仁志 
 「研究は何故失敗するのか」 
       東北大学大学院 情報科学研究科 人間社会情報科学専攻 教授      稲村 肇 
     「北東アジア多国間地域開発の一事例 －日本海横断フェリー航路開設に向けて－」 
    （財）環日本海経済研究所 特任研究員     三橋 郁雄 
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４．平成２１年度 港湾空港研究シンポジウム プログラム 

 
開催日時：平成２２年１月１５日（金） １５：００～１７：１５ 
開催場所：国土技術政策総合研究所研修センター（神奈川県横須賀市神明町） 
講演題目：「因幡のかいどう」 
 鳥取大学 工学研究科 社会基盤工学専攻 教授   上田 茂 
 「数値波動水槽を用いた耐波設計」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 海洋・水工部 耐波研究チーム 主任研究官 
                                         有川 太郎 
 「濁りで視界が妨げられる水中をリアルタイムで視認する」 
 独立行政法人 港湾空港技術研究所 施工・制御技術部 計測・制御研究チーム研究官 

 松本さゆり 
 
 
 

５．平成２２年度 港湾空港研究シンポジウム プログラム 

 
開催日時：平成２３年１月１４日（金） １５：００～１７：１５ 
開催場所：国土技術政策総合研究所研修センター（神奈川県横須賀市神明町） 
講演題目：特別講演 「研究者としての心構え －５０年足らずを振返って－」 
 いであ株式会社 国土環境研究所 技術顧問               入江 功 
 
 研究報告 「ブシネスクモデルの高度化と波浪研究・実務への活用」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 海洋・水工部 波浪研究チームリーダー 
                                         平山 克也 

 研究報告 「港湾構造物の維持管理と点検診断技術の高度化」 
 独立行政法人 港湾空港技術研究所 地盤・構造部 構造研究チーム研究官 

川端 雄一郎 
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１．平成１８年度 港湾空港技術地域特別講演会プログラム 

 
  講演題目

地方整
備局 

研究所の概要説明 港湾空港技術研究所 国土技術政策 
総合研究所 海洋･水工部 地盤･構造部 施工・制御技術部 

 
北 
海 
道 
9/6 

*特別研究官 
**港湾システム研究室
長 

（特別講演） 
北海道工大 
白石教授 
「係留システムによる

係留船舶の動揺抑制へ

の取組み」 

野津主任研究官 
「経験的サイト増幅・

位相特性を考慮した強

震動評価手法－2003
年十勝沖地震等への適

用－」 

 港湾システム研究室 
渡部室長 
「港湾物流に関する最

近の研究動向につい

て」 

 
東 
北 

9/14 
-15 

*海洋・水工部長 
**空港研究部長 

海象情報研究室 
清水室長 
「ＧＰＳ波浪計による

観測データ処理システ

ムの開発研究」 
 
招待講演 
海上ＤＧＰＳ利用推進

機構：秋園技術部長 
「ＧＰＳ高精度測位シ

ステムの津波観測への

応用」 

構造振動研究室 
菅野室長 
「逼迫する宮城県沖地

震への備えと地震後対

応について」 

 空港施設研究室 
水上室長 
「空港エプロン付着オ

ーバーレイ工法等につ

いて」 

 
関 
東 

9/27 

*特別研究官 
**港湾研究部長 

沿岸環境領域 
中村領域長 
「浚渫窪地の埋め戻し

による環境修復技術に

関する研究」 
 
同 
鈴木高二朗主席研究官

「東京湾口海洋環境の

常時連続観測」 

基礎工研究室 
菊池室長 
「杭の支持力推定手法

の標準化に関する研

究」地盤改良 
 
早野主任研究官 
「東京国際空港基本施

設の予防保全技術に関

する研究」 

制御技術研究室 
松本研究官 
「港湾における音響レ

ンズ技術の研究とその

応用」 

港湾計画研究室 
高橋室長 
「ＡＩＳ情報の解析に

ついて」 

 
北 
陸 

9/7-8 

*特別研究官 
**沿岸海洋研究部長 

波浪研究室 
平石室長 
「港湾の環境維持にお

ける波浪の役割」 

基礎工研究室 
菊池室長 
「杭の支持力に関する

新しい考え方」 
 
LCM研究センター 
岩波特任研究官 
「海洋環境下における

計量コンクリートの長

期耐久性検討調査」 
 
動土質研究室 
山崎室長 
「サクション基礎の設

計法の高度化に関する

研究」 

流体技術研究室 
野口室長 
「消波ブロック移設技

術の開発」 

海洋環境研究室 
古川室長 
「沿岸域の環境再生，

その計画と実施，そし

てモニタリング」 

 
中 
部 

8/29 
-30 

*新技術研究官 
**管理調整部長 

沿岸環境領域 
鈴木主任研究官 
「伊勢湾口海洋環境の

モニタリング手法の開

発」 
 
同 
井上主席研究官「伊勢

湾・三河湾の貧酸素水

塊の動態解明及び修復

方法に関する研究」 
 
同 
内藤特任研究官「港湾

域の浚渫土砂管理に関

する研究」 

基礎工研究室 
菊池室長 
「高炉水砕スラグ硬化

促進の考え方」 

油濁対策研究室 
藤田主任研究官 
「新型吸引式油回収装

置の研究開発～実船配

備に向けて」 

国際業務研究室 
安部室長 
「企業ＳＣＭを支援す

る港湾機能のあり方に

ついて」 
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  講演題目

地方整
備局 

研究所の概要説明 港湾空港技術研究所 国土技術政策 
総合研究所 海洋･水工部 地盤･構造部 施工・制御技術部 

 
近 
畿 

10/11 
-12 

 
 
 

一般

公開 
 

*施工・制御技術部長 
**空港研究部長 

津波研究センター 
有川主任研究官 
「水理模型実験と数値

計算を組み合わせた津

波防災研究のトピック

ス」 
 
沿岸環境領域 
中村領域長 
「浚渫窪地の埋め戻し

による環境修復技術に

関する研究」 

基礎工研究室 
菊池室長 
「杭の支持力に関する

新しい考え方」 
 
土質研究室 
佐々研究官 
「干潟地盤環境の新た

な評価手法について」

油濁対策研究室 
吉江室長 
「浮流重油自動追跡ブ

イシステムの開発と展

望」 

沿岸防災研究室 
熊谷研究官 
「親水施設の付着生物

と利用者の滑りやすさ

の指標」 

 
中 
国 

9/13 
-14 

*地盤・構造部長 
**管理調整部長 

海洋水理・高潮研究室

河合室長 
「確立台風モデルの高

度化」 
 
沿岸環境領域 
中村領域長 
「浚渫窪地の埋め戻し

による環境修復技術に

関する研究」 

地盤改良研究室 
北詰室長 
「もたれ壁式護岸の被

災メカニズムに関する

研究」 

制御技術研究室 
白石室長 
「非接触型鋼構造物検

査装置の研究開発」 

港湾施設研究室 
長尾室長 
「新しい耐震設計法に

おける地震動のサイト

増幅特性」 

 
四 
国 

9/28 
-29 

 
 
 

一般

公開 
 

*海洋･水工部長 
**沿岸海洋研究部長 

津波研究センター 
冨田主席津波研究官 
「津波災害予測のため

の技術開発－動的ハザ

ードマップの開発－」

 
（特別講演） 
高知高専 
寺田教授 

「ＧＰＳ波浪・津波・

潮位計測システムの開

発」 

野津主任研究官 
「海溝型巨大地震によ

る揺れの予測－半経験

的な強震動評価手法の

適用事例－」 

制御技術研究室 
白石室長 
「港湾におけるＧＰＳ

技術の開発・応用研究

の実績と今後の展開計

画」 

沿岸防災研究室 
小田室長 
「津波から人々はいか

に避難するのか－動く

ハザードマップ（リス

クコミュニケーション

支援ツール）の開発－」

 
九 
州 

11/28 
-29 

*施工・制御技術部長 
**沿岸海洋研究部長 

沿岸環境領域 
中川主席研究官 
「浮泥の堆積と対策、

浚渫泥の有効利用につ

いて」 

基礎工研究室 
菊池室長 
「杭の支持力に関する

新しい考え方」 

制御技術研究室 
白井主任研究官 

沿岸域システム研究室

鈴木室長 
「住民意識からみた有

明海の環境問題」 

 
沖 
縄 

10/3 

*地盤・構造部長 
**空港研究部長 

沿岸環境領域 
内村研究官 
「中城湾港泡瀬地区に

生育する海藻藻類（ウ

ミヒルモ類及びイワズ

タ類）の分類及び生活

史の研究」 

岩波主任研究官 
「沖縄におけるアルカ

リ骨材反応研究の取り

まとめ」 
 
野津主任研究官 
「沖縄におけるレベル

２地震動の設定」 

 空港研究部 
小島主任研究官 
｢観光振興・ユニバーサ

ルデザインの観点から

みた空港ターミナルの

利活用・向上方策につ

いて」 

(*) 港湾空港技術研究所 
(**) 国土技術政策総合研究所 
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２．平成１９年度 港湾空港技術地域特別講演会プログラム 

 
  講演題目

地方整
備局 

研究所の概要説明 港湾空港技術研究所 国土技術政策 
総合研究所 海洋･水工部 地盤･構造部 施工・制御技術部 

 
北 
海 
道 
9/3 

 
 

一般

公開 
(140名) 

*特別研究官 
**空港施設研究室長 

漂砂研究室 
栗山室長 
「砂浜の砂はどこへ移

動するか？-沿岸漂砂

量と飛砂量の話-」 
 
津波防災研究センター

有川主任研究官 
「津波力」 

基礎工研究室 
菊池室長 
「高炉水砕スラグの硬

化特性 -液状化対策と
しての高炉水砕スラグ

の利用-」 
 
構造振動研究室 
菅野室長 
「耐震性能設計」 

情報化技術研究室 
松本研究官 
「鋼構造物の非接触型

板厚計測技術の開発及

び音響レンズを用いた

海中映像取得装置の開

発」 

 

 
東 
北 

10/2 
 
 
 
 

一般

公開 
(120名) 

*海洋・水工部長 
**空港ターミナル研究
室長 

永井海洋・水工部長 
「港空研および港空研

海洋・水工部の研究の

近況および東北地方沿

岸等で観測された最近

の津波や高波につい

て」 
 
海象情報研究室 
清水室長 
「GPS波浪計による沖
合海面変動の観測状

況」 

海洋構造研究室 
米山室長 
「船舶係留に関連した

長周期波対策につい

て」 

野口新技術研究官 
「風力エネルギーを利

用した有孔管方式によ

るサンドバイパスシス

テムの開発および網チ

ェーン式ブロック移設

装置による水深 180m
の水中翼の回収」 

空港ターミナル研究室

上島室長 
「空港を核とする旅客

の動向と空港の利用促

進について」 

 
関 
東 

8/30 

*特別研究官 
**空港研究部長 

波浪研究室 
平石室長 
「越波による被害と今

後の課題」 
 
漂砂研究室 
柳嶋主任研究官 
「荒天時の急激な砂浜

侵食の機構とその対

策」 

基礎工研究室 
菊池室長 
「高炉水砕スラグの硬

化特性」 
 
地盤改良研究室 
北詰特別研究官 
「地盤改良工法を用い

た港湾構造物の耐震強

化に関する動向」 
 
空港研究センター 
前川主任研究官 
「舗装層間剥離の新し

い探査技術の開発」 

情報化技術研究室 
松本研究官 
「音響レンズを用いた

海中映像取得装置の開

発」 

空港施設研究室 
坪川主任研究官 
「空港コンクリート舗

装の温度応力と疲労設

計について」 

 
北 
陸 
9/7 

*特別研究官 
**副所長 

 基礎工研究室 
森川主任研究官 
「二段タイロッド式矢

板岸壁の力学特性」 
 
構造振動研究室 
菅野室長 
「平成 19 年能登半島
地震・新潟県中越沖地

震にから学んだ「港湾

施設」あり方・今後の

備え」 

 沿岸防災研究室 
小田室長 
「津波・高潮漂流物挙

動予測と対策」 

資料－6.4 
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  講演題目

地方整
備局 

研究所の概要説明 港湾空港技術研究所 国土技術政策 
総合研究所 海洋･水工部 地盤･構造部 施工・制御技術部 

 
中 
部 

9/25 
 

*特別研究官 
**空港研究部長 

沿岸環境領域 
桑江主任研究官 
「先進事例は中部から

-自然再生における2つ

の新たな試みの提案-」

 
同 内藤研究官 
「底泥ダイオキシン類

の含有量から溶出量の

推定」 
 
海象調査研究室 
清水室長 
「ＧＰＳ波浪計につい

て」 
 
津波防災研究センター

富田上席研究官 
「津波の話題」 

構造強度研究室 
岩波主任研究官 
「港湾施設の維持管理

計画」 
 
海洋構造研究室 
米山室長 
「係留船舶の津波応答

特性」 

野口新技術研究官 
「有孔管を用いた土砂

除去・輸送工法」 

海洋環境研究室 
古川室長 
「海域環境の標準化に

ついて」 

 
近 
畿 

10/4 
 
 
 
 

*施工・制御技術部長 
**沿岸海洋研究部長 

有川主任研究官 
「津波力に関する最近

の研究」 
 
 
 
 

動土質研究室 
山崎室長 
「最近の液状化の研究

とその対策」 
 
山路主任研究官 
「港湾構造物のＬＣＭ

のための点検・調査技

術および変状進行予

測」 

流体技術研究室 
藤田室長 
「Ｄｒ海洋搭載器を初

めとした最近の海上流

出油回収技術の開発」 

港湾研究部 
高橋部長 
「ＡＩＳを活用した船

舶動静把握および物流

情報システム」 

 
中 
国 

9/10 
 
 
 
 

一般

公開 
(130名) 

*特別研究官 
**空港研究部長 

沿岸環境領域 
中村領域長 
「浚渫土砂を有効利用

した環境修復に関する

研究」 
 
海洋水理・高潮研究室

川口主任研究官 
「局地気象モデルを用

いた台風時の風場およ

び波浪の推算」 

地盤改良研究室 
北詰室長 
「浚渫土砂の有効利用

技術と港湾空港技術研

究所での研究」 

油濁対策研究室 
吉江室長 
「油回収技術の研究開

発のご紹介」 

港湾施設研究室 
宮田主任研究官 
「港湾の施設の技術上

の基準・同解説につい

て」 

 
四 
国 

10/18 
 
 
 
 

一般

公開 
(150名) 

*海洋･水工部長 
**空港研究部長 

永井海洋・水工部長 
「港湾空港技術研究所

の概要及び最近観測さ

れた津波や高潮につい

て」 
 
海洋水理・高潮研究室

河合室長 
「瀬戸内海の高潮推算

に関する最近の研究」

 
（特別講演） 
徳島大学大学院 
中野准教授 
「徳島県北部沿岸の高

潮特性-2004 年高潮災
害の検証-」 

材料研究室 
山路主任研究官 
「港湾構造物の材料に

関する最近の動向」 

流体技術研究室 
藤田室長 
「最近の海上流出油回

収技術の開発」 

沿岸域システム研究室

鈴木室長 
「地球温暖化による沿

岸域の高潮浸水流域の

変化（四国を例にし

て）」 
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  講演題目

地方整
備局 

研究所の概要説明 港湾空港技術研究所 国土技術政策 
総合研究所 海洋･水工部 地盤･構造部 施工・制御技術部 

 
九 
州 

10/9 
 
 
 

一般

公開 
(100名) 

*特別研究官 
**副所長 

沿岸環境領域 
桑江主任研究官 
「アサリやトリがいっ

ぱいの干潟再生をめざ

して」 
 
波浪研究室 
平石室長 
「最近のうねり・長周

期波による被害とその

対策」 

構造強度研究室 
岩波主任研究官 
「コンクリート構造物

の衝撃設計」 
 
空港研究センター 
前川主任研究官 
「舗装層間剥離の新し

い探査手法の確立」 

野口新技術研究官 
「有孔管を用いた土砂

除去・輸送工法」 
 
情報化技術研究室 
松本研究官 
「鋼構造物の非接触型

計測技術の開発」 

空港ターミナル研究室

上島室長 
「九州地方における空

港を核とする旅客の動

向と空港の利用促進に

ついて」 

 
沖 
縄 

9/27 
 

*地盤・構造部長 
**沿岸海洋研究部長 

耐波研究室 
下迫室長 
「変形を考慮した防波

堤の耐波設計法」 

土質研究室 
渡部室長 
「新港湾基準の地盤定

数設定法」 
 
 

 港湾研究部 
赤倉主任研究官 
｢国際海上コンテナ貨

物の輸送経路分析によ

る港湾統計データの考

察」 
(*) 港湾空港技術研究所 
(**) 国土技術政策総合研究所 
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３．平成２０年度 港湾空港技術地域特別講演会プログラム 

 
  講演題目

地方整
備局 

研究所の概要説明 港湾空港技術研究所 国土技術政策 
総合研究所 海洋･水工部 地盤･構造部 施工・制御技術部 

 
北 
海 
道 

9/18 
 
 

一般

公開 
(170名) 

*特別研究官 
**空港施設研究室長 

平石海洋・水工部長 
「なぜ周期の長い波が

注目されているのか」

 
海象情報研究チーム 
川口主任研究官 
「地球温暖化に伴って

海には影響が出ている

のか、出るのか？」 

笹島特別研究官 
「石狩湾新港における

実大空港施設の液状化

実験は成功したのか」

 
 

野口新技術研究官 
「いろんな形のものを

簡単に吊り上げられる

網チェーン装置の開発 

～消波ブロック、水深

180ｍに落下した船の
水中翼の回収に成功

～」 

空港施設研究室 
水上室長 
「空港施設の整備基準

はどう変わろうとして

いるか」 

 
東 
北 

10/2 
 
 
 
 

*地盤・構造部長 
**空港研究部長 

波浪研究チーム 
平山チームリーダー 
「新しい港内静穏度の

考え方」 
 
 

構造・材料研究チーム

岩波チームリーダー 
「港湾コンクリート構

造物の耐衝撃設計法の

提案」 

情報化技術研究チーム 
田中研究官 
「GPS 波浪計の係留装
置点検システムの開

発」 

海洋環境研究室 
古川室長 
「海域の健康診断と目

標設定」 

 
関 
東 

9/10 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般

公開 
(125名) 

*統括研究官 
 

永井統括研究官 
「港空研概要及びGPS
波浪計の開発と展開

～津波・高潮・高波防

災への貢献をめざして

～」 
 
中川主任研究官 
「多摩川河口沖におけ

る底泥の堆積と移動特

性について」 
 
柳嶋主任研究官 
「2006 年 10 月の低気
圧通過にともなう波崎

海岸の大規模な海岸侵

食」 

動土質研究チーム 
山崎チームリーダー 
「地震時の地盤挙動解

析および地震動継続時

間が液状化におよぼす

影響」 
 
 

情報化技術研究チーム 
松本研究官 
「水中音響レンズによ

る測量・映像取得シス

テム ～港湾工事現場

への展開～」 

港湾研究部 
高橋部長 
「NILIM-AIS で明ら
かになる東京湾の航

行・避泊の実態 ～浦

賀水道航路とジブラル

タル海峡 混んでいる

のはどちら？～」 

 
北 
陸 

10/6 

*海洋・水工部長 
**港湾施設研究室長 

平石海洋・水工部長 
「港空研の近況および

寄り回り波を中心とし

た高波被害とその対

策」 
 
海象情報研究チーム 
鈴木主任研究官 
「海岸構造物の洗掘と

対策」 

空港研究センター 
前川主任研究官 
「空港アスファルト舗

装の新しい層間剥離探

査技術の開発」 
 
 

油濁対策研究チーム 
藤田チームリーダー 
「最新の油回収技術」 

港湾施設研究室 
長尾室長 
「国総研の近況および

防波堤の滑動に関する

モンテカルロシミュレ

ーションについて」 

資料－6.4 
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  講演題目

地方整
備局 

研究所の概要説明 港湾空港技術研究所 国土技術政策 
総合研究所 海洋･水工部 地盤･構造部 施工・制御技術部 

 
中 
部 

10/15 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般

公開 
(147名) 

 沿岸土砂管理研究チー

ム 
栗山チームリーダー 
「日本沿岸での海岸侵

食の状況と遠州灘海岸

における海浜変形」 
 
津波防災研究センター

富田上席研究官 
「津波ハザードマップ

の作成と活用」 
 
（特別講演） 
堀川東京大学名誉教授

「伊勢湾台風による高

潮災害について ～

5313 台風と対比して
～」 

基礎工研究チーム 
菊池チームリーダー 
「杭の支持力の評価手

法の課題と対策」 
 
LCM研究センター 
横田研究主監 
「港湾施設の LCM」

 沿岸防災研究室 
熊谷主任研究官 
「漂流物挙動予測」 

 
近 
畿 

10/9 
 
 
 
 

*特別研究官 
**主任研究官 

永井統括研究官 
「GPS波浪計の開発と
展開 ～波浪・高潮・

高波防災への貢献を目

指して～」 
 
米山上席研究官 
「港湾内の係留船舶に

対する津波の危険性」

 
津波防災研究センター

辰巳研究官 
「GPS波浪計によるリ
アルタイム津波予測」

耐震構造研究チーム 
菅野チームリーダー 
「空港施設の液状化対

策に関する現地実験」

 
 

野口新技術研究官 
「網チェーン式回収装

置の開発 ～ブロック

撤去工事及び水深 180
ｍの水中翼回収への活

用～」 

空港研究部 
石倉主任研究官 
「複数空港の機能分担

に関する研究」 

 
中 
国 

9/24 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般

公開 
(120名) 

*特別研究官 
**管理調整部長 

海象情報研究チーム 
河合チームリーダー 
「気候変動に伴う瀬戸

内海の潮位特性の変

化」 
 
沿岸環境研究チーム 
桑江主任研究官 
「泥干潟を視野に入れ

た多様な生物生息場の

造成」 
 
（中国地方整備局） 
宇野港湾事務所 
「備讃瀬戸の環境修復

技術に関する研究」 

地盤改良研究チーム 
高橋研究官 
「サンドコンパクショ

ンパイル改良地盤の変

形挙動について」 

情報化技術研究チーム 
吉江チームリーダー 
「油回収技術の研究開

発のご紹介」 

沿岸防災研究室 
熊谷主任研究官 
「高潮による漂流物挙

動予測」 

 
四 
国 

10/21 
 
 
 

一般

公開 
(120名) 

*海洋･水工部長 
**沿岸海洋研究部長 

平石海洋・水工部長 
「港空研の近況および

最近の高波・高潮災害

について」 
 
耐波研究チーム 
有川主任研究官 
「津波力についての最

近の研究」 
 
 

耐震構造研究チーム 
野津主任研究官 
「海溝型巨大地震によ

る揺れの予測に関する

最近の研究」 

情報化技術研究チーム 
田中研究官 
「GPS 波浪計の点検装
置について」 

港湾施工システム課 
西森係長 
「港湾工事における入

札契約等実績の動向に

ついて」 
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  講演題目

地方整
備局 

研究所の概要説明 港湾空港技術研究所 国土技術政策 
総合研究所 海洋･水工部 地盤･構造部 施工・制御技術部 

 
九 
州 

9/30 
 
 

一般

公開 
(150名) 

*施工・制御技術部長 
**企画調整課長 

沿岸環境研究領域 
井上主任研究官 
「有明海などの内湾に

おいて底質が水質に及

ぼす影響」 
 
 

LCM研究センター 
加藤主任研究官 
「港湾施設の維持管理

計画」 

情報化技術研究チーム 
吉住特別研究員 
「非接触型鋼構造物点

検システムの開発」 

沿岸域システム研究室

日向室長 
「東シナ海における海

洋漂着ゴミ予報実験」

 
沖 
縄 

9/16 
 

*研究主監 
**管理調整部長 

沿岸環境研究領域 
中村領域長 
「沖縄における藻場の

分類と分布について」

 
沿岸環境研究領域 
中村上席研究官 
「リーフ海岸における

波と流れ」 

空港研究センター 
前川主任研究官 
「空港アスファルト舗

装の新しい層間剥離探

査技術の開発」 
 
 

 空港施工システム室 
波多野室長 
｢空港技術基準の改定

について」 

(*) 港湾空港技術研究所 
(**) 国土技術政策総合研究所 
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４．平成２１年度 港湾空港技術地域特別講演会プログラム 

 
  講演題目

地方整
備局 

研究所の概要説明 港湾空港技術研究所 その他 
（国土交通省等） 海洋･水工部 地盤･構造部 施工・制御技術部 

 
北 
海 
道 

9/29 
 
 
 
 
 

一般

公開 
(135名) 

古市特別研究官 
 

沿岸環境研究チーム 
桑江チームリーダー 
「鳥類の餌を考慮した

干潟の自然再生」 

構造研究チーム 
加藤主任研究官 
「港湾施設の維持管理

に関する取り組み」 
 
空港研究センター 
前川主任研究官 
「空港アスファルト舗

装の耐久性向上技術」

 
 

計測・制御研究チーム 
松本研究官 
「超音波式 3 次元・リ
アルタイム映像取得及

び測量装置の開発」 

（特別講演） 
北海道大学大学院 
横田教授 
「港湾施設の性能設計」 
 
（国土総合技術研究所） 
海洋環境研究室 古川室長 
「環境共生型護岸による海辺

の自然再生の可能性」 

 
東 
北 

11/12 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般

公開 
(90名) 

菊池地盤・構造部長 
 

海洋研究チーム 
清水上席研究官 
「フェリー航路におけ

るＧＰＳ波高計データ

の活用」 
 
 
 

動土質研究チーム 
山崎チームリーダー 
「液状化対策につい

て」 
 
 

野口新技術研究官 
「網チェーン式ブロッ

ク回収装置の開発～久

慈港での活用～」 

（東北地方整備局） 
秋田港湾事務所 小澤所長 
「秋田港における港内長周期

波対策施設による静穏度向上

効果」、本城谷沿岸防災調査官

「鋼板溶接により断面補強し

た鋼管杭の港湾構造物への適

用事例」 
仙台港湾空港技術調査事務所

佐藤所長 「東北港湾における

地域に即した技術開発の動向」

 
（国土総合技術研究所） 
空港施工システム室 伊豆室

長 
「空港舗装巡回点検システム

について」 
 
関 
東 

9/25 
 
 
 

一般

公開 
(111名) 

北詰研究主監 
 
 

海象情報研究チーム 
河合チームリーダー 
「気候変動による海象

外力の変化と港湾・海

岸施設の安全性」 
 
 

耐震構造研究チーム 
竹信研究官 
「地震時におけるコン

テナクレーンの挙動と

免震構造」 
 
 

油濁対策研究チーム 
藤田チームリーダー 
「港空研における油濁

対策技術の研究開発」 

（国土総合技術研究所） 
港湾研究部 高橋部長 
「誰でも解る！技術基準の信

頼性設計法（部分係数法）」 

 
北 
陸 

11/4 
 
 
 

一般

公開 
(61名) 

石井特別研究官 
 

津波防災研究センター

富田上席研究官 
「北陸地方における津

波と対策」 
 
 

地震防災研究領域 
菅野領域長 
「空港における液状化

対策について」 
 
 

油濁対策研究チーム 
藤田チームリーダー 
「港空研における最近

の油濁対策研究につい

て」 

（北陸地方整備局） 
新潟港湾空港技術調査事務所

水口所長 
「北陸地方の港湾・海岸に係る

技術的課題とその対応」 
 
（国土総合技術研究所） 
港湾システム研究室 渡部室

長 
「港湾物流に関する最近の研

究動向」 

資料－6.4 
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  講演題目

地方整
備局 

研究所の概要説明 港湾空港技術研究所 その他 
（国土交通省等） 海洋･水工部 地盤･構造部 施工・制御技術部 

 
中 
部 

10/6 
 
 
 
 
 
 

一般

公開 
(142名) 

中村研究主監 中村研究主監 
「港湾域の浚渫土砂管

理に関する研究」 
 
中川主任研究官 
「内湾域沿岸部での底

質異動と航路維持」 
 
津波防災研究センター

辰巳研究官 
「ＧＰＳ波浪計による

リアルタイム津波浸水

予測」 

 計測・制御研究チーム 
松本研究官 
「超音波式 3 次元水中
映像取得及び測量装置

の開発」 

（国土総合技術研究所） 
沿岸域システム研究室 日向

室長 
「東シナ海における海洋漂着

ゴミ予報実験」 

 
近 
畿 

10/1 
 
 
 

一般

公開 
(96 名) 

村山特別研究官 
 

海象情報研究チーム 
川口主任研究官 
「波浪推算とその利用

～日本沿岸波浪推算デ

ータベース～」 
 
沿岸環境研究チーム 
細川研究官 
「藻場による温室効果

ガス削減効果」 
 

 
 
 

計測・制御研究チーム

平林研究官 
「建設機械の遠隔操作

による水中作業の無人

化」 

（国土総合技術研究所) 
空港研究部 中道空港新技術

研究官 
「国際空港の機能低下が及ぼ

す我が国経済へのインパクト」

 
中 
国 

10/27 
 
 
 

一般

公開 
(130名) 

菊池地盤・構造研究部長 
 
 

米山上席研究官 
「港湾内の係留船舶に

対する津波の危険性」

 
中村上席研究官 
「港湾・海岸構造物周

辺の漂砂量予測と浸食

埋没対策」 
 
 

菊池地盤・構造部長 
「高炉水砕スラグの硬

化促進工法の現地への

適用について」 
 
構造研究チーム 
岩波チームリーダー 
「維持管理の省力化に

配慮した新形式桟橋上

部工の開発」 

 （国土総合技術研究所） 
沿岸防災研究室 鈴木室長 
「地球温暖化による高潮浸水

リスク」 

 
四 
国 

10/29 
 
 
 

一般

公開 
(114名) 

平石海洋・水工部長 
 

平石海洋・水工部長 
「港空研の近況および

最近の高潮災害につい

て」 
 
有川主任研究官 
「津波による被害と対

策について」 
 
 

地盤改良研究チーム 
森川チームリーダー 
「タイロッド増設によ

る既存矢板壁の補強に

ついて」 

計測・制御研究チーム 
吉住特別研究員 
「維持管理に活用でき

る非接触肉厚測定手法

の開発」 

（国土総合技術研究所） 
空港ターミナル研究室 上島

室長 
「瀬戸内海の観光振興につい

て」 

 
九 
州 

10/20 
 
 
 
 
 
 

一般

公開 
(143名) 

高橋研究主監 
 

高橋研究主監 
「最近の津波研究」 
 
海洋環境情報研究チー

ム 
鈴木チームリーダー 
「沿岸域の環境情報モ

ニタリング」 
 
波浪研究チーム 
春尾研究官 
「最新のブジネスクモ

デルを用いた港内静穏

度解析」 

基礎工研究チーム 
水谷主任研究官 
「載荷試験を活用した

杭の鉛直支持力の設

計・施工手法の体系化」

 
 

計測・制御研究チーム 
吉江チームリーダー 
「海洋メカトロニクス

と水中音響技術の維持

管理技術への適用」 

（九州地方整備局） 
下関港湾空港技術調査事務所

中村環境課長 
「泥質干潟造成技術」 
 
（国土総合技術研究所） 
港湾施設研究室 長尾室長 
「港湾構造物の信頼性設計法

に関する研究動向」 
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  講演題目

地方整
備局 

研究所の概要説明 港湾空港技術研究所 その他 
（国土交通省等） 海洋･水工部 地盤･構造部 施工・制御技術部 

 
沖 
縄 

10/7 
 

一般

公開 
(99名) 

白石施工・制御技術部長 
 

波浪研究チーム 
春尾研究官 
「ブシネスクモデルに

よるリーフ上波浪変形

計算とその活用」 
 
 

構造研究チーム 
加藤主任研究官 
「桟橋のライフサイク

ルマネジメントシステ

ムの構築」 
 
 

計測・制御研究チーム 
田中研究官 
「海洋浮体構造物の係

留装置点検システムの

開発」 

（国土総合技術研究所） 
空港施設研究室 水上室長 
｢空港舗装に関する最近の話

題」 
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５．平成２２年度 港湾空港技術地域特別講演会プログラム 

 
  講演題目 

地方整

備局 
研究所の概要説明 

港湾空港技術研究所 

その他 
（国土交通省等） 

海洋･水工部 地盤・構造部 
施工・制御技術部 

ｱｼﾞｱ・太平洋沿岸防

災研究ｾﾝﾀｰ 
空港研究ｾﾝﾀｰ 

 
北 
海 
道 

10/14 
 

一般

公開 
(124名) 

戸田特別研究官 
 

海洋研究領域 
下迫領域長 
「新形式防波堤の開発

と可動式防波堤」 

 計測・制御研究チーム 
平林研究官 
「水中建設機械の遠

隔操作支援システム」 
 

（特別講演） 
北海道大学大学院 
田中教授 
「浚渫粘性土の有効利用」 
 
（国土技術政策総合研究所）

港湾研究部 鈴木部長 
「港湾における CO2 排出量
の削減」 

富田上席研究官 
「2010 年チリ地震津
波災害について」 

 
東 
北 

9/15 
 
 
 
 

一般

公開 
(120名) 

栗山海洋・水工部長 
 

  
 
 

計測・制御研究チーム 
吉江チームリーダー 
「計測・制御技術の海

洋土木分野への適用」 

（東北地方整備局） 
仙台港湾空港技術調査事務所 
佐藤所長 
「東北港湾技術の最近の取り

組みの動向」、 
 
（国土技術政策総合研究所） 
沿岸域システム研究室 日向

室長 
「漂流・漂着ゴミ問題－現状と

課題－」 

菅野特別研究官 
「原点からの耐震性能

設計」 
 
富田上席研究官 
「どこまでできる津波

被害推定」 

 
北 
陸 

10/6 
 
 
 
 
 
 

一般

公開 
(153名) 

古市特別研究官 
 
 
 
 

中村研究主監 
「浚渫土砂の管理と利

用に関する最近の研究

について」 
 

耐震構造研究チーム 
小濱チームリーダー 
「空港の地震対策」 
 
 

計測・制御研究チーム 
松本研究官 
「四次元広角映像及び

測量用ソーナーシステ

ム」 

（北陸地方整備局） 
新潟港湾・空港整備事務所 
竹村所長 
「新潟空港の液状化対策」 
新潟港湾空港技術調査事務所 
中川所長 
「生物共生型護岸の設計」 
 
（国土技術政策総合研究所） 
空港計画研究室 丹生室長 
「最近の研究トピックから～

空港環境・国際旅客流動・国内

航空運賃～」 

 
中 
部 

11/4 
 
 

一般

公開 
(113名) 

企画管理部 宮井研究

計画官 
沿岸環境研究チーム 
内藤研究官 
「港湾域における堆積

物中の有害化学物質管

理」 
 

基礎工研究チーム 
水谷チームリーダー 
「杭の載荷試験と支持

力」 
 
地震防災研究領域 
山崎研究領域長 
「液状化に関する話題」

  (中部地方整備局) 
四日市港湾事務所 船橋係長 
「海域環境再生への取り組み 
～四日市港でもコンブは育ち

ます～」 
 
（国土技術政策総合研究所） 
沿岸海洋研究部 岡田主任研

究官 
「運河域の水環境」 

資料－6.4 
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  講演題目 

地方整

備局 
研究所の概要説明 

港湾空港技術研究所 

その他 
（国土交通省等） 

海洋･水工部 地盤・構造部 
施工・制御技術部 

ｱｼﾞｱ・太平洋沿岸防

災研究ｾﾝﾀｰ 
空港研究ｾﾝﾀｰ 

 
近 
畿 

10/15 
 
 

一般

公開 
(125名) 

永井研究主監 
 
 
 
 

沿岸環境研究チーム 
井上主任研究官 
「水質・底質改善に関

する研究事例」 
 

菅野特別研究官 
「港湾の荷役機械・係留

施設の耐震性能設計と

適合性確認」 
 
 

施工・制御技術部 白

石部長 
「我が国のコンテナタ

ーミナルの課題等につ

いて」 

(近畿地方整備局) 
神戸港湾空港技術調査事務所 
中島所長 
 
（国土技術政策総合研究所) 
港湾研究部 港湾施設研究室

長尾室長 
「港湾の設計地震動の合理化

について」 

 
中 
国 

11/17 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般

公開 
(87名) 

戸田特別研究官 
 
 

沿岸環境研究チーム

山田主任研究官 
「港湾施設の材料とし

ての木材」 

構造研究チーム 
加藤主任研究官 
「港湾施設の維持管理

に関する取り組み」 

計測・制御研究チーム 
吉住特別研究員 
「非接触肉厚測定装置

の開発」 

(中国地方整備局) 
境港湾・空港整備事務所 上野

港湾施設分析評価官 
「境港外港地区防波堤(2)-1 に
おける海水循環技術について

(中間報告)」 
 
広島港湾空港技術調査事務所 
北浦技術開発係長 
「空港舗装への再生材の利用

促進並びに舗装耐久性に関す

る研究」 
 
（国土技術政策総合研究所） 
港湾研究部 小泉港湾新技術

研究官 
「海外の大型コンテナターミ

ナルの整備状況について」 

 
四 
国 

9/29 
 
 
 
 

一般

公開 
(119名) 

菊池地盤・構造部長 
 

耐波研究チーム 有川

主任研究官 
「近年の巨大地震津波

による被害と日本への

教訓」 
 
 

地盤・構造部 菊池部長

「高炉水砕スラグの硬

化促進工法について」

 
構造研究チーム 岩波

チームリーダー 
「港湾施設の戦略的維

持管理のための最近の

取組み」 
 

計測・制御研究チーム 
田中研究官 
「遠隔操作支援機能を

持った海洋浮体構造物

の係留装置点検システ

ム」 

（国土技術政策総合研究所） 
沿岸海洋研究部 熊谷主任研

究官 
「浸水による沿岸域の地域被

害の推定手法について」 
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  講演題目 

地方整

備局 
研究所の概要説明 

港湾空港技術研究所 

その他 
（国土交通省等） 

海洋･水工部 地盤・構造部 
施工・制御技術部 

ｱｼﾞｱ・太平洋沿岸防

災研究ｾﾝﾀｰ 
空港研究ｾﾝﾀｰ 

 
九 
州 

11/18 
 
 
 
 
 
 

一般

公開 
(194名) 

海洋・水工部 栗山部長 沿岸土砂管理研究チー
ム 中川チームリーダ

ー 
「内湾の底質輸送と航

路埋没」 

材料研究チーム 山路

チームリーダー 
「海洋コンクリート構

造物の長寿命化」 

油濁対策研究チーム 
藤田チームリーダー 
「メキシコ湾油流出事

故と油濁対策研究」 

（九州地方整備局） 
下関港湾空港技術調査事務所

秤谷技術開発課長 
「有明海および周防灘におけ

る航路・泊地の埋没対策につい

て」 
 
（国土技術政策総合研究所） 
港湾研究部港湾システム研究

室 渡部室長 
「港湾物流に関する最近の研

究動向」 

前川主任研究官 
「空港舗装材料に関す

る最近の研究」 

 
沖 
縄 

10/6 
 
 
 

一般

公開 
(120名) 

企画管理部 坂井企画

課長 
 

波浪研究チーム 平山

チームリーダー 
「ブシネスクモデルに

よるリーフ上波浪変形

計算とその活用につい

て」 
 
 

 
 

野口新技術研究官 
「網チェーン回収装置

による既設ブロック撤

去工事について」 

(沖縄総合事務所) 
開発建設部 土田計画調査係

長 
「美ら海の創造 港湾整備に

おけるサンゴの保全・再生」 
 
（国土技術政策総合研究所） 
空港研究部 坪川主任研究官 
｢空港舗装の技術基礎に関する

最近の話題」 

前川主任研究官 
「空港舗装材料に関す

る最近の研究」 
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港湾空港技術特別講演会in関東 

沿岸域の開発プロジェクトと新しい技術の発展に関する国際シンポジウム 

 

開催日時：平成２２年１２月１４日(火)～１６日(木) 

開催場所：パシフィコ横浜(神奈川県横浜市西区みなとみらい) 

参加人数：３５４名 

１日目(１２月１４日 火曜日) 

時 間 講  演  題  目 

９：００  オープニングセレモニー 

 北詰昌樹(港湾空港技術研究所 研究主監) 

９：４０ 

 

 基調講演「羽田空港再拡張プロジェクト１」 

 座長：石井一郎(港湾空港技術研究所 統括研究官) 

 石原研而(中央大学 研究開発機構 教授) 

 「New technologies and their large-scale  implementation for completion of Tokyo 

International  Airport at Haneda」 

１１：００  基調講演「羽田空港再拡張プロジェクト２」 

 座長：戸田和彦(港湾空港技術研究所 特別研究官) 

 鈴木弘之（関東地方整備局 東京空港整備事務所長） 

 「東京国際空港（羽田）の展開と沿岸域の利用調整の経緯」 

１１：３０  一般講演「羽田空港再拡張プロジェクトＡ：計画と調査」 

 座長：古市正彦（港湾空港技術研究所 特別研究官） 

 野口孝俊（関東地方整備局） 

 「東京国際空港（羽田）Ｄ滑走路の計画」 

 渡部要一（港湾空港技術研究所 地盤構造部 土質研究チームリーダー） 

 「羽田空港Ｄ滑走路建設における地盤調査と埋立部の設計」 

 平山克也（港湾空港技術研究所 海洋・水工部 波浪研究チームリーダー） 

 「羽田空港Ｄ滑走路周辺海域の海象条件に関する実験的検討」 

１４：００  一般講演「羽田空港再拡張プロジェクトＢ：設計・維持管理」 

 座長：佐々真志（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 土質研究チーム 主任研究官） 

 坪川将丈（国土交通省 国土技術政策総合研究所） 

 「空港コンクリート舗装に発生する温度応力に対する版厚と版内非線形温度分布の影響」 

 前川亮太（港湾空港技術研究所 空港研究センター 主任研究官） 

 「羽田空港の舗装における遮熱性技術を用いた耐久性向上策の検討」 

 松本さゆり（港湾空港技術研究所 施工・制御技術部 計測・制御研究チーム 研究官） 

 「四次元広角映像及び測量用ソーナーシステムの開発」 

 岩波光保（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 構造研究チームリーダー） 

 「羽田空港D滑走路の維持管理計画の策定にあたっての基本的な考え方」 

１５：５０  基調講演「海外大規模プロジェクト」 

 座長：白石哲也（港湾空港技術研究所 施工・制御技術部長） 

 Dr. Sung-Min Cho 

 (Principal Research Engineer, Korea Expressway Corporation, Korea) 

 「Incheon Bridge Project beyond the limitation of coastal constructions」 

 Dr. David S. Yang (Vice President, Raito Inc., USA) 

 「Applications of multi-shaft deep mixing in coastal areas overseas」 

１７：３０  終了 
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２日目(１２月１５日 水曜日) 

時 間 講  演  題  目 

９：００  基調講演「沿岸開発プロジェクト」 

 座長：菊池喜昭（港湾空港技術研究所 地盤・構造部長） 

 北詰昌樹（港湾空港技術研究所 研究主監） 

 「沿岸域の埋立に関わる地盤改良工事の設計、施工、施工管理」 

９：４０  基調講演「羽田再拡張プロジェクト３」 

 座長：菊池喜昭（港湾空港技術研究所 地盤・構造部長） 

 峯尾隆二（鹿島建設株式会社 専務執行役員） 

 「大量急速施工を可能とした羽田Ｄ滑走路工事のプロジェクトマネジメント」 

１０：４０  一般講演「沿岸開発プロジェクト」 

 座長：山路 徹（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 材料研究チームリーダー） 

 鈴木愼也（関西国際空港株式会社） 

 「軟弱地盤上の関西国際空港の建設」 

 横田 弘（北海道大学） 

 「沿岸域の社会基盤施設に対する戦略的維持管理」 

１１：２０  一般講演「羽田再拡張プロジェクトＣ：施工」 

 座長：山路 徹（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 材料研究チームリーダー） 

 奥 信幸（東亜建設工業株式会社） 

 「東京国際空港（羽田）再拡張事業Ｄ滑走路埋立部の設計・施工概要」 

 加藤一志（大成建設株式会社） 

 「東京国際空港（羽田）再拡張事業Ｄ滑走路桟橋部の設計・施工概要」 

１３：１５  現場見学会(Ａコース：羽田空港と横浜港の船上見学・Ｂコース：羽田空港他の見学(バス・徒歩)) 

１６：００  終了 
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３日目(１２月１６日 木曜日) 

時 間 講  演  題  目 

９：００  基調講演「将来プロジェクトと技術開発」 

 座長：菊池喜昭（港湾空港技術研究所 地盤・構造部長） 

 Dr. Noel Boylan  

 (The University of Western Australia, Research Assistant Professor) 

 「Geotechnical frontiers in offshore engineering」 

 Prof. Thiam Soon Tan 

 (National University of Singapore, Vice Provost) 

 「Use of clay for land reclamation ‒Some recent experiences in Singapore」 

１１：１０  一般講演「将来プロジェクトと技術開発Ａ」 

 座長：小濱英司（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 耐震構造研究チームリーダー） 

 谷 和夫（横浜国立大学） 

 「Design consideration of surface ground deformation due to fault displacement in foundation 

engineering」 

 三村 衛（京都大学） 

 「海上空港建設による大阪湾更新統海底地盤の時間依存性挙動の数値解析」 

 水谷崇亮（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 基礎工研究チームリーダー） 

 「土丹層で支持された杭の杭軸方向抵抗力のセットアップに関する検討」 

 森川嘉之（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 地盤改良研究チームリーダー） 

 「裏埋めに固化処理土を用いた矢板式岸壁の動的遠心模型実験」 

１４：００  一般講演「将来プロジェクトと技術開発Ｂ」 

 座長：山崎浩之（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 地震防災研究領域長） 

 東畑郁生（東京大学） 

 「柱状地盤改良による液状化地盤流動の抑制―１G振動台実験による検討―」 

 清宮 理（早稲田大学） 

 「New Technologies on Design and Construction of Tokyo Port Bayside Bridge」 

 野津 厚（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 地震動研究チームリーダー） 

 「社会基盤施設の設計における地震観測とサイト特性評価の重要性について」 

１５：２０  基調講演「将来プロジェクトと技術開発」 

 座長：菅野高弘（港湾空港技術研究所 特別研究官） 

 金澤 寛（港湾空港技術研究所 理事長） 

 「港湾空港技術研究所における研究開発の中期展望」 

 日下部治（東京工業大学 理工学研究科 教授） 

 「Development of Japanese construction technologies and its contribution to infrastructure 

development」 

１７：１０  終了 
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特別研究 実施要領 

 
１．定義 
特別研究は、港湾空港技術研究所（以下「港空研」という。）が重点的に行う必要性が高い研究であり、

人員および資金の集中的な投入を図るとともに、必要に応じて港空研の基本的な組織の枠を超えた横断的

な研究体制を整備して、迅速な研究の推進を図るものである。 
 
２．研究の要件 
以下の条件を満たす研究を特別研究とする。 
（１）社会的なニーズが特に大きいもの。 

総合科学技術会議等で示される政府の科学技術政策も踏まえた研究テーマ、国土交通省の技術

開発の方針を踏まえた研究テーマであること。ただし、現在のニーズを尊重するだけでなく、将

来的に重要となる研究テーマも取り上げる必要がある。 
（２）港空研が一定の知見を有しており、集中的な研究により学術上あるいは実用上の大きな成果が見

込めるもの。 
（３）港空研の重点研究課題であるか、将来的に重点研究課題となる可能性が高いものであること。 

 
３．研究体制 
個人または有志によるグループ（以下「研究主体」という。）が研究を実施するものとする。グループの

場合は、研究責任者を決め、研究責任者が研究の実施に責任を持つものとする。 
 
４．研究期間 
特別研究の研究期間は原則として３～５年間とする。 

 
５．研究計画 
特別研究は、港湾空港技術研究所研究計画において一つの研究実施項目からなる。 

 
６．研究計画書と研究終了報告書 
研究責任者は、年度末までに翌年度の研究計画書を、研究計画書作成要領にもとづき港空研理事長に提

出しなければならない。また、研究を終了した 1ヶ月後までに研究終了報告書を研究終了報告書作成要領
にもとづき港空研理事長に提出しなければならない。 
 
７．予算額 
予算額は、研究期間の平均として年間一課題当 1000 万円程度とする。なお、港空研の財政事情等を勘
案の上、予算の調整を行うこととする。 
 
８．課題の採択 
特別研究課題の採択は、内部評価委員会が研究責任者の説明を受け、外部評価委員会の評価を踏まえて

決定する。 

資料－6.5 
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特定萌芽的研究 実施要領 

１．目的 
独創的な発想、先進的な発想に基づく芽生え期の研究であって、かつ将来の港湾空港技術研究所（以下

「港空研」という。）の新たな研究分野を切り開く可能性を有する研究に、先行的に取り組みその推進を図

る。 
 
２．研究の要件 
以下の条件を満たす研究を特定萌芽的研究とする。 
（１）アイデアの段階、予備的な机上の検討段階、あるいは試行的な調査や実験・計算、試作の段階な

ど芽生え期の研究であって、将来の港空研の新たな研究分野を切り開く可能性を有する研究であ

ること。 
（２）将来、港空研が他の研究機関との競争において十分な競争力を有する可能性が有る研究分野であ

ること。 
（３）独創的・先進的な研究テーマであるか、研究手法が独創的・先進的であること。 

 
３．研究体制 
個人または有志によるグループが研究を実施するものとする。グループの場合は、研究責任者を決め、

研究責任者が研究の実施に責任を持つものとする。 
 
４．特定萌芽的研究の種別 
特許につながる可能性が高いなど、研究内容の秘密を保持する必要があるものについては特定萌芽的研

究 Bとし、研究責任者からの申し出によって設定する。特定萌芽的研究 Bの具体的な内容については、研
究終了から原則として 1年間は対外的に秘密を保持する。 
 
５．研究期間 
本特定萌芽的研究の予算充当期間は１年間とする。 

 
６．研究計画 
本特定萌芽的研究に採択された研究は、原則として研究実施項目として研究計画に記載する必要はない。

ただし、当該年度で一定の成果を得る見通しが得られた場合は、その時点で、港湾空港技術研究所研究計

画に実施項目として新規に追加することができる。 
 
７．研究計画書･研究終了報告書 
研究責任者は、研究計画書を研究計画書作成要領にもとづき港空研理事長に提出しなければならない。

また、研究を終了した 1ヶ月後までに研究終了報告書を研究終了報告書作成要領にもとづき港空研理事長
に提出しなければならない。 
 
８．予算額 
特定萌芽的研究の予算額は、一課題当３００万円程度を限度とする。 
なお必要と認められる場合には、港空研の財政事情等を勘案の上、予算・採択件数の積み増しを検討す

る。 
 
９．課題の採択 
特定萌芽的研究課題の採択は、主に内部評価委員会が研究責任者より説明を受け、外部評価委員会の評

価を踏まえて決定する。なお、若手研究者を育成する観点から、採択にあたっては若手研究者枠（主任研

究官以下による研究課題）を５割以上確保するものとする。 
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